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平成21事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間
に係る業務の実績に関する報告書
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○ 大学の概要

(1) 現況
① 大学名

国立大学法人東北大学

② 所在地
片平キャンパス（本部 ：宮城県仙台市青葉区片平）
川内キャンパス ：宮城県仙台市青葉区川内
青葉山キャンパス ：宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉
星陵キャンパス ：宮城県仙台市青葉区星陵町
雨宮キャンパス ：宮城県仙台市青葉区堤通雨宮町
附属複合生態フィールド教育研究センター：

宮城県大崎市鳴子温泉蓬田
附属浅虫海洋生物学研究センター ：青森県青森市浅虫坂本
附属量子エネルギー材料科学国際研究センター：

茨城県東茨城郡大洗町成田町
③ 役員の状況

総長名：吉本 高志（平成14年11月６日～平成18年11月５日）
井上 明久（平成18年11月６日～平成24年３月31日）

理事数：７名
監事数：２名

④ 学部等の構成
○学部：

文学部，教育学部，法学部，経済学部，理学部，医学部，歯学部，
薬学部，工学部，農学部

○研究科等：
文学研究科，教育学研究科，法学研究科，経済学研究科，理学研究科，
医学系研究科，歯学研究科，薬学研究科，工学研究科，農学研究科，
国際文化研究科，情報科学研究科，生命科学研究科，環境科学研究科，
医工学研究科，教育情報学教育部，教育情報学研究部

○附置研究所
金属材料研究所※，加齢医学研究所，流体科学研究所，
電気通信研究所※，多元物質科学研究所

※は，全国共同利用の機能を有する附置研究所を示す。

⑤ 学生数及び教職員数（平成21年５月１日現在）
学生数

学部学生数：10,967名（うち，留学生数：127名）
大学院生数： 6,881名（うち，留学生数：823名）
歯学部附属歯科技工士学校学生数：35名

教員数 ： 2,846名
職員数 ： 2,900名

(2) 大学の基本的な目標等
東北大学は，開学以来の「研究第一主義」の伝統 「門戸開放」の理念並び，

に「実学尊重」の精神を基に，数々の教育研究の成果を挙げてきた実績を踏
まえ，これらの伝統，理念等を積極的に踏襲し，独創的な研究を基盤として
高等教育を推進する総合大学として，以下の目標を掲げる。

１．教育目標・教育理念－「指導的人材の養成 ：」
・学部教育では，豊かな教養と人間性を持ち，人間・社会や自然の事象

に対して「科学する心」を持って知的探求を行うような行動力のある
人材，国際的視野に立ち多様な分野で専門性を発揮して指導的・中核
的役割を果たす人材を養成する。

・大学院教育では，世界水準の研究を理解し，これに創造的知見を加え
て新たな展開を遂行できる創造力豊かな研究者並びに高度な専門的知
識を持つ高度専門職業人を養成する。

２．使命 －「研究中心大学 ：」
・東北大学の伝統である「研究第一主義」に基づき，真理の探求等を目

指す基礎科学の推進とともに，研究中心大学として人類と社会の発展
に貢献するため，研究科と研究所等が一体となって，人間・社会，自
然に関する広範な分野の研究を行う。同時に 「実学尊重」の精神を活，
かした新たな知識・技術・価値の創造に努め，常に世界最高水準の研
究成果を創出し，広く国内外に発信する。

・知の創造・継承と普及の拠点として，人間への深い理解と社会への広
い視野・倫理観を持ち，高度な専門性を兼ね備えた行動力ある指導的
人材を養成する。

３．基本方針－「世界と地域に開かれた大学 ：」
・世界と地域に開かれた大学として，自由と人権を尊重し，社会と文化

の繁栄に貢献するため 「門戸開放」の理念に基づいて，国内外から，，
国籍，人種，性別，宗教等を問わず，豊かな資質を持つ学生と教育研
究上の優れた能力や実績を持つ教員を迎え入れる。それとともに，産
業界はもとより，広く社会や地域との連携研究，研究成果の社会への
還元や有益な提言等の社会貢献を積極的に行う。

・市民への開放講座，インターネットによる教育を積極的に推進すると
ともに，市民が学術文化に触れつつ憩える環境に配慮したキャンパス
創りを行う。

東北大学
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(3)大学の機構図

東北大学
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平成20年度からの変更点
◎経営協議会 ３２名から３１名に変更 ◎学内共同教育研究施設等 ９施設から１０施設に変更
◎教育研究協議会 ６０名から６１名に変更 ◎特定事業組織 ８組織から１０組織に変更
◎理事・副学長会議 １４名から１２名に変更
◎部局長連絡会議 ４１名から４０名に変更
◎総長室 ４１名から４０名に変更

東北大学
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○ 全体的な状況

東北大学は，10学部，16大学院研究科等，５附置研究所（うち２附置研究所
は全国共同利用型，平成22年度から全附置研究所が全国共同利用型 ，３専門 １．中期目標期間に係る主な実施状況）
職大学院，全国共同利用のサイバーサイエンスセンターほか多数の教育・研究
に関わるセンター等を擁する総合大学として，世界リーディング・ユニバーシ 【平成16～21事業年度】
ティを目指し，基本的目標として掲げる教育目標・教育理念－「指導的人材の ①戦略的な運営体制の確立
養成 ，使命－「研究中心大学 ，基本方針－「世界と地域に開かれた大学」へ 平成18年11月６日に新総長が就任，戦略的なトップマネジメントを推進でき」 」
の歩みを，本中期目標期間において着実に，また，発展的に推進してきた。 るよう下記のとおり運営体制を整備した。

教育面では，文部科学省が実施している各種大学教育改革プログラムにおい ○理事 ４名：教育・専門職大学院担当，研究・国際交流担当，広報・情報
て平成15年度から平成22年３月までに「特色ある大学教育支援プログラム」他 担当，人事労務担当
数プログラムで38件が採択され，各プログラムにおいて積極的，先進的な改革 ○非常勤理事 ３名
が実施・継続され，指導的人材の養成を目指した教育活動が展開された。 ○副学長 10名：総務・財務担当，高等教育開発・学生支援担当，全学教育

大学院組織では，平成16年４月に発足した法科大学院，公共政策大学院に加 ・大学院教育・教育国際交流担当，大学評価担当，ライフ
， ，え，平成17年には会計大学院が専門職大学院として設置された。さらに，平成2 サイエンス・環境安全担当 男女共同参画・学術情報担当

0年４月には医工学分野では日本で最初の研究科として，医工学研究科が発足し 教育研究基盤推進担当，病院経営担当，百周年記念事業・
た。 全学同窓会担当，施設担当

全学教育（教養教育 ，入学者選抜，就職支援，学生生活支援においても， ○総長特別補佐 ９名）
平成16年に既存の組織を改組統合し，高等教育開発推進センターを設置し，全 併せて，新たに総長と一体となって企画立案及び総合調整等を行う総長室を
学教育の内容及び教育方法の高度化，高大接続からのキャリア支援による学生 設置し，総長室のスタッフとして総長を補佐する総長特任補佐（18人）を配置
の修学・自己開発・進路選択のプロセスを一貫して支援する体制整備を図った し，総長補佐体制を強化・整備した。。

世界をリードする教育・研究拠点を目指す東北大学では，自然科学から人文 なお，平成18年11月からの新体制を基本としつつ，毎年度，さらなる業務運
・社会科学にわたる12のグローバルCOEプログラム，先進医工学研究機構（TUBE 営の効率化等のため，理事及び副学長の役割分担の見直しを行い，平成21年10
RO ，国際高等研究教育機構（国際高等研究教育院及び国際高等融合領域研究 月からは以下の体制とした。）
所 ，原子分子材料科学高等研究機構（世界トップレベル研究拠点形成促進プ ○理事 ５名：教育国際交流･情報システム担当，研究･法務コンプライアン）
ログラム ，マイクロシステム融合研究開発センター及び省エネルギー・スピ ス担当，財務担当，人事労務･キャンパス環境･男女共同参画）
ントロニクス集積化システムセンター（最先端研究開発支援プログラム）など 担当，広報･校友会･学術情報担当
それぞれにおいて極めて高い水準の教育・研究活動が展開されているほか，こ ○非常勤理事 ２名
れらを中心に広い学問領域で世界最先端の研究成果を生み出している。 ○副学長 ６名：総務･業務統括，病院経営担当，生命倫理･環境安全担当，

国際交流・連携においては，研究科・学部等が設置するリエゾンオフィス13 特別課題担当:第一期中期目標期間評価，特別課題担当:教
施設に加えて，米国代表事務所及び中国代表事務所の設置，大学間交流協定を 養教育改革，特別課題担当:次期中期目標･中期計画
締結している協定校や関係大学を訪問しての本学の紹介や海外における本学主
催のフォーラム開催など本学の教育・研究の紹介と研究者交流，学生交流を積 ②機動的法人運営を実現するための予算の確保及び活用
極的に進めた。平成19年からは，フランス及び中国の大学とダブルディグリー 総長のリーダーシップによる柔軟で機動的な法人運営を実現するため，運営
プログラムも開始され，さらにスウェーデンの大学が加わることが決まってい 費交付金及び外部資金（間接経費等）の一定割合を総長裁量経費として確保す
る。 るとともに，教員人件費の５％相当（13億円）を中央枠予算として確保する基

社会貢献については，個々の教員の教育・研究活動を通じた自治体，企業， 本方針を策定した。また，総長裁量経費については，配分方針の見直しを図る
市民等への協力や連携はもとより，研究成果の社会への還元を積極的に進める とともに，基盤的経費を「全学的基盤経費 （別枠予算）として配分する仕組」
ため 産学連携推進本部を設置し TLOとともに事業化推進を積極的に展開した みを構築した。， ， 。
また，市民への公開講座，公開シンポジウム等の開催や各種の情報メディア， なお，確保した中央枠予算は，世界的に顕著な研究業績を有する分野・領域
広報誌等による積極的な情報提供を行っている。 あるいは飛躍的発展が見込まれる分野・領域のプロジェクト等に対して重点的

業務運営においては，総長のリーダーシップの下，平成16年４月の法人化移 に人的・物的資源を配分するなどの基本方針のもと，世界的に顕著な研究実績
行を円滑に進め，体制整備を図り，業務運営全般にわたる改革を進めた。平成1 を有するユニバーシティプロフェッサーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経
8年11月には新総長が就任し，新たに総長と一体となって企画立案及び総合調整 営への戦略的支援，新組織関連（国際高等研究教育機構，医工学研究科等）へ
等を行う総長室を設置するなど運営体制のさらなる充実が図られ，より機動的 の教授等の配置等に活用した。
・戦略的な大学運営体制が確立したといえる。

以下に，業務運営・財務内容等に関する事項を中心とした取組みを全体状況 ③研究科等の改組，新組織の設置
として記す。 平成16年度に法学研究科に総合法制専攻（法科大学院）及び公共法政策専攻

東北大学
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（専門職大学院）を，歯学研究科に歯科学専攻修士課程を，平成17年度に経済 さらに，具体の事業を以下のとおり順次推進した。
学研究科に会計専門職専攻（専門職大学院）をそれぞれ設置した。また，平成2 ○片平キャンパス
0年度には，我が国初となる医工学研究科を設置した。 完成：戦略本部棟改修，プロジェクト総合研究棟

医療技術短期大学部は，平成15年10月に医学部保健学科が設置されたことに 着手：インテグレーション教育研究棟，エクステンション教育研究棟，
伴い学生の募集を停止し，平成19年３月31日に廃止した。 外国人研究員等宿泊施設，北門エントランス整備

平成19年度には革新的材料科学に関する国際的な研究拠点として，原子分子 ○川内キャンパス
材料科学高等研究機構（WPI）を，また，異分野の融合領域における新たな研究 完成・完了：川内プラザ屋外環境整備，川内北キャンパス交通環境整備，
分野の創出，若手研究者の養成の推進等を目的に国際高等研究教育機構を設置 川内百周年記念会館周環境整備，川内サブアリーナ棟新営
した。 着手：厚生会館改修・増築

○星陵キャンパス
③部局評価の実施 完成：病院新外来診療棟，加齢研立体駐車場整備，旧西病棟改修，

平成17年度に，評価分析室において，中期目標・中期計画及び大学認証評価 臨床薬学教育研究棟，医療福祉センター
等の関係機関評価に対応する評価基準項目と連動した部局評価実施要項を策定 着手：病院既存外来診療棟改修，スマート･エイジング国際共同研究棟新営
し，この要項に基づき，総長，理事，副学長による部局評価を実施するととも ○青葉山キャンパス
に，教育研究基盤経費等の傾斜配分を実施した。なお，部局評価実施要項は， 完成：青葉山東キャンパスセンタースクエアー，物理研究棟改修，
毎年必要に応じて見直しを行った。各部局の優れた取組を「評価年次報告」と サイクロトロン実験棟改修，エコハウス整備，NICHeⅡ期棟新営，
してホームページで公開している。 電気・化学合同実験棟整備，

継続整備中：キャンパスセンタースクエア整備
④外部資金の獲得 着手：マテリアル新棟

プロジェクト研究等の申請準備促進のため，全学教職員に対して事業の事前 ○青葉山新キャンパス
説明会やヒアリングを行うとともに，外部資金獲得の方策を指導・助言する体 完成：土木工事（敷地造成，防災施設)
制及び研究推進の体制を整備した。併せて，特定領域研究推進支援センターを 継続整備中：道路，排水，共同溝
設置し，領域横断的な大型研究費への申請支援を行った。 上記と並行して環境影響評価事後調査業務を実施したほか，主要な建物及び

産学連携推進本部を設置し，受託研究，共同研究の受入れに係る支援体制の 電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計業務が完了した。
整備に努め，契約件数・契約金額の増加を図った。

㈱東北テクノアーチと技術移転に関する基本契約を締結し，発明等の積極的
活用を図り，積極的な技術移転を展開し，ロイヤリティ収入の増額に努めた。

プロジェクト等の獲得実績及び外部資金伸び率は，以下のとおり。 ２．平成21事業年度に関する実施状況
○21世紀COEプログラム 13件
○グローバルCOEプログラム 12件 ○教育GP等 38件 (1) 業務運営の改善及び効率化
○平成16年度から平成17～21年度（平均）の伸び率 ①機動的法人運営を実現するための予算の確保及び活用【155 【156】】

(1)受託研究 件数24.3% 金額40.1% 基本方針に基づき，中央枠予算として約13億円（教員人件費の５％相当 ，）
(2)共同研究 件数69.3% 金額32.5% 総長裁量経費として約36億円（うち運営費交付金約６億円）を確保した。
(3)奨学寄附金 件数3.6% 金額33.0% 総長裁量経費については，趣旨及び目的の明確化を図る観点から 「井上プ，
(4)ロイヤリティ収入 2,581.7% ラン2007」に即した要求区分に見直しを行うとともに，基盤的経費を「全学的

基盤経費 （別枠予算）として確保し配分した。」
⑤キャンパスマスタープランに基づく施設整備 中央枠予算は，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティプロフェッ

キャンパス将来計画委員会を設置し，キャンパス全体の計画に関する基本的 サーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，新組織関連（国
考え方を検討した。平成18年度には新キャンパス計画の集大成となる，自然環 際高等研究教育機構，医工学研究科等）への支援等，引き続き本学としての重
境に配慮した環境調和型の「青葉山新キャンパスマスタープラン（基本計画・ 点施策へ配分を行った。
基本設計 」を策定・公表した。また，新キャンパス整備計画の検討を経て，）
新キャンパス用地を取得し，環境評価，開発許可等の手続きを完了した。さら ②国際交流体制の強化【197】
に土木工事（敷地造成，道路，排水，共同溝，広場等）の実施設計を完了し， 文部科学省「グローバル30事業」推進組織として国際教育院を設置し，優秀
工事に着手するとともに，建物及び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設 な教員を国際公募・採用し，海外における戦略的な広報及び留学の促進，英語
計に着手した。また，平成18年度から既存キャンパスのマスタープランの見直 による授業のみで学位を取得できるコース及び単位互換プログラムの拡充，留
し，検討を進め，以下のとおり策定した。 学生への包括的支援体制の整備等，高度な教育研究の国際拠点づくりを推進し

○平成19年度 片平キャンパス … 都市型学術空間 た。また，国際化に対応したより高度な事務体制を整備するため，グローバル3
川内キャンパス … 大学の顔 0推進室を留学生課に設置し，関連部局との緊密な連携事務調整等の整備を図る

○平成20年度 青葉山キャンパス … 自然との共生 とともに，英語のネイティブ・スピーカーを国際公募し，国際交流課と留学生
星陵キャンパス … 先進メディカルサイエンス創成の拠点 課に各１名採用して配置したほか，海外との連携を推進することを目的に国際

東北大学
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交流課に専門性を有するスタッフ２名を採用する等，国際交流関連業務の推進 (4) その他の業務運営に関する重要事項
体制を一層強化した。 ①学内財源による施設整備の推進【234・235・236・237】

キャンパスマスタープランに基づき，以下のとおり施設整備を推進した。
○片平キャンパス

(2) 財務内容の改善 完成：プロジェクト総合研究棟新営
①「東北大学基金」の整備【207】 着手：インテグレーション教育研究棟，エクステンション教育研究棟，

各同窓会組織の催事，関東・関西交流会，ホームカミングデーにおいて基金 外国人研究員等宿泊施設，北門エントランス整備
の募集活動を実施した また 基金寄附者への顕彰制度を再構築するとともに ○川内キャンパス。 ， ，
学内公開施設の利用等の特典を整備し基金拡充への方策を推進した そのほか 完成：厚生会館整備。 ，
ホームページを充実させ効率的な運営に努めるとともに，基金の安定かつ効率 ○星陵キャンパス
的な運用を目指し，平成22年度から新たに実施する基金による助成事業の基盤 完成：加齢研立体駐車場整備
を整備した。 ○青葉山キャンパス

完成：エコハウス整備，NICHeⅡ期棟整備
②財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用 工事中：キャンパスセンタースクエア整備

財務レポート2009を作成し，学内諸会議，経営協議会及び役員会等において 着手：マテリアル新棟
本学の財務状況について周知するとともに，学内外に広く配布し，本学のホー ○青葉山新キャンパス
ムページ上においても公開した。また，理事・副学長会議において収支ベース 土木工事（完了 ：敷地造成，防災施設）
による財務状況報告を行い，大学運営の改善に活用した。さらに，公認会計士 〃 （継続中 ：道路，排水，共同溝）
とコンサルティング契約を結び，専門的見地による財務分析を行い，財務部や 上記と並行して環境影響評価事後調査業務を実施したほか，主要な建
病院職員を対象とした講習会を開催することにより，財務担当職員における財 物及び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計業務が完了した。
務状況の把握に努めた。

②安全保障輸出管理体制の整備及び運用
安全保障輸出管理体制を整備するため，全学的な検討委員会及び安全保障輸

（ ） ， ，(3) 自己点検評価及び情報提供 出管理室 専任の事務スタッフ３名 の設置により 本学に適応した組織体制
①欧州大学協会機関別評価プログラムの受審 手続等について集中的に検討を行い，安全保障輸出管理規程及び同細則を策定

国際的視点からの外部評価として，欧州大学協会機関別評価プログラムを受 するとともに，安全保障輸出管理体制をスタートさせた。
。 ， ， 。審した これは 国内はもとより アジア諸国においても初めての受審である

英文による自己評価報告書を作成・提出の後 ２度にわたる訪問調査において ③キャンパスアメニティの向上， ，
， 。 ，学内外の関係者との面談などがあり，訪問調査の最終日には，本学役員や部局 川内厚生会館の増改築により 慢性的な学生食堂の混雑が緩和された また

長等を対象に，評価結果の口頭報告・質疑がなされ，この評価による助言を全 食堂前バス停へのバス接近情報が表示されるモニターを設置するなど，単に席
学で共有することができた。なお，学内関係者による自己評価報告書の作成過 数やメニューの増加のみならず，厚生会館全体のアメニティ向上が図られた。
程においては，SWOT分析を実施し，本学の問題点を明確化することができた。

， ， ，このように 評価結果のみならず 自己点検プロセスや訪問調査における面談
報告会等も含め，欧州大学協会外部評価の受審は大変有意義であり，大きな成 (5) 教育研究の質の向上
果が得られた。 ①高度イノベーション博士人財育成センター設置

ポスドク及び博士後期課程学生を対象に，広い視野と人間力を備え産業界で
②大学情報の積極的な公開・提供 活躍できる若手研究人材の育成とキャリアパス支援を行う組織として 「高度，

継続して実施しているサイエンスカフェは，脳科学GCOE「脳カフェ」と共同 イノベーション博士人財育成センター」を平成21年７月に設置した。同センタ
で実施するなど多彩な内容としたほか 新たに文系分野の楽しさを紹介する リ ーでは，高度技術経営塾による「実務応用力」及び「人間力」の養成，インタ， 「
ベラルアーツサロン」を実施した。さらに，八戸市において開催したほか昨年 ーン推進室による「実践力」養成，さらにキャリア支援室による就職支援を進
度に引き続き関西地区においても開催した。 めるとともに，全学的な博士のキャリアパス支援体制を構築することを目的と

河北新報社と連携し，仙台市内等の小学校高学年を対象とした出前授業「楽 している。同センターでは，文部科学省科学技術振興調整費「イノベーション
しい理科のはなし」を実施したほか，読売新聞社と「新型インフルエンザと新 創出若手研究人材養成プログラム」において，国内外の企業や研究機関等で，
興・再興感染症の脅威」と題したセミナーを実施した。 ３ケ月以上の長期インターンシップにより「実践力」を養成する「高度イノベ

昨年度に引き続き，百周年記念会館の広報展示ギャラリーにおいて展示会を ーション博士人材育成プログラムⅡ（長期インターンシップ 」を実施し，本）
開催し，大学の保有する文化的資源を一般市民へ公開した。また，コンサート 学におけるインターンシップ制度の充実を推進した。
を実施するなど，文化・学術情報の発信施設として活用し，本学関係者のみな
らず多くの一般市民の参加があった。 ②研究支援体制の充実

東北大学教育研究高度化支援推進委員会の下，本学における主要なプロジェ
クト研究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログ

東北大学
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東北大学

ラム」を推進し，外部資金獲得に資する戦略的情報を収集するためのスタッフ
を配置するとともに，同情報を学内の教職員に提供するためのWEBシステムを構
築したほか，共同利用に供する設備２件を整備した。また 「東北大学におけ，
る設備整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に供する設備12件を整
備した。

③海外における「東北大学デイ」の開催
本学の教育及び研究内容を紹介し，質の高い留学生・研究者を招致する目的
「 」 ， ，で 東北大学デイ を開催することとし 平成21年12月に中国・上海交通大学

平成22年３月に中国・東北大学及びインドネシア・バンドン工科大学において
開催した。これら「東北大学デイ」は，大学間学術交流協定校の協力と支援を
得て，実施国政府機関幹部，近隣大学の研究者・学生等も対象とする，大規模
なもので，本学の国際プレゼンスの更なる向上等に資するものとなった。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

・教員の管理運営業務への負担を可能な限り軽減し，教育研究における教員間の適切な役割分担を図る。また，職員の専門性向上と教員とその他の職員間の適切中
な役割分担，さらに適切なアウトソーシングを行うことにより，国立大学法人全体として運営の機能強化を図る。期

・総長のリーダーシップに基づいて，法人の戦略的な組織運営及び資源配分等を可能にする制度を設ける。目
・理工系の各研究科，生命系の各研究科，人文社会系の各研究科，文理融合型の各研究科，研究所等の関連する各部局は緊密に連携して柔軟かつ機動的な運営を標

行う。
・仙台地区，東北地区等の国立大学法人間の連携協力を推進し効率的な大学運営への活用を図る。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【145】
国立大学法人法の主旨に沿っ 平成20年度は，総長選考会議において，次期総長選考における具体的な課題

て，大学で実施する教育研究業 Ⅲ や東北大学総長の理想像について，意見交換を行った。
務について，公正で透明，的確 総長の任期を中期目標・中期計画の策定及び執行に責任をもって担当可能な
かつ機動的なリーダーシップを 期間として６年と定め，また，総長選考会議においては，継続的に総長の理想
総長が発揮できるようにするた 像について意見交換を行うなど，中期計画は十分に実施されたと判断される。
め，中期目標・中期計画の策定

（平成21年度の実施状況）及び執行に責任を持って担当可
能な任期を，移行期間を設けつ 【145】 Ⅲ 【145】
つ，適切に設定する。 平成16年度に実施済みのため，平成21 総長選考会議において，引き続き東北大学総長の理想像について意見交換を

年度は年度計画なし。 行い，併せて他大学の総長経験者との意見交換会を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【146】
異なる学術分野の特性に考慮 Ⅳ 平成20年度は，新総長補佐体制として５人の理事（法務コンプライアンス・

しつつ，全学的な視点に立つ教 国際交流総括担当，教育・情報システム担当，研究・教育研究基盤推進担当，
育研究の企画立案・執行につい 広報・校友会・学術情報担当，人事労務・キャンパス環境・男女共同参画担
て総長を補佐するため，総務， 当 ，８人の副学長（総務・財務・新キャンパス担当，教育国際交流・大学院）
教育，研究等を担当する理事を 教育（専門職大学院を除く）担当，病院経営担当，ライフサイエンス・研究者
配置する。 倫理担当，生命倫理・環境安全担当，第一期中期目標期間評価担当，教養教育

改革担当，次期中期目標・中期計画担当）を配置し役割分担を見直し，総長補
佐体制の充実を図った。

理事・副学長の配置のほか，総長特別補佐の配置，総長特任補佐の配置など
総長を補佐する体制について，中期計画を上回った取組みがなされたと判断さ
れる。

（平成21年度の実施状況）
【146】 【146】

役割分担等について必要があれば修正 Ⅳ 平成20年４月からの体制を基本としつつ，業務運営の効率化と経費削減のた
等を行う。 め平成21年４月から副学長１名を削減し，平成21年10月からも副学長１名を削

減し，その分の所掌業務を他の理事・副学長で分担した。また，総長と一体と
なって企画立案及び総合調整等を行う総長特任補佐（27人）を１名増員し，総
長補佐体制の見直し・充実を図るなど年度計画を上回った取組みがなされたと
判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【147】
膨大で複雑多岐にわたる大学 Ⅳ 平成19年度以降，各理事・副学長が担当業務の迅速かつ着実な遂行を支える

運営に責任を負う総長を，各理 ため，担当理事・副学長の下にプロジェクト・チーム等を設置し，特定の重要
事が担当業務を迅速かつ着実に 課題を限られた期間内に効率的に処理し，それぞれの課題につ

東北大学
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遂行して支えるため，担当理事 いて検討結果を取りまとめた。20年度には，７つのプロジェクト・チーム等
の下に 企画立案 あるいは 情 を設置した。「 」 「
報収集・分析」業務等を担う体 業務や組織の見直しに向けた積極的な取組みは，中期計画を上回る活動と
制を整備する。 判断される。

（平成21年度の実施状況）
【147】 【147】

必要に応じて，各室の業務の評価，組 Ⅳ 特定の重要課題を限られた期間内に効率的に処理するため，以下のプロジェ
織の見直しを行う。 クト・チーム等を担当理事・副学長の下に設置し，それぞれの課題について検

討結果を取りまとめた。
○欧州大学協会（EUA）外部評価実施タスク・フォース
○授業料等あり方検討タスク・フォース
○学生に対する緊急支援策検討タスク・フォース
○「寄附講座及び寄附研究部門等の在り方」検討タスク・フォース
○研究科附属施設に係る組織整備検討ワーキング・グループ
○「グローバル30拠点」計画対応検討プロジェクト･チーム
○入学者選抜方法の改善検討タスク・フォース
業務や組織の見直しへの積極的な取組は，年度計画を上回る活動と判断され

る。

（平成20年度の実施状況概略）【148】
法人運営の円滑化のため，部 Ⅳ 平成20年度は，前年度に引き続き総長，理事，副学長，研究科長，研究所長

局長から成る協議・調整機関を などによって構成される部局長連絡会議を毎月開催し，大学執行部と各部局と
置く。 の緊密な連携を図った。また，本学の教育研究及び運営にかかる特定の事項に

関して意見交換を行う部局長懇談会を複数回開催した。
部局長連絡会議による協議調整に加え，監事がその機能が発揮されているか

の点検を行ったほか，意見交換の場として部局長懇談会を開催するなど中期計
画を上回った体制整備がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【148】 Ⅲ 【148】

平成16年度に実施済みのため，平成21 引き続き総長，理事，副学長，研究科長，研究所長などによって構成される
年度は年度計画なし。 部局長連絡会議を毎月開催し，加えて今年度から各部局事務(部）長を１名陪

， 。席させることにより 大学執行部と各部局との連携が更に緊密なものとなった

（平成20年度の実施状況概略）【149】
全学的な課題について，機動 Ⅳ 平成20年度は，特定の重要課題を限られた期間内に効率的に処理するため，

的・専門的な対応を図るため， 総長室の下に５つプロジェクト・チーム等を設置し，それぞれの課題について
総長のリーダーシップの下に， 検討結果を取りまとめた。
必要に応じて各種の委員会を設 委員会を役割，機能に応じて設置，統合・再編するとともに，可能な限り縮
ける。 小を図り，また，機動的・効率的な検討体制としてプロジェクト・チームによ

る課題解決を進めているなど，中期計画を上回る活動と判断される。

（平成21年度の実施状況）
【149】 Ⅳ 【149】

前年度までの状況等を踏まえ，必要が 総長室に，新たに以下のプロジェクト・チーム等を設置し，それぞれの課題
あれば改編する。 について検討結果を取りまとめた。

○ロシア科学アカデミーとの共同研究推進に関するプロジェクト・チーム
○「世界最先端研究支援強化プログラム(仮称)」対応検討タスク・フォース

， 。これらのプロジェクトチームの検討は 年度計画を上回る活動と判断される

（平成20年度の実施状況概略）【150】
各部局は，各教育研究分野の Ⅲ すべての部局において，部局長，副部局長，部局長補佐，室長，あるいは事

特性等に配慮した機動的・戦略 務部の長を構成員とする機動的，戦略的な運営体制が確立され，各部局の実情
的な運営体制を構築する。 に応じて，適切に開催・運営されている。

平成16年度に，ほとんどの部局において運営委員会等の機動的，戦略的な運
営体制が構築されるとともに，必要な見直しが行われており，中期計画は十分

東北大学
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に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【150】 Ⅲ 【150】

必要があれば運営体制の見直しを行 すべての部局において，部局長，副部局長，部局長補佐，室長，あるいは事
う。 務部の長を構成員とする機動的，戦略的な運営体制が確立され，各部局の実情

に応じて，適切に開催・運営されているなど，年度計画は十分に実施されたと
判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【151】
部局長がリーダーシップを発 Ⅲ すべての部局において，部局長を支援するための運営会議や委員会等の補佐

揮できるように，部局長の補佐 体制の構築が行われ，また，多くの部局で役割分担や構成の見直しなどを加え
体制の充実を図る。 ながら，部局長がリーダーシップを発揮できる体制が構築されている 平成16

年度に，ほとんどの部局において，運営会議，部局長補佐が設置されるととも
， ， 。に 必要な見直しが行われており 中期計画は十分に実施されたと判断される

（平成21年度の実施状況）
【151】 Ⅲ 【151】

必要に応じて，部局長の補佐体制につ すべての部局において，部局長を支援するための運営会議や委員会等の補佐
いての見直しを行う。 体制の構築が行われ，また，多くの部局で役割分担や構成の見直しなどを加え

ながら，部局長がリーダーシップを発揮できる体制が構築されているなど，年
度計画は十分に実施されていると判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【152】
各部局では，教員の管理運営 Ⅲ すべての部局において，出来る限り多くの教員が研究教育に専念できるよう

， ，業務の負担軽減を最大限に達成 に 部局の実情に応じた役割分担や教育研究以外の業務量の縮減に努めており
するため，教員間あるいは教員 部局の実情に応じた取組みが継続されている。
とその他の職員間の適切な役割 委員会の整理統合，運営体制の整備など，中期計画に基づいた効果的・効率
分担をすることによって，効果 的な運営体制が具現化されていると判断される。
的・効率的運営体制の実現に努

（平成21年度の実施状況）める。
【152】 Ⅲ 【152】

必要に応じて各部局の教職員間の役割 すべての部局において，出来る限り多くの教員が研究教育に専念できるよう
， ，分担の見直しを行う。 に 部局の実情に応じた役割分担や教育研究以外の業務量の縮減に努めており

年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【153】
法人の組織運営を効果的・機 Ⅲ 総長室所属職員の配置の見直しなど適宜必要な見直しを図ったほか，平成20

動的に行うため，理事（総長補 年11月から業務改革推進室を設置（業務改革担当副学長を指名し，総長特任補
佐 等を担当責任者として 評 佐が室長に就任）し，業務改革のための調査，分析，提案を進めた。） ，「
価分析室」等の「室」制度を設 総長室の設置や理事・副学長の下に評価分析室等の室を設置するとともに，
ける。 その見直しが絶えず行われており，効果的・機動的な運営体制が図られている

ことから，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【153】 Ⅲ 【153】

各室の業務の評価と必要に応じた組織 総長室は，平成20年４月からの体制を基本としつつ，総長特任補佐（27人）
の見直しを行う。 を１名増員し，総長補佐体制の見直し・充実を図っている。また，業務改革推

進室では，業務改革のための調査，分析，提案，進捗管理を平成21年度も継続
して行っており，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【154】
各室には，所管事項に応じて Ⅲ 情報シナジー機構の設置に伴い，情報化戦略推進室を発展的に廃止し，組織

教員，職員（事務職員及び技術 構成を拡大，メンバー構成の充実を図り，全学的な情報化戦略を進めた。
職員等）を適宜配置し，それぞ 各室は，その組織及び構成の見直しが行われ，効率的・効果的な運営が図ら
れの専門性を活用して業務を遂 れており，中期計画は十分に実施されたと判断される。
行する。

東北大学
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（平成21年度の実施状況）
【154】 【154】

これまでの取組について必要に応じて Ⅳ 平成20年11月に設置した業務改革推進室は，教員３名（１名は室長，特任教
見直しを行い，各室の業務体制の充実を 授１名を含む ，職員14名の構成で業務改革のための集団として経営，情報。）
図る。 システム分野の教員，総務，財務，学務，情報事務関係の職員が一体となって

平成21年度も継続して活動しており，年度計画を上回った業務がなされたと判
断される。

（平成20年度の実施状況概略）【155】
総長のリーダーシップによる Ⅳ 平成20年度においては，基本方針に基づき中央枠予算として約13億円（教員

柔軟で機動的な法人運営を実現 人件費の５％相当 ，総長裁量経費として約39億円（うち運営費交付金約６億）
するため，運営費交付金の一定 円）を確保した。また，総長裁量経費については，採択基準の明確化を図ると
割合を中央枠として留保する仕 ともに 「中期目標・中期計画」及び「井上プラン2007」の実現に向けた重点，
組みを確立する。 的配分を推進するため，基盤的経費を「全学的基盤経費 （別枠予算）として」

確保し配分した。
総長裁量経費，中央枠予算の確保に加え，総長裁量経費の配分方針の見直し

や新たな配分の仕組みの構築が行われていることから，中期計画を上回って実
施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【155】 Ⅲ 【155】

これまでの取組について，必要に応じ 基本方針に基づき，中央枠予算として約13億円（教員人件費の５％相当 ，）
（ ） 。 ，て配分方針の見直しを行う。 総長裁量経費として約36億円 うち運営費交付金約６億円 を確保した また

総長裁量経費については，趣旨及び目的の明確化を図る観点から 「井上プラ，
ン2007」に則した要求区分に見直しを行うとともに，基盤的経費を「全学的基
盤経費 （別枠予算）として確保し配分した。」

， 。これらのことから 年度計画を十分に満たす見直しが行われたと判断される

（平成20年度の実施状況概略）【156】
平成20年度においては，前年度と同様に教員人件費の５％相当（約13億円）

研究実施体制の機動性確保の Ⅳ を中央枠予算として確保し，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティ
ため，教職員ポストの戦略的配 プロフェッサーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，国際
置の方針を策定する。 高等研究教育機構への支援に加え，当年度設置した医工学研究科への体制充実

支援のための教授等の配置など，本学としての重点施策に配分を行った。
中央枠予算における戦略的な配置方針に基づく人件費配分が進められてお

り，中期計画を上回った活動がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【156】

【156】 Ⅳ 前年度と同様に教員人件費の５％相当（約13億円）を中央枠予算として確保
これまでの取組について，必要に応じ し，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティプロフェッサーの招聘，

て配分方針を見直し 戦略的配置を行う 戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，新組織関連（国際高等研究教， 。
育機構，医工学研究科等）への支援等，引き続き本学としての重点施策へ配分
を行った。

これらのことから，年度計画を上回る戦略的人員配置が進められたと判断さ
れる。

（平成20年度の実施状況概略）【157】
法人運営に不可欠な安全管 人事戦略企画室において，専門家を必要とする業務分野に関する調査・分析

理，情報システム管理等の業務 Ⅲ 等を行い，戦略スタッフ採用に関する基本方針を定めた。その方針に基づき，
を効率的・効果的に行うため， 平成20年度も戦略スタッフのほか知的財産，産学連携及び国際交流等に関する
学外の有識者・専門家を必要に 有識者及び専門家24名を登用した。
応じて積極的に常勤又は非常勤 専門性の高い分野において，有識者や専門家について中期計画に基づく登用
の職員として登用する。 が十分になされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【157】 Ⅲ 【157】
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引き続き，法人運営上必要とする専門 戦略スタッフのほか知的財産，産学連携及び国際交流等に関する有識者及び
家の登用に努める。 専門家26名を登用した。

専門性の高い分野において，有識者や専門家について年度計画に基づく登用
が十分になされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【158】
適切な人事・会計運用の実現 Ⅳ 会計監査人とは別の公認会計士と契約し，内部監査に対する支援を受けると

を図るため 学内に 監査室 ともに，監査室のスタッフを１名増員し，監査体制の強化を図った。， ，「 」
を設置する。学外の有識者・専 また，これまで実施していた定期的な実地監査に加え，日常的な書面監査を
門家と協力して全学の業務等の 実施し，よりきめ細かく監査を行った。
円滑・効率的な遂行に関する実 監査体制の強化，監査方法の改善など，中期計画を上回って実施されている
態を点検評価し，必要な改善等 と判断される。
の助言・勧告を行う体制の充実

（平成21年度の実施状況）を図る。
【158】 Ⅳ 【158】

これまでの取組について必要に応じて 平成20年度に引き続き，会計監査人とは別の公認会計士と内部監査支援業務
見直しを行い，監査手法等を改善し，監 の契約を結び，監査の専門家として内部監査への助言や参画を得て，監査内容
査体制の充実を図る。 の充実を図った。

また，定期的な実地監査に加えて，日常的な書面監査を実施し，十分な時間
をかけて会計伝票や証憑類の監査を行い，研究費の不正使用の防止に努めた。

さらに，監査結果をより速く各部局に周知するために，監査報告書とは別に
中間報告を監査室のWebサイトに掲載するとともに，監査結果をより具体的に

， ，分かりやすく周知するために 内部監査事例集を各部局の事務担当者へ配付し
監査結果による各部局の業務改善等を推進した。

以上のことから，年度計画を上回って実施されていると判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【159】
適切な内部監査の実施と，そ Ⅲ 会計検査院主催の「政府出資法人等内部監査業務講習会」や地域科学研究会

の結果を受けて実効性ある改善 高等教育情報センター主催の「大学法人の監査環境整備と機能強化策」セミナ
に努めるため，監査業務に従事 ーに職員を参加させ，内部監査を担当する職員の資質の向上を図った。
する職員の専門性向上のための 種々の研修等を通じた専門性向上など，中期計画は十分に実施されていると
研修を実施する。 判断される。

（平成21年度の実施状況）
【159】 Ⅲ 【159】

職員の専門性向上のため，引き続き専 会計検査院主催の「公会計監査機関意見交換会議」や，新日本有限責任監査
門家による専門研修を実施する。 法人主催の「国立大学法人等における研究費管理・内部統制・決算早期化セミ

ナー ，文部科学省主催の「研究機関における公的研究費の管理・監査に関す」
」 ， 。る研修会 に職員を参加させ 監査業務に従事する職員の専門性向上に努めた

以上のことから，年度計画は十分に実施されていると判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【160】
仙台地区，さらには東北地区 Ⅳ 東北地区事務系職員等人事委員会において，東北地区の各大学共同で実施す

の国立大学法人間で，各法人の る研修について継続的に検討を行い，研修を実施した。
特徴を最大限活用しつつ連携協 また，東北地区の各大学等による研修全般の企画・連絡調整等を実施するた
力して，共同の教員，事務職員 め東北地区事務系職員等人事委員会の作業部会として「東北地区研修企画作業
の研修等を実施するとともに， 部会」を設置し，21年度の東北地区事務系職員の階層別研修等のルールを検討
合同会議等を開催して情報交換 した。
等を行うことにより大学運営へ 東北地区における国立大学法人職員研修の中心的役割を担い，その充実を図
の効果的な活用を図る。 るなど，中期計画を上回る活動がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【160】 Ⅳ 【160】

必要に応じて見直しを行いつつ研修等 東北地区研修企画作業部会を４回開催して，平成22年度以降の東北地区の研
を実施するとともに，その充実を図る。 修（事務職員の階層別研修，専門研修（会計，施設，研究協力，国際交流，教

室系技術，管理事務 ）のあり方及びプログラムを検討するとともに，採用後）
３～５年の職員を対象とした「初任クラス研修」を新たに実施した。
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これらのことから年度計画を上回る取組みが進められたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【161】
東北地区の国立大学法人間に Ⅳ 東北地区における国立大学法人等の連携・協力を図るため，平成20年度も東

おいて情報化推進のため連携協 北地区国立大学法人等情報化推進協議会，東北地区国立大学法人等情報化専門
力を図る。 委員会を開催した。

協議会，委員会の実施のほか，意見交換会やデモンストレーションの実施な
ど中期計画を上回った連携協力がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【161】 Ⅲ 【161】

これまでの取組について，さらなる進 東北地区における国立大学法人等の連携・協力を図るため，平成21年度も東
展を目指し，東北地区連絡校として他大 北地区国立大学法人等情報化推進協議会，東北地区国立大学法人等情報化専門
学との連携強化を図る。 委員会を開催し，東北地区国立大学法人等情報化連絡協議会を設立するなど，

年度計画は十分に実施されたと判断される。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

・長期的視野に立って，具体的な成果が現れるのに長期間を要する教育研究の特性に沿った望ましい組織の在り方を継続的に検討することにより，大学の社会に中
対する最も重要な「第一線の研究を基盤とする高等教育によって指導的人材を養成する」という役割を達成するために最善な教育研究体制を確保する。期

・最先端の学術研究機関としての社会の動向への迅速な対応と，人材養成を行う教育機関としての柔軟な対応を，両立して行える組織を構築する。目
標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【162】
各学術領域の英知を継承する Ⅳ 平成20年度においては，グローバルCOEプログラムの採択に伴い，国際高等

という役割を着実に果たしつ 研究教育機構をはじめとする学内連携や学外の研究機関との連携を図ったほ
つ，学術の動向や社会の要請等 か，産学連携推進本部の改組等により学内連携体制の強化を進めた。
に迅速に対応する仕組みの整備 中期計画の進捗状況としては，特定プログラム及び施策へのサポートや特定
に努める。具体的には，学際科 領域研究推進支援センターの設置，産業分野に結び付く特定プログラムの実施
学国際高等研究センター，未来 等を行い，中期計画を上回る実施があったと判断される。
科学技術共同研究センター等を

（平成21年度の実施状況）活用して，一定期間，特定のプ
ログラムに学内外の人材を結集 【162】 Ⅲ 【162】
し学内の各部局が緊密に連携し これまでの取組について必要に応じて 各部局における独自の取組みのほか，未来科学技術共同研究センターにおい
てサポートする制度を核とし 見直し，特定プログラム・施策制度を充 ては，学内研究組織による横断的な取組みを推進するため，領域横断型の企画
て，必要と判断されるプログラ 実する。 研究会活動を継続し分野拠点型プロジェクトの設立を行ったほか，プロジェク
ムや組織の立ち上げを柔軟かつ ト企画立案機能の強化により，レアメタル，ロボティクス，タンパク，安全・
機動的に実施する施策を推進す 安心等の各省庁が重点政策として推進する新規の大型研究拠点づくりが進行中
る。 である。

また，学際科学国際高等研究センターでは萌芽的領域創成研究を立案し，学
内公募による支援が行われたほか，海外国際共同研究への派遣を行う等，国際

， 。化の支援も行われていることから 年度計画は十分に実施されたと判断される

（平成20年度の実施状況概略）【163】
総合大学として，幅広い人文 Ⅳ 平成20年度は，本学の学生に対し幅広い教養を身に付けさせるため教養教育

社会科学領域の継承・展開と科 院を設置し，総長特命教授を３名配置した。
学技術の飛躍的発展との調和を 国際高等研究教育機構の設置，教養教育院の設置など，中期計画を上回った
基本とするとともに 「教育」 取組みが進められたと判断される。，
と「研究」のそれぞれの特性を

（平成21年度の実施状況）尊重し，評価に基づいて大学院
組織・研究所組織等の再編や拡 【163】 Ⅳ 【163】
充を図る。 新たな組織の整備に必要な準備等が整 従来，全国共同利用研究所・施設に金属材料研究所，電気通信研究所及びサ

った計画について，順次整備に努める。 イバーサイエンスセンターが認定されていたが，21年度には加齢医学研究所，
流体科学研究所及び多元物質科学研究所を加えた全研究所とサイバーサイエン
スセンターが全国共同利用・共同研究拠点として認定されるなど，年度計画を
上回る整備・充実が図られたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【164】
学際分野を含む新しい学問分 Ⅳ 平成20年度においては，国際高等研究教育機構において，融合領域分野の研

野あるいは産業分野に対応でき 究を志す大学院生を厳正に選抜し，各種支援を実施したほか，わが国初の医工
る研究者・技術者の教育と養成 学研究科を設置した。
を目指し，新たな大学院設置に 中期計画の進捗状況としては，国際高等研究教育機構及び医工学研究科の設



- 17 -

向けた組織を，研究所等の連携 置や社会的要請を踏まえた放射線医学総合研究所との連携による複数研究科に
を基盤に検討し 整備に努める またがる分子イメージング教育コースを設置し，教育研究を開始するなど，中， 。

期計画を上回る実施があったと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【164】 Ⅲ 【164】

新大学院組織について，設置に必要な 国際高等研究教育機構において，研究科や専攻の壁を越えて異分野の学生が
準備等が整った組織から順次整備に努め 受講可能なディスティングイッシュトプロフェッサーによる異分野クロスセッ
る。 ションⅠ，Ⅱを行った。また，生物・生態系の適応力を利用した生態系管理・

環境対策を目指す「生態系適応科学」という新分野を確立しその対策の有効性
を社会一般に敷衍 推進するために様々な場で国際的に活躍できる環境人材 P， （
rofessional Ecosystem Managerの資格認定）の育成が行われるなど，年度計
画は十分に実施された判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【165】
教職員の定年・任用制度の在 Ⅳ 平成20年度は，教員については 「教員の63歳定年後の継続雇用」検討PTを，

り方等を総合的に検討し，教育 設置し，再雇用制度案等を策定し，部局長連絡会議に報告した。教員以外の職
研究の充実，その支援体制の高 員については，引き続き，本学の再雇用システムに基づき，段階的に65歳まで
度化と経費削減を可能とする柔 の再雇用を実施している。
軟で機動的な施策等の策定を進 教員に係る継続雇用制度（定年延長 ，職員の再雇用制度，その他の教育研）
める。 究活性化に資する多様な任用制度の導入などは，中期計画を上回る施策の実施

と判断される。

（平成21年度の実施状況）
【165】 Ⅲ 【165】

教員については，策定案に対する意見 教員については，部局，経営協議委員等の意見を踏まえ，段階的に65歳まで
を踏まえ，具体の制度設計を行う。教員 定年延長することとした。また，年度末年齢が64歳以降の給与については，原
以外の職員については，本学の再雇用シ 則３割減にするとともに，リサーチプロフェッサー等のいくつかのオプション
ステムに基づき，段階的に６５歳までの を制度化することとした。教員以外の職員については，引き続き，本学の再雇
再雇用を実施する。 用システムに基づき，段階的に65歳までの再雇用を実施している。

これらのことから，教員及び教員以外の職員の雇用制度の整備とその推進に
ついて，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【166】
平成16年度から法学研究科に Ⅲ 【166】

， ， （ ）総合法制専攻（法科大学院）及 平成20年度には ４月１日付けで 法学研究科の総合法制専攻 法科大学院
び公共法政策専攻（専門職大学 に103名，公共法政策専攻（公共政策大学院）に17名，歯学研究科の歯科学専
院）を，歯学研究科に歯科学専 攻修士課程に７名，経済学研究科の会計専門職専攻（会計大学院）に30名の学
攻修士課程を設置し，それぞれ 生を，10月１日付けで歯科学専攻修士課程に１名，会計専門職専攻に３名の学
「法務博士（専門職 「公共 生を受け入れた。また，平成20年度中に，総合法制専攻修了者108名に「法務）」，
法政策修士 専門職 及び 修 博士（専門職 ，公共法政策専攻修了者22名に「公共法政策修士（専門職 ，（ ）」 「 ）」 ）」
士（口腔科学 」を授与する。 歯科学専攻修了者４名に「修士（口腔科学 ，会計専門職専攻修了者34名に） ）」

平成17年度から経済学研究科 「会計修士（専門職 」を，それぞれ授与した。）
に会計専門職専攻（専門職大学 中期計画に掲げる３つの専門職大学院及び歯学研究科歯科学専攻修士課程
院）を設置し 「会計修士（専 を設置し，各大学院において修了者に学位を授与していることから，中期計画，
門職 」を授与する。 は十分に実施されていると判断される。）

（平成21年度の実施状況）
【166】 【166】

， ， （ ）平成16，17年度に実施済みのため，平 平成21年度には ４月１日付けで 法学研究科の総合法制専攻 法科大学院
成21年度は年度計画なし。 に102名，公共法政策専攻（公共政策大学院）に24名，歯学研究科の歯科学専

Ⅲ 攻修士課程に７名，経済学研究科の会計専門職専攻（会計大学院）に37名の学
生を，10月１日付けで会計専門職専攻に６名の学生を受け入れた。また，平成
21年度中に，総合法制専攻修了者83名に「法務博士（専門職 ，公共法政策）」
専攻修了者14名に「公共法政策修士（専門職 ，歯科学専攻修了者７名に「修）」
士（口腔科学 ，会計専門職専攻修了者33名に「会計修士（専門職 」を，そ）」 ）
れぞれ授与した。

東北大学
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東北大学

ウェイト小計
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東北大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

・教育研究機関としての特性を発揮し大学全体の機能強化を図ることを人事システムの基本とし，教員系，事務系，技術系という枠組みで扱われてきた人事制度中
を抜本的に見直して，教員とその他の職員との連携協働に積極的に取り組む。また，学外の有識者・専門家を必要に応じて登用し，その専門性の活用と適切な期
役割分担によって，大学の管理運営業務，企画立案業務等の円滑な推進を目指す。目

・役員人事等を含め，教育研究機関としての国立大学法人に即した体制に円滑に移行することを目指す。標
・大学が現在有する機能を強化発展させるために必要な移行措置を適宜とりつつ全学共通の人事制度を整備するとともに，学問分野の特性に配慮し，かつ各部局

の責任で，能力・業績主義を適切に運用することにより，すべての職種において適正な人事を行う体制整備を積極的に図る。
・教職員の厚生，各種の業務向上を目指す研修等の充実を図る。
・ 行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。「 」

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【167】
目に見える形で成果が現れる Ⅳ 平成18年度に策定した全学的なガイドライン「教員個人評価のあり方につい

のに一定の時間を要する「教育 て」に基づき，ほとんどの部局において，部局の特性を活かした教員評価の実
研究」の特性を十分考慮した人 施方法を策定し，教員個人評価を実施した。
事評価システムの整備に努め また，評価結果は，インセンティブ（昇給・勤勉手当・研究費・表彰等）付
る。 与や任期制教員の再任審査等に反映されており，中期計画を上回って実施した

と判断される。

（平成21年度の実施状況）
【167】 Ⅲ 【167】
策定した教員個人評価の基準及び実施 各部局では策定した教員個人評価の基準に基づき教員評価を実施し，その結

（ ） ，方法を必要に応じ見直し，教員個人評 果を基にインセンティブ 昇給・勤勉手当・研究費・表彰等 を付与するなど
価を実施する。 年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【168】
大学の機能強化に寄与すると Ⅳ ほとんどの部局において 「教員の新たな昇給及び勤勉手当の全学基準」に，

判断できる客観的なインセンテ 基づいて，勤勉手当や昇給に評価結果が反映された。また，先導的な役割を担
ィブ付与基準（競争的資金の交 う優秀な人材の確保を図るため，本学独自のディスティングイッシュトプロフ
付状況，受賞歴等の客観的評価 ェッサー制度を導入し，平成20年度に30名を任命するなど，中期計画を上回る
等）に基づき，教育・研究成果 取組みがなされたと判断される。
の適切な給与等への反映を推進

（平成21年度の実施状況）する。
【168】 Ⅲ 【168】

本学独自のディスティングイッシュ ほとんどの部局において 「教員の新たな昇給及び勤勉手当の全学基準」に，
トプロフェッサー制度を維持するとと 基づいて，勤勉手当や昇給に評価結果が反映された。また，引き続きディステ
もに，必要に応じて充実を図る。 ィングイッシュトプロフェッサーを任命するなど，年度計画は十分に実施され

たと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【169】
客観的で納得性のある事務系 Ⅳ 事務系管理職を対象とした第一次試行の結果を踏まえ，必要な改善を図った

職員の評価システムを整備し， 上で，事務系職員のほか技術系職員を含めた全職員（教員を除く ）に対象を。
評価結果を人事配置の適正化， 広げて第二次試行を行った。
適切な給与等への反映に供す 事務系及び技術系職員について，評価制度の検討から，試行を踏まえた上で
る。 本格導入が実現しており，中期計画を上回る取組みがなされたと判断される。
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（平成21年度の実施状況）
【169】 Ⅳ 【169】

， ， （ 。）第二次試行結果を踏まえ，人事評価 第二次試行の結果を踏まえ 必要な改善を図った上で 全職員 教員を除く
システムの充実・改善を図り，本格実 に対象を広げて本格実施を開始した。よって，年度計画を上回った取組みが実
施する。 施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【170】
学問分野の特性等を考慮しつ 平成20年度においては，科学技術振興調整費で採択された「先進融合領域フ

つ，学際科学国際高等研究セン Ⅳ ロンティアプログラム」において，前年度までに教員10名を採用し，このプロ
ター等の学内共同教育研究施設 グラムを検証しつつ，テニュアトラック制度の全学的な導入について検討を継
を活用し，一定期間，特定のプ 続した。
ログラムに専念することを全学 中期計画の進捗状況としては，研究推進審議会において，教員に対し研究に
的にサポートする制度を核とし 専念させる仕組みの制度化を行い，人事戦略会議においては 「サバティカル，
て，教員が独創的な教育研究に 制度を実施するためのガイドライン」を策定し，複数部局においてサバティカ

， 。従事できる仕組みの充実を図 ル制度の導入等を行うなど 中期計画を上回った実施がなされたと判断される
る。特に若手教員が世界を先導

（平成21年度の実施状況）する画期的な教育研究活動に専
念できる体制整備に努める。 【170】 【170】

導入したテニュアトラックプログラ Ⅲ 科学技術振興調整費で採択された「先進融合領域フロンティアプログラム」
ムについて検証を行いつつ，全学的な において，このプログラムを検証しつつ，テニュアトラック制度の全学的な導
導入に向けた検討を行う。 入について検討を継続していることから，年度計画を十分に実施したものと判

断される。

（平成20年度の実施状況概略）【171】
， 。教員数等について，配置定員 平成20年度も各部局においては 部局の戦略性を考慮した人事が進められた

等の一定の学内基準の下で運用 Ⅳ 人事戦略企画会議及び財務戦略企画会議における人的資源の戦略的配分方法
するが固定化せず，学問分野の 等の検討，基本方針の策定，各部局における人的資源の戦略的な配置，活用な
特性に配慮しつつ，各部局の責 ど，中期計画を上回った人的資源の戦略的な配置や活用の仕組みがなされたと
任で，すべての職種について， 判断される。
新たな発展領域等への人的資源

（平成21年度の実施状況）の戦略的な配置・活用ができる
仕組みの充実を図る。 【171】 【171】

これまでの取組について必要に応じ Ⅲ 各部局においては，配分された人件費及び外部資金を活用し，部局の研究戦
て見直し，各部局における人的資源の 略に基づき人件費の戦略的配分を行い人的資源の戦略的配置を継続実施した。
戦略的な配置・活用策をさらに充実す 人件費管理に関する基本方針の下，戦略的な人件費活用が進められており，
る。 年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【172】
専門性の高い国際交流，病院 人事戦略企画室において，高度な専門性が求められる職についての調査を行

管理，法的な問題解決等の役割 Ⅳ い，戦略スタッフ等の登用を積極的に進めるための具体的な運用方針を定め，
が特化されたポストについて 広報担当，新キャンパス整備計画事業推進担当の戦略スタッフの採用や知的財
は，当該ポストに必要な能力を 産，産学連携及び国際交流に関する有識者・専門家を民間から登用した。
有する人材の選考採用を行う等 平成20年度においては，戦略スタッフ等の登用を積極的に進めるための運用
の弾力化を図る。 方針の下，広報，キャンパス整備，知的財産，産学連携，国際交流のほか，病

院における医療事務の専門的な資格及び知識を有する事務職員の選考採用など
を行った。これらの取組から，中期計画を上回った人材の登用がなされたと判
断される。

（平成21年度の実施状況）
【172】 【172】

必要に応じて選考採用を実施する。 Ⅳ 前年度に引き続き，研究戦略・企画のための戦略スタッフ，知的財産，産学
連携及び国際交流に関する有識者・専門家の雇用に加え 病院においては 事， ，「
務・技術職員の選考採用指針」に基づき，医療事務の専門的な資格及び知識を
有する事務職員を選考採用した。

多くの専門分野において選考採用が実施されており，年度計画を上回る取組
みがなされたと判断される。

東北大学
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（平成20年度の実施状況概略）【173】
教育研究体制の効果的・効率 平成20年度においては，各部局において，引き続き教員の個人評価を行い，

的な運営のため，管理運営・教 自己評価申告書で把握した諸活動の状況結果を検討し，必要に応じて見直しを
育・研究を行う教員の職務区分 行い，役割分担の改善に努めた。
を緩やかに分化させる工夫を図 Ⅲ 平成16年度以降，教員の職務内容を明確にするためのエフォート制導入に関
る。 する基本方針を策定し，教育・研究・管理運営等の諸活動についてのエフォー

トを調査・分析し，管理運営及び教育研究体制の効果的・効率的な仕組みの検
討や整備を行ってきた。また，教員の個人評価の仕組みを整備する中で，教員
の自己評価申告書で諸活動の状況を把握するなど教員の諸活動の把握を通じ
て，教育研究及び管理運営の効果的・効率的な仕組みの整備がなされており，
中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【173】 Ⅲ 【173】

各部局においては，把握した教員の 前年度に引き続き，各部局では，教員の個人評価を行い，自己評価申告書で
諸活動の状況結果を検討し，必要に応 把握した諸活動の状況結果を検討し，必要に応じて見直しを行い，役割分担の
じて見直しを行い，役割分担の改善に 改善に努めた。
努める。 教員個人評価における諸活動の把握と検討，改善を継続的に実施するなど，

年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【174】
学問分野の特性を考慮しつつ 人事戦略企画室において，本学におけるテニュア制度について検討し，平成

検討を進め テニュア制の導入 Ⅳ 17年度に導入のための基本方針を定めた。， ，
教員公募の制度化，任期制教員 各部局においては，この基本方針に基づき，平成20年度においても公募制，
数の拡大等を考慮した新制度へ 任期制，テニュア・トラック制を導入しており，中期計画を上回った各種の制
の適切な移行を図る。 度実施がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【174】 Ⅲ 【174】

教員組織における新制度導入の中で 前年度に引き続き，学問分野や学問領域の特性を踏まえ，任期制教員の採用
学問分野や学問領域の特性を踏まえ， 拡大を図った。
任期制，テニュア・トラック制の活用 学問分野の特性を踏まえつつ，任期制教員の採用拡大やテニュア・トラック
に努める。 制度の全学的導入の検討が進められるなど，年度計画は十分に実施されたと判

断される。

（平成20年度の実施状況概略）【175】
教員選考過程を積極的に開示 継続的に，教員選考過程の公表を実施している。選考過程の一部や教授会議

することにより，教員人事の透 Ⅲ 事要録をホームページ上で公開するなど，教員選考過程のより一層の透明性確
明性の確保に努める。 保に努めており，中期計画に基づく十分な取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【175】 Ⅲ 【175】

教員選考過程公表基準に基づき，公 前年度に引き続き，ほとんどの部局において公募制を実施するとともに，教
表する。 員選考過程の一部や教授会議事要録をホームページ上で公開した。

継続的に教員選考過程のホームページへの掲載や教授会議事要録の公開など
を行っており，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【176】
任期制教員には，生涯賃金等 人事戦略企画室において，任期制の趣旨を踏まえた基本方針を検討し，プロ

において任期を付さない教員と Ⅳ ジェクト研究等に従事する任期制教員の年俸制を積極的に導入した。また，任
の間に著しい差が出ないように 期制職員の位置づけ等を整理するため，新たに「有期雇用職員就業規則」制定
配慮するとともに，年俸制の積 に向け検討した。
極的導入や，管理運営業務への 平成21年３月における年俸制教員数は，385人に及び，引き続き積極的な導
一層の負担軽減を図る。 入を行っており，これらのことから，中期計画を上回った取組みがなされたと

判断される。
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（平成21年度の実施状況）
【176】 【176】

前年度までの実施状況等を踏まえ， Ⅳ 前年度に引き続き，プロジェクト研究等に従事する任期制教員の年俸制を積
管理運営業務へのさらなる負担を軽減 極的に導入した。これら増加する任期制教員に対応するため，また，任期制職
するため，引き続き積極的に導入を図 員の位置づけ等を整理するため，21年４月に新たに「有期雇用職員就業規則」
る。 を制定した。

平成22年３月における年俸制教員数は，499人に及び，引き続き積極的な導
入を行っており，年度計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【177】
産学官連携等の推進のため， 平成16年度に兼業規程を定め，兼業審査会を設置し弾力的な運用基準（許可

兼業については弾力的に扱う。 Ⅳ 権者を総長から部局長へ委任，時間数・報酬に関する弾力的一定基準を設定，
また，必要に応じて勤務時間等 一定基準を超える場合は兼業審査会にて個別に審査）を定め兼業の弾力化を推
の運用緩和を図る。 進するとともに，教員の裁量労働制を実施し勤務時間の運用を緩和した。これ

らの取組みの継続的実施により，平成20年度においても本学教員による産学官
連携が推進されており，中期計画を上回る取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【177】 【177】

必要に応じて見直しつつ，兼業の弾 Ⅲ 平成21年度においても，弾力的な兼業の取扱いを行っており，本学教員によ
力的な扱いを継続する。 る産学官連携が継続的に推進された。よって，年度計画は十分に実施されたと

判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【178】
平成20年度においても，引き続きほとんどの部局でホームページやJREC-IN

公募制等の原則に基づく教員 （研究者データベース）などを利用した公募制が実施された。
採用活動を積極的に進め 性別 公募制はほとんどの部局において行われており，性別，国籍，出身校，宗教， ，
国籍，出身校，宗教等を問わず Ⅳ 等の制約は一切ない。また，一部の部局では，国の内外で発行されている関連
開かれた採用制度の下で優れた 分野の主要雑誌等に公募情報を掲載するなどして，開かれた採用制度の下で優
教育研究者の選考採用を行う。 れた教育研究者の選考採用を積極的に行っている。女性教員登用についても，

各部局において積極的な取組みが行われるなど，中期計画を上回った教育研究
者の選考採用がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【178】 Ⅲ 【178】

基本方針等に基づいて公募情報のホ 前年度に引き続き，ほとんどの部局で教員採用に関する公募情報をホームぺ
ームページ等への掲載を実施する。 ージやJREC-IN（研究者データベース）に掲載し，開かれた採用活動が行われ

た。
また，女性教員登用等への継続的な取組みが推進されており，年度計画は十

分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【179】
先端的・学際的領域や期限付きプロジェクト等の任期制導入に関する基本方

教員の任期制等を適切に運用 Ⅳ 針を策定し，それに基づいて，先端的・学際的領域，委託研究プロジェクト，
することによって，特に先端的 COEに任期付き教員を採用した。また，若手育成の観点からテニュアトラック
・学際的領域や期限付きプロジ 教員を採用した。
ェクト等にふさわしい人材の機 平成20年度も，先端的・学際的領域やプロジェクト研究等において，積極的
動的採用を図る。 に任期制教員の採用を行ったほか，若手育成に向けたテニュアトラック教員の

採用など積極的に推進した。よって中期計画を上回った人材の採用がなされた
と判断される。

（平成21年度の実施状況）
【179】 【179】

基本方針等に基づいて先端的・学際 前年度に引き続き，プロジェクト研究等に従事する任期制教員の年俸制を積
的領域や期限付きプロジェクト等へ積 Ⅳ 極的に導入した。これら増加する任期制教員に対応するため，また，任期制職
極的に任期制を実施する。 員の位置づけ等を整理するため，21年４月に新たに「有期雇用職員就業規則」

を制定した。
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平成22年３月における年俸制教員数は，499人に及び，引き続き積極的な導
入を行っており，年度計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【180】
教育研究に従事するにふさわ 前年度に引き続き，外国人教員の採用の促進を図るため国際公募を実施し，

しい能力を有する外国人の採用 外国人教員の積極的な採用に努めた。また，平成16年度から引き続き外国人研
を積極的に行うとともに，英語 Ⅲ 究者・留学生向けの優良民間宿舎情報を大学のホームページを使い情報提供を
で業務処理ができる人材を配置 行っている。なお，語学力のある職員を選考するため，平成20年度から，職員
する。併せて，単身・世帯用宿 採用試験の最終面接者全員に英語面接試験を実施するなど，中期計画は十分に
舎等，生活基盤の整備を含めた 実施されたと判断される。
教育研究支援体制の整備に努め

（平成21年度の実施状況）る。
【180】 【180】

外国人教員の積極的な採用と英語学 前年度に引き続き，外国人教員の採用の促進を図るため国際公募を実施し，
力のある職員の配置を進める。また， Ⅲ 外国人教員の積極的な採用に努めた。また，今年度も引き続き基礎的な語学力
引き続き住居の情報提供等に努める。 を確認するため，職員採用試験の最終面接者全員に英語面接試験を実施した。

なお，平成16年度から引き続き外国人研究者・留学生向けの優良民間宿舎情報
を大学のホームページに掲載している。

これらのことから，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【181】
女性教員数の増員について積 各部局の特性に応じ女性教員数の増員について積極的な取組みが実施され，

極的に取り組むとともに，社会 Ⅲ 平成20年度の本学女性教員比率は9.3％（助手含む）まで上昇した。
的・文化的につくられた性差か また，平成17年度に設置された学内保育園「川内けやき保育園」の利用者数
らの解放の問題解決等に努め 増加に伴い，両立支援・環境整備の観点から，教職員・大学院生等を対象に学
る。ただし，女性教員人材数に 内保育園増設検討のためのアンケート調査を実施したほか，星陵地区における
限界がある学術領域において 保育園増設を検討した。
は，単純な数確保につながらな 女性教員増員への積極的な取組み，学内保育園の開設などを通じて女性教員
いよう慎重な配慮に努める。 は着実に増加しつつあり，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【181】 【181】

基本方針等に基づいて女性教員の積 Ⅲ 昨年度までの取組に加え，今年度は女性研究者養成システム改革加速杜の都
極的採用を推進する。 ジャンプアップ事業 for 2013を新たに実施し，本学女性教員比率は10％（助

手含む）まで上昇した。また，昨年度実施した教職員・大学院生等を対象とし
た学内保育園増設検討のためのアンケート調査の結果を受け，青葉山キャンパ
スでの保育園設置に向けた検討を開始した。さらに，３月には星陵キャンパス
内に保育園を開設するなど，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【182】
職員等の男女の比率を改善 各部局の特性に応じ職員等の男女比率の改善のための取組みが継続的に実施

し，男女共同参画体制の早期実 Ⅲ され，女性教職員の採用において，研究・教育上の能力等は公正に評価されて
現のため，任用において，応募 いる。
者の研究・教育上の能力等を公 また，育児のための短時間勤務制度の施行，育児休業取得の任期制教員の任
正に評価するように努める。 期の延長も実施されているほか，公募の際に男女共同参画を推進している旨を

明記するとともに，男女共同参画委員会のホームページアドレスを明記し本学
， 。の取組みを周知するなど 女性教員の積極的採用への取組みが継続されている

これらのことから，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【182】 【182】

任用の基本方針等に基づいて女性教 Ⅲ 昨年度までの取組に加え，今年度は女性研究者養成システム改革加速杜の都
員の積極的採用を推進する。 ジャンプアップ事業 for 2013を新たに実施し，多様な人材の育成・確保及び

， ，男女共同参画の推進の観点から 特に女性研究者の採用割合が低い分野である
， ， ，理学系 工学系 農学系の研究を行う優れた女性研究者の養成を加速するため

工学系２名及び農学系１名の女性研究者を採用し人件費，研究費等の補助を行
った。さらに他の各部局においても，特性に応じ職員等の男女比率の改善のた
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めの女性教員の積極的採用が実施された。
また，育児のための短時間勤務制度，育児休業取得の任期制教員の任期の延

長，保育園の充実などの環境整備を進めており，年度計画は十分に実施された
と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【183】
職員の採用については，国家 事務系職員については，国立大学法人等職員統一採用試験の合格者に対し，

公務員採用Ⅱ種試験と同程度の Ⅳ 第二次試験として，平成17年度からコンピテンシーに基づく面接，さらに役員
試験を課し，当該試験の合格者 面接の他に平成19年度は，従来のTOEIC試験成績等に加え，最終面接者の一部
の中から本学職員として真に適 に英語面接試験を行い，より能力の高い人材を選考した。
格と認められる者を選考する。 また，既に雇用している准職員等の中から有能な人材を選抜するため，前年
また，国際化対応等のためTOEI 度に引き続き国立大学法人等職員統一採用試験を活用した本学独自の「東北大
C試験成績等の語学力について 学職員登用試験」を実施した。
も選考指標の1つに加える。 平成20年度においてもコンピテンシー面接や役員面接，TOEIC試験成績や最

終面接者全員に英語面接を実施するなど本学の職員としての適正を的確に判断
するための試験方法を実施しており，中期計画を上回って実施されたと判断さ
れる。

（平成21年度の実施状況）
【183】

【183】 事務系職員については，国立大学法人等職員統一採用試験の合格者から引き
試験成績等を考慮するとと Ⅲ 続きコンピテンシーに基づく面接，役員面接の他に，従来のTOEIC試験成績等TOEIC

もに，職員採用試験の最終面接者全員 に加え，最終面接者全員に英語面接試験を行い，より能力の高い人材を選考し
に英語面接試験を実施する。 た。また，既に雇用している准職員等の中から有能な人材を選抜するため，前

年度に引き続き国立大学法人等職員統一採用試験を活用した本学独自の「東北
大学職員登用試験」を実施した。

これらの採用試験への取組みから，年度計画は十分に実施されていると判断
される。

（平成20年度の実施状況概略）【184】
研修制度と効果的な人事配置 人事戦略企画室において，民間企業等の調査を行い本学における研修制度の

の連携により，短期的には中期 検討が行われ，平成17年度に新人事システム検討タスクフォースにおいて「能
目標達成のため，長期的には法 Ⅲ 力開発に関する基本的考え方」を策定した。また，求める人材像に則り，研修
人の人的基盤を確固たるものと 体系の検討を進めた。また，管理者に求められる能力を習得させるため，平成
するため，計画的なキャリア養 20年度は「人材マネジメント研修」を管理者を対象に実施した。人事配置につ
成システムを構築する。 いては，人事異動との連携により計画的に育成が行えるよう 「事務職員（図，

書系・施設系を除く）の人事配置・異動等」の方針を策定した。
これらのことから，研修等の充実と系統立った人事配置について，中期計画

は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【184】 【184】

昨年策定した「事務職員（図書系・施設系を除く）の人事配置・異動等」の
異動の方針に基づき，人材育成のた 方針に基づき人事配置を行い，採用からキャリア形成までの期間におけるOJT

めの系統立った人事配置に努める。研 としての能力開発及び人材育成を充実させた。東北地区研修企画作業部会を４
修については 「東北地区研修企画作 Ⅲ 回開催して，平成22年度以降の東北地区の研修（事務職員の階層別研修，専門，
業部会」において地区研修のあり方を 研修（会計，施設，研究協力，国際交流，教室系技術，管理事務 ）のあり方）
検討する。 及びプログラムを検討を行った。

これらのことから，研修等の充実と系統立った人事配置について，年度計画
は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【185】
人事交流により得られる人材 国立大学協会東北地区支部に東北地区事務系職員等人事企画調整会議を設置

の育成，組織の活性化等の効果 し，人事交流の在り方等について方針を定めた。その方針に基づき組織の活性
を一層高めるよう配慮しつつ， 化等の効果に配慮しながら他国立大学，高専機構等機関との間で人事交流を実
他の国立大学法人，国立高等専 施した。
門学校機構，文部科学省及び地 Ⅲ 平成20年度においても東北地区職員等人事企画調整会議の方針の下，他の国
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方公共団体等との間で必要に応 立大学法人等23機関を対象に143名の人事交流を進めるなど，中期計画は十分
じて人事交流を行う。 に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【185】 【185】

引き続き人材育成，組織活性化のた 各機関との人事交流のあり方に基づき，平成21年度においても引き続き26機
め必要に応じて計画的に人事交流を行 Ⅲ 関を対象に135名の人事交流を実施した。
う。 各機関と協議を行いながら，適正な人事交流が継続されており，年度計画は

十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【186】
教育研究の技術的業務を直接 技術職員の高度職業人としての育成を図ることを目的に各種の技術職員研修

的に担うことで教員を支援する を実施するとともに，必要に応じて内容を見直しつつ対象者を東北地区に拡大
技術職員の高度職業人としての し，研修の充実を図った。また，研修の企画・運営に技術職員を参加させ，高
育成を図る。 度職業人としての動機付けを行った。さらに平成18年度から自己啓発研修に教

。 ，Ⅳ 室系技術職員を参加させ技術職員研修の充実を積極的に図った 平成20年には
技術職員の在り方の検討を進め，平成21年度に全学的な組織として，東北大学
総合技術部を設置することとし，同技術部の運営委員会において技術職員の採
用・人事異動・研修等の検討を進めることとした。

技術職員研修について，内容によっては，東北地区全体で実施したり，研修
の企画への参画や自己啓発研修等の企画能力や職責遂行能力を高めるための研
修が導入されるなど，中期計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【186】 【186】

必要に応じて研修内容等の見直しを 平成21年６月に総合技術部を設置し，全ての教室系技術職員の所属を総合技
行い，技術職員研修の充実に努める。 術部とした。また，総合技術部運営委員会において 「技術職員の採用のあり，

Ⅳ 方」及び「再雇用の配置及び技術職員の研修の方針」等を策定した。
これらのことから年度計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【187】
教職員の厚生支援体制の整備 教職員の厚生支援体制整備の一環として，職員相談体制を整備し，職員に周

を図るとともに，業務の高度化 知し，同時にホームページにその内容を掲載した。併せて，職員相談室の運用
に対応するため，国内外機関等 を本格化させるとともに，教職員の子育て支援に関する学内ホームページを開

。 ， ，での研修制度の充実に努める。 Ⅳ 設した また 厚生支援に従事する職員を国内で開催された研修等に参加させ
同時に 「能力開発に関する基本的考え方」に基づき，平成18年度から新たに，
「育成支援者研修 「初任者フォロー研修」等を実施した。さらに，外部機」，
関を利用した英語研修を実施したほか，文部科学省の制度による国外機関への
研修に職員を派遣し，国外での研修制度の充実に努める等研修制度の整備を図
った。平成20年度においてもこれらの体制の整備及び研修を継続して実施して
いる。よって，中期計画を上回る取組がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【187】 【187】

必要に応じ見直しを行いつつ，事務 各々の職員が役職ごとの求める人材像になることを目的として，階層別研修
， 「 」 「 」職員等の研修制度の充実に努める。 の細分化を行い 今年度から新たに 補佐クラス研修 及び 初任クラス研修

Ⅳ を実施した。また，平成21年４月から，昨年策定した「事務職員（図書系・施
設系を除く）の人事配置・異動等」の方針に基づき人事配置を行い，採用から
キャリア形成までの期間におけるOJTとしての能力開発及び人材育成を充実さ
せた。

また，業務の高度化を図るため外部団体で主催するセミナー等に積極的に参
加させた。よって，年度計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【188】
教職員の業績及び能力の評価 平成20年度においては，前年度と同様に人件費管理に関する基本方針に基づ

を適切に反映できる給与制度を き，各部局配置職員数及び人件費総枠，並びに総人件費改革に伴う執行上限額
構築するとともに，各部局等に Ⅲ を設定し教員人件費の配賦を行うとともに，教職員の評価を反映した給与制度

東北大学
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東北大学

配置可能な教職員の上限数，総 の基本方針等に基づき，従来の年俸額を職種・職務の級等にとらわれず，より
人件費の運用枠を設定し，適切 柔軟に適用できるよう細則を改正した。
な人件費の管理に努める。 平成17年度に策定し実施している適切な人件費管理を行うための基本方針，

また，平成18年度に策定し実施している「活力に富んだ競争力のある大学づく
りに向けた人事給与施策」を含む「教職員の評価を反映した給与制度の基本方
針 ，部局配置職員数及び総人件費改革に伴う執行上限額等の設定による教員」
人件費の部局配分や教職員の評価を反映した給与制度の基本方針の策定・実施
など，中期計画を十分に満たす適切な給与制度の構築と人件費管理が実施され
たと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【188】 Ⅲ 【188】

教職員の評価を反映した給与制度の 各部局配置職員数及び人件費総枠，並びに総人件費改革に伴う執行上限額を
基本方針及び「活力に富んだ競争力の 設定し，教員人件費の配賦を行ったほか，教職員の評価結果の給与への反映を
ある大学づくりに向けた人事給与施策 実施した。」
に基づき，引き続き準備の整った事項 よって，年度計画を十分に満たす適切な人件費管理が実施されたと判断され
から順次実施する。また，これまでの る。
取組について，必要に応じて人件費管
理に関する基本方針を見直し，適切な
人員・人件費管理に努める。

（平成20年度の実施状況概略）【189】
人件費の有効かつ適切な支出 「教養教育特任教員(仮称)制度の策定」検討タスクフォースにおける「東北

を行えるようにするため，教員 大学における教養教育の在り方について（報告 」を踏まえ，教養教育の負担）
の教育負担・教育活動を適切に Ⅲ に応じたインセンティブ制度の導入策として，教養教育特任教員制度の具体的
評価し，それに応じた給与体系 検討を行った。
の構築を図る その一環として 具体的には，教養教育に専念又は従事する教員について，大学院教育業務の。 ，

， 。大学院教員に一律に支給されて 緩和と 教養教育の負担に応じたインセンティブ制度についての検討を行った
いる大学院手当の見直しを行 よって，中期計画は十分に実施されたと判断される。
う。

（平成21年度の実施状況）
【189】 Ⅲ 【189】

基本方針に基づき，必要に応じ見直 「教養教育特任教員制度に関する要項」を制定し，教養教育特任教員に対し
しを行い，教育負担・教育活動の評価 て，教養教育の負担に応じて特別手当を支給することとした。よって，年度計
に応じた給与体系の整備を進める。 画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【189-2】
総人件費改革の実行計画を踏 Ⅳ 人件費の削減計画に基づき，18年度以降，毎年総人件費改革の基準となる人

まえ，平成21年度までに概ね４ 件費予算相当額の概ね１％を削減しており，20年度までには累計で３％以上を
％の人件費の削減を図る。 削減した。

よって，中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【189-2】 【189-2】

人件費の削減計画に基づき引き続き Ⅳ 人件費の削減計画に基づき，総人件費改革の基準となる人件費予算相当額の，
総人件費改革の基準となる人件費予算 概ね１％を削減し，累計で４％以上を削減した。
相当額を概ね１％を削減し，累計で４ よって，年度計画を上回って実施されたと判断される。
％相当の削減をする。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

， ， ， ， ，中 ・大学に求められる機能の維持・強化に必要な事務活動等を効率的に進める観点から 業務の範囲 担い手 活動の効率性 費用対効果等の関係を常に見直して
必要な措置を講じる。期

・本部，部局及び相互の事務分掌等について抜本的な見直しを図るとともに，適切な分担・共通化，部局内の事務執行の合理化を推進し，効率的で機動性のある目
事務組織の編成と専門性の向上に努める。標

・事務等の情報化による窓口業務要員の削減や，銀行等への業務委託の推進により，効率化・合理化を目指す。併せて，多様な事務情報を各種の要望に応じて迅
速に検索・編集・提供できる柔軟で機動性ある体制の整備を目指す。

・大学運営に係る会議・委員会等の大幅な見直し・削減を行い，会議業務にかかわる事務等の効率化・合理化を図る。
・本部と各部局間で日常的に行われてきた連絡的業務の抜本的見直しにより，大学運営に係る多くの企画立案業務や新たな課題への対応に事務職員が多くの時間

を充当できるようにする。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中中 年

期期 度

（平成20年度の実施状況概略）【190】
組織面と法的整備・情報セキ Ⅲ 国立情報学研究所が全国共同電子認証基盤（UPKI）構想の一環として取組ん

ュリティを含めた総合的な検討 でいる「SSO実証実験」に本学も参加し，国立情報学研究所及び実験参加機関
に基づいて，個別に稼働してい と認証連携について試行を実施した。

， ， （ ）る事務用業務システムから全学 また 個別に管理されたユーザ情報を一元管理 及び統一したID 東北大ID
「 」 ，統合情報管理システムへの移行 による情報システムへの接続を目的とした 統合電子認証システム を導入し

を推進する。 安全で利便性の高い学内情報システムの礎を構築した。
これにより，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【190】 Ⅲ 【190】

全国共同電子認証基盤（ ）との 統合電子認証システムを段階的に稼働した （教職員７月稼働開始，学生22UPKI 。
連携を図りながら，全学認証システムの 年３月稼働開始）
稼働を段階的に進める。 また，統合電子認証システムの稼働に伴い，SSO実証実験において，仮IDか

ら東北大IDを利用したシステムへの準備を進めた。
これにより，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【191】
窓口業務の効率化・予算執行 Ⅲ 学生が利用する全学的な教務関連システムのうち 「ディジタルコースウェ，

の迅速化・学生サービスの向上 ア・ポータルサイト（DCW)システム」を，既存の教務関連システムと統合し，
を図るため，全学統合情報管理 合わせて５つのシステムが統合された。
システムに人事・予算・会計・ また，統合電子認証システムに人事，学務等のデータを統合連携するための
研究情報・学務等の各システム 設計を行った。
を順次組み込むことを推進す これにより，中期計画は十分に実施されたと判断される。
る。

（平成21年度の実施状況）
【191】 Ⅲ 【191】

業務の迅速化・効率化のため，全学統 人事・給与システムのマスターデータを平成21年７月に，教務情報システム
合情報管理システム（全学統合認証シス のマスターデータを平成22年２月に統合電子認証システムに取り込み，認証基
テム）に教務情報システム及び人事・給 盤整備を行った。
与システムのマスターデータを取り込 これにより，年度計画は十分に実施されたと判断される。
み，認証基盤の整備を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【192】



- 28 -

効率化・合理化を推進するた Ⅳ 平成20年度においては，経費削減・効率化の取組みとして，平成21年度実施
め 特定の事務業務については に向た複写機のオールインワン方式（賃貸借・保守契約を総括した契約）の契， ，
必要に応じて全学的に集約化あ 約を締結した。
るいはアウトソーシングを行 医事業務，不動産売却支援業務のアウトソーシング，複写機契約のオールイ
う。 ンワン方式化，旅費計算業務の集約に加えて業務改革推進タスク・フォースに

おける検討など効率化・合理化を推進するための集約化あるいはアウトソーシ
ングが中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【192】 Ⅳ 【192】

これまでの取組について見直しを行い 平成21月12月支給分からの扶養手当，単身赴任手当の全職員分の認定処理を
つつ，必要に応じて事務業務の集約化・ 一括して人事課で処理するよう業務の集約を行った。平成22年１月から入学料
アウトソーシングを実施し，事務業務の ・授業料免除業務を学生支援課に集約し，平成22年度以降の申請を一括処理す
効率化・合理化を推進する。 ることとした。また，病院における医事業務や，青葉山新キャンパス整備事業

の一部（不動産売却支援業務）を前年度に引き続き，外部に委託するなどアウ
トソーシングの拡大を図るとともに，産休者に係る特別休暇期間及び育児休業
期間の代替職員及びその他の業務についても派遣職員活用の拡大を図った。さ
らに，平成21年度から複写機契約のオールインワン方式（賃貸借・保守契約を
総括した契約）を実施した。

事務業務等のアウトソーシングの推進及び効率化・合理化に向けた取組みに
ついて，年度計画を上回った取組みが実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【193】
会議等に係る事務の効率化・ Ⅳ 本部会議室の一室に平成20年度からペーパーレス会議室システムを導入し，

合理化を図るために，総長ある 毎月３回程度開催されている理事・副学長会議を中心にその会議室を利用する
いは各部局長のリーダーシップ 会議に活用している。これに伴い，紙の消費を抑えることによる複写料金等の
を基本とする運営体制の確立に 削減，会議開催に関わる事務作業の軽減，会議資料の検索向上・ストック削減
合わせて，会議や委員会の整理 などの経費削減や業務効率化・合理化に大きく寄与しており，中期計画を上回
・統廃合に努める。 って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【193】 Ⅲ 【193】

必要に応じて見直し，会議等に係る事 平成22年６月に新設されるエクステンション教育研究棟内に教育研究評議会
務の効率化・合理化を推進する。 が開催できる会議室を設置予定であるが，その会議室にペーパーレス会議室シ

ステムの導入を予定しており，その仕様の策定を開始するなど，年度計画は十
分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【194】
地域の複数大学等と協議し， Ⅳ 平成20年度においては，宮城教育大学と新たに学生健康診断業務，一般廃棄

物品・サービス購入の一本化に 物収集排出業務を追加し，福島大学とトイレットペーパーの共同購入を実施し
よる効率化・合理化について推 た。さらに，宮城工業高等専門学校及び仙台電波工業高等専門学校と平成21年
進する。 度からの共同購入の実施に向け協定書を取り交わした。

平成17年度からの宮城教育大学とのＡ重油，ガソリン，軽油，白灯油，コピ
ー用紙の共同購入，平成18年度からの山形大学とのＡ重油の共同購入，平成19
年度の宮城教育大学とのトイレットペーパー，職員健康診断業務の追加，その
後のさらなる共同購入の推進は，中期計画を上回る取組みと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【194】 【194】

これまでの取組について必要に応じて Ⅳ 宮城教育大学とはＡ重油，ガソリン，軽油，白灯油，コピー用紙，トイレッ
見直しを行いつつ，共同購入等の実施に トペーパー，職員健康診断業務，学生健康診断業務，一般廃棄物収集排出業務
よる事務の効率化・合理化を推進する。 の共同購入を引き続き実施した。また，山形大学とはＡ重油，福島大学とはト

イレットペーパーの共同購入を引き続き実施し さらに 仙台高等専門学校 旧， ， （
宮城工業高等専門学校及び旧仙台電波工業高等専門学校）とは，平成20年度に
取り交わした協定書に基づき，トイレットペーパーの共同購入を実施した。こ
れら共同購入等の取組みから，年度計画を上回る取組みが推進されたと判断さ
れる。

東北大学
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（平成20年度の実施状況概略）【195】
職員等の資質向上のための専 Ⅲ 職員等の資質向上のための専門研修を他大学と共同して実施した。また，東

門研修を他大学と共同して実施 北地区における研修全般の企画・連絡調整等を実施するため，東北地区事務系
する。 職員等人事委員会の作業部会として７大学の研修担当者による「東北地区研修

企画作業部会」を設置し，21年度の東北地区の事務系研修を企画した。
継続的に東北ブロックにおける協議を推進し，研修の実施，情報交換等を行

っており，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【195】 Ⅳ 【195】

「東北地区研修企画作業部会」におい 東北地区研修企画作業部会を４回程度開催して，平成22年度以降の東北地区
て地区研修のあり方を検討し，可能なも の研修のあり方及びプログラムを検討するとともに，初めて採用後３～５年の
のから実施する。 職員を対象とした「初任クラス研修」を実施した。

これらのことから年度計画を上回る取組みが進められたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【196】
授業料納入，給与支給業務等 Ⅳ 平成20年度においては，医療事務について引き続きアウトソーシングを行う

については，銀行等への業務委 とともに，病院クラーク（外部委託）の再増員を行い診療体制を強化した。ま
託を始め，学生寄宿舎，留学生 た，旅費業務については，処理効率向上のため，平成20年10月に旅費規程を改
会館等の管理業務，駐車場・警 正するとともに，平成21年４月の全学旅費計算業務の集約に向け一部の部局に
備・病院サプライ等のアウトソ 係る試行を実施した。
ーシングを積極的に図る なお 従来の警備，清掃等のアウトソーシングに加え，病院クラーク（外部委託）。 ，
アウトソーシングの導入に際し 及び医事業務のアウトソーシングの拡大，自動車運転手の雇用の一部縮小によ

， ， ， ，ては 大学の機能強化を前提に るタクシー利用への切り替え 全学の図書館・図書室間の資料等集配搬送業務
費用対効果の観点から総合的に 青葉山キャンパスの不審者への防犯対策のため夜間巡回の警備業務，また病院
考慮する。 の医療材料に関する調達から供給までの管理業務についてアウトソーシングの

実施，さらに，PFI方式による（三条）学生寄宿舎の運営管理業務のアウトソ
， 。ーシングを開始するなど 中期計画を上回る取組みが推進されたと判断される

（平成21年度の実施状況）
【196】 Ⅳ 【196】

これまでの取組について必要に応じて 医療事務について，引き続きアウトソーシングを行うとともに，外来棟改修
見直しを行いつつ，さらに業務の集約化 及び歯病統合に伴う診療体制の強化のため，病院クラーク（外部委託）を再増
・アウトソーシングを実施して，事務業 員した。また，平成21年４月に旅費計算室を設置し，全学旅費計算業務の集約
務の効率化・合理化を推進する。 を行うなど，年度計画を上回る取組みが推進されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【197】
教員の負担軽減の観点から， Ⅳ 平成20年度には，グローバルオペレーションセンター（GOC）の国際展開マ

国際交流関連事務業務等に関し ネージャー２名及び国際交流センターの国際交流コーディネーター１名を継続
て，必要な専門性を有する人材 して雇用するとともに，GOCに２名，留学生課に１名，計３名のプログラムオ
の配置を図るとともに，適切な フィサーを採用し，国際交流関連業務推進体制を一層充実した。また，外国語
アウトソーシングに努める。 刊行物作成等の業務における民間翻訳会社の活用，派遣職員の活用を通じ教員

の負担軽減を図る等のアウトソーシングを推進した。
国際公募による国際感覚に優れた人材の採用及び配置，外国語文書の精度向

上等を目的とした専門性を有する外国人職員等の採用及び配置，職員研修の開
催による人材育成を通じた国際交流関連業務推進体制の着実な構築，外国語刊
行物作成等の業務における民間翻訳会社の活用，並びに国際関連事務の増大す
る時期における派遣職員の活用等は，中期計画を上回った取組みがなされたと
判断される。

（平成21年度の実施状況）
【197】 Ⅳ 【197】

必要に応じて見直しを行いつつ，適切 グローバルオペレーションセンター（GOC）に国際展開マネージャー２名及
な人材配置やアウトソーシングを実施す びプログラムオフィサー３名を継続雇用するとともに，グローバル30推進室を
る。 新設し，公募により７名の職員を配置し，国際交流関連業務推進体制を一層充

実した。
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また，国際化に対応したより高度な事務体制を整備するため，英語のネイテ
ィブ・スピーカーを国際公募し，国際交流課と留学生課に各１名採用して配置
したほか，海外との連携を推進することを目的に国際交流課に専門性を有する
スタッフ２名を採用する等，国際交流関連業務の推進体制をさらに強化した。

今年度も派遣職員の活用により，国際交流業務が集中する時期の効率的な業
務実施を図り，教員の負担軽減を推進したのに加え，外国語刊行物等の作成業
務に民間翻訳会社への委託を行い，アウトソーシングを積極的に推進した。

これらの取組みは，年度計画を上回って実施されたと判断される。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

国語）を実施し，文部科学省「国際教育交流担当職員長期研修プログラム」及１．特記事項
び日本学術振興会「国際学術交流研修」に職員を派遣し，職員の資質向上を図【平成16～20事業年度】

①機動的法人運営を実現するための予算の確保及び活用【155 【156】 った。さらに，平成17年度には文部科学省「大学国際戦略本部強化事業」に採】
総長のリーダーシップによる柔軟で機動的な法人運営を実現するため，運営費 択され，グローバルオペレーションセンターを新設，国際化に対応した組織を

交付金及び外部資金（間接経費等）の一定割合を総長裁量経費として確保すると 整備，ダブルディグリープログラム等，先進的な国際教育プログラムの創設等
ともに，教員人件費の５％相当（13億円）を中央枠予算として確保する基本方針 を推進した。平成20年度には 「欧州の大学との国際共同教育プログラム(JEPE，
を策定した また 総長裁量経費については 配分方針の見直しを図るとともに U: Joint Education Program with European Universities) が文部科学省 国。 ， ， ， 」 「
基盤的経費を 全学的基盤経費 別枠予算 として配分する仕組みを構築した 際化加速プログラム（総合戦略型 」に採択され，T.I.M.E.（Top Industrial「 」（ ） 。 ）

なお，確保した中央枠予算は，世界的に顕著な研究業績を有する分野・領域あ Managers for Europe）の枠組み等を活用した欧州の高水準な大学と学生交流プ
るいは飛躍的発展が見込まれる分野・領域のプロジェクト等に対して重点的に人 ログラムの実施に向けた協議，調整及び実施体制の整備を行った。
的・物的資源を配分するなどの基本方針のもと，世界的に顕著な研究実績を有す
るユニバーシティプロフェッサーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦 ⑦上級職（部長，課長，課長補佐）登用試験の実施
略的支援，新組織関連（国際高等研究教育機構，医工学研究科等）への教授等の 平成19年度から管理職の意欲，能力等の適格性を公正かつ客観的に判断し，
配置等に活用した。 透明性を確保するとともに，職員の納得性を高めるため，課長登用試験を実施

した。さらに，平成20年度からは部長職及び補佐職も実施した。
②国際高等研究教育機構，医工学研究科の設置【164】

異分野の融合領域における新たな研究分野の創出並びにその学理及び応用の研 ⑧戦略的なプロジェクト支援
究並びに国際的に通用する若手研究者の養成の推進を図ることを目的として，国 平成18年４月に領域横断並びに部局横断のための特定領域研究推進支援セン
際高等研究教育院と国際高等融合領域研究所から成る国際高等研究教育機構を設 ターを設置し，全学的かつ戦略的な特定領域研究の推進が図られ，また，総長
置した。また，新たな医工学研究のための組織構築として，我が国初となる医工 裁量経費の配分によって若手研究者の萌芽的研究に対し研究費を支援する「若
学研究科を設置した。 手研究者萌芽研究育成プログラム」を毎年実施しているほか，テニュアトラッ

クプログラムに対しては，スタートアップ経費を措置するなど，若手研究者の
③人事評価制度（事務系・技術系職員）の整備【169】 育成に努めた。

適切な人事管理を実現するため，事務系・技術系全職員（教員を除く ）を対。
【平成21事業年度】象とした人事評価システムについて検討し，第一次及び第二次の試行を経て必要

な改善を加えた上で，人事評価制度として整備した。 ①機動的法人運営を実現するための予算の確保及び活用【155 【156】】
基本方針に基づき，中央枠予算として約13億円（教員人件費の５％相当 ，）

④サバティカル制度の創設【170】 総長裁量経費として約36億円（うち運営費交付金約６億円）を確保した。
サバティカル制度を実施するためのガイドラインを全学に示し，部局の判断に 総長裁量経費については，趣旨及び目的の明確化を図る観点から 「井上プ，

よりそれぞれ実施細目を定めてサバティカル制度を導入した （平成20年度まで ラン2007」に即した要求区分に見直しを行うとともに，基盤的経費を「全学的。
に10部局サバティカル制度導入） 基盤経費 （別枠予算）として確保し配分した。」

中央枠予算は，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティプロフェッ
⑤適切な人件費管理及び業績・評価等を反映した給与制度の構築【188】 サーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，新組織関連（国

平成17年度に適切な人件費管理を行うための基本方針を定め，それに基づく各 際高等研究教育機構，医工学研究科等）への支援等，引き続き本学としての重
部局配置職員数及び人件費総枠並びに総人件費改革に伴う執行上限額を設定し， 点施策へ配分を行った。
教員人件費の配賦を行った。また，平成18年度に「活力に富んだ競争力のある大
学づくりに向けた人事給与施策」を含む「教職員の評価を反映した給与制度の基 ②人事評価制度（事務系・技術系職員）の本格実施【169】
本方針」を策定し，勤勉手当への実績反映の拡大，昇格基準等の整備，業務実績 事務系・技術系全職員（教員を除く ）を対象とした人事評価制度の本格実。
に連動した処遇反映の整備，職種・職務の級等にとらわれないより柔軟な年俸額 施を開始した。
の適用など，業績・評価等を適切に反映できる給与制度を構築した。

③適切な人件費管理【188】
⑥国際交流体制の整備【197】 前年度と同様に人件費管理に関する基本方針に基づき，各部局配置職員数及

平成16年度に国際交流部を設置するとともに，専門性を有する職員を国内外か び人件費総枠，並びに総人件費改革に伴う執行上限額を設定し，教員人件費の
ら採用し，国際交流業務の推進体制を構築した。また，職員語学研修（英語・中 配賦を行った。
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２．共通事項に係る取組状況④国際交流体制の強化【197】
○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか文部科学省「グローバル30事業」推進組織として国際教育院を設置し，優秀な

教員を国際公募・採用し，海外における戦略的な広報及び留学の促進，英語によ ①企画立案部門の活動状況，具体的検討結果，実施状況
る授業のみで学位を取得できるコース及び単位互換プログラムの拡充，留学生へ 【平成16～20事業年度】
の包括的支援体制の整備等 高度な教育研究の国際拠点づくりを推進した また ・井上プラン2007（東北大学アクションプラン）を取りまとめ，2008年度，2009， 。 ，
国際化に対応したより高度な事務体制を整備するため，グローバル30推進室を留 年度の毎年度,プランの進捗状況及び環境変化に適合した指針としての改訂を行
学生課に設置し，関連部局との緊密な連携事務調整等の整備を図るとともに，英 った。
語のネイティブ・スピーカーを国際公募し，国際交流課と留学生課に各１名採用 ・理事・副学長の下に評価分析室，広報戦略推進室，研究戦略推進室，国際交流
して配置したほか，海外との連携を推進することを目的に国際交流課に専門性を 戦略室を設置し 「企画立案」あるいは「情報収集・分析」業務等を担う体制，
有するスタッフ２名を採用する等 国際交流関連業務の推進体制を一層強化した を整備した。また，競争的資金等を戦略的に獲得するための企画立案等を行う， 。

研究基盤推進本部，及び広範な領域の学術研究の推進及び本学の知的財産の管
⑤上級職（係長）登用試験の実施 理・活用を図る研究推進・知的財産本部を組織して研究推進体制を整備した。

係長職としての意欲，能力等の適格性を公正かつ客観的に判断し，透明性を確 また，理事及び副学長の下に置く室のほか，特定の課題を解決するために15の
保するとともに，職員の納得性を高める係長クラスの登用試験を実施した。 プロジェクト・チーム等を設置をするなど，企画立案，情報収集・分析をより

迅速に行った。
⑦動物実験センター，遺伝子実験センターの設置 【平成21事業年度】

実験の適法性の確保及び実験に係る安全管理を推進することを目的として動物 ・井上プラン2007を2010年度も改訂版として取りまとめた。
実験センター，遺伝子実験センターをそれぞれ平成21年４月に設置し，実験計画 ・特定の重要課題を限られた期間内に効率的に処理するため，以下のプロジェク
の審査，法令遵守及び安全管理，実験実施者等の教育訓練等を実施した。 トチーム等を担当理事・副学長の下に設置し，それぞれの課題について検討結

果を取りまとめた。
1.欧州大学協会（EUA）外部評価実施タスク・フォース
2.授業料等あり方検討タスク・フォース
3.学生に対する緊急支援策検討タスク・フォース
4.「寄附講座及び寄附研究部門等の在り方」検討タスク・フォース
5.研究科附属施設に係る組織整備検討ワーキング・グループ
6.「グローバル30拠点」計画対応検討プロジェクト･チーム
7.入学者選抜方法の改善検討タスク・フォース

・特定の重要課題を限られた期間内に効率的に処理するため，以下のプロジェク
トチーム等を総長室関係として設置し，それぞれの課題について検討結果を取
りまとめた。

1.ロシア科学アカデミーとの共同研究推進に関するプロジェクト・チーム
2.「世界最先端研究支援強化プログラム(仮称)」対応検討タスク・フォース

②法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意思決定されているか
【平成16～20事業年度】
・大学運営に係る重要事項については，役員会の議を経て最終の意思決定がなさ

れている。なお，経営と教育研究に関する重要事項については，経営協議会及
び教育研究評議会で審議されている。また，大学運営の円滑化及び大学執行部
と各部局との緊密連携を図るため，部局長連絡会議を設置している。

【平成21事業年度】
・平成16～20事業年度と同様に，大学運営に係る重要事項については，役員会の

議を経て最終の意思決定がなされている。経営と教育研究に関する重要事項に
ついても，平成16～20事業年度と同様に，経営協議会及び教育研究評議会で審
議されている。
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【平成21事業年度】○法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか
①法人の経営戦略に基づく学長・機構長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経 ・趣旨及び目的の明確化を図る観点から，総長裁量経費の要求区分を「井上プラ

費の措置状況 ン2007」に即したものに見直しし，重点基礎研究（特別教育研究経費，グロー
【平成16～20事業年度】 バルCOEプログラム，国際高等研究教育院運営経費等）及び若手研究者萌芽研究
・総長のリーダーシップによる柔軟で機動的な法人運営を実現するため，運営費交 育成プログラムを引き続き支援するとともに，新たに生命科学研究脳科学分野

付金及び外部資金（間接経費等）の一定割合を総長裁量経費として確保するとと 人材育成事業への支援を行った。
もに，教員人件費の５％相当（13億円）を中央枠予算として確保する基本方針を ○「若手研究者萌芽研究育成プログラム」採択状況
策定した。また，総長裁量経費については，配分方針の見直しを図るとともに， 若手研究者萌芽研究育成プログラム：10件
基盤的経費を 全学的基盤経費 別枠予算 として配分する仕組みを構築した 飛躍・発展プログラム：５件「 」（ ） 。

・平成16年度に策定した基本方針により，17年度より部局評価結果に基づく教育研 ・中央枠予算は，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティプロフェッサ
究基盤経費等の傾斜配分を行っている。部局評価指標は毎年見直しを加え，年度 ーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，新組織関連（国際
毎の重要事項にウェイトをかけた傾斜配分としている。 高等研究教育機構，医工学研究科等）への支援等，引き続き本学としての重点

施策へ配分を行った。
【平成21事業年度】

○業務運営の効率化を図っているか・基本方針に基づき，中央枠予算として約13億円（教員人件費の５％相当 ，総長）
裁量経費として約36億円（うち運営費交付金約６億円）を確保した。総長裁量経 ①事務組織の再編・合理化等，業務運営の合理化に向けた取組実績
費については，趣旨及び目的の明確化を図る観点から 「井上プラン2007」に即 【平成16～20事業年度】，
した要求区分に見直しを行うとともに，基盤的経費を「全学的基盤経費 （別枠 ・平成21年度からの全学旅費計算業務の集約に向け，平成20年10月から一部部局」
予算）として確保し配分した。 の一元処理を試行した。

・前年度の部局評価指標に改善を加えた新しい評価指標及び予算の配分方針を策定 ・平成17年度に設置した「事務部門の再構築」検討タスク・フォースにおいて全
し部局評価を実施した。評価結果に基づき研究科長等裁量経費の傾斜配分を行っ 学的な業務量の削減，業務処理の効率化の検討を行い，各部から提案のあった
た。 業務改善案を「業務改善計画」としてとりまとめ，実施可能なものから順次実

施することにより管理的経費の削減を図った。
②上記の資源配分による事業の実施状況 ・総人件費改革による職員削減計画の着実な実施のほか，本部事務機構の部課数
【平成16～20事業年度】 やポストの削減，環境・安全推進室の設置など必要な組織再編を実施した。
・総長裁量経費は，各種データベースの整備，知的財産本部の運営経費，本学とし

ての重点施策へ配分した。さらに，戦略的な資金獲得及び重点基礎研究に対する 【平成21事業年度】
支援として，環境研究分野における競争的資金獲得に向けた基盤強化，特別教育 ・総人件費改革による職員削減計画の着実な実施のほか，平成21年４月より本部
研究経費，グローバルCOEプログラム，国際高等研究教育院運営経費等へ支援す 事務機構のキャンパス移転推進室を財務部，施設部へ，総務課基金係を広報課
るとともに，本学独自の若手研究者萌芽研究育成プログラムへの支援を行った。 へ再編した。また，財務部資金管理課内に旅費計算室を設置し，全学旅費計算

○「若手研究者萌芽研究育成プログラム」採択状況 業務の集約を行った。
平成17年度 公募型：14件，部局長推薦型：８件

， ，平成18年度 公募型：22件，部局長推薦型：６件 ②各種会議・全学的委員会等の見直し 管理運営システムのスリム化・効率化等
平成19年度 若手研究者萌芽研究育成プログラム：10件 管理運営の効率化に向けた取組実績

飛躍・発展プログラム：６件 【平成16～20事業年度】
平成20年度 若手研究者萌芽研究育成プログラム：10件 ・役員会，教育研究評議会，経営協議会，部局長連絡会議等の開催は，必要最小

飛躍・発展プログラム：５件 限の回数となるように努めるとともに，電子メールを利用した議事要録の事前
○テニュアトラック教員のためのスタートアップ経費措置状況 確認の他，会議開催通知の発出及び出欠確認についても手続きのルール化を図

平成18年度 ６名×@10,000千円＝60,000千円 り，諸手続きの簡素化・効率化等を行った。
平成19年度 ４名×@10,000千円＝40,000千円 ・平成18年度には総長室を設けることにより中期計画推進室，教育・学生支援企

・中央枠予算は，世界的に顕著な研究業績を有する分野・領域あるいは飛躍的発展 画室，人事戦略企画室，財務戦略企画室，施設マネジメント企画室を廃止する
が見込まれる分野・領域のプロジェクト等に対して重点的に人的・物的資源を配 など，総長のリーダーシップのもと経営及び教育研究の企画立案と総合調整を
分するなどの基本方針のもと，世界的に顕著な研究実績を有するユニバーシティ 行う体制を整備するとともに各会議の整理を行った。
プロフェッサーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦略的支援，新組織 ・平成20年度から本部会議室の一室に電子会議システムを導入し，会議等に係る
関連 国際高等研究教育機構 医工学研究科等 への教授等の配置等に活用した 事務の効率化・合理化を図った。（ ， ） 。
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【平成21事業年度】 また，委員から意見のあった総長裁量経費の配分方針については，当該年度の
・平成20年度に引き続き，理事・副学長会議及び役員会等の複数の会議において， 会議にて方針を審議することとなった。

電子会議システムを活用したペーパーレス会議を実施し，管理的運営システムの
○監査機能の充実が図られているか。スリム化・会議の簡素化・合理化等を推進した。また，構成員の多い教育研究評

議会等の会議でもペーパーレス会議を実施できるよう，平成22年６月完成を予定
しているエクステンション教育研究棟内に，電子会議システムを導入した会議室 ①内部監査，監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況
を設置することとした。 【平成16～20事業年度】

・平成16年度は財務部内の一部署であった「監査室」を総長直属とするなどその
独立性を高めるとともに，内部監査に係る学内規程を整備して監査体制の充実○収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか

①学士・修士・博士・専門職学位課程ごとに収容定員の90％を充足させているか。 を図った。また，監査室のWebサイト（学内専用）を立ち上げ，監査報告書など
【平成16～21事業年度】 を掲載し，各部局等の業務改善等を支援する体制を強化するとともに，データ
・各年度課程別定員充足率は以下のとおりとなっており，学士課程，前期（修士） ベースソフトを利用して内部監査用のデータベースを作成し，監査の実施及び

課程，後期（博士）課程それぞれが定員の90％以上を充足させている。平成18年 監査調書の作成等の効率化を図った。さらに，監査の方法として，実地監査に
度以降の専門職学位課程の充足率が低いのは 法科大学院において法学既修者 ２ 加えて日常的な書面監査を実施し，よりきめ細かなモニタリングを行うととも， （
年修了）分だけ欠員が生じているためである。 に，監査室のスタッフの１名増員，会計監査人とは別の公認会計士と内部監査

平成16年度：学士112％,前期(修士)120％,後期(博士)99％,専門職学位100％ 支援業務の契約により，監査体制の強化を図った。
平成17年度：学士112％,前期(修士)116％,後期(博士)99％,専門職学位 93％ ・文部科学大臣により選任された会計監査人と会計監査契約を締結し，本部事務
平成18年度：学士112％,前期(修士)118％,後期(博士)96％,専門職学位 83％ 機構及び全部局を対象とした法定監査を実施した。
平成19年度：学士109％,前期(修士)116％,後期(博士)93％,専門職学位 90％ ・財務諸表（平成16～19年度）を印刷物及び本学ホームページで公表した。
平成20年度：学士111％,前期(修士)113％,後期(博士)94％,専門職学位 87％
平成21年度：学士111％,前期(修士)111％,後期(博士)95％,専門職学位 84％ 【平成21事業年度】

・平成20年度に引き続き，会計監査人とは別の公認会計士と内部監査支援業務の
契約を結び，監査の専門家として内部監査への助言や参画を得て，監査内容の○外部有識者の積極的活用を行っているか

。 ， ， ，①外部有識者の活用状況 充実を図った また 定期的な実地監査に加えて 日常的な書面監査を実施し
【平成16～20事業年度】 十分な時間をかけて会計伝票や証憑類の監査を行い，研究費の不正使用の防止
・人事戦略企画室において，専門家を必要とする業務分野に関する調査・分析等を に努めた。さらに，監査結果をより速く各部局に周知するために，監査報告書

行い，戦略スタッフ採用に関する基本方針を定めるとともに，当該方針に基づき とは別に中間報告を監査室のWebサイトに掲載するとともに，監査結果をより具
戦略スタッフのほか知的財産，産学連携，国際交流及び安全管理に関する有識者 体的に分かりやすく周知するために，内部監査事例集を各部局の事務担当者へ
・専門家を民間から登用した。 配付し，監査結果による各部局の業務改善等を推進した。

・会計監査人による本部事務機構及び各部局を対象とする約100日間に及ぶ平成21
【平成21事業年度】 年度の監査を受け，同行した監査室の職員がその内容を文書にとりまとめて内
・引き続き戦略スタッフ等２６名を雇用している。 部監査の実施に活用するとともに，関係部署に情報提供した。

・平成20年度財務諸表を印刷物及び本学ホームページで公表した。
②経営協議会の審議状況及び運営への活用状況

○男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。【平成16～20事業年度】
・経営協議会は，中期目標についての意見に関する事項及び中期計画及び年度計画 ①男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定，男女共同参画推進の

に関する事項のうち経営に関する事項，役員に対する報酬及び退職手当の支給の ための組織の設置等，学内での男女共同参画推進に向けた取組状況
基準，職員の給与，退職手当の支給の基準及びその他本学の経営に関する重要事 【平成16～20事業年度】
項等について審議をし，本学組織及び運営に関して重要な役割を担った。また， ・ 東北大学における男女共同参画推進の方針に関する提案」及び「男女共同参「
委員から意見のあった本学の人文社会系の更なる発展について検討するため，人 画推進のための東北大学宣言」に基づき，シンポジウムやハードリング支援事
文社会系復興に関する検討委員会を平成20年度に設置した。 業等各種取組を行った。また，平成18年度から女性研究者育成支援推進室を開

設し，専門のスタッフを置いて取組を推進した。
【平成21事業年度】
・引き続き経営協議会は，中期目標についての意見に関する事項及び中期計画及び 【平成21事業年度】

年度計画に関する事項のうち経営に関する事項，役員に対する報酬及び退職手当 ・シンポジウムやハードリング支援事業等各種取組の継続に加え，杜の都ジャン
の支給の基準，職員の給与，退職手当の支給の基準及びその他本学の経営に関す プアップ事業for2013を新たに実施した。

， 。る重要事項等について審議をし 本学組織及び運営に関して重要な役割を担った
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②女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況 ○平成19年４月
【平成16～20事業年度】 ・国際高等融合領域研究所 … 異分野の融合領域としての新分野の創出，そ
・教職員公募要項に，男女共同参画促進に積極的に取り組んでいる旨を記載すると の研究支援並びに研究推進組織

ともに，男女共同参画委員会ホームページのURLも掲載するなど女性教員採用の ・国際高等研究教育機構 … 国際高等研究教育院，国際高等融合領域研究所
促進に向けた取組みを推進した。 ○平成20年４月

・毎年，全学部・研究科，全研究所，学内共同教育研究施設等を対象に実施してい ・教養教育院 … 高等教育開発推進センターと連携して教養教育の実施及び
る部局評価において，女性教員比率を評価指標のひとつとし，採用状況が思わし 支援を行う組織
くない部局には，改善の勧告を行っている。 ・医工学研究科 … 我が国初の工学によって医学・生物学を革新する教育・

【平成21事業年度】 研究の学問領域
・昨年度に引き続き，教職員公募要項に，男女共同参画促進に積極的に取り組んで

いる旨を記載するとともに，男女共同参画委員会ホームページのURLも掲載し， 【平成21事業年度】
，採用・登用に努めた。 ・英語による授業のみで学位が取得できるコース及び全学教育英語コースの企画

・前年度までの取組に加え，新たに文部科学省科学技術振興調整費による女性研究 実施及び支援を行うことにより国際的な教育環境を整備し，並びに教学生の受
者支援システム改革加速事業「杜の都ジャンプアップ事業 for 2013」を実施し 入体制の充実を図ることにより国際社会で活躍する指導的人材の育成に資する
た。 ことを目的として国際教育院を平成21年11月に設置するなどの組織整備を行っ

た。また，未来科学技術共同研究センターにおいては，学内研究組織による横
③仕事と育児等の両立を支援し，女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた取組 断的な取組みを推進するため，領域横断型の企画研究会活動を継続し分野拠点

， ，状況 型プロジェクトの設立を行ったほか プロジェクト企画立案機能の強化により
【平成16～20事業年度】 レアメタル，ロボティクス，タンパク，安全・安心等の各省庁が重点政策とし
・育児のための短時間勤務制度の施行，育児休業取得の任期制教員の任期延長など て推進する新規の大型研究拠点づくりが進行中である。

を行ったほか，以下のとおり環境を整備した。また 「川内けやき保育園」の利，
○法人全対としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか用者数増加に伴い，教職員・大学院生等を対象に学内保育園増設検討のためのア

ンケート調査を実施した。 ①法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況
平成17年度 学内保育所「川内けやき保育園」設置 【平成16～20事業年度】
平成18年度 病後児保育室「星の子ルーム」の全学的利用開始 ・総長裁量経費により，若手研究者の萌芽的研究に対し研究費を支援する「若手
平成19年度 理・医・歯・薬・工・農・情報科学・生命科学・環境科学・ 研究者萌芽研究育成プログラム」を毎年実施しているほか，国際公募による若

医工・の10研究科及び金属材料・流体科学・電気通信・多元 手研究者のためのテニュアトラックプログラムを開始し，総長裁量経費による
物質科学・加齢医学の５研究所に女性用休憩室を設置 スタートアップ経費を措置するなど，若手研究者の育成に努めた。

育児を行う女性研究者の研究活動をサポートするため「支援 ・TA，RAの雇用について，従来の事項指定配分を改め，部局長裁量経費を増やす
要員制度 「ベビーシッター利用料補助制度」を実施 ことにより部局裁量で柔軟に対応することを可能とした。」，

【平成21事業年度】 【平成21事業年度】
・引き続き，育児のための短時間勤務制度の実施，育児休業取得の任期制教員の任 ・前年度までに引き続き，若手研究者の萌芽的研究に対し研究費を支援する「若

期延長などを行ったほか，学内保育所「星の子保育園」を新たに設置した。 手研究者萌芽研究育成プログラム」を実施し，総長裁量経費による若手研究者
の育成に努めた。

○教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等が行われているか
①教育研究組織の活性化に向けた検討の機会が設けられているか ②全国共同利用に必要な学内体制整備や資源配分の状況
【平成16～20事業年度】 【平成16～20事業年度】
・ 領域融合」に関する組織の構想を検討するとともに，本学の目標に即した教育 ・学内予算配分において，全国共同利用施設等の維持運営に必要な経費の配分を「

研究組織の整備を積極的に進め，下記の教育研究組織を設置した。 行った。また，金属材料研究所及び電気通信研究所においては，国内外に開か
○平成18年４月 れたプロジェクト研究を一層推進するため，概算要求により特別教育研究経費

・特定領域研究推進支援センター … 領域横断並びに部局横断の研究を推進 を獲得し配分した。
・学術資源研究公開センター … 総合学術博物館，史料館，植物園を統合
・国際高等研究教育院 … 異分野を融合した新しい研究分野で世界トップレ 【平成21事業年度】

ベルの若手研究者養成を支援する組織 ・ 東北大学における設備整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に供「
・分子イメージング教育コース … 放射線医学総合研究所と複数研究科の連 する設備12件を整備した。さらに，本学における主要なプロジェクト研究を高

携による教育コース 度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログラム」を推進
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し，共同利用に供する設備2件を整備した。また，共同利用・共同研究拠点の認
定申請に係る支援を行った。

・前年度同様に，学内予算配分において，全国共同利用施設等の維持運営に必要な
経費の配分を行うとともに，金属材料研究所及び電気通信研究所においては，国
内外に開かれたプロジェクト研究を一層推進するため，引き続き概算要求により
特別教育研究経費を獲得し配分した。

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
【平成16～21事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・指摘事項や評価結果を役員会，経営協議会及び部局長連絡会議に報告するととも

に，学内ウェブサイトに掲載し情報の共有化を図り，改善及び推進に向けての方
策を検討する等，運営に活用されている。

②具体的指摘事項に関する対応状況
【平成17事業年度 指摘事項】
・役員に対する報酬及び退職手当の支給基準については，経営協議会において審議

すべき事項であるが，報告事項として処理がなされていることから，適切な審議
が行われることが求められる。

【対応状況】
・平成18年度は役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の改訂はなかった。
・平成19年度は，役員給与規程及び職員給与規程の一部改正を行うため，平成20年

３月開催の経営協議会で審議した。
・平成20年度は，役員の退職手当の取扱い及び期末特別手当について，平成20年６

月開催の経営協議会で審議をした。
・平成21年度は，役員の期末特別手当について，平成21年６月開催の経営協議会で

審議をした。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

① 外部資金その他の自己収入の増加に関する目標

・大学の頭脳を結集して新しい研究領域を生み出すための競争的資金確保に，全学的体制で取り組む。中
・民間との共同研究推進等による外部資金確保に，積極的に取り組む。期
・研究成果に基づく大学発のベンチャーの起業と大学への還元，技術移転機関の活用等を積極的に推進する。目
・卒業生や民間企業からの寄付，各種グッズ販売，出版会の業務の収益性増大等により収入増を図る。標
・独創的な教育研究分野で世界を先導するために，自己収入を積極的に確保することを目指して，各種の公募型教育研究プログラム等に応募する教員を支援する

全学的な体制の整備を図る。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【198】
研究推進室を中心に，戦略的 Ⅳ 平成20年度においては 「産学官連携推進本部の機能点検PT」及び「戦略的，

研究プログラムの企画・立案を 研究PT」の報告に基づき，事務組織の再編により研究協力部に戦略支援組織を
行う。 新設するとともに，研究戦略推進室と連携して戦略的プログラムの企画・立案

体制の強化等を図った。
中期計画の進捗状況としては，産業界等への積極的な広報を行うとともに，

関係部署における国内外の企業等との組織的連携を図り，共同研究等の外部資
金獲得を推進したほか，戦略的研究プログラムについて，その対応策を全学に
示すとともに 「特定領域研究推進支援センター」を設置し，全学的な戦略的，
研究プログラムに対応した支援体制の整備等を行ってきたことから，中期計画
を上回る取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【198】 Ⅳ 【198】

これまでの取組について必要に応じて 東北大学教育研究高度化支援推進委員会の下，本学における主要なプロジェ
見直しを行いつつ，引き続き体制整備の クト研究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログ
強化を推進する。 ラム」を推進し，外部資金獲得に資する戦略的情報を収集するためのスタッフ

を配置するとともに，同情報を学内の教職員に提供するためのWEBシステムを
構築した。

また 「世界最先端研究支援強化プログラム(仮称)」に応募するにあたり，，
対応検討タスク・フォース（リーダー：副学長（総務・業務総括担当 ）を立）
ち上げ，同プログラム計画を戦略的かつ効果的に展開するための具体案を検討
するなどの支援を進め，２件が採択された。

これらのことから，年度計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【199】
外部資金獲得増のため，教員 Ⅳ 平成20年度においては 「産学官連携推進本部の機能点検PT」及び「戦略的，

や研究グループのプロジェクト 研究PT」の報告に基づき，事務組織の再編により研究協力部に戦略支援組織を
研究申請に対する支援を行う。 新設し，プロジェクト研究申請支援体制を強化するとともに，グローバルCOE

プログラムの獲得においては「グローバルCOE検討委員会」を設置し，支援の
充実に向けた検討及び応募拠点に対する支援等が行われた。

中期計画の進捗状況としては，外部資金獲得の方策を指導・助言する体制及
び研究推進の体制を整備したほか，異分野融合による研究促進のための体制を

， 。 ， ，整備し 大型研究費への申請支援を行った また 研究推進支援体制の整備や
研究契約の早期締結，早期研究開始により受託研究及び共同研究の契約件数・
契約金額の増加等を図ってきたことから，中期計画を上回る実施があったと判
断される。

東北大学
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（平成21年度の実施状況）
【199】 Ⅳ 【199】

これまでの取組について必要に応じて 科学研究費補助金においては，研究計画調書の作成方法について，経験談を
見直しを行いつつ，引き続きプロジェク 基にした講演を行っているほか，現在，若手研究者育成の観点からも，外部資
ト研究申請に対する支援を行う。 金の獲得に向けた研究計画調書の作成講習会の実施を検討した。

また，東北大学教育研究高度化支援推進委員会の下，本学における主要なプ
ロジェクト研究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援
プログラム」を推進し，外部資金獲得に資する戦略的情報を収集するためのス
タッフを配置するとともに，同情報を学内の教職員に提供するためのWEBシス
テムを構築した。

さらに 「世界最先端研究支援強化プログラム(仮称)」対応検討タスク・フ，
ォース（リーダー：副学長（総務・業務総括担当 ）において「世界最先端研）
究支援強化プログラム(仮称)」計画を本学が有効に活用して戦略的かつ効果的
に展開するための具体案を検討するなどの支援を進めた。これらのことから，
年度計画を上回って実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【200】
得られた外部資金のオーバー Ⅳ 平成20年度においては，総長裁量経費配分方針に基づき，重点基礎研究（特

ヘッドの一部を活用し，総長の 別教育研究経費，21世紀COEプログラム，国際高等研究教育院運営経費等）及
リーダーシップに基づいて，さ び若手研究者萌芽研究育成プログラムを引き続き支援するとともに，グローバ
らなる戦略的な資金獲得，大学 ルCOEプログラム及び環境研究分野における競争的資金獲得に向けた基盤強化
としての重点基礎研究，若手研 等の新規事業への支援を行った。
究者の萌芽研究等の具体的な支 外部資金のオーバーヘッドを総長裁量経費の財源とし，更なる戦略的な資金
援に活用する。 獲得及び重点基礎研究に対する支援として，環境研究分野における競争的資金

獲得に向けた基盤強化，特別教育研究経費，グローバルCOEプログラム，国際
高等研究教育院運営経費等へ支援するとともに，本学独自の若手研究者萌芽研
究育成プログラムへの支援を行っており，中期計画を上回った取組みがなされ
たと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【200】 Ⅲ 【200】

これまでの取組について，必要に応じ 趣旨及び目的の明確化を図る観点から，総長裁量経費の要求区分を「井上プ
て配分方針を見直し，戦略的・重点的に ラン2007」に則したものに見直しし，重点基礎研究（特別教育研究経費，グロ
配分する。 ーバルCOEプログラム，国際高等研究教育院運営経費等）及び若手研究者萌芽

研究育成プログラムを引き続き支援するとともに，新たに生命科学研究脳科学
分野人材育成事業への支援を行った。

新規事業への支援を含め，戦略的・重点的な支援が継続されており，年度計
画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【201】
民間企業との共同研究，受託 Ⅳ 法人化後から使用してきた，共同研究契約，受託研究研究契約に係る契約書

研究等社会の要請する研究を， 雛形について，条文の分かり易さ及び企業交渉の円滑化を目的として，平成20
公正なルールと契約に基づいて 年度に見直しを行い，迅速な契約締結による，受託研究，共同研究の獲得増を
積極的に受け入れ，産業側のニ 目指した取組を実施した。併せて，研究推進部を中心に企業訪問を実施するな
ーズに的確に応えつつ外部資金 ど，産学連携を促進する活動を継続した。
確保を進める。

過去３ヵ年の受託研究及び共同研究の件数等
H18' 1,110
H19' 1,252
H20' 1,382

件数の対前年度伸率 H19' 12.8%
H20' 10.4%

金額の対前年度伸率 H19' 12.4%
H20' 3.6%

受入れを促進する受託研究，共同研究契約書雛形の見直し整備，組織的支援
， ， ，などにより 受託研究及び共同研究は 件数及び金額ともに大幅な増加を示し

東北大学
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中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【201】 Ⅳ 【201】

これまでの取組について必要に応じて 産学連携の一層の促進を図るため，イノベーションフェア等の研究紹介及び
見直しを行いつつ，引き続き外部資金の 企業との技術交流会並びに企業訪問を継続的に実施するとともに，新たに研究
確保に努める。 シーズ集をWEBシステムにより公表するなどの取り組みを行った結果，共同研

究，受託研究等の件数及び金額の対前年度伸率は，件数で4.8％（66件 ，金）
額で5.7％（664,220千円）となった。平成21年度においても，前年度に比し受
託研究，共同研究ともに増加している。

これらの外部資金獲得に向けた活動は，年度計画を上回って実施されたもの
と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【202】
「 」 「 」 。本学の研究成果に基づく特許 Ⅳ 平成20年10月に 産学官連携推進本部 を 産学連携推進本部 に改組した

収入，技術移転機関等を通した 新たに国際連携部を設置し，海外企業との連携・企画等により技術移転を推進
ベンチャー企業育成等による収 するとともに，産学連携課を強化充実するため，新たにリエゾン室を設けて大
入増に努める。 学発ベンチャー支援を継続した。

知的財産部においては，法人化後から適用してきた発明等規程を見直し，大
学及び教員双方にとって合理的な管理となるよう，業務の円滑化を図った。

， ，研究成果として創出される発明等の管理及び活用システムについては 例年
運用方法等の見直しを行うとともに，発明等の積極的活用を図り，積極的な技
術移転を展開し，ロイヤリティ収入の増額に努めた。

過去３ヵ年のロイヤリティ収入の対前年度比は，19年度が約１倍，20年度が
1.4倍となった。

技術移転の積極的な展開，支援組織の整備，研究者向け情報提供，学外向け
情報提供などを通じて，ロイヤリティ収入の大幅増がなされており，中期計画
を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【202】 Ⅳ 【202】

これまでの取組について必要に応じて 技術移転等について （株）東北テクノアーチ（TLO）と併せたロイヤリテ，
見直しを行いつつ，ベンチャー企業育成 ィ収入額等は，417,889千円となった。また，JSTの出願支援制度を利用し，出
等による収入増に努める。 願経費の節約に努めた。

さらに，ベンチャー起業化の一層の強化を図るため，東北イノベーションキ
ャピタル（株）との連携を強化し 「イノベーションサポートキャラバン」に，
より，事業化・起業化に関する支援，研究シーズの発掘を実施するなど，年度
計画を上回る取組みが推進された。

（平成20年度の実施状況概略）【203】
企業研究者等社会人を対象と Ⅲ 平成20年度に各部局において，企業研究者等社会人を対象とした専門分野の

。 「 」，した専門分野の有料短期研修セ 有料短期研修セミナー等を実施した 教育学研究科において 教育指導者講座
ミナー開催等，収益源の多様化 工学研究科において「極限知能デバイス工学 「極限表面制御半導体プロセ」，
を図る。 ス工学 ，環境科学研究科において「リカレント公開講座 ，金属材料研究所」 」

において「金属材料研究所研究会（夏期講習会 」などを開催した。）
なお，セミナーの中には，仙台等地元開催に加えて，大阪での開催を試みた

， ， ，ものがあり その結果 例年の参加者とは異なる企業から多数の参加者を得て
好評を博することとなった。平成21年度以降，仙台と大阪を年毎に交互に開催
することを決定している。このことは，新たに仙台（東北）以外の地域に収入
源を拡大することとなり大きな実績となった。

また，無償セミナーとして，企業研究者等を対象とした人材養成に係る競争
的資金を獲得し，医工学研究科において「医療工学技術者創成のための再教育
システム ，サイバーサイエンスセンターにおいて「実証実験とテクニカルセ」
ミナー」などを開催した。

有料セミナーを通じた収益を図るとともに，無償セミナーなども開催し，企
業研究者等の能力向上支援など社会貢献が推進されたことから，中期計画は十
分に実施されたと判断される。

東北大学
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（平成21年度の実施状況）
【203】 Ⅲ 【203】

これまでの取組について必要に応じ見 各部局においては，以下の有料セミナー等を開催した。
直しを行いつつ，有料短期研修セミナー ○「教育指導者講座 （教育学研究科）」

「 」，「 」，等の開催を推進する。 ○ 軽水炉高経年化対応セミナー 極限表面制御半導体プロセス工学
「研究開発マネジメント論」ほか５講座（工学研究科）

○「リカレント公開講座 （環境科学研究科）」
○「金属材料研究所研究会（夏期講習会 （金属材料研究所））」

また，次年度の有料短期セミナーの開催に向けて「税理士向けの公開講座」
（法学研究科 「サスティナブル・ソリューション・コース （環境科学研究）， 」
科）を検討している。

， 「 」（ ），ほかに 無償セミナーとして イノベーション・カレッジ 経済学研究科
「ものづくり講座 （金属材料研究所）などを開催した。」

， 。これらセミナー等の開催により 年度計画は十分に実施されたと判断される

（平成20年度の実施状況概略）【204】
病院事業に関しては，高度医 Ⅲ 平成20年度診療報酬点数改定に対応するための説明会を実施するとともに，

療実施機関であると同時に教育 改定内容を院内へ周知徹底を図り病院収入の確保を図った。各診療科等から提
研究機関であることを十分に考 案された平成20年度事業計画に基づきヒアリングを行い，増収及び経費削減等
慮した上で，収入と支出のバラ に関して実効性の高い計画を優先的に選定し実施した。また，経費削減策とし
ンスの確保に努める。 て薬剤の納入価格交渉，医療材料使用の適正化，冷暖房設備等の省エネルギー

対策を図った。増収目標達成に向けた経費節減策，増収策，業務効率化策，省
， 。エネルギー策を継続しており 中期計画は十分に実施されていると判断される

（平成21年度の実施状況）
【204】 Ⅲ 【204】

各診療科等から提案された事業計画に 経営の効率化及び自己収入の確保について，平成21年度事業計画を各診療科
， ， ，基づきヒアリングを行い，収入と支出の 等から提出させ ヒアリングを実施し 経営戦略企画会議で審議・検討のうえ

バランスを検討し，診療機能を向上する 増収及び経費削減等に関して実効性の高い計画を優先的に選定し実施した。経
上で必要と判断される計画から速やかに 費削減策として，医薬品については納入価格の値引き交渉，後発医薬品の利用
実施する。また，継続して増収及び経費 の拡大，医療材料については，安価な材料への切替，在庫数の抑制及び定期的

， 。削減策を実施する。 な各部門へのラウンドによる配置定数の見直し等 医療材料の適正化を図った
省エネルギー策としては，西病棟トイレ等への人感センサー設置により経費削
減を行った。これらの取組みから，年度計画は十分に実施されていると判断さ
れる。

（平成20年度の実施状況概略）【205】
大学で蓄積してきた独自の技 Ⅳ 平成20年度においては，平成20年１月に設置されたテクニカルサポートセン

術・計測サービス機能等を集約 ターにおける活動が本格的に開始され，47件の設備の利用が行われた。
化した「テクニカルサポートセ 中期計画の進捗状況としては，テクニカルサポートセンターを設置し，学内
ンター（仮称 」を設け，その 研究用設備等の有償による学外提供を開始したほか，学術指導に係る制度を設）
サービスを社会に提供すること け，企業等への教育，研究，技術指導等を行い，社会貢献と収益源の拡大等を
などによって，事業収入の増加 図ってきたことから，中期計画を上回る実施があったと判断される。
に努める。

（平成21年度の実施状況）
【205】 Ⅳ 【205】

テクニカルサポートセンターの活動の 「東北大学における設備整備に関するマスタープラン」に従い、テクニカル
充実に努める。 サポートセンターにおいて共同利用に供する設備9件を整備した。また，東北

大学教育研究高度化支援推進委員会の下、本学における主要なプロジェクト研
究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログラム」
を推進し、同センターにおいて共同利用に供する設備４件を整備するなど年度
計画を上回って実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【206】
入学検定料，入学金，授業料 Ⅳ 標準額を参考に，授業料等の学生納付金の金額を検討し，会計大学院（専門

） ， ，等に関しては，国立大学の役割 職大学院 の授業料は標準額の110％の額 これ以外は標準額と同一の額とし
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を踏まえつつ適正な金額の設定 いずれも適正な金額に設定した。また，平成22年度に標準額の見直しが想定さ
に努める。 れていることから，平成20年度に，本学の授業料等のあり方を検討する「授業

料等あり方検討タスク・フォース」を設置し検討を開始し，平成21年度に報告
書を取りまとめ，今後の授業料等の金額の設定についての考え方を提示した。

入学検定料，入学金，授業料等の学生納付金は標準額を参考として適切に設
定され，また，そのあり方の検討が進められるなど，中期計画を上回って実施
されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【206】 Ⅳ 【206】

前年度に設置したタスクフォースにお 平成21年度は，前年度と同額を設定した。また，前年度に設置した「授業料
ける検討結果を踏まえ，２２年度に向け 等あり方検討タスク・フォース」にて，本学の授業料等学生納付金のあり方の
て授業料等の学生納付金の額を検討し， 検討を行い，報告書を取りまとめ，平成22年度以降の金額の設定についての考
設定する。 え方を提示した。これらの取組みより，年度計画を上回って実施されたと判断

される。

（平成20年度の実施状況概略）【207】
大学事業の公共性，公益性， Ⅳ 平成20年度は，総務部総務課内に基金担当係を設置し，遺贈による寄附制度

母校の振興を通じた社会貢献等 の導入やホームページの開設，基金運用管理システムの構築により基金の体制
に期待する民間企業，卒業生等 整備を行った。また，同窓会関係の催事への参加及びメールマガジンを活用し
からの寄附に対する受け入れシ 募金活動を展開するとともに，創立100周年募金寄附者に対し継続して本学の
ステムと窓口を整備し，継続的 研究成果等の情報を積極的に発信していく方策の確立や，基金の寄附者への特
に寄付を募り，大学基金の整備 典内容についての検討を進めた。
を図る。 東北大学創立100周年募金活動の展開やその後の基金設立と継続的な募金活

動は，中期計画を上回った取組みと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【207】 Ⅳ 【207】

卒業生や企業等との連携を深め，東北 基金担当係を総務部総務課から総務部広報課に移管し，大学教職員，学生と
大学基金の拡充かつ効率的な運営に努め 卒業生等を会員として「東北大学コミュニティ」の連帯意識の醸成・強化を目
る。 的とする萩友会担当係と連携し，各同窓会組織の催事，関東・関西交流会，ホ

ームカミングデーにおいて基金の募集活動を実施した。また，基金寄附者への
顕彰制度を再構築するとともに学内公開施設の利用等の特典を整備し基金拡充
への方策を掲げた。その他，ホームページを充実させ効率的な運営に努めると
ともに基金の安定かつ効率的な運営を目指し，平成22年度から新たに実施する
基金による助成事業の基盤を整備するなど年度計画を上回って実施されたもの
と判断される。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

・教育研究の機能強化を基本に，既存組織について見直しを行い，必要に応じて再編・集約化等を実現することにより，管理的経費の削減を図る。中
・諸経費についてトータルミニマムの考え方により会議の数を大幅に廃止・削減するなどの合理化を図り，節減する。期
・必要経費等の算定方式の見直しによりアウトソーシング等も含め，抑制に努める。目

標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【208】
教育研究における大学の役 Ⅲ 平成20年４月には本部事務機構を従来の９部23課（室）から７部23課（室）

割，社会に対する大学の使命等 へ再編を行い，一定数のポストを削減するとともに，役職ポストを実務職員で
の視点から，既存組織の管理運 ある一般職員へ振替えを行った。また，同年10月より，環境・安全推進室を設
営体制等について，必要に応じ 置し，職員の環境安全及び安全衛生管理を推進した。
た再編・集約化等により，管理 事務機構の部課数や一定ポストの削減，また，環境・安全推進室の設置など
的経費の削減に努める。 必要な組織再編の取組みを行っており，中期計画は十分に実施されたと判断さ

れる。

（平成21年度の実施状況）
【208】 Ⅲ 【208】

これまでの取組について，必要に応じ 平成21年４月より本部事務機構のキャンパス移転推進室を財務部，施設部へ
て見直しを行いつつ，本部事務機構の再 再編した。また，全学の旅費計算業務を一元処理するための組織として財務部
編成の結果を検証する。 資金管理課内に旅費計算室を設置し，全学処理を開始した。これらの取組みか

ら，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【209】
管理経費の抑制を図るため， Ⅲ 平成20年度から，一部会議室に電子会議システムを導入し，ペーパーレス会

会議を抜本的に見直し，真に必 議として実施することにより，管理的経費の抑制と会議の簡素化・合理化等を
要な会議についても，合理的な 推進した。
開催方法の徹底に努める。 これまで，全学委員会の見直し，再編，また，会議開催方法の効率化・合理

化を推進してきており，中期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【209】 Ⅲ 【209】

これまでの取組について必要に応じて 平成20年度に引き続き，理事・副学長会議及び役員会等の複数の会議におい
見直し，会議等に係る管理的経費の抑制 て，電子会議システムの導入が促進され，ペーパーレス会議として実施するこ
を推進する。 とにより，管理的経費の抑制と会議の簡素化・合理化等を推進し，会議資料を

， ，ホームページに提供すること等の情報の共有を行うことで 類似の会議の縮減
重複議題の回避，時間短縮にも効果がでており，年度計画は十分に実施された
と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【210】
節水，廃棄物の発生抑制，リ Ⅳ 平成20年度には都市ガスの契約について，青葉山団地は大口B契約を大口A契

サイクル，電力消費の抑制，省 約に変更し，片平団地は大口B契約の基本料金・単価を見直しガス料金を削減
エネルギー対策等を徹底し，実 した。また 『温室効果ガス排出削減等のための実施計画』に基づき，温室効，
施する。 果ガス排出削減対策事業を実施した。

， ，省エネルギー対策の実施は 環境・安全委員会環境保全委員会の主導のもと
要項を制定し，団地ごとの省エネルギー対策調査や指導の徹底，学内ESCO事業
などを推進するとともに，新キャンパスの施設整備事業に関しては，土木工事
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の実施設計において土木工事に係る事項の具体的な方策（地下水利用等）を策
定した。また，建物工事の実施設計において空調システムに係る具体的な方式
としてGHP空調方式を策定した。

そのほか，都市ガスの契約変更や基本料金の単価見直し等の実績をあげてお
り，中期計画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【210】 Ⅳ 【210】

引き続きエネルギー対策等の改善を行 電力の需給契約について，片平，川内，青葉山及び星陵の各団地の契約電力
。 ， 。 ，い，各部局と連携・協力して光熱水費削 を低減した また 夏季一斉休業により電力使用量を削減した これらにより

減を推進する。 電力料金が削減された。団地・学部別光熱水使用量の使用実績について，平成
20年度使用状況をホームページに追加掲載するとともに，省エネ対策依頼の周
知及び省エネ啓蒙ポスターを作成した。さらに，団地別の対前年度エネルギー
使用実績を年度途中で各事業所に周知し，引き続き省エネ意識向上に向けて啓
発した。また，サイバーサイエンスセンターの空調設備等の省エネ対策を検討
し工事を実施した。さらに，金属材料研究所に，太陽光発電設備を設置し電力
料金削減を図った。また，新キャンパスの整備事業に関しては，建物工事の実
施設計において具体的な方策として居室にサーキュレーター設置や共用部への
人感センサーによるLED照明の設置，またライトシェルフによる自然光の活用
等を策定した。また，附属図書館及び病院のESCO導入可能性を調査し，病院に
ついてはESCO実施にむけて検討に着手した。

これら省エネルギー対策の取組みは，年度計画を上回って実施されたと判断
される。

（平成20年度の実施状況概略）【211】
学内共通の全学統合情報管理 Ⅲ 事務用（bureau）メールシステムを，従来のシステムの10倍以上の処理能力

システムを整備し，学務等の窓 を有し，サーバ側でspamメールを判定，隔離することが可能となった新システ
口業務を含め学内業務に係る管 ムに更新したことで，利用者がこれまでspam対策に割かれていた時間を有効に
理的経費の抑制を図る。 利用できることとなり，業務の効率化を達成した。

統合電子認証システムの導入，教務情報システムの統合，新人事給与システ
ムの導入その他多くの情報システムの整備充実を進めており，中期計画は十分
に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【211】 Ⅲ 【211】

学内業務の見直しを継続的に行い，さ 従来，窓口で発行していた学生に係る各種証明書等を自動発行できるよう，
らなる管理的経費の抑制を推進する。 証明書自動発行システムの機能を拡張し，10月からサービスを開始した。これ

により，証明書発行業務の負担が大きく軽減（平成19年度発行枚数をベースに
した試算では2,812時間の削減が見込まれる ）されるとともに，学生にとっ。
ての利便性が一層向上した。

また，情報システムの運用管理の全学的効率化のために，全学認証システム
との連携を行い，リモートアクセスサービス等のネットワークサービスを開始
し，部局の管理人員の負担の軽減を達成した。

これにより，年度計画は十分に実施されたと判断される。

ウェイト小計

東北大学
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東北大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

・大学の資産である施設（土地及び建物等 ・設備を適切に確保しかつ有効に活用するため，戦略的かつ経営的視点に立って施設の整備，維持保全，管理運営を中 ）
一体的に実施し，教育，研究環境の質的向上を図る。期

・大学の経営基盤である施設の長期利用を図るとともに，適切に維持管理するため，必要な財源を確保し，資産の有効な運用を図る。目
・ソフトウェアや特許等の無形固定資産及び金融資産に関しては，外部の専門家の意見を取り入れながら，国立大学法人の設置目的に対応した適切な運用とリス標

ク管理を行う。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【212】
全学的な視点に立って資産の Ⅲ 平成20年度には，病院再開発によって創出した共同利用スペース3216㎡(旧

運用管理に関連する委員会及び 西病棟３～５F)の有効利用について，星陵キャンパス整備委員会におけるスペ
事務体制を再構築し，施設マネ ースマネジメント（歯学部・歯学研究科狭隘解消，加齢研のゲノムリサーチセ
ジメントの導入等に対応する体 ンター移転統合，国際高等研究教育機構及びトランスレーショナル研究センタ
制を整備する。 ーへの場所配分）で対応した。また，施設整備事業の担当課において，工事設

計でコストマネジメントを推進し，コスト縮減を達成した。さらに，施設管理
業務の担当課において，ハザードマップに基づく保全計画を実施し，クオリテ
ィマネジメントを推進した。

中期計画の進捗状況として，施設の整備計画を所掌する従来委員会を，運用
面も重視した施設整備・運用委員会に改組するとともに，施設部に施設管理課
を創設するなどの事務組織整備を行い，これらの体制のもと着実に施設マネジ

。 ， 。メントに取り組んだ したがって 中期計画は十分に実施されたと判断される

（平成21年度の実施状況）
【212】 Ⅲ 【212】

継続的にさらなる施設マネジメントの さらなるスペースマネジメントを推進するために，施設部において共同利用
充実を図る。 スペースの現状調査を全部局ヒヤリングにて行うとともに，施設整備・運用委

員会において共同利用スペースに関する運用ルールの検討を行うための作業部
会を立ち上げた。また，施設整備事業の担当課において，工事設計でコストマ
ネジメントを推進した。さらに，施設管理業務の担当課において，ハザードマ

， 。ップに基づく保全計画を継続的に実施し クオリティマネジメントを推進した
したがって，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【213】
部局単位のスペース配分から Ⅲ 平成20年度には，施設のデータベース(net_FM)を継続的に運用して，データ

全学的な統一基準による戦略的 の更新を実施した。共同利用スペース整備規程に基づき，新たな共同利用スペ
かつ効果的なスペース利用への ースを片平地区に2,668㎡（インテグレーション・ラボ棟Ⅱ期 ）確保するとと
転換を図るため，施設のデータ もに，共通的スペースを川内地区に769㎡（総合研究棟改修経済系769㎡)，星
ベース化及び点検評価による弾 陵地区に858㎡(保健学科棟改修Ⅱ期858㎡）確保し，レンタル制の拡大を図っ
力的なスペース配分システムを た。
構築する。また，レンタル制に 中期計画の進捗状況として，施設情報のデータベース化については，全部局
よる共同利用スペースの確保に と連携してデータベースを作成し，継続的にデータの更新を実施した。
努め，萌芽的研究に対する支援 また，スペース配分システムの構築については，共同利用スペースの創出を
を機動的に行う。 目的とした「規程」を定め，全学的な統一基準の下に整備面積の一定割合を確

保し，そのうち「競争的スペース」と位置付けた面積のなかから，約12,000㎡
をレンタル制の対象スペースとして供した。

， ，以上のことにより 弾力的なスペース配分による共同利用スペースの確保と
， 。研究に対する支援が図られたため 中期計画は十分に実施されたと判断される
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（平成21年度の実施状況）
【213】 Ⅲ 【213】

， 。施設のデータベースを継続的に運用 施設のデータベース(net_FM)を継続的に運用して データの更新を実施した
し，共同利用スペースのレンタル制の拡 星陵地区で新たに確保した共同利用スペースのうち，550㎡（加齢研実験研究
大を図る。 棟内）を競争的スペースに割当て，レンタル制の対象スペースとした。以上の

取り組みは，年度計画を十分に実施したものと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【214】
大学の施設 会議室 講義室 Ⅳ 東北大学百周年記念会館（川内萩ホール）は，興業場の許可を得て20年11月（ ， ，

駐車場等）を教育研究に支障の から貸館業務を開始し，講演会，コンサートの開催等一般市民への開放を開始
ない範囲で広く一般市民の利用 した。また，学内の講義室，会議室等を教育研究に支障のない範囲で，学会，
に供し，資産の効率的運用を図 セミナー開催等に開放した。
る。 全部局との連携の下，データベースを整備し，活用を図りながらの講演会や

セミナー等への施設の開放，また，ホールの一般への開放など，中期計画を上
回った運用が図られたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【214】 Ⅳ 【214】

教育研究に支障のない範囲で一般市民 東北大学百周年記念会館（川内萩ホール）では，ホームカミングデー，ジル
に順次開放する。 ベスタコンサートや東北大学「科学者の卵」養成講座などを開催するとともに

学外にも広く開放し，各種コンサートなどが開催され，本学の学術文化活動の
発信・交流拠点として活用されている。また，学内の講義室，会議室等を教育
研究に支障のない範囲で，学会，セミナー開催等に開放するなど，年度計画を
上回って実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【215】
大型設備等の利用・整備につ Ⅳ 平成20年度においては，研究教育基盤技術センターにおいてマスタープラン

いては，全学的な視点による利 の大幅な改訂に着手し，新たな整備計画を策定したほか，テクニカルサポート
用者負担制度・全学的支援制度 センターでは設備の学内外への利用提供を開始した。
を含む管理運営システムの構築 中期計画の進捗状況としては，既設設備の共有化・効率的維持管理・新規設
を図る。 備の整備を検討する委員会を設置し，マスタープランの策定を行い，高性能電

子顕微鏡の調達等を行ったほか，マスタープランの更新を行いつつ設備の充実
に努めた。併せて全学の研究設備のうち共用可能な設備について抽出し，有償
外部提供に向けた準備を進め活用を開始したことから，中期計画を上回る実施
があったと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【215】 Ⅳ 【215】

テクニカルサポートセンターの活動の 第二期中期目標期間を見据えた「第2期（平成22～27年度）東北大学におけ
充実に努める。 る設備整備に関するマスタープラン」を策定し、今後の大型設備等の整備計画

とともに、設備の維持管理経費に係る受益者負担の原則を明記した。
テクニカルサポートセンターを通じて利用者から徴収した設備利用料を設備

、 。の維持管理経費に充てるなど 年度計画を上回って実施したものと判断される

（平成20年度の実施状況概略）【216】
資産の有効な運用を図るため Ⅲ 「施設維持保全に関する基本方針」を決定し，各年において，維持管理費の

施設の維持管理について，運営 効率的な配分システムを活用し事業評価を行い営繕計画を決定し具体の事業を
費交付金及び各種の学内経費等 実施した。平成20年度は事業評価132件，内37件約７億円の事業を実施した。
の多様な財源等を活用して必要 施設維持管理に関する基本方針の策定，効率的な配分システムに基づく評価
な経費を確保するとともに，効 により，営繕工事等を実施しており，中期計画は十分に実施されていると判断
率的な配分システムを構築す される。
る。

（平成21年度の実施状況）
【216】 Ⅲ 【216】

基本方針に基づく効率的な配分システ 施設営繕に関する総長裁量経費の採択において，維持保全に関する基本方針
ムを活用し，年度内計画を実施する。 に基づく効率的な配分システムを活用して現地調査結果に基づく評価を行い，

東北大学
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平成21年度の営繕計画を決定し，実施した。
よって，年度計画は十分に実施されたと判断する。

（平成20年度の実施状況概略）【217】
施設設備の機能保全・維持管 「施設維持保全に関する調査方針」に基づきインフラ設備など８項目につい

理に関し，インフラ設備の更新 Ⅲ て経年調査を行い「インフラ設備８項目の長期保全計画（更新計画 」を策定）
・改修等の整備計画を策定し， し，各年において，具体の事業を実施した。平成20年度は，地下オイルタンク
その実現に努める。 改修，星陵屋外キュービクル改修工事の各事業を実施した。また，耐震対策事

業を立案し耐震補強整備の実施，バリアフリー対策を踏まえた整備計画のもと
にバリアフリー対策事業を実施した。

施設維持保全に関する調査方針の下，インフラ設備８項目の長期保全計画を
策定し更新・改修等を進めており，加えて既存建物の耐震診断調査を実施し，
その診断結果を基に耐震補強に関する事業計画の見直しを行うなど中期計画は
十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【217】 【217】

インフラ設備８項目の更新・改修等を Ⅲ インフラ設備８項目の長期保全計画に基づき （川内１外）屋外変電設備等，
長期保全計画に基づき年度内計画を実施 改修工事 外４事業を実施した。また，建築基準法12条に基づき特殊建築物の
する。耐震補強・バリアフリーに関する 調査を実施し，施設の法令適合，老朽度等について定期報告書を作成し特定行
長期計画の策定を継続して実施する。 政庁（仙台市長）へ提出した。さらに策定済みの事業計画に基づき耐震補強・

バリアフリー対策事業（川内講義棟改修事業 外８事業等）を実施した。よっ
て，年度計画は十分に実施されたと判断する。

（平成20年度の実施状況概略）【218】
ソフトウェアや特許等の無形 Ⅲ 特許の経費について，これまで出願案件を扱う知財管理システム（TOPAM）

固定資産及び金融資産を一元管 とは別に管理していたが，TOPAMでの一元管理を行うため，経費システムの運
理する体制を確立する。 用方法を変更した。このことにより情報管理を集約することが可能となり，よ

り効率的かつ充実したシステムとなった。
また，知財情報のセキュリティについても，効率的な実施のための見直しを

行い，管理に係るランニングコストを削減した。
さらに 学内における取り扱いとして これまで取り扱いが曖昧であった プ， ， 「

ログラム著作権」に関して，大学及び教員双方にとって合理的な管理となるよ
う，発明等規程を一部改正した。

また，平成16～19年度において，寄附金を含めた学内保有資金の安全な管理
を図るため，メインバンクでの一元管理を実施するとともにファームバンキン
グを導入した。また，物件費の支払いを集約し振込手数料の節減を図るととも

， ， 。 ，に 財務・経営センターからの借入時期を見直し 利息の低減を図った 一方
財務収益の増を図るため，学内保有資金の一部を活用して，大口の定期預金又
は国債の購入などの運用を行った。平成20年度においては，新たに設立した東
北大学基金の安全管理を図るため，メインバンクでの一元管理を実施した。こ
れらの取組みから，中期計画は，十分に実施されていると判断される。

（平成21年度の実施状況）
【218】 Ⅳ 【218】

これまでの取組について必要に応じて ライセンス契約について，従前，知財管理システム（TOPAM）とは別に管理
見直しを行いつつ，資産の一元管理を実 していたが，運用方法の見直しによって特許番号に対応するライセンス契約番
施する。 号を付して双方向からの検索を可能とした。これにより従前の特許情報に加え

ライセンス契約の状況も素早く検索可能となり，迅速かつ的確な資産管理を可
能とした。

また，寄附金を含めた学内保有資金の安全な管理を図るため，メインバンク
での一元管理を継続して実施するとともに，財務収益の増を図るため，学内保
有資金の一部を活用して，大口の定期預金などの運用を行った。

これら資産の一元管理への取組みは，年度計画を上回る実施状況と判断され
る。

（平成20年度の実施状況概略）【219】
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外部の専門家の意見を取り入 Ⅳ 平成16～19年度において，財産保険など国大協の総合損害保険，自動車保険
れつつ，これらの資産の有効活 及び医師賠償責任保険等に加入し，随時見直しを行い適切な保証内容に改める
用を図るとともに適切なリスク などリスク管理体制を整備した。平成20年度においては，外部委託しているア
管理体制を整備する。なお，管 ドバイザーの助言により海外活動賠償責任特約を滞在期間120日以内から１年
理等は，適切な民間企業等に委 以内に延長して長期出張者に対応させるとともに，大学が占有管理している他
託し，適切かつ合理的な運営に 省庁等からの借入物品についても総合損害保険の対象に加えた。
努める。 また，施設・安全管理室を設置し，リスク管理等に関する調査方針を決定・

調査のうえ 「土地及び建物リスク一覧」を作成し屋外環境及び建物外周部の，
現地調査・データ整理を実施した。平成18年度には適切なリスク管理を実施す
るため，インフラ設備８項目についてハザードマップを作成した。平成19年度
には建物の耐震・囲障・高圧ガス・危険物貯蔵庫・放射線管理区域を含めたハ
ザードマップを作成した。平成20年度には必要に応じて見直しを図った。

損害保険への加入，ハザードマップの作成など，適切なリスク管理が推進さ
れ，中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【219】 Ⅲ 【219】

適切なリスク管理を実施するためハザ 適切なリスク管理を実施するためハザードマップ2007の見直しを行い，最新
ードマップを必要に応じ見直しを図る。 版ハザードマップ2008を策定した。損害保険については，アドバイザーの意見
また，これまでの取組について，アドバ を取り入れ前年度と同様の保険に加入するとともに，保険請求についても適切
イザー・専門家の意見を取り入れなが に行った。また，保険幹事会社との情報交換を密に実施するなどリスク対応を
ら，必要に応じて付保する保険の見直し 継続的に行うなど年度計画は十分に実施されていると判断される。
を行う。

（平成20年度の実施状況概略）【220】
図書館，総合学術博物館等の Ⅳ 平成20年度は，附属図書館では，宮城県図書館と共催で企画展「はっぴぃさ

一般公開を拡大・促進するとと んぽう―和算の世界へようこそ！」を開催した。また，貴重図書のレプリカ作
もに，図書館等で所蔵する貴重 成や修復を行うことにより，貴重図書の利用機会の拡大に努めた。学術資源研

， ， 。 ，な資料等の計画的な複製出版に 究公開センターでは 所蔵資料標本 各種公開活動などの広報に努めた また
よって，資産の効率的運用を図 総合学術博物館に関しては，総合学術博の将来構想について検討を進めた。史
る。また，公開にふさわしい広 料館では特別展開催時の土日休日開館を試行し，また評議会議事録・旧科学計
報，閲覧，セキュリティシステ 測研究所文書などの文書を新規公開した。
ム等の体制及び施設の整備に努 附属図書館，学術資源研究公開センターでは，毎年，様々な一般公開を行っ
める。 ている。また，収蔵資料のデータベースの整備と公開や施設整備など，中期計

画を上回って実施したものと判断される。

（平成21年度の実施状況）
【220】 Ⅳ 【220】

前年度までの実施状況等を踏まえ，さ 附属図書館では企画展「江戸のサイエンス～あたたかな科学が生まれた頃」
らなる資産運用を図る。 を開催した｡萩ホール展示スペースで展示"「怪」の世界"を開催した｡また,こ

れまで開催した企画展の図録やグッズの委託販売を行った｡さらに,貴重図書の
レプリカ作成や修復を行うことにより,貴重図書の利用機会の拡大に努めた。
総合学術博物館では，企画展「みちのくはアンモナイトの宝庫」を開催し，所
蔵資料標本の活用と東北大学の研究成果の広報に努めた。また，共用する理学
部自然史標本館の公開活動の推進のため，英文パンフレットの作成，来館者ア
ンケートの実施 ホームページの刷新などを行った 史料館では 展示図録 歴， 。 ， 「
史のなかの東北大学 「魯迅と東北大学」を刊行・発売し，資産の効率的運用」
と情報発信の推進を図った｡また,企画展「マンボウ青春記の仙台-北杜夫と東
北大学医学部」の開催し,法人文書104冊，個人資料３件の新規公開などを通じ
所蔵資料等の公開を図った｡植物園では,開園50周年記念式典と植物園シンポジ
ウムを開催，公開市民講座スコラボタニカ「５月４日は植物園の日,ふるさと
の植物を守ろう」,「紅葉の賀」などのイベントを開催した｡これらの公開活動
や資産の運用等から,年度計画を上回った取組が実施されたものと判断される｡

ウェイト小計

東北大学
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 ⑦調達に関する監視体制の整備
【平成16～20事業年度】 調達に係る入札・契約の公平性，透明性の確保を目的とし，平成20年度に外
①研究資金獲得のための支援体制整備【198】【199】 部の有識者から成る入札監視委員会を組織し，第三者機関による監視体制を整

研究基盤推進本部及びその下に研究基盤企画室を設置し，同室において，科学 備した。
研究費補助金の採択状況の分析を行うとともに，その分析結果及び対応策を全学
に示した。一方，研究資金獲得に向け，部局を超えた連携融合のサポート等を行 ⑧特定領域研究推進支援センターの設置
うための戦略的方策を企画・立案し，競争的研究資金等相談室をホームページ上 領域横断並びに部局横断の研究を推進するため，「特定領域研究推進支援セ
に設置した。 ンター」を設置し，戦略的及び全学的な特定研究を推進する体制が整備され，1

1の推進室のほか事務室を設置し支援を行った。
②戦略的な資金獲得，重点基礎研究への支援【200】

外部資金のオーバーヘッドを総長裁量経費の財源とし，更なる戦略的な資金獲 【平成21事業年度】
得及び重点基礎研究に対する支援として，環境研究分野における競争的資金獲得 ①戦略的な資金獲得，重点基礎研究に対する支援【200】
に向けた基盤強化，特別教育研究経費，グローバルCOEプログラム，国際高等研 趣旨及び目的の明確化を図る観点から，総長裁量経費の要求区分を「井上プ
究教育院運営経費等へ支援するとともに，本学独自の若手研究者萌芽研究育成プ ラン2007」に即したものに見直しし，更なる戦略的な資金獲得及び重点基礎研

ログラムへの支援を行った。 究に対する支援として，若手研究者萌芽研究育成プログラム，特別教育研究経
費，グローバルCOEプログラム，国際高等研究教育院運営経費等へ引き続き支援

③ロイヤリティ収入の増加【202】 するとともに，新たに生命科学研究脳科学分野人材育成事業への支援を行った。
平成17年度に設けた学術指導契約制度により，「脳の活性化に関する学術指導

契約」を締結し，この学術指導の中で得られたノウハウを企業にライセンスした ②ロイヤリティ収入の高水準の維持【202】
ことにより，ロイヤリティとして，平成18年度に11億円，平成19年度に10億９千 平成17年度に設けた学術指導契約制度により，「脳の活性化に関する学術指
万円，平成20年度に15億５千万円の収入を得た。 導契約」を締結し，この学術指導の中で得られたノウハウを企業にライセンス

したことにより、ロイヤリティとして、平成21年度に５億４千万円の収入を得
④寄付受入窓口及び大学基金の整備，寄附収入増への取組 た。

創立100周年キャンペーンとして，報道機関と連携した100周年記念セミナーの
開催，卒業生等へのメールマガジンの配信など，民間企業や卒業生等との連携を ③共同利用設備の活用
深めるための各種事業を実施し継続的な募金活動を展開した。平成20年４月には 「東北大学における設備整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に
創立100周年記念募金を原資とした東北大学基金を創設し，ホームページの開設， 供する設備12件を整備した。また，本学における主要なプロジェクト研究を高
基金管理システムの構築を行い，寄附受入れ体制を整備した。また,新入生の父 度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログラム」を推進
母や卒業生を中心に募金活動を行うとともに，遺贈による寄附制度及び高額寄附 することにより，共同利用に供する設備２件を整備した。当該設備の利用者か

者の顕彰制度を導入し，寄附の増収に繋がる制度の充実を図った。 ら徴収した設備利用料を設備の維持管理経費に充てることにより，安定的な財
務運用に資することとした。

⑤光熱費削減の推進【210】 さらに，第二期中期目標期間を見据えた「第2期（平成22～27年度）東北大学
平成16年度に「国立大学法人東北大学エネルギー管理に関する要項」を策定し， における設備整備に関するマスタープラン」を策定し，今後の大型設備等の整

継続的なエネルギー消費の低減に努め，以下の取組を行った。 備計画とともに，設備の維持管理経費に係る受益者負担の原則を明記した。
・電力使用料の削減…電力契約形態を複数年契約とした（平成18年度）。
・ガス使用料の削減…都市ガスを大口契約とした（平成18年度）。都市ガスの ④「東北大学基金」の整備【207】

基本料金・単価を見直した（平成20年度）。 各同窓会組織の催事，関東・関西交流会，ホームカミングデーにおいて基金
の募集活動を実施した。また，基金寄附者への顕彰制度を再構築するとともに，

⑥共同利用設備の活用【215】 学内公開施設の利用等の特典を整備し基金拡充への方策を推進した。そのほか，
研究教育基盤技術センターを設置し，全学的な視点による大型設備等の利用・ ホームページを充実させ効率的な運営に努めるとともに，基金の安定かつ効率

整備について「東北大学における設備整備に関するマスタープラン」を策定する 的な運用を目指し，平成22年度から新たに実施する基金による助成事業の基盤
とともに，全学的に共用可能な設備の充実を図ってきた。当該設備の利用者から を整備した。
徴収した設備利用料を設備の維持管理経費に充てることにより，安定的な財務運
用に資した。
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⑤光熱費削減の推進【210】 ２．共通事項に係る取組状況
契約電力の低減と夏季一斉休業による電力料金を削減した。また，サイバーサ

イエンスセンターの空調設備等の省エネ対策を検討し工事を実施した。さらに， ○財務内容の改善・充実が図られているか
附属図書館及び病院のESCO導入可能性を調査し，病院についてはESCO実施にむけ ①経費の節減，自己収入の増加，資金の運用に向けた取組状況
て検討に着手した。 【平成16～20事業年度】

・「国立大学法人東北大学エネルギー管理に関する要項」を策定し（平成16年５
月），継続的なエネルギー消費の低減に努めるとともに，平成16年度より毎年
度の光熱水量の使用実績をホームページに掲載し，省エネ意識の向上に向けた
啓発を行った。また，第１種エネルギー管理指定事業場現地調査を実施し，さ
らなる省エネルギー対策等に対する改善指導を実施した。資源ゴミ分別収集は
平成16年度にその徹底を図り，一般廃棄物処理費用の15％削減を実施した。電
力契約形態の複数年契約，都市ガスの大口契約を平成18年度に実施し，電力料
金及びガス料金の低減を図るとともに，学内ESCO事業を創設し，省エネ対策を
推進した。平成19年度に，星陵団地において下水道の減免申請を行い下水道料
金の低減を図った。平成20年度には都市ガスの基本料金・単価を見直しガス料
金を削減した。また，『温室効果ガス排出削減等のための実施計画』に基づき，
温室効果ガス排出削減対策事業を実施した。

・プロジェクト研究等の申請準備促進のため，全学教職員に対して事業の事前説
明会やヒアリングを行うとともに，外部資金獲得の方策を指導・助言する体制
及び研究推進の体制を整備した。併せて異分野融合による研究の促進を図るた
めの体制を整備し，大型研究費への申請支援を行った。また，研究推進支援体
制の整備や，研究契約の早期締結，早期研究開始により受託研究及び共同研究
の契約件数・契約金額の増加を図った。さらに，特定領域研究推進支援センタ
ーに事務室を設置し，教育研究への支援体制の強化を図るとともに，グローバ
ルCOEプログラム獲得のため，「グローバルCOEプログラム検討委員会」を立ち
上げ支援の充実を図った結果，12拠点が採択された。

・知的財産部において，研究成果として創出される発明等の管理及び活用システ
ムを構築するとともに，㈱東北テクノアーチと技術移転に関する基本契約を締
結し，発明等の積極的活用及び技術移転を展開した結果，ロイヤリティ収入の
対前年度伸率は，H17'が約2.8倍，H18'が約12倍，H19'が約1倍，H20'が約1.4倍
となり，順調に増加した。また，「ベンチャー起業化の手引き」を学内関係者
向けにホームページ上（学内限定）で提供するとともに，大学発ベンチャー支
援に関する基本的考え方等をホームページ上で公開するなど，大学発ベンチャ
ー創出等の事業化・起業化の整備･支援の一層の充実を図った。さらに，JSTの
出願支援制度を利用し，出願経費の節約に努めた。

・病院において，各診療科から提案された事業計画に基づきヒアリングを実施し，
経費節減及び増収策を調査・検討し，可能な事案から速やかに実施した。

【平成21事業年度】
・科学研究費補助金の研究計画調書の作成方法について，経験談を基にした講演

を行ったほか，若手研究者育成の観点からも，外部資金の獲得に向けた研究計
画調書作成講習会の実施の検討を進めた。また，本学における主要なプロジェ
クト研究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログ
ラム」を推進し，外部資金獲得に資する戦略的情報を収集するためのスタッフ
を配置するとともに，同情報を学内の教職員に提供するためのWEBシステムを構
築し，共同利用に供する設備2件を整備した。さらに，「東北大学における設備
整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に供する設備12件を整備した。
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・技術移転等について （株）東北テクノアーチ（TLO）と併せたロイヤリティ収 ・病院において，経営の効率化及び自己収入の確保について，平成21年度事業計，
入額等は，417,889千円となった。また，JSTの出願支援制度を利用し，出願経費 画を各診療科等から提出させ，ヒアリングを実施し，経営戦略企画会議で審議
の節約に努めた。 ・検討のうえ，増収及び経費削減等に関して実効性の高い計画を優先的に選定

・病院においては，経営の効率化及び自己収入の確保について，平成21年度事業計 し実施した。経費削減策として，医薬品については納入価格の値引き交渉，後
画を各診療科等から提出させ，ヒアリングを実施し，経営戦略企画会議で審議・ 発医薬品の利用の拡大，医療材料については，安価な材料への切替，在庫数の
検討のうえ，増収及び経費削減等に関して実効性の高い計画を優先的に選定し実 抑制及び定期的な各部門へのラウンドによる配置定数の見直し等，医療材料の
施した。経費削減策として，医薬品については納入価格の値引き交渉，後発医薬 適正化を図った。省エネルギー対策としては，西病棟トイレ等への人感センサ
品の利用の拡大，医療材料については，安価な材料への切替，在庫数の抑制及び ー設置により経費削減を行った。
定期的な各部門へのラウンドによる配置定数の見直し等，医療材料の適正化を図 ・授業料等は前年度と同額を設定した。また，前年度に設置した 授業料等あり「
った。省エネルギー対策としては，西病棟トイレ等への人感センサー設置により 方検討タスク・フォース にて，本学の授業料等学生納付金のあり方の検討を」
経費削減を行った。 行い，報告書を取りまとめ，平成22年度以降の金額の設定についての考え方を

・電力の需給契約について，片平，川内，青葉山及び星陵の各団地の契約電力を低 提示した。
減した。また，夏季一斉休業により電力使用量を削減した。これらにより，電力

○人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等を料金が削減された。団地・学部別光熱水使用量の使用実績について，平成20年度
通じて，人件費削減に向けた取組が行われているか。使用状況をホームページに追加掲載するとともに，省エネ対策依頼の周知及び省

エネ啓蒙ポスターを作成した。さらに，団地別の対前年度エネルギー使用実績を ①中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の取
年度途中で各事業所に周知するなど省エネ意識向上に向けた啓発を行った また 組状況。。 ，

【平成16～20事業年度】サイバーサイエンスセンターの空調設備等の省エネ対策を検討し工事を実施し
た さらに 金属材料研究所に 太陽光発電設備を設置し電力料金削減を図った ・平成17年度に適切な人件費管理を行うための基本方針を定め，それに基づく各。 ， ， 。

，また，新キャンパスの整備事業に関し，建物工事の実施設計において具体的なエ 部局配置職員数及び人件費総枠並びに総人件費改革に伴う執行上限額を設定し
ネルギー方策の策定を完了した。また，附属図書館及び病院のESCO導入可能性を 教員人件費の配賦を行った。また，平成18年度に「活力に富んだ競争力のある
調査し，病院についてはESCO実施にむけて検討に着手した。 大学づくりに向けた人事給与施策」を含む「教職員の評価を反映した給与制度

の基本方針」を策定し，勤勉手当への実績反映の拡大，昇格基準等の整備，業
②財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況 務実績に連動した処遇反映の整備，職種・職務の級等にとらわれないより柔軟

な年俸額の適用など，業績・評価等を適切に反映できる給与制度を構築した。【平成16～20事業年度】
・財務レポート(2005～2008）を作成し，学内諸会議，経営協議会及び役員会等に ・人件費の削減計画に基づき引き続き，総人件費改革の基準となる人件費予算相

おいて本学の財務状況について周知するとともに，学内外に広く配布し，本学の 当額を概ね１％を削減し，累計で３％以上の削減をした。
ホームページ上においても公開した。また，理事・副学長会議において月次決算

【平成21事業年度】報告及び中間決算報告を行い，本学の財務分析状況をリアルタイムに伝えること
により，大学運営の改善に活用した。さらに，公認会計士を講師に招き，財務部 ・人件費の削減計画に基づき，21年度においても引き続き定員削減を実施し，さ
や病院職員を対象とした講習会を開催し，財務担当職員のスキル向上に努めた。 らに病院部門におけるアウトソーシングによる削減を行った。

・病院において，各診療科から提案された事業計画に基づきヒアリングを実施し， ・前年度と同様に人件費管理に関する基本方針に基づき，各部局配置職員数及び
経費節減及び増収策を調査・検討し，可能な事案から速やかに実施した。 人件費総枠，並びに総人件費改革に伴う執行上限額を設定し，教員人件費の配

・入学検定料，入学金，授業料は標準額を参考に，会計大学院の授業料は標準額の 賦を行った。
110％ それ以外は標準額と同一の額とし いずれも適正な金額を設定している ・人件費の削減計画に基づき引き続き，総人件費改革の基準となる人件費予算相， ， 。
また，平成22年度に標準額の見直しが想定されていることから 「授業料のあり 当額を概ね１％を削減し，累計で４％以上の削減をした。，
方を検討するタスクフォース」を設置（20年12月～21年５月）し，検討を開始し
た。

【平成21事業年度】
・財務レポート2009を作成し，学内諸会議，経営協議会及び役員会等において本学

の財務状況について周知するとともに，学内外に広く配布し，本学のホームペー
ジ上においても公開した。また，理事・副学長会議において収支ベースによる財
務状況報告を行い，大学運営の改善に活用した。さらに，公認会計士とコンサル
ティング契約を結び，専門的見地による財務分析を行い，財務部や病院職員を対
象とした講習会を開催することにより，財務担当職員における財務状況の把握に
努めた。
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○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
【平成16～21事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・指摘事項や評価結果を役員会，経営協議会及び部局長連絡会議に報告するととも

に，学内ウェブサイトに掲載し情報の共有化を図り，改善及び推進に向けての方
策を検討する等，運営に活用されている。

②具体的指摘事項に関する対応状況
【Ａ.平成18年度指摘事項】
・学内規則等に基づき，一般競争入札の確実な実施，契約に係る確実な情報公開の

取組を行うべく，適正な契約体制を構築するよう，早急な対応が求められる。
【対応状況】
・平成19年度には，関係規程を改正し一般競争入札の拡大を図るとともに，契約事

務の一元化により効率化・合理化を行った。また，契約結果の公表のための情報
収集を，毎月定期の報告制とした。平成20年度には，学外の有識者から成る入札
監視委員会を組織し第三者機関による監視体制を構築するとともに，工事契約担
当部署の機能を拡充し，入札・契約体制の更なる整備に取り組んだ。平成21年度
には，手続規定の遵守徹底を図るべく，全学の担当職員を対象にした実務研修会
を実施した。

【Ｂ.平成19年度指摘事項】
・年度計画【210 「引き続き省エネルギー対策等の改善を行い，各部局と連携・】

協力して光熱水費削減を推進する。また，新キャンパスにおけるエネルギー方式
の策定を行う 」については，新キャンパスにおけるエネルギー方式の基本設計。
を設定しているものの，策定までには至っていないことから，年度計画を十分に
は実施していないものと認められる。

【対応状況】
・指摘事項は，新キャンパスにおけるエネルギー方式の策定に係るものであり，年

度計画の記述に不明瞭な点があり指摘があったものである。同指摘への対応は前
年度説明のとおり，基本方針の策定は平成19年度に終了し，また，具体的な方式
の策定についても，土木に係る事項 は土木実施設計（平成19年度－20年度 ・）

（ ） 。建物に係る事項は建物実施設計 平成20年度－21年度 として計画通り完了した
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

① 評価の充実に関する目標

中 ・一定期間ごとに自己点検評価を実施し，収集整理した情報を一般公開して説明責任を果たすとともに，外部評価を定期的に実施し，そこで得られた学外の有識
期 者等の意見・助言を積極的に受け止め，運営の改善・充実を図る。
目 ・学術領域や研究対象等の多様性を基本とする総合大学として，各部局及び全学の評価の充実とその連携的活用を進めることによって，各部局の独自の活動・情
標 報発信と，全学的な戦略との統一性を確保できるようにする。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【221】 （平成20年度の実施状況概略）
本学全体の教育研究・管理運 Ⅳ 平成20年度は，会計監査人による平成20年度の監査を受け，その内容を文書

営等の充実に努め，学内外の有 にとりまとめ，内部監査等に活用するとともに，会計処理についての指導・助
識者等の意見・助言等のみでな 言等に基づく改善の実施のほか，監査終了後には監査報告書をホームページ上
く，公認会計士等による財務内 において公表した。
容や管理運営に関する外部監査 毎年，会計監査人による法定監査を実施するとともに，監査報告書をホーム
を受け，その結果を公開する。 ページで公表している。また，監査業務等の充実に資することを目的に会計監

査人，監事，大学，監査室による協議会を開催し，情報交換を行うなど，中期
計画を上回った取組みがなされたと判断される。

【221】 （平成21年度の実施状況）
公認会計士等による財務内容や管理運 Ⅲ 【221】

営に関する外部監査を受け，その結果を 平成20年度財務諸表及び同表に係る会計監査人の監査報告書のホームページ
公表（次年度）する。 での公表，会計監査人による本部事務機構及び各部局を対象とする約100日間

に及ぶ監査，当該監査に同行した監査室の職員による内部監査への活用が行わ
れており，年度計画は十分に実施されたと判断される。

【222】 （平成20年度の実施状況概略）
部局ごとの自己点検・評価 Ⅳ 20年度は，部局の第1期中期目標・中期計画の達成状況を新たな評価指標と

は，中期目標・中期計画期間内 する見直しを行った。
に行われる関係機関等による全 平成17年度から実施してる部局評価においては，認証評価や中期目標期間評
学や部局の外部評価等との整合 価に対応する評価指標を策定することにより，大学が受審する第三者評価と整
性をとって，効率的に実施する。 合性の取れた，効率的な自己点検評価が実施されている。また，評価指標には，

各年度に重点的に実施する項目を取り入れる等，毎年，必要に応じた見直しを
行っており，中期計画を上回った実施状況と判断される。

【222】 （平成21年度の実施状況）
必要に応じ部局評価指標を見直す。 Ⅳ 【222】

中期目標期間評価確定作業の準備として，教育・研究現況調査結果の分析を
評価指標に加える等，前年度の部局評価指標に見直し・改善を加えた新しい評
価指標及び予算の配分方針を策定し，部局評価を実施した。これらのことから，
年度計画を上回って実施されたと判断される。

【223】 （平成20年度の実施状況概略）
教育研究に関する個人及び部 Ⅳ 20年度には，DOI（Digital Object Identifier)を追加することにより，大

局の評価データ・情報の基準化 学情報データベースの更なる利便性の向上を図った。
・データベース化を図る。 平成16年度から構築を開始した大学情報データベースシステムは，利便性向

上や学内外の他システムとの連携を目的とする機能改修を行い，充実を図って
きた。入力された業績等は，教員個人評価，部局評価等に活用されているほか，
研究者情報の提供にも活用されている。本学が開発したデータベースは，私立

東北大学
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大学を含む32大学に導入されている（22年3月現在 。これらのことから，中）
期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【223】
大学情報データベースの研究者データ Ⅳ 【223】

の充実を図る。 大学情報データベースと機関リポジトリとの連携自動化に係る機能改修を行
い，平成21年6月に共用を開始した。また，非常勤研究員の業績をデータベー
スに登録するための機能改修及びEAST（東北大学医療ポータルサイト)との連

， ，携を図るための機能改修を行い 研究者データベースの更なる充実を図るなど
年度計画を上回って実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【224】
評価結果は，インターネット Ⅲ 平成20年度においても，業務の実績に関する評価結果をインターネットで公

で公開するとともに，継続的な 開した。また，部局評価については，各部局の自己評価報告書をホームページ
改善に資するため自己点検評価 に掲載して情報の共有化を図るとともに，優れた取組みを広く一般公開した。
の過程で活用する。 法定評価の公開のほか，本学独自の部局評価に基づく優れた取組みの公表，

また，評価結果を通じての課題の把握や改善策の実施など，中期計画は十分に
実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【224】
各種評価結果をインターネットで公開 Ⅲ 【224】

する。 平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果をホームページに掲載した。
また，20年度に実施された中期目標期間評価の結果をホームページに掲載し，
情報の共有化を図るとともに，学部・研究科等の教育研究の現況調査結果の分
析を平成21年度の部局評価の指標とし，部局毎の自己点検を促進した。部局評
価についても学内でホームページに公開した。

よって，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【225】
全学的に統一管理を実現した Ⅲ 20年度に大学評価・学位授与機構に提出した中期目標期間評価に係る教育研

個人及び部局の評価データベー 究の現況調査表作成に当たっては，優れた事例をホームページに掲載すること
スについては，教員・部局ごと により，作業を効率的に進めることができた。
に整理・集計を行い，その結果 全学的に統一管理を実現した大学情報データベースシステムに入力されたデ
は自己評価報告書として一般公 ータにより，複数の部局では自己評価報告書を作成し，公開している。また，
開する。中期目標・中期計画等 中期目標・中期計画については，実施状況や評価結果を含め，ホームページに
についても データベース化し 掲載し，情報の共有化が図られている。これらの取組みにより，中期計画は十， ，
一般公開する。 分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【225】
各種評価結果をインターネットで公開 Ⅲ 【225】

する。 平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果をホームページに掲載し，情
報の共有化を図った。また，20年度に受審した中期目標期間評価について，教
育研究等の達成状況及び現況調査の評価結果を他大学と比較し，その結果を学
内ホームページに掲載して，評価結果確定作業のための分析に役立てた。これ
らの取組みにより，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【226】
評価結果のフィードバック体 Ⅲ 平成20年度においても，部局評価結果に基づく傾斜配分方針により，教育研

制を充実し，教員への資金重点 究基盤経費等の傾斜配分を実施した。部局評価指標は毎年見直しを行い，年度
配分等のインセンティブ付与制 毎の重点事項にウェイトをかけた傾斜配分を行っている。また，多数の部局に
度の確立を図る。 おいて，教員の個人評価を実施し，その結果を研究費の傾斜配分や昇給・勤勉

手当等の査定，サバティカル付与等のインセンティブ付与に反映している。
部局評価結果は，教育研究基盤経費の傾斜配分に反映される。また，多くの

部局において教員個人評価が勤勉手当，給与，研究費等に反映されるなど，中
期計画は十分に実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【226】

東北大学
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これまでの取組について必要に応じて Ⅲ 【226】
見直しを行い，インセンティブ付与制度 前年度に引き続き，部局評価結果に基づく傾斜配分方針により，教育研究基
を実施する。 盤経費等の傾斜配分を実施した。部局評価結果は，平成21年度から学内に公表

している。また，多数の部局において本学の教員評価ガイドラインに即した教
員個人評価を実施し，その結果を研究費等の傾斜配分や勤勉手当，昇給等に反
映した。

よって，年度計画は十分に実施されたと判断される。

ウェイト小計

東北大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び情報提供

② 情報公開等の推進に関する目標

・情報公開を一層推進することで，主たる財政基盤を国民に負う国立大学法人としての説明責任を果たし，教育研究活動に対する理解が得られるように努める。中
・大学の教育研究の成果たる学術情報をデータベース化して，積極的に社会の利用に供する。期
・図書館，総合学術博物館等の一般への公開を進める。目
・東北大学の優れた教育研究活動とその成果を広く社会に周知し，社会の幅広い理解と支援を得るために，広報及びその企画に関する体制を整備し，教育研究活標

動等の広報の充実を図る。
・教育研究機関としての個性とアイデンティティーを地域及び社会に対し，積極的に広報する。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【227】
役員会，経営協議会，教育研 Ⅳ 前年度に引き続き，役員会，経営協議会，教育研究評議会及び総長選考会議

究評議会等の議事要録について の議事要録をホームページに公開した。また，学内専用のホームページにも前
は，原則として一般公開し，大 年度に引き続き，役員会，経営協議会，教育研究評議会，部局長連絡会議の議
学運営の透明性を確保する。 事要録のほか，会議資料を掲載した。

議事要録の公開による大学運営の透明性の確保が進んでいることに加え，会
議資料の公開による会議情報の迅速かつ一層の周知に努めているなど，中期計
画を上回った取組みがなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【227】
引き続き，役員会，経営協議会，教育 【227】

研究評議会等の議事要録をホームページ Ⅲ 引き続き，役員会，経営協議会，教育研究評議会及び総長選考会議の議事要
等に公開する。 録をホームページに公開した。また，学内専用のホームページにも前年度に引

き続き，役員会，経営協議会，教育研究評議会，部局長連絡会議の議事要録の
ほか，会議資料を掲載することにより，全学への会議情報の迅速かつ一層の周
知に努めるとともに，部局における会議資料の収集及びコピーに係る業務の負
担軽減及び同資料の活用促進を図っている。

よって，年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【228】
，「 （ ， ）」本学の優れた教育研究活動と Ⅳ 平成20年度も引き続き 東北大学アニュアルレビュー 日本語版 英語版

その成果をデータベース化し を発行するとともに「ディスティングイッシュトプロフェッサー2008 （日本」
て，社会が容易に認識できるよ 語版，英語版）を発刊し，新しく任命されたディスティングイッシュトプロフ
うにするため，地域社会及びマ ェッサーについて国内外に広く紹介した。また，ホームページのリニューアル
スメディアの協力も得て，本学 について検討を進め，更に使いやすくなるようなデザイン・構成に改めた。
の「ブランドイメージ」と広報 広報コンセプト等企画案作成のため外部コンサルタントを導入し，平成19年
コンセプトを確立し，国内外で 度の本学100周年に向けた本学ブランド力向上を目指し，ブランドイメージを
戦略的広報活動を積極的に展開 高めるための「ロゴマーク」を作成，ロゴマークを使用した様々なグッズを作
する。 製する等，その普及のための工夫を行った。広報誌は引き続き季刊誌「まなび

の杜 ，本学の1年間の研究・教育・国際交流状況及び社会貢献活動をまとめ」
「 （ ， ）」 ， ，た冊子 東北大学アニュアルレビュー 日本語版 英語版 を発行し また

東北大学研究教育振興財団と連携し，本学の研究・教育活動，歴史等をコンパ
クトに紹介する単行本「TOHOKU UNIVERSITY （日本語版，英語版）を発刊す」
るなど様々な広報誌を国内外に広く配付した。そのほか，ホームページの充実

， 。による広報活動の展開など 中期計画を大幅に上回って実施したと判断される

（平成21年度の実施状況）【228】
引き続き，本学のブランドイメージを Ⅳ 【228】
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向上させるための広報コンセプトに基づ 平成21年度においても引き続き，季刊誌「まなびの杜」や本学の一年間の教
「 」（ ， ）く広報活動を実施する。 育研究活動等をまとめた 東北大学アニュアルレビュー 日本語版 英語版

を発行し，国内外に広く配付した。なお 「まなびの杜」については，本学の，
アピールすべき事項を精査しつつ頁数を増加させるとともに表紙のレイアウト
のリニューアルを行い，広報誌による情報発信の向上に努めた。また，本学の

， 「 」研究・教育活動 歴史等をコンパクトに紹介した単行本 TOHOKU UNIVERSITY
（日本語版，英語版）のソフトカバー版を発刊した。そのほか，株式会社チャ
イナコンシェルジュに本学の情報を提供し，中国（北京，上海，広州）に配布
される情報誌A[ei]に本学の情報を掲載した。さらには，英語版に加え中国語
及び韓国語によるホームページの多言語化を図ることにより，海外に向けた広
報活動を積極的に行うこと等，年度計画を大幅に上回った広報活動がなされた
と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【229】
大学の教育研究活動や学内の 平成20年度については，引き続きサイエンスカフェを定期的に開催するとと

文化的資源の，一般市民への公 Ⅳ もに県内各地，関西地区にも活動の場を広げ，積極的に本学の教育研究活動の
開を進める。 発信に努めた。また，東日本放送との共同企画による「東北大学の新世紀」の

番組をホームページにリンクして配信し，本学の教育研究活動の情報発信と併
せて情報の有効活用の促進も行った。その他，河北新報社，読売新聞社との連
携により各種セミナーを開催，また，百周年記念会館の広報展示ギャラリーに
おいて展示会を開催した。

サイエンスカフェの開催，新聞社，テレビ局等の各種メディアとの連携によ
る大学の教育研究成果の広報やセミナーの開催など中期計画を大幅に上回って
実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【229】
引き続き広報戦略推進室を中心に必要 【229】

な見直しを行いつつ，可能なものから順 Ⅳ 平成21年度においても引き続き広報戦略推進室の方針に基づき，サイエンス
次一般市民への公開を推進する。 カフェを継続的に実施したほか，脳科学GCOE「脳カフェ」と共同で実施するな

ど多彩な内容としたほか，新たに文系分野の楽しさを紹介する「リベラルアー
ツサロン」を実施し，総合大学として教育研究活動の公開に努力した。また，
東日本放送と共同企画している「東北大学の新世紀」を継続して放映するとと
もに，映像コンテンツを本学のメールマガジンを活用して配信するなど，積極
的及び有効的な情報発信を行った。その他，河北新報社と連携し，仙台市内等
の小学校高学年を対象とした出前授業「楽しい理科のはなし」を実施した他，
読売新聞社と連携して「新型インフルエンザと新興・再興感染症の脅威」と題
したセミナーを実施した。これらの実施状況は，年度計画を大きく上回った活
動と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【230】
「 」 ，本学の歴史を整理するととも Ⅳ 入試企画・広報委員会の下に設置した 広報ワーキンググループ において

に，オープンキャンパスを積極 オープンキャンパスについての全般の実施体制・内容を企画・立案している。
的に企画・実施し，一般市民へ 企画・立案に当たっては，前年度の反省に基づき，改善を重ねている。特に，
の公開を進める。 高校が借り上げる約430台の貸切バスの駐車場の手配や運行経路などは，交通

渋滞を引き起こさないよう配慮されている。
平成20年度は，平成20年７月30日～31日に医工学研究科を新たに加えた17部

局でオープンキャンパスを実施し，41,448名の参加があった（前年度を5,000
人上回る参加者 。本学のオープンキャンパスは，外部のメディアからも高い）
評価を得ている（平成19年度実施のオープンキャンパスは，2009年版大学ラン
キング（朝日新聞出版）では 「参加者数」は，全国第５位 「入学定員を基， ，
準とした参加者の倍率」は全国第１位にランキングされている 。この他，4）
万人を超える参加があるにもかかわらず，過去から現在において事故は起こっ
ていないことは特筆すべきことである。各学部等の実施内容についても，学部
案内，公開講義，研究室訪問，模擬実験，公開実験，在学生との懇談等多彩な
内容になっている。そのため，参加者の興味がかき立てられ，年々参加者が増
加していると考えられる。

， 『 （ ， ， ）』また 本学の歴史を 東北大学百年史 通史３巻 部局史４巻 資料４巻
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として編纂し，既刊の「部局史１ 「資料１」の他，平成17年３月に「部局史」
２」を，平成18年３月に「部局史３」を，平成18年12月に「部局史４」を，平

「 」 ， ， 「 」成19年10月に 通史１ を刊行し 平成20年度には 平成21年１月に 通史２
を，平成21年３月に「資料３」を刊行した。

各学部等の実施内容や運営方法など，オープンキャンパスへの取組みや，百
年史編纂の取組みより，中期計画を上回る活動であると判断される。

（平成21年度の実施状況）【230】
これまでの取組について必要な見直し Ⅳ 【230】

「 」 ，を行いつつ，オープンキャンパスを積極 入試企画・広報委員会の下に設置した 広報ワーキンググループ において
的に企画・実施する。 オープンキャンパスについての全般の実施体制・内容を企画・立案した。それ

に基づいて，国際交流センター及び史料館を新たに加えた19部局でオープンキ
ャンパスを実施（平成21年７月30日～31日）し，45,921名の参加があった（前
年度を4,500人上回る参加者 。本学のオープンキャンパスは，外部のメディ）
アからも高い評価を得ている（平成20年度実施のオープンキャンパスは，2010
年版大学ランキング（朝日新聞出版）では 「参加者数」は，全国第４位 「入， ，
学定員を基準とした参加者の倍率」は全国第１位にランキングされている 。。）
各学部等の実施内容も，学部案内，公開講義，研究室訪問，模擬実験，公開実
験，在学生との懇談等多彩な内容になっており，参加者からのアンケートでも

。 ，非常に高い評価を得ている 本学のオープンキャンパスへの積極的な取組みは
年度計画を上回る活動と判断される。また 『東北大学百年史』の編纂におい，
ては，平成21年11月に「資料４」を，平成22年２月に「資料２」を，平成22年
３月に「通史３」を刊行し，全11巻9,627頁の編纂を完了した。

， 『 』以上 本学のオープンキャンパスへの積極的な取組み及び 東北大学百年史
編纂事業の完了は，年度計画を上回る活動と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【231】
英語等外国語による広報メデ 平成20年度は利用されやすいホームページを目指し，トップページ及び英文

ィアを充実するとともに，国外 Ⅳ ページのリニューアルを行うとともに研究成果等の情報については，リアルタ
での研究フォーラムや留学フェ イムで更新するなど英文ページの充実を図った また 広報誌については 東。 ， ，「
ア等を開催し，本学の教育研究 北大学概要 「東北大学アニュアルレビュー」の英語版を継続して発行した。」，
活動を国際的に紹介する。 さらに，北京市における東北大学フォーラム・イン北京の開催，中国におけ

る留学フェアへの積極的参加，サンフランシスコ市における大阪大学との合同
フォーラムの開催等，本学の教育研究及び社会貢献活動の国際的な紹介を推進
した。

（ ， ， ）， ，「 」，ホームページの多言語化 英語 中国語 韓国語 また 東北大学概要
「東北大学アニュアルレビュー」の英語版の発行，その他の広報誌・刊行物の
多言語版の発行による国際的な広報活動の充実を推進するとともに，学術交流
協定校，国際大学間コンソーシアム等関係機関とのネットワークを活用した研
究フォーラムや留学生フェアの開催など，中期計画を大幅に上回った活動が展
開されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【231】
これまでの取組について必要に応じて Ⅳ 【231】

見直しを行いつつ，外国語ホームページ 平成21年度においてもこれまでの取組みを継続して行うとともに，ホームペ
の作成及び国外での研究フォーラムや留 ージについては，英語のほか，中国語，韓国語のサイトを開設し，ホームペー
学フェアを積極的に実施する。 ジの多言語化を図った。また，広報誌についても引き続き「東北大学概要 ，」

「東北大学アニュアルレビュー」の英語版を発行するとともに，中国（北京，
上海，広州）に配布される情報誌A[ei]に本学の情報を掲載した。

また，東北大学の組織・理念・沿革及び国際交流の歴史を簡潔に紹介したリ
ーフレットのドイツ語，フランス語，スペイン語，中国語，インドネシア語，
ベトナム語，ロシア語版を刊行し，戦略的国際広報活動の展開に活用した。

さらに，文部科学省「グローバル30事業」の推進に資することを目的とした
英語，中国語，ロシア語版パンフレット及び英語，中国語，韓国語，インドネ
シア語，ベトナム語版リーフレットを作成・刊行し，諸外国機関への配布等を
通じて，本学のグローバル30事業の取り組みを積極的にPRした。

加えて，平成21年12月に中国・上海交通大学，平成22年３月に中国・東北大

東北大学
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学及びインドネシア・バンドン工科大学において「東北大学デイ」を開催する
など，年度計画を大幅に上回る活動が展開されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【232】
受験生，保護者，高校，本学 平成20年度は，前年度に発足した校友会の運営体制を整備するとともに会費

卒業生及び後援会等に対する大 Ⅳ 納入会員の募集も開始し，実質的な運用をスタートさせた。会費納入会員に対
学情報の積極的な広報活動を推 しては，メールマガジンを始め各種広報誌を配付・配信するとともにメールマ
進する。 ガジンについては，一般市民にも配信した。さらに，本学の研究内容が高校生

に対し，より関心を深められるよう，㈱フロムページが制作している高校生の
ためのサポートサイト「夢ナビ」にディスティングイッシュトプロフェッサー
を紹介した。その他，ディスティングイッシュトプロフェッサーを講師とした
講演会を数回にわたり開催するなどの広報活動を展開した。

ホームカミングデーの開催による同窓生，在校生，教職員間の親睦と交流，
ベネッセコーポレーション提供の受験生向けに本学を紹介するCSテレビ番組の
制作，メールマガジンや各種記念誌の配布・送信など中期計画を大幅に上回っ
て実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【232】
前年度に引き続き，広報活動の方針に Ⅳ 【232】

基づき，実施する。 平成21年度においても受験生，保護者，高校生に向けた広報活動として，仙
台放送と連携し大学情報を主体としたオープンキャンパスの番組を放映した。

， 。 ，また NTTレゾナンドとも連携し予備校等で大学の紹介番組を放映した また
本学卒業生や保護者等を対象とした交流会を関東や関西で開催するとともに，

， 。 ，各地区同窓会の総会等へ赴き 大学の活動状況を積極的に発信した そのほか
102周年ホームカミングデーを開催し，卒業生，在校生，教職員間の親睦を図
り，広く大学の情報発信を行うなど年度計画を大幅に上回って実施されたと判
断される。

ウェイト小計
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（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等

ポジウム」を１回，福岡，名古屋等で「サテライトセミナー」を７回開催し１．特記事項
た。さらに，仙台放送に協力しテレビニュースで「東北大学100年物語」を放【平成16～20事業年度】

①部局評価の実施【222】 送したほか，東日本放送との共同企画により「東北大学の新世紀」という本
平成17年度から実施してる部局評価において，認証評価や中期目標期間評価に 学の研究活動を紹介する番組を作製，地上波，衛星波の放映により日本はも

対応する評価指標を策定することにより，大学が受審する第三者評価と整合性の とより世界に向けた情報発信を行った。
取れた，効率的な自己点検評価を実施した。 平成20年度に本学の創立100周年記念事業の中核事業として完成した東北大

学百周年記念会館においてコンサートを開催し，学内及び一般市民に向けて
②大学情報データベースの構築，活用【223】 広く情報を発信をしたほか，文化・学術情報の発信施設としての一般市民の

平成16年度から構築を開始した大学情報データベースシステムは，利便性向上 利用を促進するためにパンフレットを作成した。また，広報展示ギャラリー
， 。 ， 。や学内外の他システムとの連携を目的とする機能改修を行い 充実を図ってきた において展示会を開催し 大学の保有する文化的資源を一般市民へ公開した

入力された業績等は，教員個人評価，部局評価等に活用されているほか，研究者 ○受験生，保護者，後援会等に対する積極的な広報活動【230 【232】】
情報の提供にも活用されている。また，本システムは，20年度末現在，私立大学 ・受験生，保護者対象

， ， ，を含む26大学に導入されている。 平成11年度からオープンキャンパスを実施し 毎年 改善を重ねた結果
年々参加者が増加し，外部のメディアからも高い評価を得ている （平成1。

③大学情報の積極的な公開・提供 9年度実施のオープンキャンパスは，2009年版大学ランキング（朝日新聞出
） ，「 」 ，「 」○役員会等の議事要録の一般公開，大学運営の透明性の確保【227】 版 で 参加者数 は全国第５位 入学定員を基準とした参加者の倍率

ホームページへ役員会，経営協議会，教育研究評議会等の議事要録・配布資 は全国第１位にランキングされている。また，各学部等の実施内容も，学
料等を掲載し，大学運営の透明性を確保した。 部案内，公開講義，研究室訪問，模擬実験，公開実験，在学生との懇談等

○｢ブランドイメージ」と広報コンセプトの確立【228】 多彩な内容になっているため，参加者の興味がかき立てられ，年々参加者
広報コンセプト等企画案作成のため外部コンサルタントを導入した。また， が増加している一因と考えられる。

ブランドイメージを高めるために「ロゴマーク」を作成した他，ロゴマークを さらに，高校が借り上げる約400台のバスの駐車場の手配や運行経路の設
使用した様々なグッズを作製した。 定などは，交通渋滞等を引き起こさないよう配慮するなど，事故，混乱の

○国内外の戦略的広報活動【228 【231】 回避に努め，２日間で，４万人の参加があるにもかかわらず，過去から現】
国内外へ戦略的な広報活動を行う一環として「東北大学概要 「東北大学ア 在において事故は起こっていないことは特筆すべきことである。」

ニュアルレビュー」を日本語版，英語版ともに継続して発行したほか，以下の ベネッセコーポレーション提供のCSテレビ番組の制作に協力し，本学を
冊子等を発行した。 紹介する番組を放映した。また，本学の研究内容に高校生がより関心を深

・単行本「TOHOKU UNIVERSITY （日本語版，英語版）… められるよう，㈱フロムページが制作している高校生のためのサポートサ」
本学の研究・教育活動 歴史等をコンパクトに紹介 イト「夢ナビ」にディスティングイッシュトプロフェッサーを紹介したほ， ，
英語版は海外の主要大学学長に贈呈 か，ディスティングイッシュトプロフェッサーを講師とした講演会を数回

・ディスティングイッシュトプロフェッサー2008（日本語版，英語版）… にわたり開催した。
新しく任命されたディスティングイッシュトプロフ ・同窓生，後援会等対象
ェッサーについて紹介 本学の同窓会組織である「萩友会」の運営体制を整備し実質的な運用を

・英国科学雑誌「Nature」への広告記事掲載… 開始するとともに，会費納入会員の募集も開始した。なお，会費納入会員
仙台市と共同で，東北大学を中心とする仙台市を紹 に対しては，メールマガジンを始め各種広報誌を配付・配信している。ま
介する広告記事を掲載 た，平成19年度から継続的にホームカミングデーを開催し，同窓生，在校

また 利用者の視点にたって ホームページの全面リニューアルを実施した 生，教職員間の親睦と交流を図った。， ， 。
○教育研究活動や文化的資源の一般市民への公開【229】 ○広報支援体制の強化【232】

本学の教育研究活動を広く一般市民に公開，体験してもらうために「サイエ 全学の広報支援体制を強化し広報活動を積極的に展開することを目的に，
ンスカフェ」を企画，定期的に開催できる実施体制にし，月に１回定期的に仙 「広報マニュアル」を作成，教職員に配付し，啓蒙に努めた。
台市内で開催した。また，河北新報社との連携により新聞紙面に開催内容を定
期的に掲載したほか，宮城県内各地，関西地区にも活動の場を広げた。

創立100周年記念事業の一環として，日本経済新聞社との共催により東京で
「100周年記念セミナー」を８回，河北新報社との共催により仙台で「100周年
記念仙台セミナー」を２回，毎日新聞社との共催により仙台で「理系白書シン
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国第４位 「入学定員を基準とした参加者の倍率」全国第１位にランキン【平成21事業年度】 ，
①大学情報の積極的な公開・提供 グされているほか，実施内容も，学部案内，公開講義，研究室訪問，模擬

○国内外の戦略的広報活動，外国語による広報メディアの充実等【227 【228】 実験，公開実験，在学生との懇談等多彩な内容になっており，参加者から】
【231】 のアンケートでも非常に高い評価を得ている。なお，新入学者アンケート

海外への情報提供を目的として，英語版に加え中国語及び韓国語によるホー によれば，オープンキャンパス参加経験率は51.9％と入学者の半分がオー
ムページの多言語化を図った。 プンキャンパスに参加していることになり，そのうち，進路決定の「決め

本学の研究・教育活動，歴史等をコンパクトに紹介した単行本「TOHOKU UNI 手となった 「参考になった」という「決め手率」は，88.0％まで伸びて」
VERSITY （日本語版，英語版）のソフトカバー版を発刊し，海外の主要大学 いる。」
へ配付した。また 「東北大学概要」,「東北大学アニュアルレビュー」を日 ・同窓生，後援会等対象，
本語版，英語版ともに継続して発行したほか，東北大学の組織・理念・沿革及 本学卒業生や保護者等を対象とした交流会を関東や関西で開催するとと
び国際交流の歴史を簡潔に紹介したリーフレットのドイツ語，フランス語，ス もに各地区同窓会の総会等へ赴き大学の活動状況を紹介した。また，102周
ペイン語，中国語，インドネシア語，ベトナム語，ロシア語版を刊行し，戦略 年ホームカミングデーを開催し，卒業生，在校生，教職員間の親睦を図っ
的国際広報活動の展開に活用した。さらに，中国（北京，上海，広州）に配布 た。
される情報誌「A[ei]」に本学の情報を掲載した。

文部科学省「グローバル30事業」の推進に資することを目的とした英語・中 ②欧州大学協会機関別評価プログラムの受審
国語・ロシア語版パンフレット及び英語・中国語・韓国語・インドネシア語・ 国際的視点からの外部評価として，欧州大学協会機関別評価プログラムを受

。 ， ， 。ベトナム語版リーフレットを作成・刊行し，諸外国機関への配布等を通じて， 審した これは 国内はもとより アジア諸国においても初めての受審である
， ，本学のグローバル30事業の取り組みを積極的にPRした。 英文による自己評価報告書を作成・提出の後 ２度にわたる訪問調査において

質の高い留学生・研究者を招致する目的で，本学の教育及び研究内容を紹介 学内外の関係者との面談などがあり，訪問調査の最終日には，本学役員や部局
する「東北大学デイ」を平成21年12月に中国・上海交通大学，平成22年３月に 長等を対象に，評価結果の口頭報告・質疑がなされ，この評価による助言を全
中国・東北大学及びインドネシア・バンドン工科大学において開催した。これ 学で共有することができた。なお，学内関係者による自己評価報告書の作成過
ら「東北大学デイ」は，大学間学術交流協定校の協力と支援を得て，実施国政 程においては，SWOT分析を実施し，本学の問題点を明確化することができた。

， ， ，府機関幹部，近隣大学の研究者・学生等も対象として，大規模に開催し，本学 このように 評価結果のみならず 自己点検プロセスや訪問調査における面談
の国際プレゼンスの更なる向上等に資するものとなった。 報告会等も含め，欧州大学協会外部評価の受審は大変有意義であり，大きな成

○教育研究活動や文化的資源の一般市民への公開【229】 果が得られた。
継続して実施しているサイエンスカフェは，脳科学GCOE「脳カフェ」と共同

で実施するなど多彩な内容としたほか 新たに文系分野の楽しさを紹介する リ， 「
ベラルアーツサロン」を実施した。さらに，八戸市において開催したほか昨年
度に引き続き関西地区においても開催した。

河北新報社と連携し，仙台市内等の小学校高学年を対象とした出前授業「楽
しい理科のはなし」を実施したほか，読売新聞社と「新型インフルエンザと新
興・再興感染症の脅威」と題したセミナーを実施した。

昨年度に引き続き，百周年記念会館の広報展示ギャラリーにおいて展示会を
開催し，大学の保有する文化的資源を一般市民へ公開した。また，コンサート
を実施するなど，文化・学術情報の発信施設として活用し，本学関係者のみな
らず多くの一般市民の参加があった。

○受験生，保護者，後援会等に対する積極的な広報活動【230 【232】】
・受験生，保護者対象

仙台放送と連携し大学情報を主体としたオープンキャンパスの番組を放映
したほか，NTTレゾナンドと連携し予備校等で大学の紹介番組を放映した。

新たに国際交流センター及び史料館を加えた19部局でオープンキャンパス
を実施（平成21年７月30日～31日）し，前年度を4,500人上回る45,921名の
参加があった。２日間で約46,000名の参加者を受け入れるにあたっては，高
校がチャーターするバスの駐車場の確保（平成21年度は424台分）や交通整
理を行い，参加者の安全確保に配慮した。また，本学のオープンキャンパス
は，外部のメディアからも高い評価を得ており，平成20年度実施のオープン
キャンパスは，2010年版大学ランキング（朝日新聞出版）で「参加者数」全
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報発信を行った。２．共通事項に係る取組状況
・創立100周年記念事業の一環として，日本経済新聞社との共催により東京で「10○中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られている

0周年記念セミナー」を８回，河北新報社との共催により仙台で「100周年記念か
①ITの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の作 仙台セミナー」を２回，毎日新聞社との共催により仙台で「理系白書シンポジ

業の効率化に向けた取組状況 ウム ，福岡，名古屋等で「サテライトセミナー」を開催した。」
・平成19年度に東北大学創立百周年記念事業の一環として江戸東京博物館及び仙【平成16～20事業年度】

「 」 ，・中期計画・年度計画について，評価結果をホームページに掲載し情報の共有化を 台市博物館において記念展示 東北大学の至宝―資料が語る１世紀 を開催し
図り，改善に向けた取組を進めるとともに，進捗状況等を記載したファイルを関 附属図書館，博物館を始め各部局の所蔵資料を公開した。また，記念展示「夏
係教職員が随時ダウンロードできる仕組みを作った。これにより，関係教職員の 目漱石展」を江戸東京博物館及び仙台文学館で開催した。入場者数は14万人を
実務負担が軽減されただけでなく，メールサーバの負担も軽減されたことにより 超え，展示会として成功したばかりではなく，本学及びその所蔵コレクション
大学事務全体の作業効率が上がった。また，20年度に大学評価・学位授与機構に の知名度の向上に多大の貢献があった。
提出した中期目標期間評価に係る教育研究の現況調査表作成に当たっては，優れ ・本学の同窓会組織である「萩友会」の運営体制を整備し実質的な運用を開始す

， 。 ， ，た事例をホームページに掲載することにより，作業を効率的に進めることができ るとともに 会費納入会員の募集も開始した なお 会費納入会員に対しては
た。 メールマガジンを始め各種広報誌を配付・配信している。また，平成19年度か

・平成16年度から構築を開始した大学情報データベースシステムは，利便性向上や ら継続的にホームカミングデーを開催し，同窓生，在校生，教職員間の親睦と
学内外の他システムとの連携を目的とする機能改修を行い，充実を図ってきた。 交流を図った。
入力された業績等は，教員個人評価，部局評価，自己評価書の作成等に活用され ・ベネッセコーポレーション提供のCSテレビ番組の制作に協力し，本学を紹介す
ているほか，研究者情報の提供にも活用されている。 る番組を放映した。また，本学の研究内容に高校生がより関心を深められるよ

う，㈱フロムページが制作している高校生のためのサポートサイト「夢ナビ」
にディスティングイッシュトプロフェッサーを紹介したほか，ディスティング【平成21事業年度】

・平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果及び20年度に実施された中期目標 イッシュトプロフェッサーを講師とした講演会を数回にわたり開催した。
期間評価の結果をホームページに掲載し，情報の共有化を図るとともに，学部・ ・全学の広報支援体制を強化し広報活動を積極的に展開することを目的に 「広，
研究科等の教育研究の現況調査結果を他大学と比較し，その結果をホームページ 報マニュアル」を作成，教職員に配付し，啓蒙に努めた。
に掲載して，評価結果確定作業のための分析に役立てた。また，17年度から行っ

【平成21事業年度】ている部局評価に，学部・研究科等の教育・研究現況調査結果の分析を評価指標
のひとつとして加えることにより，中期目標期間評価結果確定作業の軽減を図っ ・昨年度に引き続き，百周年記念会館の広報展示ギャラリーにおいて展示会を開
た。 催し，大学の保有する文化的資源を一般市民へ公開した。また，コンサートを

・大学情報データベースと機関リポジトリとの連携自動化に係る機能改修を行い， 実施するなど，文化・学術情報の発信施設として活用し，本学関係者のみなら
21年６月に使用開始した。また，非常勤研究員の業績をデータベースに登録する ず多くの一般市民の参加があった。
ための機能改修及びEAST（東北大学医療ポータルサイト)との連携を図るための ・継続して実施しているサイエンスカフェは，脳科学GCOE「脳カフェ」と共同で
機能改修を行い，研究者データベースのさらなる充実を図った。 実施するなど多彩な内容としたほか，新たに文系分野の楽しさを紹介する「リ

ベラルアーツサロン」を実施した。さらに，八戸市において開催したほか昨年
度に引き続き関西地区においても開催した。○情報公開の促進が図られているか

①情報発信に向けた取組状況 ・河北新報社と連携し，仙台市内等の小学校高学年を対象とした出前授業「楽し
い理科のはなし」を実施したほか，読売新聞社と「新型インフルエンザと新興【平成16～20事業年度】

・平成20年度に本学の創立100周年記念事業の中核事業として完成した東北大学百 ・再興感染症の脅威」と題したセミナーを実施した。
周年記念会館においてコンサートを開催し，学内及び一般市民に向けて広く情報 ・受験生，保護者，高校生に向けた広報活動として，仙台放送と連携し大学情報
を発信したほか，文化・学術情報の発信施設としての一般市民の利用を促進する を主体としたオープンキャンパスの番組を放映したほか，ＮＴＴレゾナンドと
ためにパンフレットを作成した。また，広報展示ギャラリーにおいて展示会を開 連携し予備校等で大学の紹介番組を放映した。
催し，大学の保有する文化的資源を一般市民へ公開した。 ・本学卒業生や保護者等を対象とした交流会を関東や関西で開催するとともに各

・本学の教育研究活動を広く一般市民に公開，体験してもらうために「サイエンス 地区同窓会の総会等へ赴き大学の活動状況を紹介した。また，東北大学102周年
カフェ」を企画し，定期的に開催できる実施体制にし，月に１回仙台市内で開催 ホームカミングデーを開催し，卒業生，在校生，教職員間の親睦を図った。
した。また，河北新報社との連携により新聞紙面に開催内容を定期的に掲載した
ほか，宮城県内各地，関西地区にも活動の場を広げた。

・仙台放送に協力し，テレビニュースで「東北大学100年物語」を放送したほか，
東日本放送との共同企画により「東北大学の新世紀」という本学の研究活動を紹
介する番組を作製，地上波，衛星波の放映により日本はもとより世界に向けた情
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○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
【平成16～21事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・評価結果を役員会，経営協議会及び部局長連絡会議に報告するとともに，学内ウ

ェブサイトに掲載し情報の共有化を図り，改善及び推進に向けての方策を検討す
る等，運営に活用されている。

②具体的指摘事項に関する対応状況
・指摘事項なし
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

・ 研究中心大学」及び「世界と地域に開かれた大学」として，機能性，快適性，歴史性，文化性，国際性を備えた知的創造活動や知的財産の継承の場にふさわ中 「
しいキャンパス環境を創出する。期

・最先端の教育研究拠点として，国際的に遜色のない水準の教育研究環境の形成と維持のため，豊かな学生生活を過ごす基盤となる施設の充実を図る。目
・先端的・独創的研究を推進するため，全学的な視点で重点的・戦略的なスペースの充実を図る。標
・施設整備における財源の多様化及び新たな発想に基づく整備手法の導入に積極的に取組む。
・環境に配慮したキャンパス創りの観点から，省エネルギー・省資源対策，リサイクル・廃棄物対策等を進める。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【233】
本学のキャンパス将来構想に Ⅳ キャンパス将来計画委員会を設置し，キャンパス全体の計画に関する基本的

基づき，教育研究機能の強化， 考え方を検討した。平成18年度には新キャンパス計画の集大成となる「青葉山
将来的な発展，地域社会との連 新キャンパスマスタープラン（基本計画・基本設計 」を策定・公表した。平）
携に資するキャンパス計画に関 成19年度に，青葉山新キャンパスマスタープランに基づき造成工事の実施設計
する基本的な考え方を策定す 業務を実施し，平成20年度には造成工事に着手し，平成21年度に完成した。
る。 また，平成18年度から既存キャンパスのマスタープランの策定，見直し，検

討を進め，平成19年度には片平及び川内，平成20年度には星陵，青葉山の各キ
ャンパスについて，順次，マスタープランを策定した。

したがって，キャンパス計画に関する基本的な考え方は策定され，さらに既
存キャンパスマスタープランを具現化するために，各々のキャンパスマスター
プラン毎に事業計画を「短期優先整備項目」として策定するとともに具体の整
備事業を順次推進していることから，中期計画を上回って実施していると判断
される。

（平成21年度の実施状況）【233】
これまで策定したマスタープランを取 Ⅲ 【233】

り纏め，学内外への周知を図る。 各キャンパスマスタープランをホームページ上に掲載するとともに，広報用
パンフレットを作成する等，学内外へ周知を図った。

キャンパスマスタープランの具現化に向け具体の事業を推進するとともに，
仙台市営地下鉄東西線の開業に向けて新たな整備計画（地下鉄青葉山駅周辺整
備計画）について，施設整備・運用委員会において検討を開始した。

また，全キャンパスのサインシステムの構築を目指し，施設整備・運用委員
会において，キャンパスサイン計画の検討を開始した。以上の取り組みは，年
度計画を十分に実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【234】
主要キャンパスを片平地区， Ⅲ 新キャンパスの土木工事（敷地造成，道路，排水，共同溝，広場等）の実施

星陵地区，青葉山・川内地区の 設計を完了し，仙台市と開発許可の許認可協議の成立後，最初の工事となる敷
３ヵ所に再編するとともに，青 地造成，防災施設等の工事に先行着手するとともに，引き続いて道路・排水・
葉山キャンパスに隣接する新た 共同溝等の工事に着手した。また，並行して環境影響評価事後調査業務を開始
なキャンパスを取得・整備する した。さらに，建物及び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計に着手し
ために，具体的なキャンパス整 た。また，平成16～20年度において，整備計画の検討を経て，新キャンパス用
備計画を策定し，その実現に努 地を取得し，環境評価，開発許可等の手続きを完了し，着実に整備工事を進め
める。 ており，中期計画を十分に実施したと判断される。

（平成21年度の実施状況）【234】
新キャンパス整備工事を推進する。 Ⅲ 【234】

東北大学
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新キャンパスの土木工事について，敷地造成，防災施設等の工事が完了し，
道路・排水・共同溝等の工事を引き続き実施している。また，並行して環境影
響評価事後調査業務を実施している。さらに，主要な建物及び電気・水・ガス
等のインフラ関係の実施設計業務が完了した。よって，年度計画は十分に実施
されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【235】
学都仙台にふさわしい最先端 Ⅲ 平成20年度には，既存キャンパスの青葉山においては「自然との共生」を，

の教育研究拠点として，歴史的 星陵キャンパスにおいては「先進メディカルサイエンス創成の拠点」の構築を
建築物や緑地保全にも配慮した 目指し，マスタープランを策定した。
地域連携型のキャンパスづくり 中期計画の進捗状況として，新キャンパスについては，平成18年度に，自然
を進める。郊外に位置するキャ 環境に配慮した環境調和型の青葉山新キャンパスマスタープラン（基本計画・
ンパスは，既存の自然環境に配 基本設計）を策定・公表した。
慮した「自然共生型」として位 既存キャンパスについては，平成19年度に，片平キャンパスにおいては「都
置付け，市街地に位置するキャ 市型学術空間」を，川内キャンパスにおいては「大学の顔」の構築を目指し，

， 。ンパスは，都市とのかかわりに また平成20年度には 青葉山及び星陵キャンパスのマスタープランを策定した
配慮した「都市公園型」を基本 さらに，各々のマスタープランに基づき具体の整備事業を順次推進しており，
として整備する。 このことから中期計画を十分に実施したと判断される。

（平成21年度の実施状況）【235】
これまで策定したマスタープランに基 Ⅲ 【235】

づき 学内資金を活用した施設整備 片 キャンパスマスタープランに基づき （片平）プロジェクト総合研究棟（工， （（ ，
平）エクステンション教育研究棟整備新 事完成 ，インテグレーション教育研究棟（工事着手 ，エクステンション教） ）
営・ 片平）プロジェクト総合研究棟新 育研究棟（工事着手 ，外国人研究員等宿泊施設（工事着手 ，北門エントラ（ ） ）
営等）を推進する。 ンス整備（工事着手 （川内）厚生会館整備（工事完成 （病院）新外来診）， ），

療棟(継続)（工事完成 ，既存外来診療棟改修（工事着手 （星陵）先端研究） ），
施設加齢研スマート･エイジング国際共同センター棟（工事着手 ，加齢研立）
体駐車場整備（工事完成 （青葉山）物理研究棟改修（工事完成 ，サイクロ）， ）

（ ）， （ ），トロン実験棟改修 工事完成 キャンパスセンタースクエア整備 工事着手
エコハウス整備（工事完成 ，マテリアル新棟（工事着手 ，青葉山総合実験） ）
棟(工学系)（工事完成 ，Ｎiche２期棟整備（工事完成）を推進した。以上の）
取り組みは，年度計画を十分実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【236】
施設整備に関する国のグラン Ⅳ 平成20年度には，国立大学等施設緊急整備５ヵ年計画に基づく耐震対策事業

ドデザインに沿って施設整備を （生命科学研究科本館，附属図書館，歯学部実習講義棟，加齢研実験研究棟，
推進するとともに 産学官連携 建築実験所，総合研究棟（経済系 ，保健学科棟の各改修工事）を実施した。， ， ）

， 「 」研究者交流，国際交流等に必要 中期計画の進捗状況として 国の施策 国立大学等施設緊急整備５か年計画
な施設の充実を図る。また，耐 に沿った耐震対策事業やPFI事業の推進，産学連携施設の整備などのほか学内
震補強，ユニバーサルデザイン 財源による建物新営整備を進めるなど，中期計画を上回って実施していると判
の導入など今日的課題の対応に 断される。
努める。

（平成21年度の実施状況）【236】
「第２次国立大学等施設緊急整備５か Ⅳ 【236】

年計画」に基づいて採択された国立大学 第２次国立大学等施設整備緊急５か年計画に基づき，耐震対策事業(川内講
法人施設整備事業を推進する。 義棟，青葉山総合実験棟(工学系)，青葉山サイクロトロン実験棟，青葉山物理

，研究棟)及びライフライン再生事業及び病院外来棟診療棟改修(機能移転整備)
病院外来診療棟(改修)(継続)，医病基幹・環境整備(防火設備改修))を完成さ
せた。また，耐震・エコ再生事業として青葉山ニュートリノ科学研究センター
棟の改修を完成させた。さらに，先端研究施設事業の星陵加齢研スマート･エ
イジング国際共同センター棟，片平インテグレーション教育研究棟の新営工事
に着手するなど年度計画を上回って実施実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【237】
学生の教育研究活動を直接的 Ⅳ 平成20年度には，キャンパスアメニティの向上を図るため，川内地区では川

に促す施設の整備を図るととも 内キャンパスマスタープラン短期優先整備項目の計画に基づき，屋外環境整備
に，人間形成の場となる交流ス （川内プラザ）及び食堂・サブアリーナ棟新営，川内北キャンパス交通環境整

東北大学
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ペース，福利厚生施設，屋外環 備，川内図書館(耐震改修)，川内百周年記念会館周辺外構整備を完成させると
境施設等の充実に努める。 ともに，厚生会館増築改修に着手した。また，青葉山地区では青葉山東キャン

パスマスタープランセンタースクエアプロジェクトに基づきセンタースクエア
事業の実施設計に着手した。

中期計画の進捗状況として，多数の福利厚生施設や課外活動施設の改修・新
営，交通や屋外環境の整備に取り組むなど中期計画を上回っていると判断され
る。

（平成21年度の実施状況）【237】
引き続き施設整備計画に基づいて，学 Ⅳ 【237】

内資金による事業（ 青葉山 東キャンパ 施設整備計画に基づき，学内資金による事業(青葉山東キャンパスセンター( )
スセンタースクエア整備・ 川内）厚生 スクェアー整備，川内厚生会館増改築，片平プロジェクト総合研究棟新営，片（
会館増改修等）を推進する。 平流体研共同研究棟新営，星陵加齢研自走式立体駐車場新営，富沢電子光理学

研究センター光源加速器棟新営)を実施し完成させた ，また，青葉山１マテ。
リアル・開発系共同研究棟新営，片平外国人研究員等宿泊施設，片平・医学部
教職員用自走式立体駐車場新営の工事に着手するなど年度計画を上回って実施
したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【238】
施設マネジメントを徹底し， Ⅲ 平成20年度には，共同利用スペース整備規程に基づき，新たに共同利用スペ

民間手法も参考に施設整備と運 ースを片平地区に2,668㎡（インテグレーション・ラボ棟Ⅱ期）を確保すると
営管理を一体的に行う。 ともに，共有的スペースを川内地区に769㎡（総合研究棟改修769㎡)，星陵地

区に858㎡(保健学科棟改修Ⅱ期858㎡）確保し，共同利用の促進を図った。
中期計画の進捗状況として，施設マネジメントを推進するために，施設整備

・運用委員会を設置した。また，共同利用スペース整備規程を制定し，これに
基づき共同利用スペースを確保するとともに，既存スペースの配分見直し等に
より，新たなスペースを創出し有効活用を図るなど，スペースマネージメント
を推進した。

また，PFI方式を導入した学生寄宿舎の整備事業を実施し施設整備と運営管
理を一体的に行うとともに，工事設計においてコスト縮減を継続的に行い，ま
た，契約方式の見直しによるエネルギーコストの削減を行う等，コストマネジ
メントを推進した。

さらに，ハザードマップを作成し，これに基づく保全計画を実施し，クオリ
ティマネジメントを推進した。

したがって，スペースマネージメント，コストマネージメント，クオリティ
マネジメントの推進などにより，施設マネジメントは徹底され，中期計画は十
分に実施されていると判断される。

（平成21年度の実施状況）【238】
施設マネジメント基本原則に基づい Ⅲ 【238】

て，全学的利用スペースを拡大しつつ有 共同利用スペース整備規程に基づき，新たに共同利用スペースを片平地区に
効利用を図る。 758㎡（生命科学研究科本館 ，星陵地区に2,170㎡（加齢研実験研究棟1,532）

㎡，歯学部実習講義棟638㎡）確保し，共同利用の促進を図った。以上の取り
組みは，年度計画を十分に実施したと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【239】
プロジェクト研究等に対応し Ⅲ 平成20年度には，片平地区に新たな共同利用スペース2,668㎡(インテグレー

た共通利用スペースを整備し， ション・ラボ棟Ⅱ期)を確保し，ＷＰＩ研究プロジェクトの利用に供した。
戦略的優先度を踏まえて利用に 中期計画の進捗状況として 「共同利用スペース整備規程」を制定し，各年，
供するとともに，保有施設の弾 において，建物新営・改修に伴う一定面積の割当及び既存スペースの配分見直
力的使用の拡大により教育研究 し等によって，新たに共同利用スペースを確保し，そのうち約42,000㎡の面積
スペースの有効活用を促進す を競争的スペースとして創出した。また，これらの競争的スペースを先端的な
る。 研究プロジェクト（WPI等）に充てる等し，部局枠を超えた有効利用を推進し

た。したがって，中期計画は十分に実施されていると判断される。

（平成21年度の実施状況）【239】
継続的に施設マネジメントを実施し， Ⅲ 【239】
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全学的利用スペースを拡大しつつ有効利 新たな共同利用スペースを，片平地区に758㎡(生命科学研究科本館)，星陵
用を図る。 地区に2,170㎡（加齢研実験研究棟1,532㎡，歯学部実習講義棟638㎡）を確保

し，共同利用に供するなど，利用スペース拡大と有効利用の促進を図った。以
上の取り組みは，年度計画を十分に実施したものと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【240】
競争的資金や寄附金等の外部 Ⅳ 平成20年度には，学内財源による整備事業（川内/厚生会館増改築，片平/プ

資金の活用，ＰＦＩ(Private F ロジェクト総合研究棟新営，戦略本部棟改修，エクステンション教育研究棟新
inance Initiative)の採用など 営，青葉山/東キャンパスセンタースクエア整備，星陵/旧西病棟改修）を推進
新たな整備手法の導入に積極的 した。また，PFI事業による施設の整備（片平/インテグレーション教育研究棟
に取り組むこととし，具体には 新営）については，PFI事業導入可能性調査を実施した。
三条地区の学生宿舎をＰＦＩ事 中期計画の進捗状況として，新たな整備手法の導入に関し，PFI事業として
業として確実に推進する。 三条地区の学生寄宿舎を，産学官連携事業として起業家育成施設「Ｔ-Ｂiz」

（中小企業基盤整備機構）／産業技術研究拠点「NICHe （経済産業省）を，Ⅱ」
寄附金事業として百周年記念会館 萩ホール を 知的財産収入事業として ブ「 」 ， 「
レイン・ダイナミクス研究棟」を，さらに，学内財源による整備事業（川内厚
生会館増改築，片平プロジェクト総合研究棟新営，戦略本部棟改修，エクステ
ンション教育研究棟新営，青葉山東キャンパスセンタースクエア整備，星陵旧
西病棟改修）を推進した。したがって，外部資金の活用やPFI事業等の新たな
整備手法の導入については，中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【240】
継続的に新たな整備手法の導入に向け Ⅲ 【240】

て，寄付及び民間資金や剰余金等の整備 学内財源による（片平）外国人研究員宿泊施設新営，(片平)立体駐車場整備
資金調達や活用等を検討する。 について，事業に着手した。以上の取り組みは，年度計画を十分に実施したと

判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【241】
関係法令及び国等の施策に則 Ⅳ 平成20年度には 「東北大学における温室効果ガス排出削減等のための実施，

り 省エネルギー・省資源対策 計画」を策定し，省エネ設備の更新，省エネ機器の導入，省エネ照明への交換， ，
リサイクル・廃棄物対策等に関 など省エネと温暖化ガスの削減に取り組んだ。
する実施計画を策定し実施する リサイクル，廃棄物対策等に関する実態調査に基づく資源ゴミ分別収集の徹
とともに，結果を的確に把握し 底，毎年度の光熱水量の使用実績のホームページへの掲載，省エネ法による第
学内に周知する。 １種エネルギー管理指定事業場現地調査の実施（平成17年度：片平・青葉山団

地，平成18年度：星陵団地）と指導，環境報告書の作成と環境目標・環境活動
計画の公表，エネルギー管理員の研修の実施，その他の種々の省エネルギーの
推進と環境対策は，中期計画を上回る取組みと判断される。

（平成21年度の実施状況）【241】
省エネルギー・省資源の調査及び対策 Ⅳ 【241】

「 」を継続的に実施する。環境報告書で環境 省エネルギー活動の基本や実務を解説した エネルギー管理業務マニュアル
目標及び環境活動計画，エネルギー使用 及び設備毎の管理方法を解説した「エネルギー管理標準取扱マニュアル」を発
量を公表する。 行し，ホームページに掲載するとともに，各事業所のエネルギー管理員及び補

助者等を対象に説明会を実施して省エネルギーに関する理解と知識の向上を図
った。また，エネルギー管理員等の資質向上のため，エネルギー管理講習の受
講を促すとともに選任資格要件の講習受講を行った。さらに 『温室効果ガス，
排出削減等のための実施計画』に基づき，平成21年度温室効果ガス排出削減対

， 。策事業を引き続き実施するなど 年度計画を上回って実施されたと判断される

ウェイト小計



- 67 -

東北大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要事項

② 安全管理に関する目標

・教育研究活動における安全と健康を確保するため，事故等に適切に対応した全学的体制の整備を図るとともに，関係法令等に則り，適切な対策を講ずる。中
・キャンパスにおける安全確保のため，適切な防災対策及び防犯対策を講ずる。期
・大学の知的資源を最大限活用して，情報ネットワーク・知的財産等のセキュリティに対する全学的仕組みを充実する。目

標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【242】
関係法令等の趣旨を踏まえ， Ⅳ 大部局における安全管理室の設置を行い，安全衛生委員会と連携し事業場の

全学的な安全衛生管理体制を整 巡視による種々の安全点検を実施するなど全学的に安全衛生管理体制を整備・
えるとともに，安全衛生環境の 充実するとともに，労働安全衛生法に基づき継続的に実験研究室の作業環境測
充実に努める。 定を実施し，改善指導に努めた。また，労働安全コンサルタントによる実験研

究室の安全診断を実施・報告指導し，労働安全環境の改善を図った。局所排気
装置及びスクラバー定期自主検査デモ説明会を実施し，状況をホームページに
掲載，また，全学的にAED設置を推進するなど安全衛生環境の整備に努めた。

平成20年度においては，環境・安全推進室を設置し，各事業場及び関係部局
と連携しながら関係法令に基づく安全衛生管理体制の充実を図ったほか，環境
保全及安全に関する業務で専門性が高い７つの領域について，本学教員を環境
・安全推進室教員アドバイザーとして指名し，専門家による支援体制を強化し
た。川内キャンパスには，防犯と学生の安全確保を図るため２名の再雇用職員
を巡回要員とし配置し，キャンパスアメニティの向上を図ったほか，実験室の
作業環境測定を継続して実施し，その結果を当該事業場に報告した。また，各
事業場においては安全衛生委員会を中心に安全管理の状況を把握し，必要に応
じて改善に努めている。

安全衛生環境の管理体制や実施などのこれらの取組みは，中期計画を十分上
回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【242】
実験室の作業環境測定を継続して実 Ⅳ 【242】

施，その結果を当該事業場に報告する。 実験の適法性の確保及び実験に係る安全管理を推進することを目的として動
また，関係法令等に基づき，安全衛生管 物実験センター，遺伝子実験センターをそれぞれ平成21年４月に設置した。
理体制の充実を図る。 実験室の作業環境測定を実施，その結果を当該事業場に報告するとともに，

管理区分に問題があった場合は，早急に改善を実施した。
安全管理体制については，化学物質（特定化学物質，有機溶剤，毒劇物，危

， ） ，険物 高圧ガス 等の安全管理体制を強化すべく東北大学化学物質等管理規程
東北大学化学物質等管理細則，東北大学化学物質等管理業務マニュアルを制定
した。また，従来廃液及び薬品管理の電子管理として運用している危険物質総
合管理システムに高圧ガス管理システムを導入すべく準備を進め 試験運用を，
実施するとともに安全管理専門委員会に危険物質総合管理システム専門部会を
設置し，運用に係る組織体制を整備した。このシステムは，来年度から全学運
用の見込みである。

これらの取組みは年度計画を十分に上回るものと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【243】
総合的な安全衛生対策を推進 平成16年度に施設・安全管理企画室を設置し，各事業場に資格を有する安全

するため，資格を有する安全管 Ⅳ 管理責任者を配置するとともに全学の安全管理手引書として安全衛生管理指針
理責任者の適正配置，教職員等 を作成した。また，新規採用者への安全教育の実施や，安全衛生管理者及び安
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に対する安全教育の徹底，並び 全管理担当者連絡会の開催，労働安全衛生コンサルタントによる改正労働安全
に各種マニュアルの作成等を行 衛生法等の説明会を必要の都度開催し，安全衛生対策を推進した。なお，平成
う。 18年度には安全衛生管理指針の見直しを行い改定版を作成し配付した。

平成20年度からは，環境・安全推進室の設置に伴い安全衛生管理者に加え部
局に環境・安全推進担当責任者を配置し，毎年連絡会で全学の情報のフィード
バックと共に安全衛生コンサルタントによる安全教育を実施している。

さらに，実験研究室の安全診断の結果報告，局所排気装置及びスクラバー定
期自主検査デモ説明会の報告を行い，安全教育の充実を図った。加えて，局所
排気装置など10項目について自主点検マニュアル（点検報告書）を作成し，学
内ホームページで公開し，機器等の安全管理を図った。よって，中期計画を上
回った取組がなされたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【243】
安全教育の内容を必要に応じて各事業 【243】

場の安全衛生委員会で検討し実施する。 平成20年度に引き続き安全衛生管理者及び部局環境・安全推進担当責任者を
また，安全衛生管理者及び安全衛生担当 Ⅳ 対象に安全管理専門委員会の審議状況，実験研究室の安全診断，作業環境測定
者連絡会による安全教育を継続して実施 結果のフィードバックを行うとともに安全衛生コンサルタントによる安全衛生
する。 に関する講演を実施し，安全教育を実施した。

平成21年度から，従来２年に１回実施していた安全衛生研修会を発展的に解
消し，安全衛生管理者の資格を取得するための研修費用，受験費用，旅費等を
含む一切の費用を大学が負担し，免許取得を義務付けることとし，確実な衛生
管理者の増員に向けた取組を，実施した。

よって，総合的に安全衛生対策を実施しており，年度計画を上回って実施さ
れたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【244】
関係法令等に則り，化学物質 Ⅳ 平成16年度に施設・安全管理企画室を設置し，25事業場と連携・協力して実

及び放射性物質等の適切な管理 験室等の安全標識掲示の徹底を図った。
を行うとともに，廃棄物の適正 化学物質の管理については，平成17年度に全学の危険物質総合管理システム
な処理を図る。 の整備計画を立案し，平成18年度には薬品管理システム，平成19年度には廃液

管理システムを導入し適切な管理に努めたまた，局所排気装置等，自主検査が
必要な特定機械について，定期自主検査報告書のひな形（マニュアル）を作成
し，各事業場に指導するとともにホームページで公開した。

放射性物質については，法令，装置の安全な取扱，放射性同位元素及び放射
線障害の防止，汚染処理などについて，原子科学安全専門委員会が主催し，毎
年，放射線とRIの安全な取扱に関する全学講習（３コースの安全教育）を開催
し，放射性物質の適切な管理を行っている。

廃棄物については，各事業場において金属，ガラス類，ペットボトル，古紙
は資源回収に努め，産業廃棄物や一般廃棄物は外部委託により適正に処理して
いる。また，平成20年度にはPCB廃棄物の処理について，廃棄処理費に加え処
分場までの運搬費用を算出し，期限内処理に向けた準備を行った。特別管理責
任者によるPCB保管状況の点検を引き続き実施するとともに，各事業場に特別
管理責任者を配置するため，資格取得を促すなど法定に期限内処理に向けた取
組を継続して行っている。

よって，中期計画を上回って実施されたと判断される。

（平成21年度の実施状況）【244】
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）管理状 【244】

， ，況の点検を継続的に実施し，関係法令に Ⅳ PCBについては 特別管理責任者によるPCB保管状況の点検を引き続き実施し
則り適切な管理を行う。また，放射性物 適切に管理するとともに，各事業場に特別管理責任者を配置するため，資格取
質については，関係法令に則り適切な管 得を促すなど法定期限内処理に向けた継続的な取組を行った。
理を行う。 放射性物質については，本年も原子科学安全専門委員会が主催し，放射線と

RIの安全な取扱に関する全学講習（３コースの安全教育）を開催し，法令，装
置の安全な取扱，放射性同位元素及び放射線障害の防止，汚染処理などについ
て教育し，放射性物質に関する法令遵守と適切な安全管理に努めた。

さらに，化学物質については，適切な管理を強化するため，本年度，新たに
， 。 ，化学物質等管理規程 同細則及び化学物質等管理マニュアルを策定した また
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本年度は，化学物質等の危険物質総合管理システムに高圧ガス管理システムを
追加導入すべく現在試験運用を行っており，平成22年度から全学運用が出来る
見込みである。

よって，化学物質等についての管理体制の強化を行ったことから，年度計画
を上回って実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【245】
情報の安全対策として，情報 Ⅲ 「情報ネットワークセキュリティ・ポリシー」を見直し「東北大学情報セキ

ネットワークセキュリティ・ポ ュリティポリシー」として改訂した。また 「情報システムの運用及び管理に，
リシーを策定するとともに，セ 関する規程」を策定した。
キュリティ維持の専門家等を配 「情報ネットワークセキュリティ・ポリシー」の策定・見直し 「情報シス，
置して運用体制を整備する。 テムの運用及び管理に関する規程」や関係規則の整備，情報セキュリティ体制

の整備など中期計画を十分に実施したものと判断される。

（平成21年度の実施状況）【245】
情報セキュリティの維持を推進すると Ⅲ 【245】

ともに情報セキュリティに関する規則の 前年度に引き続き，情報システムに関する「運用及び管理に関する細則 ，」
整備を進める。 「利用に関する細則 「非常時行動計画等に関する細則 「情報の格付け及」， 」，

」 ， ，び取扱制限に関する細則 を策定するとともに 学内への周知徹底を図るなど
年度計画は十分に実施されたと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【246】
学生に対する傷害保険の加 Ⅲ 学生に対する安全意識の啓蒙・教育等のため 「学生生活案内 「学生の皆， 」，

入，安全教育の徹底，安全意識 さんへ ―安全・安心キャンパスライフ―」等の冊子・パンフを配布するとと
の向上，学生の安全確保のため もに，入学式後に実施された新入生全学オリエンテーションにおいて，学生生
の対応体制の強化，マニュアル 活における諸注意等について注意喚起を行った。
の整備に努める。 また，学生教育研究災害傷害保険（学研災）への加入勧奨に努め，学部新入

生について９割を超える加入率を維持した。平成18年度には学研災付帯学生生
活総合保険（学研災付帯学総）に大学として登録し，平成19年度よりパンフレ

， ，ットを各学部に配付し 平成20年度からは入学手続き完了者にチラシを郵送し
保険加入を勧奨した。

このほか，平成20年度は，各学部等において，安全意識を啓蒙するためのガ
イダンス等での安全教育，学生の安全確保のための対応体制の強化を図るため
の緊急時の連絡方法の周知，学部等の実状に即した安全マニュアル作成を進め
た。また，交通安全意識の向上を図るため 「学生協だより」に川内キャンパ，
ス周辺で発生した事故の場所や原因等の詳細，及び事故が発生した場合の対処
についての記事を掲載し，全部局に配布した。

これらの取組みより，中期計画に基づく体制の強化やマニュアル整備を十分
に行ったものと判断される。

（平成21年度の実施状況）【246】
前年度までの実施状況を踏まえ，学生 Ⅳ 【246】

に対する学研災の加入勧奨，各学部等に 学研災付帯学生生活総合保険（学研災附帯学総）の加入案内パンフレットを
おける安全教育の実施による学生の安全 学部新入生全員を対象に配布した結果，加入者数が前年度に比べ大幅に増加し
意識の啓蒙や，災害などの緊急時におけ た。また，自転車等二輪車の交通マナーの向上及び注意喚起を図るため，｢学

」 ， ，る学生の安全確保のための対応マニュア 生協だより に交通法規の改正 及び危険・禁止運転の一例等の記事を掲載し
ル及び連絡体制の整備を継続的に推進す 全部局に配布したほか，学友会体育部に所属する各部の主将・主務等を対象と
る。 し，県警交通課職員を講師として，交通安全指導講演会を開催した。さらに，

平成22年度から電子メールを利用した災害発生時の安否確認システムの運用を
開始することとし，まず学部1，2年生を対象に導入の準備を進め，災害ポケッ
トマニュアルを作成して学生に配付する準備を整えた。

これらより，年度計画を上回った実施状況と判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【247】
学生及び教職員等の安全確 Ⅲ 学内キャンパスを取り巻く地震環境と地震時の揺れ，学内各キャンパスの建

認，安全確保及び防災意識の向 物の耐震性等の現況調査，想定地震に対する地震被害シミュレーション，今後
上のため，災害発生時における の地震対策の計画と推進体制強化及び平成20年度の重点地震対策等々を内容と
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全学的な安全対策マニュアルの した「地震対策基盤プロジェクト・チーム」による報告書を取りまとめた。ま
作成や防災訓練等を実施する。 た，同PTの提言に基づき，平成20年度に学内地震警報システムを学内５施設に

試行的に導入した。さらに，災害対策本部と災害対策支部との連絡体制等の確
認を目的とした情報伝達と情報収集訓練を実施するとともに，本部事務機構の
関係者で「地震対策検討チーム」を組織し，本部事業場の災害対策マニュアル
の一部見直しと備品等の整備を図った。

（平成21年度の実施状況）【247】
必要に応じてマニュアルの見直しを行 Ⅲ 【247】

い，周知徹底を図る。また，引き続き防 昨年度取り纏められた「地震対策基盤プロジェクト・チーム」報告書の着実
災に関する講習会等を行う。 な実施に向けて，地震対策の専門家教員や本部の関係課長からなる「防災活動

支援ワーキング・グループ」を組織し，昨年導入済みの地震警報システムを活
用した防災訓練，安否確認システムの導入，災害対策本部と災害対策支部との
連絡体制等の確認を目的とした情報伝達と情報収集訓練を実施した。これらの
取組みから，年度計画は十分に実施されたものと判断される。

（平成20年度の実施状況概略）【248】
必要な防犯設備の整備とし Ⅲ 平成20年度においては，防犯・警備の巡回経路等の見直し，警備員に対する

て，建物及び屋外環境における 警備体制の指導強化，外灯の整備及び施設設備の整備点検を継続的に実施する
防犯・警備対応の体制を整備す とともに，新たに取得した建物には入退室管理や機械警備を導入した。
る。 平成16～19年度において，防犯・警備体制の対応状況を調査し，防犯・警備

巡回経路等の見直しを行うとともに，外灯整備及び施設設備の整備点検等を継
続的に実施した。また，ポスター掲示やホームページ等で防犯に関する情報を
発信するなど，注意喚起を行った。防犯警備体制の調査，防犯・警備巡回経路
等の見直しを進めるとともに，ポスター，ホームページ等による注意喚起を行
っており，また，平成21年度においても継続的にこれらの充実に努めた。よっ

， ， 。て 中期計画に基づく防犯 警備対応の体制が十分に整備されたと判断される

（平成21年度の実施状況）【248】
防犯設備の点検等の実施を継続的に推 Ⅲ 【248】

進する。 防犯・警備の巡回経路等の見直しや警備員に対する警備体制の強化を図ると
ともに，外灯等の設置及び設備点検を継続的に実施する等セキュリティの強化
に努め，年度計画は十分に実施されたと判断される。

ウェイト小計
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（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

⑥市民との連携による青葉山新キャンパスへのケヤキ移植１．特記事項
青葉区大町，立町など大学近隣の町内会でつくる「御譜代町まちづくり実行【平成16～20事業年度】

①ハザードマップの作成【219】 会」及び青葉区「サンモール一番町商店街振興組合」が主体となり，東北大学
「 」 ，適切なリスク管理を実施するため，平成18年度にインフラ設備８項目のハザー と連携して 青葉山新キャンパスにケヤキ移植を進める実行委員会 を結成し

ドマップを作成した。平成19年度には建物の耐震・囲障・高圧ガス・危険物貯蔵 仙台市営地下鉄東西線工事に伴い伐採されるケヤキのうち９本を，市民等の協
庫・放射線管理区域を含めたハザードマップを作成した。 賛を得ながら仙台市から譲り受け 「環境調和型キャンパス」を目指す青葉山，

新キャンパスに移植した。このことは，地域貢献に資する取り組みとして，地
②キャンパスマスタープランの策定【233】 元各メディアでも大きく取り上げられた。

青葉山新キャンパス及び既存４キャンパス（片平・川内・星陵・青葉山）の施
設整備に係る基本的な考え方をキャンパスマスタープランとして策定し，さらに ⑦PFI事業による学生寄宿舎の完成【240】
既存キャンパスマスタープランを具現化するために，各々のキャンパスマスター PFI事業として建設され平成19年度から入居を開始したユニバーシティ･ハウ
プラン毎に事業計画を「短期優先整備項目」として策定するとともに具体の整備 ス三条では，入居経験者である日本人学生，留学生をアドバイザーとして配置
事業を順次推進している。 することにより，学生が主体となった交流が育まれ，さらに魅力ある学生寄宿

舎として認知されるようになり，入居希望者も年を追うごとに増加している。
③学内財源等による施設整備の推進【237・240】

【平成21事業年度】学内財源を活用するなどし，既存キャンパスマスタープランの短期優先整備項
目に基づき施設整備を推進した （平成20年度） ①学内財源による施設整備の推進【234・235・236・237】。
○片平キャンパス キャンパスマスタープランに基づき，以下のとおり施設整備を推進した。

完成：戦略本部棟改修 ○片平キャンパス
着手：プロジェクト総合研究棟新営 完成：プロジェクト総合研究棟新営

○川内キャンパス 着手：インテグレーション教育研究棟，エクステンション教育研究棟，
完成・完了：川内プラザ屋外環境整備，川内北キャンパス交通環境整備， 外国人研究員等宿泊施設，北門エントランス整備

川内百周年記念会館周環境整備，川内サブアリーナ棟新営 ○川内キャンパス
着手：厚生会館改修・増築 完成：厚生会館整備

○星陵キャンパス ○星陵キャンパス
着手：旧西病棟改修 完成：加齢研立体駐車場整備

○青葉山キャンパス ○青葉山キャンパス
完成：青葉山東キャンパスセンタースクエアー 完成：エコハウス整備，NICHeⅡ期棟整備

工事中：キャンパスセンタースクエア整備
④省エネルギー，省資源対策の推進【241】 着手：マテリアル新棟

平成17年度より光熱水量の実績をホームページに掲載した。平成19年度は星陵 ○青葉山新キャンパス
団地の下水道減免申請を行い，下水道料金の低減を図った。平成20年度には『温 土木工事（完了 ：敷地造成，防災施設）
室効果ガス排出削減等のための実施計画』を策定するとともに削減対策事業を決 〃 （継続中 ：道路，排水，共同溝）
定し実施した。 上記と並行して環境影響評価事後調査業務を実施したほか，主要な建物及

び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計業務が完了した。
⑤感染症等の予防

全国的な麻しんの流行を受け，ポスターやホームページにて直ちに注意喚起の ②省エネルギー対策の推進【241】
「 」 「 」周知をした他，平成20年度には医療系学生全員とそれ以外の教職員を含む希望者 エネルギー管理業務マニュアル と エネルギー管理標準取扱マニュアル

に対して，麻しん・風疹ワクチン接種を実施した。加えて，学生寄宿舎において を発行し 省エネに関する理解と知識の向上を図った 省エネ法改正に伴う エ， 。 「
」 「 」 。 ，自炊する寮生に対して，ノロウィルス等による食中毒の感染原因，症状及び予防 ネルギー管理統括者 と エネルギー管理企画推進者 の内定を行った また

方法等について寮担当の栄養士から注意喚起を行った。 「大学等における省エネルギー対策に関する研修会」にて本学における省エネ
活動とその効果について発表した。



- 72 -

東北大学

２．共通事項に係る取組状況③学生寄宿舎のセキュリティ強化【246】
○ 施設マネジメント等が適切に行われているか市街地に所在する学生寄宿舎及び女子専用学生寄宿舎における安全対策とし

て，防犯カメラ及び画像記録装置を設置した。 ①キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況
【平成16～20事業年度】

④安全保障輸出管理体制の整備及び運用 ・キャンパス将来計画委員会を設置し，キャンパス全体の計画に関する基本的考
安全保障輸出管理体制を整備するため，全学的な検討委員会及び安全保障輸出 え方を検討した。平成18年度には新キャンパス計画の集大成となる，自然環境

管理室（専任の事務スタッフ３名）の設置により，本学に適応した組織体制，手 に配慮した環境調和型の「青葉山新キャンパスマスタープラン（基本計画・基
続等について集中的に検討を行い，安全保障輸出管理規程及び同細則を策定する 本設計 」を策定・公表した。また，新キャンパス整備計画の検討を経て，新）
とともに，安全保障輸出管理体制をスタートさせた。 キャンパス用地を取得し，環境評価，開発許可等の手続きを完了した。さらに

土木工事（敷地造成，道路，排水，共同溝，広場等）の実施設計を完了し，工
事に着手するとともに，建物及び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計

。 ， ，⑤キャンパスアメニティの向上 に着手した また 平成18年度から既存キャンパスのマスタープランの見直し
川内厚生会館の増改築により，慢性的な学生食堂の混雑が緩和された。また， 検討を進め，以下のとおり策定した。

食堂前バス停へのバス接近情報が表示されるモニターを設置するなど，単に席数 ○平成19年度 片平キャンパス … 都市型学術空間
やメニューの増加のみならず，厚生会館全体のアメニティ向上が図られた。 川内キャンパス … 大学の顔

○平成20年度 青葉山キャンパス … 自然との共生
⑥新型インフルエンザへの対応 星陵キャンパス … 先進メディカルサイエンス創成の拠点

新型インフルエンザ対応行動計画を政府の指針改定に基づき改定した。また， さらに，具体の事業を以下のとおり順次推進した。
保健管理センターに新型インフルエンザに感染した学生及び職員に対する全学的 ○片平キャンパス
な窓口を設置し，相談及び治療に当たった。加えて，入学試験実施要領「入試に 完成：戦略本部棟改修
おける不測の事態対応マニュアル」に沿って，予備問題を作成し，新型インフル 着手：プロジェクト総合研究棟新営
エンザ罹患者に対する追試験を実施した。 ○川内キャンパス

， ，完成・完了：川内プラザ屋外環境整備 川内北キャンパス交通環境整備
川内百周年記念会館周環境整備，川内サブアリーナ棟新営

着手：厚生会館改修・増築
○星陵キャンパス

着手：旧西病棟改修
○青葉山キャンパス

完成：青葉山東キャンパスセンタースクエアー

【平成21事業年度】
・キャンパスマスタープランに基づき，以下のとおり施設整備を推進した。

○片平キャンパス
完成：プロジェクト総合研究棟
着手：インテグレーション教育研究棟，エクステンション教育研究棟，

外国人研究員等宿泊施設，北門エントランス整備
○川内キャンパス

完成：厚生会館改修・増築
○星陵キャンパス

完成：病院新外来診療棟，加齢研立体駐車場整備，旧西病棟改修，
臨床薬学教育研究棟，医療福祉センター

着手：病院既存外来診療棟改修，スマート･エイジング国際共同研究棟新営
○青葉山キャンパス

完成：物理研究棟改修，サイクロトロン実験棟改修，エコハウス整備，
電気・化学合同実験棟整備，NICHeⅡ期棟新営

継続整備中：キャンパスセンタースクエア整備
着手：マテリアル新棟
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○青葉山新キャンパス ・資源ゴミ分別収集は平成16年度にその徹底を図り，一般廃棄物処理費用の15％
完成：土木工事（敷地造成，防災施設) 削減を実施した。また，団地ごとの省エネルギー対策調査や指導の徹底，学内E
継続整備中：道路，排水，共同溝 SCO事業など省エネルギー対策を推進するとともに，都市ガスの契約変更や基本

上記と並行して環境影響評価事後調査業務を実施したほか，主要な建物及 料金の単価見直し等の実績をあげた。
「 」び電気・水・ガス等のインフラ関係の実施設計業務が完了した。 ・平成20年６月に 東北大学における温室効果ガス排出削減等のための実施計画

を策定し，平成20年度計画に従い対策事業を実施した。また，夏季及び冬季期
②施設・設備の有効活用の取組状況 間省エネの取組として，省エネ点検を以下のとおり実施し，省エネ行動を促し

た。【平成16～20事業年度】
・ 共同利用スペース整備規程」を制定し，各年において，建物新営・改修に伴う ○照明：昼休みの消灯，夜間・休日の必要最小限の点灯，不在・不使用時の「

一定面積の割当及び既存スペースの配分見直し等によって，新たに共同利用スペ 消灯
ースを確保し，そのうち約42,000㎡の面積を競争的スペースとして創出した。ま ○空調：適切な温度設定，夜間の運転時間短縮，使用しない部屋の運転停止
た，これらの競争的スペースを先端的な研究プロジェクト（WPI等）に充てる等 ○その他：OA機器の帰宅時，離席時の電源OFFの励行状況点検
し，部局枠を超えた有効利用を推進した。

【平成21事業年度】
・平成20年度に引き続き７月～９月及び12月～２月まで省エネ点検を実施し，省【平成21事業年度】

・新たな共同利用スペースを，片平地区に758㎡(生命科学研究科本館)，星陵地区 エネ行動を促した。さらに，エレベーターに２階上までと３階下には階段を利
に2,170㎡（加齢研実験研究棟1,532㎡，歯学部実習講義棟638㎡）を確保し，共 用する２UP，３DOWN運動のポスターを貼付し，省エネと温室効果ガス削減の啓
同利用に供するなど，利用スペース拡大と有効利用の促進を図った。 発に努めた。

・電力の需給契約について，片平，川内，青葉山及び星陵の各団地の契約電力を
③施設維持管理の計画的取組状況 低減した。また，夏季一斉休業により電力使用量を削減した。これらにより，

電力料金が削減された。団地・学部別光熱水使用量の使用実績について，平成2【平成16～20事業年度】
・国立大学等施設緊急整備５ヵ年計画に基づく耐震対策事業 生命科学研究科本館 0年度使用状況をホームページに追加掲載するとともに，省エネ対策依頼の周知（ ，

附属図書館 歯学部実習講義棟 加齢研実験研究棟 建築実験所 総合研究棟 経 及び省エネ啓蒙ポスターを作成した。さらに，団地別の対前年度エネルギー使， ， ， ， （
済系 ，保健学科棟の各改修工事）やPFI事業の推進，産学連携施設の整備など 用実績を年度途中で各事業所に周知し，引き続き省エネ意識向上に向けて啓発）
のほか学内財源による建物新営整備を進めた。 した。また，サイバーサイエンスセンターの空調設備等の省エネ対策を検討し

工事を実施した。さらに，金属材料研究所に，太陽光発電設備を設置し電力料
金削減を図った。また附属図書館及び病院のESCO導入可能性を調査し，病院に【平成21事業年度】

・第２次国立大学等施設整備緊急５か年計画に基づき 耐震対策事業(川内講義棟 ついてはESCO実施にむけて検討に着手した。， ，
青葉山総合実験棟(工学系)，青葉山サイクロトロン実験棟，青葉山物理研究棟) ・新キャンパスの整備事業に関し，建物工事の実施設計において具体的なエネル
及びライフライン再生事業及び病院外来棟診療棟改修，病院外来診療棟(継続)， ギー方策として居室にサーキュレーター設置や共用部への人感センサーによるL
医病基幹・環境整備(防火設備改修))を完成させた。また，耐震・エコ再生事業 ED照明の設置，またライトシェルフによる自然光の活用等を策定した。
として青葉山ニュートリノ科学研究センター棟の改修を完成させた。さらに，先

○危機管理への対応策が適切にとられているか端研究施設事業の星陵加齢研スマート･エイジング国際共同センター棟，片平イ
ンテグレーション教育研究棟の新営工事に着手した。 ①災害，事件・事故，薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル等の運用

状況
【平成16～20事業年度】④省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組状況
・毒劇物を含めた化学物質等の管理体制を強化するため，各事業場に総括管理責【平成16～20事業年度】

。 ， ，・環境・安全委員会（平成16年４月）を設置し，下部組織である環境保全専門委員 任者及び分野別管理責任者を配置した 化学物質等について 新たに管理規程
会において省エネルギー・省資源に関する「国立大学法人東北大学エネルギー管 細則，マニュアルを整備することとし，準備を進めた。さらに，全学導入して
理に関する要項」を策定し（平成16年５月 ，継続的なエネルギー消費の低減に いる危険物質総合管理システム（廃液管理及び薬品管理）に高圧管理システム）
努めるとともに，平成16年度より毎年度の光熱水量の使用実績について，団地・ を導入するための準備を進めた。
学部ごとに対前年度比使用量を確認できるようホームページに掲載し，省エネ意 ・東北大学新型インフルエンザ対応行動計画を策定し，新型インフルエンザの対
識の向上に向けた啓発を行った。また，第１種エネルギー管理指定事業場現地調 策を実施した。
査を実施し，さらなる省エネルギー対策等に対する改善指導を実施したほか，新 ・ 自然科学総合実験」のテキストに事故防止マニュアルを掲載するとともに，「
キャンパスの施設整備事業に関しては，土木工事の実施設計において土木工事に 受講学生が常に参照する当該科目のwebページ上でも事故防止に関するコンテン
係る事項の具体的な方策（地下水利用等）を策定した。また，建物工事の実施設 ツを掲載した。さらに，授業開始のガイダンスの時間に必ず事故防止に関する
計において空調システムに係る具体的な方式としてGHP空調方式を策定した。 内容の講義を行っている。
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・平成20年度入試実施の際に暴風雪で公共交通機関の運行が麻痺し入学試験開始時 ②研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況
【平成16～20事業年度】間を繰り下げて対応したことを踏まえ，入学試験実施要領「入試における不測の

事態対応マニュアル」の一部見直しを行い，予備問題の使用方法について明記し ・ 東北大学における研究費の適正な運営・管理のための大綱 （平成19年10月 ，「 」 ）
た。 「研究費の不正使用への対応ガイドライン （平成20年1月 「不正使用防止計」 ），

・医療の安全と質の向上に資するため，関係委員会の充実，専任リスクマネージャ 画 （平成20年11月 「経費執行ハンドブック （平成21年3月）を策定し，各」 ）， 」
ーによる院内巡視の実施，各種講演会やセミナーの実施及び医療安全管理マニュ 種会議において周知徹底を図るとともに，本学ホームページ上にも掲載し適正
アルの改訂など，医療事故防止体制の強化を図った。 執行の啓蒙を行ったほか，教員研修等において説明を行った。

・平成18年度から年１回６月に，災害及び防災に関する基礎知識等の向上を図り，
教職員等の生命，身体及び本学の施設等を保護するため，災害防止対策講習会を

【平成21事業年度】開催している。
・平成21年3月に策定した「経費執行ハンドブック」を学内に印刷・配布するとと

もに，本学ホームページ上にも掲載し適正執行の啓蒙を行ったほか，教員研修【平成21事業年度】
・実験の適法性の確保及び実験に係る安全管理を推進することを目的として動物実 等において「不正使用防止計画」や「東北大学における研究費の適正な運営・

験センター，遺伝子実験センターをそれぞれ平成21年4月に設置し，実験計画の 管理のための大綱 「研究費の不正使用への対応ガイドライン」等の説明を行」，
審査，法令遵守及び安全管理，実験実施者等の教育訓練等を実施した。両センタ った。
ーは，それぞれ環境・安全委員会動物実験専門委員会，遺伝子組換え実験安全専

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。門委員会と連携し，法令遵守に関する全学的な教育訓練の実施，実験の申請及び
実施等に係る各部局からの問合せ対応等を随時行い，全学における両実験への理 【平成16～21事業年度】
解増進，法令遵守等において成果を得ている。 ①評価結果の法人内での共有や活用のための方策

・安全保障輸出管理体制を整備するため，全学的な検討委員会及び安全保障輸出管 ・評価結果を役員会，経営協議会及び部局長連絡会議に報告するとともに，学内
理室（専任の事務スタッフ３名）の設置により，本学に適応した組織体制，手続 ウェブサイトに掲載し情報の共有化を図り，改善及び推進に向けての方策を検
等について集中的に検討を行い，安全保障輸出管理規程及び同細則を策定すると 討する等，運営に活用されている。
ともに，安全保障輸出管理体制をスタートさせた。

・国立大学法人東北大学化学物質等管理規程，同細則，同管理業務マニュアルを制 ②具体的指摘事項に関する対応状況
定し，安全管理体制の強化を図った。また，新型インフルエンザ対応行動計画を ・指摘事項なし
政府の指針改定に基づき改定した。

・引き続き 「自然科学総合実験」のテキストに事故防止マニュアルを掲載すると，
ともに，受講学生が常に参照する当該科目のwebページ上でも事故防止に関する
コンテンツを掲載した。さらに授業開始のガイダンスの時間に必ず事故防止に関
する内容の講義を行っている。

・入学試験実施要領「入試における不測の事態対応マニュアル」に沿って，予備問
題を作成し，新型インフルエンザ罹患者に対する追試験を実施した。

・引き続き，医療安全推進室及びリスクマネージャー等を中心に医療事故防止体制
を強化し，安全管理を推進した。また 「災害対策マニュアル」を改訂するとと，
もに，同マニュアルに基づく総合防災訓練を実施した。

・平成18年度から引き続き，６月に災害防止対策講習会を開催した。
・地震対策の専門家教員や本部の関係課長からなる「防災活動支援ワーキング・グ

ループ」を組織し，地震警報システムを活用した防災訓練，安否確認システムの
導入，災害対策本部と災害対策支部との連絡体制等の確認を目的とした情報伝達
と情報収集訓練を実施した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

○教育の基本方針中
・教養・専門教育を問わず，教育研究連携型の教育システムを構築し，少人数教育等の個別指導による「学生を育て伸ばす教育」を目標とする。期
○指導的人材の養成目
・資質豊かな学生を受け入れ，人間・社会や自然の事象に対して「科学する心」を持って知的探求を行い得る人材を養成する。標
・知の継承と普及の拠点において，第一線の研究に携わる教員が学生の教育に当たり，国際的視野と高度の専門性を兼ね備え，また国際社会及び日本の将来を見

据え，自ら主体的に考え行動できる指導的・中核的人材を養成する。
○高度専門職業人及び研究者の養成
・学士課程における学部専門教育では，社会貢献に必要な専門性・国際性の基盤となる専門分野に対する理解力と応用力の修得，また，大学院進学後，高度専門

教育にスムーズに移行するための基礎的専門知識の確実な修得と実践力の養成に力点を置く。
・大学院教育では，高度専門職業人と研究者の養成を行う。すなわち，最先端の専門的知識を備え，世界水準の研究を理解するとともに，新たな発想，論理的思

考に基づき着実に研究推進ができる人材，先端的な専門的知識を活用し，未知・未踏の研究課題に取り組む柔軟な行動力と応用力のある人材を養成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

「 」 ， ，【1】 【1】 教育の成果に関する目標 に係る中期計画及び年度計画は 全て予定通り進捗し
豊かな教養と人間性を備え 「科学す 教養教育改革会議及び学務審議会にお 所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要は，次のとおり。，

る心」を持って知的探求を行うことがで いて，継続的に全学教育のカリキュラム
きる人材を養成するために，主として学 及び授業内容等を点検し，さらなる充実 ［教養教育の充実］
士課程１年次から２年次に，教養教育に を図る。高等教育開発推進センターにお ○平成19年度に抜本的な見直しを行った英語新カリキュラムを策定し，実施検討期
当たる全学教育（共通基盤教育）の充実 いて，全学教育の外国語教育の充実に努 間を経て，平成21年度入学者から新カリキュラムを実施した 【1】。
を図る。 める。

○教養教育特任教員制度を制定し，優れた教育上の業績を有する本学の教員を教養
【2】 【2】 教育特任教員として教養教育院に兼務させることとし，平成22年４月に就任する3

実践的な外国語教育や情報教育の充 学務審議会において，学生による授業 名の教員の人選を行った 【1】。
実，グローバル化社会への適応力を修得 評価等により全学教育のカリキュラム及
できるカリキュラムの拡充・改善を図 び授業内容等を点検し，さらなる充実を ○平成21年４月に教育情報基盤センターを設置し，各種教育情報システムの管理運
る。 図る。また，平成１５年度から導入した 用を一元化することによって，より効果的な教育実施体制が見込まれ，ITを鍵とし

実践英語教育用の機械システム た教育面での充実が図られた。当該センターでは，実践的外国語教育用CALLシステ（ ）CALL
の更新の準備をすすめる。 ム及び教育用計算機システムの更新を平成22年３月に実現した 【2】。

【3】 【3】 ○基礎ゼミ担当予定教員を対象としたFDに，履修学生及び学生の指導に当たったTA
学問全般に対する興味あるいは専門 学務審議会において，前年度までの実 の参加を得て，内容の濃いFDを実施した 【3】。

教育への意欲の喚起，大学院レベルの高 施状況を踏まえ，研究科・研究所等のす
度な研究成果を全学教育に反映するた べての部局が参加する「少人数教育・基 ○法科大学院の定員を見直し，22年度入学者より100名から80名に削減した 【8】。
め，研究科・研究所等のすべての部局が 礎ゼミ」のさらなる充実を図る。
参加する「少人数教育・基礎ゼミ」を充 ○本学としては初めて，在籍する全ての大学院生を対象とした学習キャリア，研究
実させる。 状況，必要な能力の獲得状況，研究環境，学習・研究の促進要因など多岐にわたっ

て総合的に調査を実施し，平成21年10月にこの調査結果から見える課題をテーマと
【4】 【4】 したシンポジウムを開催するとともに，平成22年２月には『東北大学 大学院生の
課題の迅速な把握，自らの見解を論理 前年度までの実施状況等を踏まえ，基 学習・研究環境に関する報告書』を刊行した 【10】。

的思考に基づいて正確に表現できる能力 礎的な専門知識や外国語の修得，情報を
を養うために，基礎的な専門知識や外国 効果的に活用する能力の向上に重点を置

東北大学
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語の修得，情報を効果的に活用する能力 いた教育カリキュラムのさらなる充実を
の向上に重点を置いた教育カリキュラム 図る
を充実させる。

【5】 【5】
大学院課程進学に必要な学力を修得で 各学部において，前年度までの実施状

きるようカリキュラムの充実と改善を図 況等を踏まえ，大学院課程進学に必要な
る。 学力を修得できるよう大学院教育との連

携も図りつつカリキュラムのさらなる改
善と充実を図る。

【6】 【6】
国内外から集まる優秀な学生・社会人 各研究科において，前年度までの実施

を対象として，学際領域を含む多様な課 状況等を踏まえ，高度な専門的知識を修
題の把握と課題解決に必要な手法の開拓 得させる教育カリキュラムのさらなる充
を実践できる能力を持つ人材を養成する 実を図る。また，海外インターンシップ
ために，高度な専門的知識を修得させる 等を実施し，国際的環境下での大学院教
教育カリキュラムの充実を図る。 育強化に努める。

【7】 【7】
自らの問題意識に基づいて新たな課題 各研究科において，前年度までの実施

を設定し，その解決を目指す研究計画の 状況等を踏まえ，柔軟かつ高度な大学院
立案・実施・総括のできる人材及び知の 教育カリキュラムのさらなる充実を図
継承と発展を担い得る世界的リーダーを る。
養成できる柔軟かつ高度な大学院教育シ
ステムの充実を図る。

【8】 【8】
法科大学院・公共政策大学院・会計大 法科大学院，公共政策大学院及び会計

学院の専門職大学院において，社会の多 大学院のカリキュラム及び教育内容等の
様な変化に対応できる高度専門職業人の 再点検を行いつつ，社会の多様な変化に
養成を行う。 対応できる高度専門職業人の養成機能を

さらに強化する。

【9】 【9】
就職情報・大学院情報のデータベース 前年度までの状況を踏まえ，引き続き

化等により，広くきめ細かい就職・進路 就職・進路に関する情報提供の充実を図
に関する情報提供を推進する。 る。

【10】 【10】
在学生，学部卒業生，大学院博士課程 前年度までの実施状況等を踏まえ，在

前期２年の課程（修士課程）及び後期３ 学生，卒業生及び修了生を対象とした教
年の課程（博士課程）修了生に対する教 育目標達成度に関する調査アンケートの
育目標達成度の調査を実施する仕組みの 結果を分析し，教育システムやカリキュ
充実を図る。その分析に基づく評価結果 ラムの整備を継続する。
を教育システムやカリキュラム改善に反
映させるように努める。

【11】 【11】

東北大学
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大学に対する社会の要請を把握するた 前年度までの実施状況を踏まえ，各種
めに，卒業生の15％程度について，就職 委員会や担当者等に情報提供を続けると
先企業等に対して適宜調査を行う。 ともに，情報収集と教育支援の充実を図

る。

東北大学
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東北大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

② 教育内容等に関する目標

○入学者選抜に関する基本方針中
・ 門戸開放」の理念に基づき，これまで以上に国の内外から，東北大学で学ぶにふさわしい資質・意欲を持ち，入学者受け入れ方針（いわゆるアドミッション期 「
・ポリシー）に適合する人材を受け入れる。目
・大学院には，多様な学術領域の知識・経験等を有する学部卒業生・社会人とともに，グローバルな視点を重視して世界の優秀な人材の受け入れを推進する。標
○教育課程に関する基本方針
・入口（高校と大学，学部と大学院の接続）と出口（大学と社会，学部と大学院の接続）を結ぶ適切なカリキュラムを編成する。
・学士課程全学教育では，全人的な教養及び各分野に必須な基礎知識を身に付けるとともに，学生自身が主体的に専門性の向上に取り組めるように指導する。
・学士課程専門教育では，それぞれの専門的知識を十分に修得させるとともに，社会貢献に必要な専門性とグローバルな視点に立つ倫理観を修得させる。
・大学院教育では，学部教育と先端学術を結ぶ大学院専門教育に重点を置き，高度な専門性のある人材を養成する。
○教育方法に関する基本方針
・多様な授業形態を利用し 「科学する心」を持つ人材を育成する。，
・インターネットを活用する教育方法として，ISTU（Internet School of Tohoku University）の充実を図る。
○成績評価等に関する基本方針
・学習到達度について厳正かつ公平な成績評価を行い，その後の学生自身の学習意欲向上にフィードバックする仕組みを整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

「 」 ， ，【12】 【12】 教育内容等に関する目標 に係る中期計画及び年度計画は 全て予定通り進捗し
アドミッション・ポリシーの整備と明 必要に応じて見直しを行いつつ，アド 所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要は，次のとおり。

確化，評価・分析に基づく改善を行うと ミッション・ポリシーの広報活動を行
ともに，多様な媒体を通して本学のアド う。 ○アドミッション・ポリシーを周知するための広報活動として，高校の進路指導担
ミッション・ポリシーを周知するための 当教諭を対象にした入試説明会を全国17か所で，また，高校生等を対象にした進学
広報活動体制を整える。 説明会を東京と大阪で開催した。また，高校生・予備校生・社会人等に，本学のア

ドミッション・ポリシー，教育研究活動，社会貢献，外国留学に対する学費援助，
【13】 【13】 諸外国の教育機会の情報紹介，本学の教育研究の画期的な成果等に関する情報を効

近年の高校教育の変化，入学者の多様 各学部において，前年度までの実施状 果的に伝えるための広報誌「東北大学案内 （2010年度入学者用）を発行した 【1」 。
化に対応できるように，全学部の入学基 況等を踏まえ，入学基準，卒業基準，教 2】
準，卒業基準，教育カリキュラムの見直 育カリキュラムのさらなる見直しを行
しを図る。 う。 ○平成18年度に高校新教科「情報」必修化を受けたカリキュラム改訂を行ったが，

その後の調査・分析により，情報教育科目のカリキュラムを再度見直し，改訂を行
【14】 【14】 った 【13】。

アドミッション・ポリシーの一層の明 必要に応じて見直しを行いつつ，各学
確化・具体化を図るため，全学共通及び 部のアドミッション・ポリシーと本学の ○AO入試・推薦入試に関する全学アドミッション・ポリシーを新たに作成した 【1。
各学部等のアドミッション・ポリシーが アドミッション・ポリシーとの整合性に 4】
本学の理念を的確に反映したものとなっ ついて，継続的に点検する。
ているか，入学者選抜の方式として適切 ○国内外から多様な資質，学習歴を持つ学生を選抜するために，各研究科の選抜方
に具体化されているかについて，点検・ 法の検討材料として行っている追跡調査については，個人特性，入学前後の成績等
整備に努める。 のデータによる調査・分析を行った 【18】。

【15】 【15】 ○大学院入試において，受験機会及び公平性を確保するため，当該年度限りの新型
アドミッションセンターを中心に，高 前年度までの状況を踏まえ見直しを行 インフルエンザへの特例措置として，各研究科ともに必要に応じて追試験を実施し

校以下の教育の状況，教育課程の変化等 いつつ，入学者の追跡調査及び調査結果 た 【18】。
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に対応できるように入学者選抜にかかわ の分析を継続して実施する。
るデータベースの整備を進め，選抜方法 ○大学院学生の学習・研究環境について，21年1月に実施した全大学院学生対象の
区分による入学者の状況を平成17年度の アンケート調査を基にシンポジウムを開催するとともに，充実化方策の検討に不可
開始を目標に毎年入学者の５％程度につ 欠な基礎資料を作成 【19】。
いて適宜追跡調査し，分析する。

○文部科学省「グローバル30事業」の推進に資することを目的に英語版・中国語版
【16】 【16】 ・及びロシア語版パンフレットを作成・刊行した。また，東北大学の組織・理念・

高校生・予備校生・社会人等に，本学 必要に応じて見直しを行いつつ，広報 沿革及び国際交流の歴史を簡潔に紹介したリーフレットのドイツ語，フランス語，
， ， ， ， 。【 】のアドミッション・ポリシー，教育研究 活動を行う。 スペイン語 中国語 インドネシア語 ベトナム語 ロシア語版を刊行した 20

活動及び社会貢献に関する情報を効果的
に伝えるため，広報誌，ホームページ等 ○本学の教育及び研究内容を紹介し 質の高い留学生・研究者を招致する目的で 東， 「
による広報活動の充実に努める。 北大学デイ」を開催することとし，平成21年12月に中国・上海交通大学，平成22年

３月に中国・東北大学及びインドネシア・バンドン工科大学において開催した。こ
【17】 【17】 れら「東北大学デイ」は，大学間学術交流協定校の協力と支援を得て，近隣大学の

奨学金制度や外国留学に対する学費援 必要に応じて見直しを行いつつ，広報 研究者・学生も対象として開催した 【20】。
助，諸外国の教育機会の情報紹介，本学 活動を行う。
の教育研究の画期的な成果等，本学の特 ○英語カリキュラムを，Reading，Writing，Listening，Speaking の四技能に重点
徴を高校生や予備校生等に周知する。 を置く科目配置に改正し，客観的な英語能力の判断基準として，TOEFL-ITP試験の

成績を正規の授業科目の成績の一部として認定することにした 【21・24・42】。
【18】 【18】

国内外から，多様な資質，多様な学習 研究科等の入学試験実施要領等の改善 ○国際高等教育研究院において，ディスティングイッシュトプロフェッサーによる
歴を持つ学生を選抜するために，博士課 状況を調査し，追跡調査の結果等も参考 「異分野クロスセッション」を開始した 【22】。
程前期２年の課程（修士課程 ，後期３ にして，必要に応じ大学院選抜方法の改）
年の課程（博士課程）の選抜方法を検討 善を図る。 ○全学教育科目に，高校での物理非履修者対象のクラスや文科系学生を対象とした
するとともに 合否判定の一層の客観性 統計学のクラスを新設した 【23】， ， 。
公平性の確保できるように，入学基準を
明確にする。 教育情報基盤センターを設置し，各種教育情報システムの一元管理を実現し，平成

22年４月から稼動するCALLシステムや，DCW（ディジタルコースウェアシステム ，）
【19】 【19】 ISTUシステム等の新システム稼動準備を整えた 【24】。

志願者，入学者に国内外の他大学出身 各学部及び研究科において，前年度ま
者が増加していることから，学部専門教 での実施状況等を踏まえ，学部専門教育 ○全学教育科目「基礎ゼミ」において 「異文化間協働プロジェクト」に参加する，
育と大学院教育を円滑に接続する教育カ と大学院教育を円滑に接続する教育カリ 外国人留学生及び日本語教育プログラム外国人留学生が日本人学生と共に日本語に
リキュラムを検討し，整備する。 キュラムの整備を継続する。 より受講する授業３科目を継続実施した 【25】。

【20】 【20】 ○「国際化拠点整備事業（グローバル30 」の推進組織として，国際教育院を設置）
優秀な外国人学生等の大学院への入学 留学生向けの広報資料等及び留学説明 し，英語による授業等の実施体制の構築や，留学生受け入れに関する体制の整備，

を促進するために，本学が外国の大学と 会について，必要に応じ見直し，さらな 戦略的な国際連携の推進等，我が国を代表する国際化拠点の形成の取組を支援する
の間で相互に設置しているリエゾンオフ る充実を図る。 体制を整備した 【27】。
ィス等を通して，人材確保のための積極
的な広報活動に努める。 ○国際教育院において，従来から実施している大学院の一部のコースに加え，英語

のみの授業で卒業・修了できるコースの具体的なカリキュラムの策定を開始した。
【21】 【21】 【26・27】

実践的外国語教育，情報技術を効果的 学務審議会において，全学教育におけ
に活用する能力向上に対応できるカリキ る外国語教育及び情報教育について，学 ○全学部・研究科学生を対象とした東北大学短期共同研究留学生受入プログラム C（
ュラムを編成する。 生による授業評価等により点検を行い， OLABS）を開始した 【26】。

さらなる充実を図る。

【22】 【22】 ○学生相談所，保健管理センターと学部・研究科における学生支援組織との連携に
学問的・社会的な必要性や時代のニー 学務審議会において，基盤となる全学 よる，部局学生支援相談担当者による４回の協議会を実施した。また，医学部・医
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ズを踏まえ，高校教育・学部専 教育のカリキュラム及び授業内容を点検 学系研究科では，学生相談所との連携のもとに「学生なんでも相談室」を設置し，
門教育及び大学院教育との連携を考慮 し，さらなる充実を図る。 支援を必要とする学生に個別対応を行った 【30】。
し，理工系・生命科学系・人文社会科学
系の学生に共通で必須な基盤科目を充実 ○川内北キャンパス講義棟の全面改修を実施し，耐震補強及び視聴覚機材等の更新
する。 を行ったほか，同キャンパスの厚生施設を全面改修するなど，キャンパスアメニテ

ィの向上に努めた 【35】。
【23】 【23】

多様な学術領域を網羅する豊富な視野 学務審議会において，学生による授業 ○若手研究者に対し，実務応用力，人間力及び実践力を培うとともに，そのキャリ
を修得させるため，全学教育審議会が責 評価等を基に，全学教育のカリキュラム アの形成を支援することにより，産業界の発展に貢献することができる広い視野と
任を持ってカリキュラム編成を行う。 及び授業内容を点検し，さらなる充実を 創造力を持つ人材を育成することを目的として 「高度イノベーション博士人材育，

図る。 成センター｣を設置し支援充実に努めた 【38】。

【24】 【24】
実践的外国語教育は，CALL(Computer 平成１５年度から導入した実践英語教

Assisted Language Learning)システム 育用の機械システム（ ）の更新のCALL
の活用を図り，TOEFL，TOEIC等の国際的 準備をすすめる。
に通用する評価基準を重視するととも
に，必要に応じて実践英語教育をアウト
ソーシングすることを検討する。

【25】 【25】
短期留学生と日本人学部学生の英語に 前年度までの実施状況等を踏まえ，外

よる合同授業の実施や，長期留学生と日 国人留学生と日本人学生のための英語に
本人学生の共通授業の充実 よる合同授業及び共通授業の充実を継続
を図る。 する。

【26】 【26】
留学生に対する日本語論文の指導，多 前年度までの実施状況等を踏まえ，外

様なニーズに対応できる新しい日本語教 国人留学生に対する日本語論文の指導，
育プログラムの開発等，留学生の日本語 新しい日本語教育プログラムの開発等及
教育の充実を図るとともに，英語による び英語による試験・授業・研究指導の充
試験・授業・研究指導の拡大を図る。 実を継続する。

【27】 【27】
必要に応じて，専門分野の英語指導を 前年度までの実施状況等を踏まえ，専

行うとともに，英語による講義のみで大 門分野の英語指導と英語による講義のみ
学院修了に必要な単位を確保できる制度 で大学院修了に必要な単位を確保できる
を整備する。 制度の整備を継続する。

【28】 【28】
グローバルな視点に立つ倫理観を修得 前年度までの実施状況等を踏まえ，グ

させるため，専門課程教育におけるカリ ローバルな視点に立つ倫理観を修得させ
キュラムを充実する。 るための専門課程教育におけるカリキュ

ラムの整備を推進する。

【29】 【29】
全学教育のティーチング・アシスタン 学務審議会において，前年度までの実

ト（TA）制度，TAの研修制度及びその評 施状況を踏まえ， 制度のさらなる改TA
価システムを平成18年度を目標に整備を 善を図る。
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図る。

【30】 【30】
「門戸開放」の理念推進に伴う多 各学部及び各研究科において，部局学

様な学生の入学に対応するため，学生が 生支援相談担当者制度を引き続き実施し
十分な修学ができない場合には，カウン 充実を図る。また，学生相談所，保健管
セリング指導教員による個別指導を行 理センターと学部・研究科における学生
う。 支援組織との連携強化を継続する。

【31】 【31】
学科・学部の枠を超えた聴講と単位互 各学部において，前年度までの実施状

換等の教育課程の柔軟性を高めるととも 況等を踏まえ，学科及び学部の枠を超え
に，意欲のある学生には弾力的に大学院 た聴講と単位互換等の教育課程の柔軟性
修士課程の授業を聴講させ，単位認定で を高めるシステムのさらなる整備を図
きるようなシステムを整備する。 る。

【32】 【32】
第一線の研究を推進する教員による最 各研究科において，前年度までの実施

高水準の先端的教育を行い，教員と学生 状況等を踏まえ，研究科間の連携による
の双方向の議論を活性化するために，研 カリキュラムの相互調整，単位互換等の
究科間の連携を密にして，カリキュラム さらなる充実を図る。
の相互調整，単位互換等を進める。

【33】 【33】
法科大学院・公共政策大学院・会計大 ３つの専門職大学院において，これま

学院の専門職大学院においては 「研究 での教育効果等の検証に基づく改善を加，
者」教員による高度の理論教育を行うと えながら，さらに積極的に実務家教員に
ともに，相当数の「実務家」教員を任用 よる実践を重視した授業を展開する。
して，実践を重視した授業を展開する。

【34】 【34】
学生が関心を持ち理解できる授業を実 各学部及び研究科において，前年度ま

現するため，講義・演習・実験・フィー での実施状況等を踏まえ，講義・演習・
ルドワーク等の多様な授業形態を設定す 実験・フィールドワーク等，多様な授業
る。 形態のさらなる充実を図る。

【35】 【35】
各種視聴覚機器の利用やコンピュ 各学部及び研究科において，前年度ま

ータ等のメディアを利用した教育環境を での実施状況等を踏まえ，メディアを利
充実させるとともに，情報リテラシー教 用した教育環境の充実に努めるととも
育 情報倫理教育等を全学的に実施する に，情報リテラシー教育，情報倫理教育， 。

等のさらなる充実を図る。

【36】 【36】
教員研修（ファカルティーデベロップ 学務審議会において，東北大学全学教

メント）の中心的な課題として授業方法 育教員研修（ ）を実施し，さらなるFD
等の改善に取り組む。 授業方法等の改善に取り組む。

【37】 【37】



- 82 -

東北大学

ISTUの大学院講義を活用したカリキュ 各研究科において，前年度までの実施
ラムの整備に努める。 状況等を踏まえ， の大学院講義をISTU

活用したカリキュラムのさらなる整備を
進める。

【38】 【38】
大学院では，国内外の企業や研究機関 各研究科において，前年度までの実施

に短期間赴き，研修等を行うインターン 状況等を踏まえ，インターンシップ制度
シップ制度の充実を図る。 のさらなる充実を図る。

【39】 【39】
指導法の改善を図るために，各部局単 学務審議会，各学部及び研究科におい

位や全学レベルで学生の授業評価を参考 て，前年度までの実施状況を踏まえ，授
に，授業改善のシステムの確立を図る。 業改善システムのさらなる充実を図る。

【40】 【40】
学生の理解度，応用力等の項目別にき 各学部及び研究科において，前年度ま

め細かな成績評価を行うため，厳正かつ での実施状況等を踏まえ，厳正かつ公平
公平な成績評価基準を整備し 公表する な成績評価基準のさらなる整備を図る。， 。

【41】 【41】
学生の多様なニーズに適応し得る柔軟 各学部及び研究科において，前年度ま

なカリキュラムを編成し，成績優秀な学 での実施状況等を踏まえ，学生の多様な
生の期間短縮卒業や他学部の基礎専門教 ニーズに適応し得るよう柔軟なカリキュ
育科目を全学教育科目として聴講できる ラムのさらなる整備を図る。
ようにする。

【42】 【42】
平成18年度を目標に，TOEFL，TOEIC等 各学部において，前年度までの実施状

の国際的に通用する検定試験において一 況等を踏まえ，外国語検定試験による単
定以上の得点を得た学生に対しては，相 位認定制度のさらなる整備を図る。
応の単位を認定する制度の整備に全学的
に努める。



- 83 -

東北大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

③ 教育の実施体制等に関する目標

○教員組織の充実に関する基本方針中
・第一線の研究を担う研究者が学生を直接指導することにより，研究中心大学にふさわしい質の高い高等教育を行う。期
・学部・研究科は，総合的な知の拠点として研究所等の連携協力を得て，人間・社会，自然について，人類の発展に必要な広範な学問分野の教育を行う。目
・世界に開かれた大学として，外国人の教員任用を含め教員採用の多様性と開放性の確保に努める。標
・男女共同参画社会形成のため，大学が担うべき使命を果たす教育体制，男女共同参画支援体制の充実を図る。
○高度情報型教育システムの実現に関する基本方針
・大学院生の増加や学生の多様性に対応するきめ細かい教育を実施するために，教育支援体制を強化する。
・新規メディアの活用により，教授方法・学習方法の改善を図る。
・学務事務のIT (Information Technology)化を進め，効率的で学生が利用しやすい仕組みの充実を図る。
○授業評価，学習評価に関する基本方針
・学生等による授業評価の有効性と限界を十分に踏まえた上で，その適切な利用により教育の改善を図る。
・教員の教育・評価技術の全体的な向上を図る。
・自己点検・評価，外部評価，大学評価・学位授与機構等の各種の評価結果を有効に利用し，教育改善を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【43】 【43】 「教育の実施体制等に関する目標」に係る中期計画及び年度計画は，全て予定通り
学士課程教育の改善のため 「大学教 高等教育開発推進センター改革推進本 進捗し，所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要は，次の，

育研究センター」の整備充実を図る。 部において作成した３報告書の提案に基 とおり。
づき，管理運営体制，戦略的研究，人材
開発等に関して具体的な改革に着手す ○高等教育開発推進センター改革推進本部による報告書の提案に基づき，センター

。 ， ， ，る。 の具体的な改革を行った 管理運営体制では センター長補佐会議 教授連絡会議
教員会議の３会議を基礎に，円滑なセンター運営を行い，補佐会議が運営のリーダ

【44】 【44】 ーシップをとる体制を構築した。戦略的研究においては，大学院生対象FDプログラ
学部・研究科と研究所等との連携によ 各学部及び研究科等において，前年度 ム開発（PFFP）の企画をセンター全体で取り組む戦略研究と位置づけ，具体化構想

り，教育力の強化を図る。 までの実施状況等を踏まえ，学部・研究 を練り上げて，平成22年度実施の特別経費予算内示を得た。人材開発では，センタ
科と研究所等との連携により，教育力の ー全教員参加の「教員会議」を正式に意見交換の場と位置づけ，これを活用して教
さらなる強化を図る。 員定年延長問題，教員のメンタルヘルス等のテーマによるFDを実施した。また，22

年３月には，文部科学省から「教職員の組織的な研修等の実施機関」として教育関
【45】 【45】 係共同利用拠点に認定された 【43】。

多様な人材による先端的かつ広範囲な 各学部及び研究科において，前年度ま
高等教育を実践するため，優れた人材を での実施状況等を踏まえ，国内外を問わ ○ディスティングイッシュトプロフェッサー（教育，研究，社会貢献などの分野で
国内外から教員として受け入れる。 ず優れた人材の任用を通じて最先端の教 先導的な役割を担う教授で，各分野におけるトップレベルの卓越した専門知識に基

育活動を展開し，さらなる充実を図る。 づき極めて高い業績を上げ，本学で育まれた「Challenge(挑戦) 「Creation(創」，
造 「Innovation(革新 」という３つのキーワードを基軸とした研究マインドを）」， ）

【46】 【46】 備えた人物として全部局から選抜された教授）30人による「異分野クロスセッショ
優秀な大学院生をTAとして採用し，教 前年度までの実施状況を踏まえ，引 ン」講義を開設した。本講義では，展開される異分野のクロスセッションから，横

育研修を受講させる。 き続き 採用と教育研修を推進する。 断的視野，横串的視野，学際的視野など多くを学び取ってもらい，21世紀にふさわTA
しい視野と能力を醸成してもらうことを目指し，奥行きの深い30の異なる専門の，
極めて広範囲な異分野の話題を連続的に提供した 【44】。

【47】 【47】
教育に対する責任体制を明確にするた 各部局において，必要に応じて管理運 ○優れた教育上の業績を有する本学の教員を教養教育に専念又は従事させる教養教
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め，教育研究を主とする教員と管理運営 営体制の整備を図り，教員間の適切な役 育特任教員制度を制定し，22年４月より就任する教員３名を選考した【48】
に携わる教員等の適切な役割分担の工夫 割分担の工夫に努める。
に努める。 ○附属図書館本館の開館時間を平日は８時から22時，土・日・祝日は10時から22時

まで延長するとともに，２万２千冊（学生１人当たり1.2冊）の学生用図書の整備
【48】 【48】 を行った 【53】。

効果的・効率的な教育研究体制の実現 各学部及び研究科において，前年度ま
のため，一定期間，教育あるいは研究の での実施状況等を踏まえ，教員間の分業 ○自動発行可能な証明書の種類を追加（在学証明書（英文 ・成績証明書（和文））
いずれかに重点を置くなど，教員間の分 体制のさらなる整備を図る。 ・成績証明書（英文 ・卒業／修了見込証明書（英文 ）し，ほとんどの証明書が） ）
業体制の工夫に努める。 自動発行可能となった 【55】。

， ，【49】 【49】 ○全学教育において 個別の成績分布データをWeb上で閲覧できるようにしており
ジェンダー教育体制の充実のため，東 必要に応じて受講学生の要望等を調査 平成21年度からは，より視覚的に比較できるよう数値データとともに棒グラフを並

北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）を して，内容等を精査する。 列させる様式に変更した 【56】。
活用するとともに，全学教育などにおけ
る「ジェンダー学」の積極的導入，国内 ○学務審議会評価改善委員会及び教務委員会において，授業評価結果の活用，学生
外の研究機関・地方公共団体等との連携 ・学部からの要望に対する対応並びに授業改善を組織的及び教員個人として行うた
を図る。 め，全学教育科目に関する課題検討PDCAサイクルを策定した 【57・58】。

【50】 【50】 ○大学評価・学位授与機構による中期目標期間評価の教育・研究の現況調査表の評
講義等の教育活動で高い評価を受けた 学務審議会において，前年度までの実 価結果の比較検討を評価指標に取り入れた部局評価の実施により，教育実施体制等

教職員の顕彰制度（総長教育賞）等を整 施状況等を踏まえ，教育活動で高い評価 の改善を促進した 【59】。
（ ）備する。 を受けた教職員の顕彰制度 総長教育賞

等のさらなる整備を図る。 ○東北大学インターネットスクール(ISTU)の利用方法に関する研修会を，平成21年
度に2回開催した 【60】。

【51】 【51】
学際的な科学技術の進展，学生の多様 各学部及び研究科において，前年度ま

化による補習的な教育の必要性，遠隔地 での実施状況等を踏まえ，ＩＴ技術，新
からの即時的な学習要求等に柔軟に対応 しいメディアを活用した教育方法（高度
するため，ＩＴ技術，新しいメディアを 情報型の教育システム）のさらなる工夫
活用した教育方法（高度情報型の教育シ に努める。
ステム）の工夫に努める。

【52】 【52】
ISTUの実践を始めとする，講義科目の 各学部及び研究科において，前年度ま

電子情報化・授業方法の改善等を積極的 での実施状況等を踏まえ， の実践ISTU
に行い，社会人もアクセス可能なインタ を始めとするインターネットによる講義
ーネットによる講義を充実させる。 のさらなる充実を図る。

【53】 【53】
図書館機能の拡充を図るために，開館 情報リテラシーに関して，前年度まで

時間の延長，学生用図書の整備，学習支 の実施状況を踏まえ，ウェブサイトから
援情報のデジタル化，情報リテラシー教 の情報提供のさらなる充実を図る。
育の支援，情報検索システムの整備を図
る。

【54】 【54】
遠隔講義・少人数講義に対応する施設 各学部及び研究科において，前年度ま

の整備を図る。 での実施状況等を踏まえ，遠隔講義・少
人数講義に対応する施設のさらなる充実
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を図る。

【55】 【55】
学生に対する修学上のサービス向上の 学務審議会において，前年度までの実

ために，学内の学務事務システムを統合 施状況等を踏まえ，学生に対する修学上
し，事務情報処理環境の一元化を図る。 のさらなるサービス向上を図る。

【56】 【56】
学生の学習到達度を適正に測定するた 学務審議会において，前年度までの実

め，教員研修等を通じて，教員の適切な 施状況を踏まえ，教員の適切な成績評価
評価方法の改善に努める。 方法の改善に努める。

【57】 【57】
必要に応じて学生等による授業評価を 各学部及び研究科において，前年度ま

導入し，学部長・研究科長等は，その結 での実施状況等を踏まえ，学生による授
果を授業担当教員にフィードバックす 業アンケートの実施とアンケートに基づ
る。 き授業等を改善する方策のさらなる充実

を図る。

【58】 【58】
不適切な教育指導，学生の学習不足等 各学部及び研究科において，前年度ま

が生じないように，各部局は教員の教育 での実施状況等を踏まえ，自己点検，学
活動，学生の学習到達度について，自己 生の授業評価，学内外者による評価等の
点検，学生の授業評価，学内外者による さらなる充実を図る。
評価等を積極的に行う。

【59】 【59】
外部評価，自己評価の結果を踏まえ， 各学部及び研究科において，前年度ま

各部局は教育の実施体制の改善を図る。 での結果と外部評価・自己評価による点
検を踏まえ，教育の実施体制のさらなる
改善を図る。

【60】 【60】
教育能力向上のために，ITの多様な利 学務審議会及び高等教育開発推進セン

用法を含む教員研修を企画・実施する。 ターにおいて，前年度までの実施状況を
踏まえ， の多様な利用法を含む教員IT
研修のさらなる充実を図る。

【61】 【61】
教員研修の内容充実のため，模範授業 学務審議会，各学部及び研究科等にお

についての研究会への教員の参加を促す いて，前年度までの結果を踏まえ，教員
とともに，定期的に相互に授業参観する 研修の内容充実のためのさらなる工夫に
等の工夫に努める。 努める。

【62】 【62】
仙台地区・東北地区の大学間における 学務審議会において，前年度までの結

単位互換制度の充実を図る。 果を踏まえ，大学間における単位互換制
度のさらなる充実を図る。
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【63】 【63】
学部教育と大学院教育の連続性や学際 各学部及び研究科において，前年度ま

的な素養，グローバルな視点に立つ倫理 での実施状況等を踏まえ，グローバルな
観の養成に必要なカリキュラムを編成す 視点に立つ倫理観の養成に必要なカリキ
るため，学部と研究科の連携教育体制を ュラムを編成するための学部と研究科の
整備する。 連携教育体制のさらなる整備を図る。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

④ 学生への支援に関する目標

・学生の履修相談・進路相談，心身全体の健康維持等への支援体制を整備・拡充する。中
・きめ細かい修学指導や生活指導を組織的に行うことによって，学生の人間形成を支援し，意欲の喚起や学習支援の充実を図る。期
・恩恵的援助ではなく，教育サービスの観点に立つ経済的支援を進める。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【64】 【64】 「学生への支援に関する目標」に係る中期計画及び年度計画は，全て予定通り進捗
教員と学生との対話機会を増やしきめ 各学部及び研究科において，前年度ま し，所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要は，次のとお

細かい履修指導や進路指導を行うための での実施状況等を踏まえ，きめ細かい履 り。
「指導教員制」を整える。 修指導や進路指導を行うための指導教員

制のさらなる整備を図る。 ○全学の支援相談体制整備の視点から，学生相談所等の全学窓口における支援相談
の人材の充実を課題として検討を行い，学生支援審議会の下に専門委員会を設けて

【65】 【65】 全学学生相談のネットワークを強化することとした。また，医学部・医学系研究科
学習面に関するアドバイザー制・チュ 各学部及び研究科において，前年度ま において，学生相談所との連携のもとに「学生なんでも相談室」を設置し，臨床心

ーター制・TA制度を充実させる。 での実施状況等を踏まえ，学習面に関す 理士資格を持つ相談員１名を週１日配置した 【66】。
るアドバイザー制，チューター制及び

制度のさらなる充実を図る。 ○保健管理センターでは，新型インフルエンザに感染した学生及び職員に対する全TA
学的な窓口を設置し，相談及び治療に当たった。学生相談所及び保健管理センター

【66】 【66】 では，昨年度に引き続き，７月及び12，１月にキャンパスにおけるハラスメント問
学生に対する支援相談のための適切な 前年度までの状況を踏まえ，支援体制 題，自殺対策や発達障害学生の支援，事件・事故への危機対応等，学生のメンタル

人材確保に努める。 のさらなる充実を図る。 ヘルスをテーマに各学部・研究科の学生支援相談担当者等が参加する「東北大学に
おける学生相談・学生サービスの展開を考える研究会」を実施した。また，学生相

【67】 【67】 談所は，学生の自殺防止に取り組む部局において昨年に続けて学年別，専攻別に学
学生がインターネットで相談できるシ 前年度までの状況を踏まえ，引き続き 生対象のメンタルヘスル講話を実施，教員FDにおいてもメンタルヘルス失調学生の

ステムの構築を進める。 充実化を図る。 指導の留意点に関する講演を行った 【68】。

【68】 【68】 ○学生相談所では，各学部及び各研究科と協働して，年度初めのオリエンテーショ
学生の心身の健康に関して，大学病院 前年度までの状況を踏まえ，引き続き ン，１年次対象の予防授業及び学部・研究科主催の講演会等の機会を利用して，予

と連携しつつ保健管理センター，学生相 大学院生のメンタルヘルスをテーマに含 防観点から，カルト宗教・悪質商法への対応策，ハラスメント問題への理解と対応
談所等が行う各種の事業やプログラムへ む 学生相談・学生サービス研究協議会 について，正課外及び正課教育による支援プログラムを実施した。また，寮生活で「 」
の支援体制の充実を図る。 を実施する。 生じる問題への予防を意図して，教育・学生支援部学生支援課による日本人学生－

留学生混住寮アドバイザーの会合に助言者としての関与を開始した 【70】。
【69】 【69】

学生の修学相談，進路相談，自己形成 前年度までの状況を踏まえ 引き続き ○学友会組織見直しワーキンググループを設置し，学友会の新組織体制案をとりま， ，
過程における，いわゆる「落ち込み」に 学生相談所と部局学生支援相談担当者と とめた。また，体育部単独の個人賞であった学友会長賞について，新たに規則を制
対する支援を行う。 の連携によって適応上の問題を抱えた学 定し，文化部所属学生も受賞対象とし，学友会の活動のさらなる活性化を促した。

生に対する支援に努める。 さらに，課外活動施設整備検討ワーキンググループにおいて，課外活動施設の現状
と問題点を調査，分析し，今後の整備方針等について報告を行った 【72】。

【70】 【70】
各種生活相談等に関しては，学生相談 前年度までの状況を踏まえ，支援プロ ○平成20年度に作成した「特別優待生制度策定プロジェクト・チーム報告書」を踏

所が中心となって支援プログラムを展開 グラムを引き続き実施する。 まえ，海外及び国内の国公私立大学における特別優待生制度を調査し，具体化に向
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し，関係各部局はこれに協力する。これ けて検討を進めた 【73】。
らの支援活動は，予防という観点からも
一層の充実を図る。

○日本語研修教育に関する実施責任体制について関係規程等の整備を行い，国際交
， 。【71】 【71】 流戦略室日本語研修教育運営委員会を設置し 留学生への支援体制の充実を図った

セクシュアルハラスメント，アカデミ 前年度までの状況を踏まえ，引き続き 【75】
ックハラスメントに関する相談は，予防 全学的連携による予防活動を行う。
の観点からも全学的協力体制を更に充実 ○法学研究科では，クロスナショナル・ドクトラル・コース（シェフィールド大学
させる。 （イギリス ，リュミエール・リヨン第２大学（フランス ，ENS-LSH（フランス ，） ） ）

清華大学（中国 ，国民大学（韓国）等の海外連携機関と共同で運営する博士課程）
【72】 【72】 （後期３年の課程 ）を設ける等，各研究科において，ダブルディグリー制度の拡）

学生の社会性を涵養するために，学友 学友会の更なる活性化のための組織の 大に努めた 【76】。
会文化部・体育部を中心とした部活動の 見直しを図るとともに，全学的視点から
一層の発展を図る。 新キャンパス移転整備計画と連携しなが ○文部科学省「グローバル30事業」の一環としてサスティナブル環境学国際コース

ら課外活動施設の整備・充実を推進す を開設し，アジアからの留学生への学費支援を伴う教育・研究指導を実施した 【7。
る。 6】

（ ） （ ），【73】 【73】 ○清華大学 中国 との共同教育プログラム及び国立中央理工科学校 フランス
優秀な人材の確保のために，授業料支 「国際高等研究教育院」において選抜 国立応用科学院リヨン校（フランス）とのダブルディグリープログラムについて参

援等の特別優待生制度を創設する。 した「修士研究教育院生」及び「博士研 加研究科の拡大を図った 【76】。
究教育院生」に対し，論文発表，学会発
表支援等本学独自のインセンティブ付与 ○留学希望者向けホームページの多言語化（英語，中国語，フランス語，ドイツ語
等の経済支援を引き続き行う ３年目 版 ，留学生を対象とした入学後オリエンテーションの実施，留学生向けハンドブ（ ）。 ）
また 「特別優待生制度策定プロジェク ックの内容充実等の施策を通じ，留学生支援の充実を図った 【77】， 。
ト・チーム」による検討を踏まえ，新た
な支援体制の具体化を進める。

【74】 【74】
社会人を対象とするリカレント教育， 各学部及び研究科において，前年度ま

生涯学習等の持続的学習の場を提供する での実施状況等を踏まえ，さらなる充実
プログラムの整備を進める。 を図る。

【75】 【75】
留学生へのサービスの充実や国際交流 国際交流センターを含めた国際交流関

を促進するために，全学の国際交流事業 係組織のもとで，必要に応じて日本語研
の推進・支援を行う中核組織として，国 修教育を整備する。
際交流センター機能を整備する。

【76】 【76】
留学生を含む，多様な学生の学力・関 多様な学生の学力・関心，進路に対応

心の変動，進路に対応した教育プログラ するように教育プログラム，外国人留学
ムの充実を図る。 生プログラムのさらなる充実を図る。

【77】 【77】
留学希望者の本学への応募について， 留学希望者向けＨＰ情報，入学後の留

来日・入学等の諸手続きが円滑に進むよ 学生オリエンテーション，ハンドブック
うな全学的な支援体制を整える。 について，さらなる充実を図る。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
研究に関する目標(2)

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

○研究水準・研究成果等に関する基本方針中
・研究中心大学として，人類の発展に必要な，人間・社会，自然に関する学術研究活動を行い，新たな知識・技術・価値の創造に努め，人類の福祉と社会の発展期

。 ， ， ，目 に貢献する この目的に向け 国立大学法人として総合的な研究推進の施策を定め 広範な基礎的研究を基盤とした世界水準の先進的な専門領域における研究
新たな学術領域における研究を推進し，優れた成果の創出に努める。標

○研究成果の社会への還元に関する基本方針
・大学の研究が広く社会の知的財産形成に資するものであることに鑑み，研究水準の向上を積極的に進めつつ，研究課題の社会との関係の把握と研究成果の社会

還元に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【78】 【78】 「研究水準及び研究の成果等に関する目標」に係る中期計画及び年度計画は，全て
総合大学として学術研究活動を展開す これまでの取組について必要に応じて 予定通り進捗し，所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要

るにあたり，大学院研究科・研究部は， 見直しを行いつつ，引き続き多様な運用 は，次のとおり。
大学院教育に関連する専門分野の学術研 形態で教育研究活動を推進する。
究を推進し，成果の創出とこれを取り入 ○前年度までに引き続き，領域横断的研究教育拠点として，グローバルCOEプログ
れた高度専門教育による人材育成を目指 ラムに採択された拠点と国際高等研究教育機構が連携し，新たな学術領域の創出を
す。附置研究所等は，学術研究の重要性 図った 【80】。
を基に定められた設置の主旨に沿って高

（ ） ， ，度研究を推進して成果を創出するととも ○ 独 理化学研究所と新たに協定を締結するとともに NTTとの協定については
に，互いに連携してプロジェクト等を積 新たにNTT東日本を加えた３者協定に発展させて締結し，共同研究等を推進した。
極的に展開し，新たな学術領域の開拓と 併せて，これまでの協定先と運営委員会や技術交流会の開催等により，連携協力を
進展を図る。学内共同教育研究施設は， 推進し，結果的に大型の共同研究契約に結びついた 【81】。
教育研究，成果の社会還元，大学の安全
・リスク管理等，大学の使命達成に必要 ○リエゾン機能を含めた産学連携体制の強化を図るため，これまで空席となってい
な全学に共通の重要なミッションを持 た産学連携推進本部副本部長を置き，リエゾン機能の充実を図った。国際連携部に
ち，全国，学内，地域等多様な運用形態 ついては，前年度に引き続き，非常勤の国際弁護士を配置し国際産学連携の推進体
で教育研究活動を推進する。 制を強化した 【83】。

【79】 【79】 ○WPIにおいて融合研究の一層の推進を図るため，Fusion Research提案制度を取り
各教育研究組織はその設置主旨の下 これまでの取組について必要に応じて 入れ，26件（PI間8件，若手間18件）の融合研究に対して戦略的にスタートアップ

に，教員の自由な発想と独創性に基づく 見直しを行いつつ，管理運営や施設・設 資金を配分した。また，海外主任研究者(PI)所属の研究機関から，若手研究者を1
研究を活発かつ継続的に推進する。学長 備の整備に努める。 ～3ヶ月程度本機構に派遣させ，本機構の研究者と交流させることにより，若き頭
をはじめ役員会等は，客観的な評価に基 脳の世界的な流れの中に本機構を位置づけるGI3（Global Intellectual Incubatio
づく運営方針に沿って，組織・運営の見 n and IntegrationLaboratory）プログラムを開始した 【84-2】。
直しや改組・新設等を図るとともに，大
学として高い実績を有する高度基礎研究 ○東北大学機関リポジトリ（TOUR)に学位論文，紀要・学術論文等，東北大学の教
を支援し，組織の長と連携してさらに卓 育・研究成果を４千件新規登録した 【88】。
越した成果を得ることができるよう，管

，理運営や施設・設備の整備に努める。 ○大学情報データベースと機関リポジトリとの連携自動化に係る機能改修を行い
21年６月より本学HPの研究者紹介からTOURに登録された論文へのリンクを開始し

【80】 【80】 た。また，非常勤研究員の業績をデータベースに登録するための機能改修及びEAST
人類社会が直面する重要課題の解決に これまでの取組について必要に応じて （東北大学医療ポータルサイト)との連携を図るための機能改修を行い，研究者デ
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役立つ社会・人間科学 医療・生命 食 見直しを行いつつ，引き続き新たな学術 ータベースのさらなる充実を図った 【88】， ， ， 。
情報通信，物質・材料，エネルギー・環 領域の創出に努める。
境等に関する領域横断的課題を研究する ○大学情報データベースを活用し，WEBシステム「研究シーズ集」を整備すること
ため，柔軟かつ機動的な研究体制の充実 により，企業等への研究情報提供を一層推進した。
に努め，新たな学術領域の創出を図る。 また，学内研究者向けに，研究者が新たな学術研究を創出するうえでの参考情報と

して，WEBサイト内で検索されたワードの履歴の提供を開始した 【89】。
【81】 【81】

包括的研究協力のシステム等を整備し これまでの取組について必要に応じて ○東北大学の教育研究活動を国際的に広く紹介することで多くの優秀な研究者・学
て，公正なルールの下に本学内外の組織 見直しを行いつつ，引き続き柔軟かつ機 生が本学に集い，もって本学の研究水準の一段の向上に資することを目的に，中国
との共同研究を推進し，学術研究の動向 動的な研究プロジェクトの推進を図る。 ・上海交通大学，中国・東北大学，インドネシア・バンドン工科大学で「東北大学

」 ， ，や社会ニーズに応じた柔軟かつ機動的な デイ を開催し グローバルCOEの拠点リーダー等による研究成果の紹介等を通じ
研究プロジェクトの推進を図る。 研究成果の社会還元及び国際発信等を推進した 【90】。

【82】 【82】 ○東北大学イノベーションフェアin仙台を前年度に引き続き開催（本学からは55件
本学の基礎・応用研究の中から学外の これまでの取組について必要に応じて のブースと11件のプレゼンテーションを実施）した。また，七十七銀行との共催講

評価に基づいて拠点候補に認定されたプ 見直しを行いつつ，国際研究拠点機能の 演会や，文部科学省からの受託事業である戦略展開事業に関して，国際産学連携シ
ロジェクト研究を強化し，国際研究拠点 一層の充実に努める。 ンポジウム（東京大手町サンケイプラザ）を開催し，本学の研究成果等の発信に努
機能の一層の充実に努める。 めた 【90】。

【83】 【83】 ○平成20年度に実施した学生を対象とした大学院調査について分析を進め，平成22
研究成果の産業化を目指す開発研究を これまでの取組について必要に応じて 年２月に報告書を刊行し，その過程で全学を対象としたシンポジウムを開催した。

重点的に行うセンター，寄附講座・部門 見直しを行いつつ，リエゾン機能の支援 また，教員調査結果については，学会発表・講演や論文による成果発表を行い，報
の設置を進め，リエゾン機能の支援の下 の下に応用研究を推進する。 告書を作成し，キャリア開発に寄与する 方策について提言を行った 【87】FD 。
に応用研究を推進する。

○発明等の出願，権利化の実現に向けて（株）東北テクノアーチ（TLO)と連携し，
【84】 【84】 共同研究，受託研究，技術移転などを継続して推進した。

21世紀COEプログラム等，実績と組織 これまでの取組について必要に応じて 平成21年度の共同・受託研究等の受入件数は，対前年度比4.8％増であった。発明
編成構想に基づいて評価認定された基礎 見直しを行いつつ，引き続き基礎的研究 届等は500件に上り，また，出願件数は488件，権利化件数は66件であった。TLOに
的研究領域の研究推進と組織構築を重点 領域の研究推進と組織構築を重点的に行 よる技術移転等実績件数は，40件であり，研究成果の社会還元を図った 【91】。
的に行う。 う。

【84-2】 【84-2】
世界トップレベル研究拠点「原子分子 拠点推進のため継続的に占有スペース

材料科学高等研究機構」において，革新 の拡充を図るとともに，融合研究推進の
的な高度実用材料の創出に係る研究の推 ための設備投資等環境整備の充実を図
進とそのための組織整備を重点的に行 る。
う。

【85】 【85】
未来情報産業創生等，本学の研究成果 これまでの取組について必要に応じて

を踏まえ産業界が特に期待し大型研究資 見直しを行いつつ，産業界が特に期待す
金が投入されるような研究課題とその展 るような研究課題とその展開をより積極
開をより積極的に推進する。 的に推進する。

【86】 【86】
知的クラスター計画等，学外の評価に これまでの取組について必要に応じて

より，本学の地域貢献への適格性が明ら 見直しを行いつつ，地域貢献に資する研
かとなった研究課題とその展開を推進す 究のさらなる展開を目指す。
る。
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【87】 【87】
学術領域の変化等に対応する大学教育 年度に学務審議会 において実20 WG

システムの開発に関する研究を展開す 施した大学院生調査の分析を進めるとも
る。 に， 年度実施した教員調査結果を踏20

まえ，キャリア開発に寄与する 方策FD
を検討する。

【88】 【88】
国内及び国際学術会議への研究成果の 大学情報データベース，機関リポジト

発表 学会誌への論文投稿を活発に行い リ（ ）を活用した研究科等の研究， ， TOUR
研究成果の社会還元を図る。 成果，学会発表等を引き続き積極的に行

う。

【89】 【89】
研究情報の発信と包括的研究協力等に 大学情報データベースの研究者データ

基づく研究のさらなる展開のために，本 の充実を推進する。
学研究者の個人研究・組織研究の成果に
関するデータベースの整備に努める。

【90】 【90】
公開講座，公開シンポジウム等を開催 これまでの取組について，必要に応じ

し，研究成果の公表に努めるとともに， 見直しつつ，準備状況に応じて成果の実
各種学術団体の主催する研究成果の実用 用化プログラムの実施を進める。
化プログラムへの参画に努める。

【91】 【91】
未来科学技術共同研究センター，先進 これまでの取組について必要に応じて

医工学研究機構等の研究組織，及び技術 見直しを行いつつ，研究成果の社会還元
移転機関（TLO）等と連携して，東北大 を図り，迅速な社会貢献に努める。
学産学連携ポリシーの下に研究成果の社

， 。会還元を図り 迅速な社会貢献を目指す

【92】 【92】
研究水準・成果の向上のために，一元 各部局は必要に応じて大学情報データ

化した研究情報データベース等を用い ベース等を活用して自己評価を行い，そ
て 定期的に自己評価を実施・公表する の結果を公表する。， 。

【93】 【93】
各教育研究組織は，専門領域ごとに研 国立大学法人中期目標期間評価結果等

究活動とその成果に関する定期的な自己 の各種評価結果を分析し，今後の活動へ
評価・外部評価を通じて，国内及び国際 の反映について検討を進める。
的水準での成果の把握に努め，結果を公
表するとともに，外部からの客観的意見
等の把握に努める。

【94】 【94】
多様な尺度から見た本学各組織の活動 国立大学法人中期目標期間評価結果等

・成果の実態把握のために，多様な外部 の各種評価結果を分析し，今後の活動へ
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評価機関の評価活動の協力に努める。 の反映について検討を進める。

【95】 【95】
研究成果 特許の成立・活用状況等は 研究成果の社会への発信・情報公開に， ，

インターネット等を通じて情報公開する ついて，引き続き充実を図る。
とともに，定期的に市民講座，公開シン
ポジウム等を開催して社会への周知・活
用を図る。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
) 研究に関する目標(2
② 研究実施体制等の整備に関する目標

○研究者等の配置の基本方針中
・広範な学術領域を網羅する知の拠点である総合大学として，学問と社会の動向に一体的に対応し，設備の共同利用，人事交流等を機動的に行うことができるよ期

うな運営体制を整備する。目
・国際的に卓越した教育研究目標を達成するために，国内外から豊かな資質・優れた能力を持つ多様な研究者等を，組織の機能と規模に応じて適切に配置する。標
・研究者等の職制は教授，准教授，講師，助教，助手及び技術職員を基本とし，さらに，必要度と研究能力に応じて，客員教授，その他必要な職制を設ける。
○研究環境の整備に関する基本方針
・研究環境の整備，とりわけ研究に必要な設備の整備と開かれた活用環境及びその維持体制を整える。
・研究成果がその特質・特性に応じて速やかに社会貢献につながるシステムを整え，研究者や学生にとって励みのある研究環境を創出する。
・知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する全学的仕組みを充実する。
○研究の質の向上システム等に関する基本方針
・総合的な知の創造拠点として，研究科，研究所等は各々の目的に向けて活発な研究活動を展開し，成果を公表するとともに，新たな学術研究を創出する。
・学内外の多様な評価結果を効果的に活用し，常に研究の質の向上を図る。
・全研究者の成果を一元化した研究業績情報に関するデータベースを整備し，新たな領域横断的研究課題の計画策定等に活用するなど，研究活力を継続的に向上

させる。
・学内共同教育研究施設等が，学部・研究科・附置研究所等と密接な連携を取りつつ，教育研究活動の強化・発展に資する体制を作るとともに，学内外の情勢や

実績評価によって機動的に研究施設等を新設・改廃する等，柔軟な運用制度を確立する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【96】 【96】 「研究実施体制等の整備に関する目標」に係る中期計画及び年度計画は，全て予定
学術領域の特性に配慮しつつ，新たな 必要に応じて見直しを行うとともに， 通り進捗し，所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要は，

発展領域等に対し人的資源等の戦略的配 人的資源等の戦略的配置，学内外の人事 次のとおり。
置に努めるなど，学内外の人事交流・共 交流など緊密な研究連携を推進する。
同研究及び緊密な研究連携を推進する。 ○技術職員の能力向上，適正配置を目的として総合技術部を設置した 【97】。

【97】 【97】 ○前年度までに引き続き，総長裁量経費を原資として，若手研究者の萌芽的研究に
各種資格の保有等の専門性を重視する 指針に基づく技術職員の採用に努め 対し研究費を支援する「若手研究者萌芽研究育成プログラム」を実施した 【102】。

選考基準に基づいて，特殊技術や情報処 る。
理支援等，大学運営に欠かせない技術職 ○「東北大学における設備整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に供す
員の採用に努める。 る設備12件を整備した。また，本学における主要なプロジェクト研究を高度化する

ことを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログラム」を推進し，共同利用
【98】 【98】 に供する設備２件を整備した 【104】。

各学術領域の特性に応じ，任期制の適 各部局は，引き続き教育研究の発展に
切な運用を含めて，教育研究の発展を可 資する任用形態の多様化・最適化に必要 ○学術雑誌・電子ジャーナル及び二次情報データベース等の学術情報について分野
能にする任用形態の多様化・最適化に努 な検討を行い，それに基づき教員の採用 別（人文・理工・生命）の共同購入の枠組みを設け，新規タイトルの導入等を柔軟
める。 に努める。 に調整できるようにした 【106】。

【99】 【99】 ○安全保障輸出管理体制を整備するため，全学的な検討委員会及び安全保障輸出管
研究資金の基本は競争的資金とする。 これまでの研究基盤経費の傾斜配分方 理室（専任の事務スタッフ３名）の設置により，本学に適応した組織体制，手続等

運営費交付金から配分する研究基盤経費 法等について，必要に応じて見直しを行 について集中的に検討を行い，安全保障輸出管理規程及び同細則を策定するととも
については，研究科等の教育研究の特性 う。 に，安全保障輸出管理体制をスタートさせた 【107】。
に応じ，透明性のあるルールを定め，そ
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れに基づく傾斜配分を行う。 ○世界的視点から本学の教育研究活動等を捉え発展につなげるため，欧州大学協会
機関別評価プログラムを受審した。その際，重点的評価項目として「融合研究の促

【100】 【100】 進」を揚げている 【109】。
全学の戦略的研究プログラムや，各部 これまでの取組について必要に応じて

局における競争的研究プロジェクト等を 見直しを行いつつ，外部研究資金の導入 ○部局評価において，20年度に受審した大学評価・学位授与機構による中期目標期
推進するため，外部研究資金の導入を積 を積極的に進める。 間評価の教育・研究現況評価結果について，他大学の同分野との比較や課題に対す
極的に進める。 る今後の対応に関する検討を評価指標として取り上げた 【109】。

【101】 【101】 ○「教育情報基盤センター」を設置し，本学における教育の情報化及び情報教育に
外部資金のオーバーヘッドは，大学本 これまでの取組について，必要に応じ 関する研究開発及び支援を行うとともに，教育上の情報システムに関する管理運用

部と所属組織に戦略的に配分し，研究基 て見直し，大学本部及び所属組織に対し を一元的に行い，教育の高度化及び学生サービスの充実を図った 【111】。
盤整備，研究支援事務，知的財産の保護 戦略的配分を積極的に推進する。
・活用等，組織の研究インセンティブ付 ○電子光理学研究センター，ニュートリノ科学研究センターの２施設を新たな学内
与のための経費に充てる。 共同教育研究施設として設置した 【111】。

【102】 【102】 ○中国代表事務所との密接な連携のもと，上海及び瀋陽において「東北大学デイ」
競争的資金の一部を用いて若手研究者 引き続き競争的資金及び総長裁量経費 を開催し，研究・教育交流促進のために，本学の研究成果の積極的な広報等を行っ

の育成を行うほか，優秀な大学院生をＴ 等による若手研究者の支援制度の充実に た 【112】。
Ａ，リサーチ・アシスタント（ＲＡ）に 努める。
雇用するなど，大学院生に対する経済的 ○大学間協定締結校等との相互交流を推進し，本学の研究成果の積極的な伝達等を
支援や教育研究機会の充実に努める。 通じて，国際共同研究等の推進を図った 【112】。

【103】 【103】 ○AEARU(東アジア研究型大学協会)総会ならびに理事会をホストしたほか，浦項工
大学評価・学位授与機構による各部局 中期目標期間評価への取組を踏まえ， 科大学（韓国 ・南京大学（中国）と共同で先端材料科学ワークショップを開催す）

の教育研究に対する評価結果を，中期計 部局評価の評価項目，評価方法，予算配 るなど，国際学術交流を推進した 【112】。
画における大学の研究戦略策定や予算の 分方法を必要に応じて見直し，評価の充
配分に反映させる仕組みの構築を図る。 実に努める。 ○「グローバル30事業｣への採択を契機として，ロシアにおける海外大学共同利用

事務所の設置やロシアとの全学交流推進を目的にロシア交流推進室を設置するな
【104】 【104】 ど，海外機関との学術交流の組織的推進が図られた 【112】。

外部資金による研究プロジェクトの獲 引き続き外部資金の獲得に向けて努力
得及び共同研究・受託研究の実現に努 し，設備の充実に努める。
め，設備の充実を図る。研究期間終了後

， 。は 部局内有償利用等によって活用する

【105】 【105】
大型コンピュータ，情報ネットワーク 前年度までの実施状況等を踏まえ 先，「

システム等の償却以前に旧式化する物件 端研究施設共用イノベーション創出事
については，リース方式，全学的な調整 業」等を活用し，機器のさらなる整備及

， 。の下での利用者負担制度等を導入し，使 び維持管理 計画的な運用の充実を図る
用料による計画的な維持管理を図るとと
もに，適切な時期に教育研究機能強化を
達成する機種更新が可能となるような計
画的な運用に努める。

【106】 【106】
図書館が中心となって研究活動に必要 前年度までの取組について必要な見直

な学術刊行物・電子ジャーナル及び二次 しを行いつつ，学術情報を体系的・計画
情報データベース等の学術情報とその利 的に整備する施策の推進に努める。
用環境を，全学的調整の下で体系的・計
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画的に整備する。

【107】 【107】
研究推進・知的財産本部に特許及びプ 学内の啓蒙活動及び特許出願の充実に

ログラム，データベース著作権等創作物 努めるとともに技術移転等については，
の著作権の扱いを集約し，知財管理運用 一層の体制整備の充実に努める。
規則（仮称）に基づく運用を図る。知的
財産の活用に当たっては「活用の早期実
現」を柱とし，技術移転機関，科学技術
振興事業団，民間企業等複数の利用開示
手段の充実に努める。

【108】 【108】
研究活動の質を向上させるため，部局 各部局では，必要に応じて独自のサイ

等の単位で，それぞれの特性と役割を考 クルで自己評価・外部評価を行う。
慮して研究活動の評価指標等を設定し，
自己評価，外部評価等により研究活動の
評価を行う。

【109】 【109】
外部評価機関等による客観的評価結果 研究の質の向上を図るため，国立大学

との整合性等にも留意し，研究の質の向 法人中期目標期間評価の結果を検討し，
上につなげる改善策を織り込んだ計画を その反映について検討を進める。
各部局が作成し，即応的改善を図る。

【110】 【110】
本学に設置されている全国共同利用施 引き続き一体的な運営体制の充実を図

設 学内共同教育研究施設等については りつつ，本学の教育研究活動の強化・発， ，
現在教育研究上で果たしている役割に基 展に資するため全国共同利用施設，学内
づいて，サービス機能を含む教育研究の 共同教育研究施設等の見直しを行う。
質の向上を目指す改善や再編・拡充を図
る。

【111】 【111】
本学全体としての教育研究機能強化の 引き続き一体的な運営体制の充実を図

ために，特化された目的を持って設置さ りつつ，本学の教育研究活動の強化・発
れた 学内共同教育研究施設等について 展に資するため全国共同利用施設，学内， ，
中期計画期間中の適切な時期に学外の専 共同教育研究施設等の見直しを行う。ま
門家を加えた評価等の結果を参考に，再 た，中期目標期間中に実施された評価の
編・拡充を図る。 結果を検討する。

【112】 【112】
研究者個人による国際的活動と合わせ 中国代表事務所の活動のさらなる発展

て，組織的に国内外との共同研究の促進 に向けた検討を継続するとともに，他地
を図るため，本学の海外拠点としてリエ 域への海外オフィス設置について必要に
ゾンオフィスを整備し，学術協定締結機 応じて準備等を進める。
関との研究情報交換，共同研究の相互提
案等の交流活動を積極的に推進する。
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【113】 【113】
国内外の共同研究を促進するために， 国内外の共同研究の促進を図るため

公的機関や財団等による研究公募情報の に，引き続き公的機関・財団等による研
学内への周知と，研究者個人による学術 究公募情報を学内へ周知する。
団体等における学術交流活動の推進と合
わせて，全国の研究所・施設・センター
等の活用を図る。

【114】 【114】
教育研究組織別，専門分野別に検索で 大学情報データベースの研究者データ

きるように，全研究者の研究成果を一元 の充実を図る。
化した研究者情報データベースを整備・
拡充する。

【115】 【115】
領域横断的分野を含め質の高い研究の これまでの取組について必要に応じて

推進のため，研究者情報データベースシ 見直しを行いつつ，学内共同教育研究施
ステムと，学際科学国際高等研究センタ 設の活用に努める。
ー，未来科学技術共同研究センター，そ
の他の学内共同教育研究施設の活用に努
める。

【116】 【116】
研究推進・知的財産本部等が共同プロ 大学情報データベースの研究者データ

ジェクトを企画する等により全学の戦略 の充実を図る。
的研究体制の充実を図るため，研究者情
報データベースを活用する。

【117】 【117】
研究者の自己研鑚を図るため，研究 大学情報データベースの研究者データ

者情報データベースの中で公開に支障の の充実を図る。
ない部分を，研究者の研究情報として社
会に公開し，積極的に評価・支援を受け
る。

【118】 【118】
全国共同利用施設を含む学内共同教育 必要に応じて見直しを行い，各施設等

研究施設等は，本学の教育研究活動の強 の運営体制のさらなる充実を図る。
化・発展に資するため 「教育基盤施設，
群」及び「学術基盤施設群」に大別し，
それぞれについて一体的な運営体制の充
実を図る。

【119】 【119】
21世紀COEプログラム終了後の研究組 国際高等研究教育院を通じ，国際拠点

織として 国際高等研究教育拠点 仮称 の継続的発展を支援する。， （ ）
を設置して国際拠点の継続的発展を支援
する。
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【120】 【120】
柔軟で効率的な教育研究体制の充実の これまでの取組について必要に応じて

ため，学内外の教育研究環境の変化，社 見直しを行いつつ，施設の新設・再編や
会の要請，評価等に基づいて，施設の新 拡充に努める。
設・再編や拡充に努める。



- 98 -

東北大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
) その他の目標(3
① 社会との連携，国際交流等に関する目標

・第一線の研究を基盤とする高等教育によって，中核的人材や指導的人材を養成し社会に貢献する。中
・先端的な研究成果を世界に発信するとともに，独創的な応用研究の成果を，社会と連携して産業化につなげる。期
・市民への開放講座，インターネットによる教育を始め，教育活動による社会貢献を積極的に進める。目
・大学の知的財産を有効に活用するため，新技術開発や技術移転を支援する体制を整備･強化する。標
・国外の優秀な研究者を専任又は客員の教員等に積極的に任用することによって，高度な教育研究の国際拠点づくりを進める。
・東北大学と大学間交流協定等を締結している国外の高等教育研究機関等を通して，優秀な外国人留学生を積極的に受け入れて教育する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【121】 【121】 「社会との連携，国際交流等に関する目標」に係る中期計画及び年度計画は，全て
公開講座，公開シンポジウム，オープ 各学部及び研究科等において，これま 予定通り進捗し，所期の成果を達成することができた。年度計画の進捗状況の概要

ンキャンパス等を通して，地域住民との での取組について，さらなる進展を目指 は，次のとおり。
相互理解に基づく文化的な交流を図ると し，地域住民との相互理解に基づく文化
ともに，本学の教育研究活動の公開を積 的な交流の継続的な拡充を図る。 ○東北大学機関リポジトリ（TOUR)と大学情報データベースの連携を図り 「東北，
極的に推進する。 大学研究者紹介」ページからTOURに収録された学術論文へのリンクを開始した 【1。

22】
【122】 【122】

図書館・総合学術博物館等やインター 機関リポジトリのさらなる進展を目指 ○これまでの検討の結果から，技術移転機関（TLO）については，外部一体型の東
ネット・情報メディアを活用して，本学 し，収録コンテンツの充実に努めるとと 北地域の広域TLO を継続することとした。また，TLOの活動の拠点について，これ
が保有する学術資料や研究成果等を広く もに，前年度までの取組について必要な までの青葉山キャンパスに加え，TLO分室を星陵キャンパスに確保し，無償で貸付
社会に公開するとともに，小・中・高校 見直しを行いつつ 施策の推進に努める けることによりその活動を支援することとした 【124】， 。 。
生を対象とする総合学習，体験学習，出
前授業及び社会人を対象とした生涯学習 ○富県宮城推進会議への総長の参画や自動車産業人材育成事業及び高度電子機械産
等の支援に努める。 業人材育成事業に本学教員が協力･支援しているほか，各種委員として参画し，産

学官連携を推進した 【125】。
【123】 【123】

企業研究者等を対象とする専門分野の これまでの取組について必要に応じて ○東北大学イノベーションフェアin仙台を開催した（10月 。また，産学連携推進）
有料短期セミナー等を開催して，社会人 見直しを行いつつ，社会人の能力向上を 本部のホームページについて，利用者の使いやすさを目指してリニューアルした。
の能力向上を支援する。 支援する。 【126】

， （ ）【124】 【124】 ○ベンチャー起業化の一層の強化を図るため 東北イノベーションキャピタル 株
研究成果の社会への還元を図るため， 大学と との関係について，引き と定期的に実務担当者の意見交換を行った。また，国際的な産学連携体制整備のたTLO

技術移転機関への出資を検討し，その活 続き技術移転の促進と業務の効率化等に め，海外法務支援の人材を確保したほか（４月 ，国際的産学連携の推進に資する）
用に必要な措置をとる。 ついて連携・協力を進める。 人材育成を図る観点から，８月及び12月に本学及び東北地区の各大学等職員向け研

修会の企画・実施や，２月にはアメリカで開催された海外研修（AUTM）へ担当職員
【125】 【125】 を参加させるなど，教職員のキャリアアップを図った 【127】。

社会貢献の効果的な推進を図るため， 社会貢献の効果的な推進を図るための
民間企業・地方公共団体・政府等組織と 仕組みや取組について，引き続き体制の ○コーディネーターが業務に専念できるよう事務支援体制を整備するとともに，シ
の連携のための仕組みを整備する。 整備に努める。 ンポジウム，イベントに積極的に参加させ，研究成果のPRを始めとして，研究シー

ズ，企業ニーズを収集し，事業化・起業化の支援業務の充実を図った。
【126】 【126】 これらの活動により，JSTのシーズ発掘試験における採択数の増加や，事業化・起

研究推進・知的財産本部を中心とし これまでの取組について必要に応じて 業化の推進に繋げることができ，その実績から，本学のコーディネーターが，JST
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て，産学連携促進計画の立案や研究情報 見直しを行いつつ，新技術開発・技術移 主催の第１回イノベーションコーディネータ表彰で「奨励賞」を受賞することにな
等の公開を推進するとともに，未来科学 転等の支援を図る。 った。また，本学主催の国際産学連携に関する研修会では，平成20年度に87名，平
技術共同研究センターと連携して，新技 成21年度に112名（第１回に74名，第２回に38名）の産学連携担当職員が，全国か
術開発・技術移転等の支援を図る。 ら出席するなど，国内全体のスキルアップ事業化等を含めた支援体制の一層の充実

に貢献した 【127】。
【127】 【127】

教員の研究成果の事業化を推進するた これまでの取組について必要に応じて ○本学は，これまで，地域の産業集積計画に対して積極的に貢献してきた。本学の
め，教員・技術職員のキャリアアップを 見直しを行いつつ，教員の研究成果の事 研究成果を活用し，集積区域における人材育成，企業立地の促進，国内中小企業の
含め専門的なコーディネーターを配置す 業化を推進する。 高付加価値型産業への転換を図ることに寄与するためのインフラとして 「地域企，
る等の支援策の充実を図る。 業立地促進等共用施設整備費補助金」により 「産学連携産業技術研究拠点（NICH，

eⅡ期棟 」を竣工した （平成22年３月 【128】） 。 ）
【128】 【128】

地域を含む学内外との連携により，産 これまでの取組について必要に応じて ○産学官連携ラウンドテーブルでの協力関係を背景として 「TOHOKUものづくりコ，
業化支援体制，実用化研究・企業化支援 見直しを行いつつ，産業化支援体制，実 リドー（医療機器関連産業分野 「医療・健康機器市場への参入促進 「医療・）」， 」，
体制の充実を図る。 用化研究・企業化支援体制の充実を図 健康福祉産業群創出」の施策と連携し，さらに発展させ，医療・創薬の関連産業を

る。 振興するとともに，東北地方が医療・創薬の関連企業の新たな集積地となることを
目指す「東北先進医療研究開発連携拠点（TAMRIC 」構想について，科学技術振興）

【129】 【129】 機構の「地域産学官共同研究拠点整備事業」の採択を受け，整備に取りかかった。
地域の公私立大学等との単位互換制度 各学部及び研究科において，前年度ま 【128】

を活用し，ISTUの利用促進，特殊な講義 での実施状況等を踏まえ，地域の公私立
の共有化や分担の推進を図る。 大学等との単位互換制度を活用し ○文部科学省の大学改革推進事業の戦略的大学連携支援事業として採択された 仙， ，「ISTU

の利用促進，特殊な講義の共有化や分担 台圏所在大学等の連携を強化・拡充することによる相互的及び総合的発展 （申請」
のさらなる推進を図る。 担当大学は東北学院大学）において 「単位互換事業」としての「学都仙台単位互，

換ネットワーク」をより一層発展させるために 「遠隔授業システム」を導入し，，
【130】 【130】 所属する大学に居ながら，他の大学の科目を受講することができるシステムを構築

本学が大学間交流協定等を締結してい 国外の高等教育研究機関等との研究者 した。平成20年度には参加全大学がシステムの調達及び調整を完了し，平成21年度
る国外の高等教育研究機関等との研究者 ・学生の交換，海外フォーラムの開催， には，実際に各大学が授業を収録し，他大学から収録した授業を視聴する試行を実
・学生の交換，本学の海外フォーラムの 英語版ホームページ充実の取組みについ 施した 【129】。
開催，英語版ホームページを充実させて て，さらなる充実を図る。
本学の研究教育活動を紹介することによ ○AEARU年次総会を平成21年12月にホスト開催し，本学の国際的プレゼンスの更な
り，優秀な研究者・学生の本学への受け る向上を図った。また，本学の研究・教育活動等を紹介するパンフレット，ホーム
入れを促進するとともに，国際研究協力 ページの充実による情報発信を通じ，優秀な研究者・学生の受け入れに資した。
を一層推進する。 さらに，上海，瀋陽（ともに中国 ，バンドン（インドネシア）において学術交流）

協定校との密接な連携のもとに「東北大学デイ」を開催し，グローバルCOE拠点リ
【131】 【131】 ーダー等による研究成果の紹介や留学相談会等を実施し，優秀な研究者・学生の本

本学に在籍する研究者・学生の国際交 引き続き，データベースの構築・活用 学への受け入れを促進した 【130】。
流を積極的に進めるため，国際交流に関 や語学研修の充実等支援体制を計画的に
するデータベースの構築・活用，相互リ 行う。 ○AEARUが主催する学生向けサマープログラムに学部学生３名を派遣し 東アジア，
エゾンオフィスの活用，支援体制の充実 地区の研究型大学からの参加学生との交流を行った。また，APRUが主催する学部学
等を図る。 生向けサマープログラムに学部学生２名を派遣し，環太平洋地区の先端的大学から

の参加学生と交流を行った。さらに，地球規模な問題について考えることを通じた
【132】 【132】 人材育成等に資することを目的として，平成21年１１月に国連大学と共同で「国連
英語による授業・学位取得課程の増設 国際的な単位互換の制度化 共同教育 大学グローバルセミナー第８回東北セッション」を開催し，本学学生26名を参加さ， ， ，

国外の大学との単位互換の制度化，ISTU 共同研究指導の取組みについて，更なる せ，学生交流を実施するとともに，本事業を一般公開し，社会貢献にも資した 【1。
等の情報メディア・インターネットを活 整備を図る。 30】
用した国外の高等教育研究機関との共通
講義の開設や共同研究指導の推進を図 ○優秀な学生への支援を目的とした「東北大学外国人留学生総長特別奨学生」制度
る。 を創設したほか，留学生支援関連組織との有機的連携を通じ，留学生支援のワンス

トップサービス化を進めた。
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また，国際交流に関するデータベースの構築・活用及びメンテナンスを継続的に
【133】 【133】 実施し，国際交流に資する情報の体系的整理を推進した。

国際交流に関する全学的な企画審議会 必要に応じて国際交流戦略の見直しや さらに，事務職員及び技術職員を対象とした語学研修（英語及び中国語）を引き
を設けて，本学の国際交流の目標の明確 目標実現のための方策等を検討する。 続き実施し，本学に在籍する研究者・学生への支援体制の一層の拡充を図るととも
化・見直し，目標を実現するための戦略 に文部科学省及び日本学術振興会が実施する職員の海外研修に事務職員を派遣する
の立案を恒常的に行う。 等，国際交流関連業務に従事する職員の資質向上を一層図った 【131】。

【134】 【134】 ○海外の大学とのダブルディグリープログラムの組織的推進のため，博士課程にお
従来留学生支援を主任務としてきた留 引き続き，国際交流センターの機能の けるダブルディグリーの制度化について国際共同教育小委員会等で検討を行い ダ，「

学生センターを発展させて，本学の国際 拡充を図る。 ブルディグリー・ガイドライン」を制定し，全学に通知した 【132】。
交流全般を推進・支援するセンターに再
編・整備する。 ○国際交流戦略室において，国際担当のみならず，教育担当及び研究担当の理事・

副学長等を室員に任命し，国際研究協力・留学生交流はもとより，研究・教育に係
【135】 【135】 る総合的な国際戦略の立案・調整・実施を強力に推進するための恒常的な体制を整

国際研究協力支援と留学生支援の事務 必要に応じて見直しを行いつつ，さら えた 【133】。
組織を一元化し，国際交流をより総合的 なる事務組織の効率化及び任用等に努め
・効率的に推進するとともに，国際交流 る。 ○国際交流センターの更なる充実策等について，調査・検討するワーキンググルー
を支援する高度の識見・能力を有する要 プを新たに設置するとともに，留学生支援体制をより拡大強化するため，国際交流
員の国内外からの任用に努める。 戦略室のもとに日本語研修教育運営委員会を設置し，国際交流センター日本語研修

コースの充実を図った 【134】。

○文部科学省「グローバル30事業」推進のために国際教育院を設置し，高度な識見
及び研究・教育能力を有する人材を国際公募・任用し，事業推進体制を整備すると
ともに，英語で学位取得可能なコースの新設・拡充のための検討を行った。また，
ロシアとの全学交流を推進するロシア交流推進室を設置して，関係部局の教員を任
用し，関係部局との有機的な連携による交流推進のための体制整備を図った。

さらに，国際化に対応した高度な事務体制を整備するため，英語のネイティブ・
スピーカーを国際公募し，国際交流課と留学生課に各１名配置したほか，海外との
連携を推進することを目的に国際交流課にスタッフ２名を増員する等，国際交流の
推進体制を強化した 【135】。
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大学の教育研究等の質の向上Ⅱ
その他の目標(3)

② 附属病院に関する目標

・東北大学病院は，全学的に推進される医学・歯学及び生命科学研究の成果を実践する学際的拠点として発展させる。中
・生命力に溢れた２１世紀の健康社会実現のため，質の高い医療を提供し，将来の医療を担う専門性を有する医療従事者及び指導者を養成する。期
・管理運営体制を見直し，病院経営の効率化，経営改善に努める。目

標

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

（平成20年度の実施状況概略）【136】
医療サービスの向上を維持し 平成20年度診療報酬点数改定に対応するために,診療報酬改定の影響等を作

つつ，経営の効率化と自己収入 成し，説明会を実施した。経営の効率化及び自己収入の確保については，事業
の確保に努める。 計画を各診療科等から提出させヒアリングを実施し，増収及び経費削減等に関

し実効性の高い計画を選定し実施した。また，患者のアメニティサービスの向
上を目的に「患者満足度調査」及び「接遇研修」を実施したほか，患者等から
の苦情・福祉・医療相談等の相談窓口の一本化を推進した。

医療サービスの向上，患者アメニティサービスの向上に努めるとともに，診
療報酬改定への的確な対応，種々の経費削減や増収策により経営の効率化と自
己収入の増加を図っており，中期計画は十分に実施されていると判断される。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【136】

医療サービス向上を図りつつ，経費削 【136】
減及び増収が可能な事業を調査･検討し 平成21年度事業計画を各診療科等から提出させ，ヒアリングを実施，経営戦，
可能な事案から速やかに実施することに 略企画会議において，審議・検討のうえ，増収及び経費削減等に関して実効性
より自己収入の確保を図る。また，引き の高い計画を優先的に選定し実施した。平成21年度についても患者のアメニテ
続き患者アメニティ，サービス向上に努 ィ，サービスの向上を目的に「患者満足度調査」を11月に実施したほか，外部
める。 講師を招いて接遇研修を２回（11月）実施した。また，患者等からの苦情・福

祉・医療相談等の相談窓口の充実を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【137】
地域医療機関との連携推進等 平成16年６月に「適切な医療を推進する為に地域医療機関等との密接な連携

により，地域に開かれた病院作 を推進し，あわせて患者及び患者の家族への各種医療相談，退院支援・在宅医
りを目指すため，メディカルIT 療支援のサービス等を行うこと」を目的として地域医療連携センターを設置す

， ， ，センターを活用して医療管理情 るとともに 専任職員を配置し メディカルＩＴセンターと連携を図りながら
報の効率化に努める。 紹介患者の予約受付，診療情報の提供，退院支援など，地域医療機関や患者等

への支援を積極的に展開した。また，地域医療連携センターは，講演会開催，
種々の情報誌の発行，がん連携拠点病院との緊密な連携など，地域医療におけ
る大学病院の役割を果たす取組みを積極的に推進した。平成２０年度には，相
談支援強化を目的としたＭＳＷの増員 「東北大学病院市民公開講座｣の開催，
など，地域との連携の充実を図るとともに，メディカルITセンターと共同で開
発した｢後方支援システム」の機能を向上させ，医療管理情報の効率化を推進
した。

これらの取組みにより，中期計画は十分に実施されていると判断される。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【137】
地域医療連携センターを中心に，メデ 【137】

ィカル センターと連携して，地域医 一般市民に本院の診療内容を広く公開し，機能分化の促進につなげることをIT
療連携のさらなる機能充実を図る。 目的に平成20年度から実施している「東北大学病院市民公開講座」を6月及び1

0月に企画開催した。
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広報誌「With 「診療案内」等を定期的に発行し，県内の医療機関に配付」，
した。

「顔の見える連携」を推進するため，連携医療機関への訪問を平成22年2月
以降実施した。

また，病病，病診連携を図ることを目的に，地域医療連携協議会を平成22年
2月に開催した。

（平成20年度の実施状況概略）【138】
各種臨床実習・講義等の充実 平成16年度に設置したスキルズラボ（臨床能力開発訓練室）を積極的に活用

や教育研究施設の充実を図り， した学生実習，研修医等へのACLS（二次救命措置 ，BLS（一次救命措置）講）
， ， 。指導的臨床研究者養成に努め 習会等の実施や各種講習 セミナー等を通じ 指導的臨床研究者養成に努めた

る。 また，平成20年度には，文部科学省の大学病院連携型高度医療人養成推進事業
に採択され，東北地方の連携大学病院，地域の関連医療機関と連携し，高度な
専門医養成システムを構築することを目的としたキャリアパス支援センターを
設置したほか，外部医療機関等から受講生を受け入れて，がん専門薬剤師研修
等の各種研修を実施した。

よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【138】
卒後臨床研修センターと総合診療部が 【138】

主体となって，スキルズラボの有効利用 引き続き，卒後研修センターと総合診療部が主体となって，スキルズラボの
の促進を図るとともに，継続して臨床実 有効利用の促進を図った。また，研修医のためのステップアップセミナー及び
習・講義等の充実を図る。 内科合同カンファランスを月１回実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【139】
， ，指導的医療人養成のために， 平成16年度以降 卒後研修センターの設置や専任教員の配置などの組織整備

， ， 。臨床研修必修化に対応した教育 研修システムの構築 連携・責任体制の明確化など 教育体制の整備を図った
体制の整備に努める。 平成20年度には 文部科学省の大学病院連携型高度医療人養成推進事業に 東， 「

北高度医療人キャリアパス支援システム」が採択されたことに伴い，卒後研修
， 。センターに医師キャリアパス支援センターを併設し 特命教授１名を配置した

また，東北大学病院の各診療科の指導医48人を対象に東北大学病院研修指導医
FDを開催した。

よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。

（平成21年度の実施状況）【139】 Ⅲ
東北大学病院初期臨床研修プログラム 【139】

について，より充実した初期臨床研修が 20年度に続き，各診療科及び院外の指導医94名を対象にＦＤを２回実施し，
できるように教育体制を含めたプログラ 資質・能力の向上を図った。また，外科専門医育成コースを立ち上げて募集を
ム，受け入れ体制の改善を図る。また， 開始した。
指導的医療人を養成するため，東北地方
の他大学病院及びその関連研修病院と連
携して，東北地方における専門医の養成
及び確保を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【140】
特定の部局に附属しない大学 設置を予定した高度先進医療センター（仮称）は，全学組織の未来医工治療

病院は，医薬・生命，材料，情 開発センターとして，平成20年２月に病院内に設置した。これにより，全学組
報分野の最新の研究成果の臨床 織として，学内の他の研究科，研究所等との連携を一層円滑にし，また，東北
研究への円滑な移行促進のた 地区のTRネットワークの拠点として臨床研究の推進を図っている。平成20年度
め，関連研究科，研究所，先進 には，東北トランスレーショナル・リサーチ拠点形成ネットワーク協議会を設
医工学研究機構と連携・協力し 置し，外部機関との協力・連携体制を構築した。また，平成20年11月にTRシン
て，高度先進医療センター（仮 ポジウムを開催した。
称）を設置する。 よって，中期計画を上回って実施されていると判断される。

Ⅳ
（平成21年度の実施状況）【140】

引き続き，文部科学省「橋渡し研究支 【140】
援プログラム」に採択された「トランス 平成19年度に採択された橋渡し研究推進プログラムを継続して実施し，平成
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レーショナルリサーチ拠点形成－未来医 22年1月には橋渡し研究などの共同研究を積極的に推進するため，オープンラ
工学治療開発センター－」の業務計画書 ボスペースの公募を行うとともに，平成22年3月には平成20年度に続き，シン
に基づき研究を遂行する。 ポジウムを開催した。

さらに，文部科学省，経済産業省及びNEDO技術開発機構の連携による「橋渡
し研究推進合同事業」において，本学TRセンターを拠点活用することで採択さ
れた課題について研究支援を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【141】
大学病院の機能に配慮しつ 診療体制の充実を図るため病棟及び外来クラークの人員配置の見直しを行っ

つ，一部の医療業務等の外部委 た。また，事業計画ヒアリングを実施し収入増に繋がる実効性の高い計画とし
託，医療従事者等の適切な配置 て，理学療法士・作業療法士の増員によるリハビリ件数の増加，薬剤師増員に
等により，経費削減及び収入増 よる薬剤管理指導業務の拡大，放射線技師増員による強度変調放射線治療の増

。 ， ，加につながる方策を推進する。 加等を実施した また 平成20年度診療報酬点数改正に適切に対応するために
経営戦略企画会議において診療報酬改訂の影響・DPC比較シミュレーション等
を作成し，各診療科毎に説明会を実施した。

よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【141】
前年度までの実施状況を踏まえ，事業 【141】

計画に基づいた人員配置による経費削減 病棟，既存外来及び新外来クラーク(医療事務)の人員配置の見直しを行い，
及び増収策を調査･検討し，可能な事案 診療体制の充実と適切な業務分担を推進した。各診療科等からの事業計画ヒア
から速やかに実施する。また，新外来棟 リングを実施し，経営戦略企画会議において審議・検討のうえ収入増に結びつ
の整備に伴い，診療における機能分化を く実効性の高い計画として，ＰＥＴ２台体制によるＰＥＴ治療の増加，東３Ｆ
進め，効率的な診療体制を検討する。 手術室増設による眼科の手術件数の増加等を実施するため放射線技師及び看護

師の増員を行った。
また，効率的な診療体制の整備の一環として，小児医療センター及び内視鏡

センターを設置した。

（平成20年度の実施状況概略）【142】
病院機能の向上を図るため， 教育・研究・診療と管理運営業務の適切な分担と効率化のための各種委員会

管理運営・教育・研究・診療を の見直しや業務評価制度と任期制の導入，各診療科の評価などを進めた。平成
担う教員の職務分担の検討及び 20年度には，稼動実績等を踏まえたインセンティブ経費の配分及び実際に診療
職員の業績評価体制の整備を推 支援を担う大学院学生への診療従事手当を新設した。
進しつつ，職員の能力向上に努 よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。
める。 Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【142】
前年度までの実施状況等を踏まえ，諸 【142】

手当の検討，人事評価制度への対応を積 周産期救急搬送コーディネーション業務に従事する産婦人科医へ救命救急診
極的に行う。 療手当の適用を行うとともに，危険性の高い業務に従事する手術部看護師，極

めて繁忙な業務に従事する高度救命救急センター看護師及び同センターにおい
て研修を行う初期研修医に対する救命救急診療手当の適用について検討を開始
した。
また，今年度も，看護職員がそれぞれ受講した研修についての自己評価を基に
した看護実践能力開発システムにより各人の看護実践能力の向上を図るととも
に，今年度から施行された職員の人事評価制度において面談を通じそれぞれの
能力向上を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【143】
教育・研究・診療の各分野に 医療倫理に関する体制の検討，講演会等の啓発活動の実施と継続的な見直し

おける医療倫理の確立のため， を行った。平成20年度には，医療倫理に対する関心の一層の向上，医学研究に
倫理委員会の適切な活用に努め おける倫理の考え方の育成を目的に，病院職員のみならず，医学生をも対象と
る。 した，医学系研究科との連携による医療倫理講演会を２回開催した。

よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。

（平成21年度の実施状況）【143】 Ⅲ
倫理委員会を適切に活用するため，臨 【143】

床研究倫理審査の見直しを図る。また， 医学系研究科の第一倫理委員会及び第二倫理委員会並びに本院の治験審査委
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医療倫理の講演会等を企画立案し，実施 員会について，それぞれの役割を明確にすることにより，臨床研究に関する倫
する。 理審査の充実及び迅速化を図った。

また，平成20年度に引き続き医療倫理講演会を平成22年２月に開催した。

（平成20年度の実施状況概略）【144】
医療の安全と質の向上に資す 専任のゼネラルリスクマネージャー等による医療安全に関する院内巡視，安

るため，医療安全推進室及びリ 全衛生管理室及び産業医による職場労働環境に関する巡視を行い，医療安全及
スクマネージャー等を中心に医 び安全衛生環境の整備等に努めた。また，医療安全に関するゼミ研修を実施し
療事故防止体制を一層強化し， た。平成20年度には，医療安全管理マニュアル第５版の改定を行ったほか，新
安全管理を実践する。 設した医療機器安全管理室及び医薬品安全管理室による医療機器の点検，感染

管理室によるICTラウンドをそれぞれ毎月１回定期に実施した。
よって，中期計画は十分に実施されていると判断される。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【144】

専任ゼネラルリスクマネージャー巡 【144】
回，医療安全管理に関する研修会・講演 引き続き，専任のゼネラルリスクマネージャー等による医療安全に関する院
会等について，前年度と同程度の実施を 内巡視，及び医療安全に関する講演会・研修会を実施し，医療安全の推進に努
計画するとともに更に充実させる。 めるとともに，感染対策講演会，感染管理室による定期的なICTラウンドを実

施した。また，安全衛生管理室及び産業医による職場労働環境に関する巡視を
行い，安全衛生環境の整備に努めた。

ウェイト小計
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教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

○教育研究等の質の向上の状況 ③学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況
・全学教育において，履修放棄に係る成績の取扱いを明確化するため，成績評価

区分等を定めた申し合わせ「全学教育科目の成績評価等の取扱いについて」の○教育方法等の改善
①一般教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 見直しを行った。この見直しにより，学生が授業に出席する意識の向上が見ら
・学部学生の英語コユニケーション力を向上させるため，平成19年度に全学教育に れ，また，より適切な成績評価が可能となった。

おける英語カリキュラムの抜本的な見直しを行った。新カリキュラムは，グロー
バリゼーションが常態化した社会における大学教育に課せられた任務の一つとし ④各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況
て，外国語，特に英語のReading，Writing，Listening，Speaking の四技能全般 ・理事・副学長による選考委員会を組織し，大学教育・学生支援推進事業や組織
に優れた学生を育成し，社会に送り出すことであることを再確認した上で策定さ 的な大学院教育改革推進プログラム等の応募に際し理事・副学長による選考委
れ，平成21年度入学者から実施された。 員会を組織し，プレゼンテーション等により申請内容の精査を行い，必要なア

・平成21年４月に教育情報基盤センターを設置し，各種教育情報システムの一元化 ドバイスを行い，プログラム等の充実に努めた。
を図り，より効果的な教育実施体制を実現した。同センターでは，平成22年３月
に実施した実践的外国語教育用CALLシステム及び教育用計算機システムの更新に ⑤他大学等での教育内容，教育方法等の取組の情報収集及び学内での情報提供の
より，特に実践的な外国語教育や情報教育の充実，グローバル化社会への適応力 状況
を修得できるカリキュラムの拡充・改善を進める上での環境が整備された。 ・例年実施される「国立七大学共通教育主幹部局長会議」へ高等教育開発推進セ

・ 基礎ゼミ」担当予定教員を対象としたFDを毎年度11月に実施している。同FDで ンター長が出席し，そこでの主な議題や意見交換内容について，学務審議会に「
は，初めて「基礎ゼミ」を担当する教員を中心に，開講目的等の確認を行うとと おいて報告している。
もに，特に学生からの評価の高かった過去の実践事例を紹介することによって，

○学生支援の充実「基礎ゼミ」の発展充実に努力している。特に平成21年11月に開催したFDでは，
「基礎ゼミ」を実際に履修した学生及び教員とともに学生の指導にあったTAの参 ①学生に対する学習・履修・生活指導・メンタルケアの充実や学生支援体制の改
加を得て 「基礎ゼミ」の更なる発展充実が期待できる内容の濃いFDが実施でき 善のための組織的取組状況，
た。また，講義内容の具体的な表記方法の指導を行った結果，学生の受講希望ク ・全学の支援相談体制整備の視点から，学生相談所等の全学窓口における支援相
ラスが分散し，より希望順位の高いクラスを履修できるようになり，平成21年度 談の人材の充実を課題として検討を行い，学生支援審議会の下に専門委員会を
のクラス分けにおいては，第２希望までのクラスで87.1％の学生が履修すること 設けて全学学生相談のネットワークを強化することとした。また，医学部・医
ができた。 学系研究科に「学生なんでも相談室」を設置し，臨床心理士資格を持つ相談員

１名を週１日配置した。
②学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況 ・学生相談所では，前年度に引き続き，一部の遠隔の学生へのメール相談及びメ
・学務審議会教員研修実施委員会では，次年度の全学教育科目を担当する教員を対 ールによる情報提供などの援助を実施した。

象に 「全学教育FD」を実施している。平成21年度にはテーマを「成績評価のあ ・保健管理センターでは，心身の健康に関するデータを集積し，運営に活用して，
り方」と定め，全体会では，全学教育で優れた成果を上げたものとして総長教育 いる。また，前年度に引き続き定期健診診断でチェックされた高血圧や肥満等
賞を受賞した教員による模擬授業を行った。また，学務審議会基礎ゼミ委員会で の生活習慣病予備群の学生に対する健康相談の充実を図った。成果の一部は平
も同様に次年度授業担当者を対象に「基礎ゼミFD・ワークショップ」を実施し， 成21年９月に開催された第47回全国大学保健管理研究集会（全国大会）で発表
学生から評価の高かった授業の担当教員及び受講学生による授業実践事例を複数 した。さらに，今年度は新型インフルエンザに感染した学生及び職員に対する
件紹介している。さらに，グループ討議となるワークショップに事例紹介教員・ 全学的な窓口を保健管理センターに設置し，相談及び治療に当たった。
学生が参加することにより，授業実施の成功例・失敗例を共有し，特に初めて少 ・学生相談所及び保健管理センター，キャリア支援センターは，通常の学生相談
人数教育 基礎ゼミ を担当する教員にとっては 授業計画の一助となっている 業務，診療業務，キャリア支援業務に加えて，キャンパスにおけるハラスメン「 」 ， 。

， ， ， ，・平成21年１月に全ての大学院生を対象とした学習キャリア，研究状況，必要な能 ト問題 自殺対策や発達障害学生の支援 事件・事故への危機対応 適応支援
力と獲得状況，研究環境，学習・研究の促進要因など多岐にわたった研究・学習 メンタルヘルス等をテーマに，各学部・研究科の学生支援相談担当者等が参加
状況に関する調査を実施した。平成21年10月にこの調査結果から浮かび上がった する「東北大学における学生相談・学生サービスの展開を考える研究会」を実
課題をテーマにシンポジウムを開催するとともに，平成22年２月に『東北大学大 施し，全学的な連携，支援に努めた。また，学生相談所は前年に続けて，自殺
学院生の学習・研究環境に関する報告書』を刊行した。この報告は，大学院教育 防止を目的とした学生対象のメンタルヘルス講話を実施，教員FDにおいてもメ
システムの充実を図るうえでの貴重な基礎資料として大いに活用されている。 ンタルヘルス失調学生の指導の留意点に関する講演を行った。

・学生相談所は，前年に引き続き，年度初めのオリエンテーション，１年次対象
の授業及び学部・研究科主催の講演会等を通して，カルト宗教・悪質商法への
対応策，ハラスメント問題への理解と対応について，支援プログラムを実施し
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た。また，寮生活で生じる問題への予防を意図して，教育学生支援部学生支援課 研究者萌芽研究育成プログラム」を実施し，総長裁量経費による若手研究者の
の職員を日本人学生－留学生混住寮アドバイザーの会合に助言者として出席させ 育成に努めた。
た。 ・多様な人材の育成・確保及び男女共同参画の推進の観点から，特に女性研究者

の採用割合が低い分野である，理学系，工学系，農学系の研究を行う優れた女
②キャリア教育，就職支援の充実のための組織的取組状況 性研究者の養成を加速するため，科学技術振興調整費女性研究者支援システム
・社会情勢の変化や学生のニーズを反映させながら，進路・就職支援プログラムの 改革加速事業として，初年度に当たる21年度には工学系２名，農学系１名の女

発展充実を図った。また，全キャンパスの学生へ向けた情報発信を可能にするた 性研究者を採用し，研究費等の補助を行った。また，女性研究者の能力・職階
めに，キャリア支援センターホームページをリニューアルし，進路・就職支援プ 促進を行うため，学内公募による研究費補助金を配分した。
ログラムの情報提供等を行った。さらに，求人票をウエブ上から見ることができ
るよう キャリア支援情報システム萩 を構築し きめ細かい情報提供を行った ③研究活動の推進のための有効な組織編制の状況「 」 ， 。

・これまでの分析・検討結果を踏まえ 全学教育科目 ライフ・キャリアデザイン ・前年度までに引き続き，領域横断的研究教育拠点として，グローバルCOEプログ， 「 」
や「基礎ゼミ」の発展へ向けた取組を継続して行った。また，学内外に対し，分 ラムに採択された拠点と国際高等研究教育機構が連携し，基礎的研究領域の研
析結果の報告や調査報告書の配布などを通じた情報提供を続けている。 究推進と組織構築を行った。

・ポスドク及び博士後期課程学生を対象に，広い視野と人間力を備え産業界で活躍
できる若手研究人材の育成とキャリアパス支援を行う組織として 「高度イノベ ④研究支援体制の充実のための組織的取組状況，
ーション博士人財育成センター」を平成21年７月に設置した。同センターでは， ・東北大学教育研究高度化支援推進委員会の下，本学における主要なプロジェク
高度技術経営塾による「実務応用力」及び「人間力」の養成，インターン推進室 ト研究を高度化することを目的とした「東北大学教育研究高度化支援プログラ
による「実践力」養成，さらにキャリア支援室による就職支援を進めた。また， ム」を推進し，外部資金獲得に資する戦略的情報を収集するためのスタッフを
全学的な博士のキャリアパス支援体制を構築することを目的に，文部科学省科学 配置するとともに，同情報を学内の教職員に提供するためのWEBシステムを構築
技術振興調整費「イノベーション創出若手研究人材養成プログラム」において， したほか，共同利用に供する設備２件を整備した。また 「東北大学における，
国内外の企業や研究機関等で ３月以上の長期インターンシップにより 実践力 設備整備に関するマスタープラン」に従い，共同利用に供する設備12件を整備， 「 」
を養成する「高度イノベーション博士人材育成プログラムⅡ（長期インターンシ した。
ップ 」を実施し，本学におけるインターンシップ制度の充実を推進した。）

○社会連携・地域貢献，国際交流等の推進
③課外活動の支援等，学生の厚生補導のための組織的取組状況 ①大学等と社会の相互発展を目指し，大学等の特性を活かした社会との連携，地
・体育部単独の個人賞であった「学友会長賞」について規則を整備し，文化部所属 域活性化・地域貢献や地域医療等，社会への貢献のための組織的取組状況

学生も受賞対象とした。また，学友会組織見直しワーキンググループを設置し， ・産学官連携推進会議（京都 ，イノベーションジャパンなど，国や地方公共団）
カテゴリーの整備と組織の見直しを行った。課外活動施設整備検討ワーキンググ 体等が主催するイノベーションフォーラムに積極的に出展するとともに，自主
ループにおいては，課外活動施設の現状と問題点を調査，分析し，新キャンパス 事業である東北大学イノベーションフェアin仙台を前年度に引き続き宮城県の

（ ，移転へ向けた今後の整備方針について報告書を提出した。 財団法人みやぎ産業振興機構と合同で開催 本学からは55件のブースを出展し
11件のプレゼンテーションを実施）した。また，組織的連携協定を結んでいる
七十七銀行と共催講演会「夢を育む」を開催したほか，成果の公開に努めた。
さらに，文部科学省からの受託事業である戦略展開事業に関して，国際産学連○研究活動の推進

①研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況 携シンポジウム（東京）を開催し，本学の研究成果の発信に努めた。
・前年度の部局評価指標に改善を加えた新しい評価指標及び予算の配分方針を策定 ・産学連携推進本部では発明等の出願，権利化の実現に向けて（株）東北テクノ

し部局評価を実施した。評価結果に基づき研究科長等裁量経費の傾斜配分を行っ アーチ（TLO）と連携し，共同研究，受託研究，技術移転などを継続して推進し
た。 た。平成21年度の共同・受託研究等の受け入れ件数は，対前年度比4.8％増であ

・基本方針に基づき，中央枠予算として約13億円（教員人件費の５％相当 ，総長 った。発明届等は500件に上り，また，出願件数は488件，権利化件数は66件で）
裁量経費として約36億円（うち運営費交付金約６億円）を確保した。また，総長 あった。TLOによる技術移転等実績件数は，40件であり，研究成果の社会還元を
裁量経費については 趣旨及び目的の明確化を図る観点から 井上プラン2007 図った。， ，「 」
に則した要求区分に見直しを行うとともに 基盤的経費を 全学的基盤経費 別 ・一般市民に病院の診療内容を広く公開し，機能分化の促進につなげることを目， 「 」（
枠予算）として確保し配分した。中央枠予算は，世界的に顕著な研究実績を有す 的に平成20年度から実施している「東北大学病院市民公開講座」を６月及び10
るユニバーシティプロフェッサーの招聘，戦略スタッフの充実，病院経営への戦 月に企画開催したほか，広報誌「With 「診療案内」等を定期的に発行し，県」，
略的支援，新組織関連（国際高等研究教育機構，医工学研究科等）への支援等， 内の医療機関に配付した 「顔の見える連携」を推進するため，連携医療機関。
引き続き本学としての重点施策へ配分を行った。 への訪問を平成22年１月以降実施した。また，病院と病院，病院と診療所の連

携を図ることを目的に，地域医療連携協議会を平成22年２月に開催した。
②若手教員，女性教員等に対する支援のための組織的取組状況 ・継続的に実施しているサイエンスカフェを，脳科学GCOE「脳カフェ」と共同で
・前年度までに引き続き，若手研究者の萌芽的研究に対し研究費を支援する「若手 実施するなど多彩な内容としたほか，新たに文系分野の楽しさを紹介する「リ
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ベラルアーツサロン を実施し 総合大学として教育研究活動の公開に努力した （NICHeⅡ期棟 」を竣工した （平成22年３月）また，産学官連携ラウンドテ」 ， 。 ） 。
その結果 「脳カフェ」においては200名を超える一般市民が参加し好評を博し ーブルでの協力関係を背景として 「TOHOKUものづくりコリドー（医療機器関， ，
た。また，活動の場を広げ，前年度に引き続き関西地区で開催したほか，今年度 連産業分野 「医療・健康機器市場への参入促進 「医療・健康福祉産業群）」， 」，
は八戸市でも開催するなど企画と実施においてブラッシュアップを図った。 創出」の施策と連携し，さらに発展させ，医療・創薬の関連産業を振興すると

・河北新報社と連携し，仙台市内等の小学校高学年を対象とした出前授業「楽しい ともに，東北地方が医療・創薬の関連企業の新たな集積地となることを目指す
理科のはなし」を実施したほか，読売新聞社と「新型インフルエンザと新興・再 「東北先進医療研究開発連携拠点（TAMRIC 」構想について，本年度の科学技）
興感染症の脅威」と題したセミナーを実施した。 術振興機構の「地域産学官共同研究拠点整備事業」に応募し採択を受け，整備

・百周年記念会館の広報展示ギャラリーにおいて，附属図書館，総合博物館，史料 に取りかかった。
館，植物園等による展示会を開催し，本学の教育研究活動や保有する文化的資源
を多様な手段で一般市民に公開した。 ③国際交流，国際貢献のための組織的取組状況

・本学の教育及び研究内容を紹介し 質の高い留学生・研究者を招致する目的で 東 ・文部科学省「グローバル30事業」推進のために国際教育院を設置し，高度な識， 「
北大学デイ」を開催することとし，平成21年12月に中国・上海交通大学，平成22 見及び研究・教育能力を有する人材を国際公募・任用し，事業推進体制を整備
年３月に中国・東北大学及びインドネシア・バンドン工科大学において開催し した。
た。これら「東北大学デイ」は，大学間学術交流協定校の協力と支援を得て，実 ・ロシアとの全学交流を推進するロシア交流推進室を設置して，関係部局の教員
施国政府機関幹部，近隣大学の研究者・学生等も対象として，大規模に開催し， を任用し，関係部局との有機的な連携による交流推進のための体制整備を図っ
本学の国際プレゼンスのさらなる向上等に資するものとなった。 た。

・国際化に対応した高度な事務体制を整備するため，英語のネイティブ・スピー
②産学官連携，知的財産戦略のための体制の整備・推進の状況 カーを国際公募し，国際交流課と留学生課に各１名配置したほか，海外との連
・平成21年６月に産学連携推進本部に副本部長を配置したほか，国際的な産学連携 携を推進することを目的に国際交流課にスタッフ２名を増員する等，国際交流

。 ， ，体制整備のため，海外法務支援を行う人材を確保するとともに，国内での研修会 の推進体制を強化した また 国際交流センターのさらなる充実策等について
の企画・実施やアメリカでの海外研修（AUTM）に職員を派遣し，教職員のキャリ 調査・検討するワーキンググループを新たに設置した。
アアップを図った。また，新たに12件の寄附講座・研究部門を設置した。

・ 特許」に関しては，毎月の評価部会にて，㈱東北テクノアーチの技術移転活動 ④附属病院，附属学校の機能の充実についての状況「
状況等を参考にしながら，より活用の可能性のある案件を厳選し，維持した。知 ・各診療科等から提出された事業計画についてヒアリングを実施し，収入増に結
的財産の活用の早期実現を目指して，東経連事業化センター産学マッチング事業 びつく実効性の高い計画として，PET２台体制に伴う放射線技師増員によるPET
に対しては平成20年度に特許出願済み研究シーズ32件を提案することにより，３ 治療の増加，東３Ｆ手術室増設による眼科の手術件数の増加等を実施した。
件の企業との共同研究契約に発展させた。さらに21年度においては，特許出願済 ・小児医療センター及び消化器内視鏡センターを設置し効率的な診療体制の充実
み研究シーズ18件，教員のプレゼン実施による研究シーズ4件について，積極的 を図った。
に紹介して共同研究へ繋げる働きかけを行ったことにより，前年度までに紹介し ・引き続き，患者のアメニティ，サービスの向上を目的に「患者満足度調査」を1

。 ， （ ） 。 ，た研究シーズ関連を含めて11件の共同研究契約に発展させた 「プログラム著作 1月に実施したほか 外部講師を招いて接遇研修を２回 11月 実施した また
権」に関しては，教員との譲渡契約の見直しを図り，著作者に研究ライセンスを 患者等からの苦情・福祉・医療相談等の相談窓口の充実を図った。
与えることなどを可能とした。さらに 「知財説明会」などで啓発に努めたこと ・医療従事者の業務軽減を図るため，病棟，外来クラーク（医療事務）の人員配，
で，有償譲渡，ライセンス等の技術移転が推進された。 置の見直しを行い，診療体制の充実と適切な業務分担を推進した。また，医師

・安全保障輸出管理体制を整備するため，全学的な検討委員会及び安全保障輸出管 業務軽減の観点からメディカルクラークを診療科に配置した。
理室（専任の事務スタッフ３名）の設置により，本学に適応した組織体制，手続

○その他等について集中的に検討を行い，安全保障輸出管理規程及び同細則を策定すると
ともに，安全保障輸出管理体制をスタートさせた。 ①以上の事項に関する他大学等との連携・協力についての状況

・前年度に引き続き，富県宮城推進会議への総長の参画や自動車産業人材育成事業 ・学都仙台単位互換ネットワークは，学都仙台コンソーシアム加盟大学による組
及び高度電子機械産業人材育成事業に本学教員が協力･支援しているほか，関連 織連携事業であり，その学都仙台コンソーシアムを母体として，文部科学省の
委員会等には産学連携推進本部から委員として参画するなど，産学官連携の取組 大学改革推進事業の一つである戦略的大学連携支援事業に「仙台圏所在大学等
を推進した。 の連携を強化・拡充することによる相互的及び総合的発展」が採択された（申

・ベンチャー起業化の一層の強化を図るため 東北イノベーションキャピタル 株 請担当大学は東北学院大学 。当該プログラムにはいくつか柱の事業があり，， （ ） ）
と定期的に情報交換会を開催するとともに，研究シーズを発掘し事業化を支援す そのうちの一つ「単位互換事業」である「学都仙台単位互換ネットワーク」を
るための「イノベーションサポートキャラバン」を開始した。 より一層発展させるために，各大学で開講されている授業をそのまま収録し，

・本学は，これまで，地域の産業集積計画に対して積極的に貢献してきた。本学の ビデオオンデマンド方式により配信し,所属する大学に居ながら，他の大学の科
研究成果を活用し，集積区域における人材育成，企業立地の促進，国内中小企業 目を受講することができるシステム「遠隔授業システム」を導入した。平成20
の高付加価値型産業への転換を図ることに寄与するためのインフラとして 「地 年度には参加全大学がシステムの調達及び調整を完了し,平成21年度には，実際，
域企業立地促進等共用施設整備費補助金」により 「産学連携産業技術研究拠点 に各大学が授業を収録し,他大学から収録した授業を視聴する試行を実施した。，
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・海外の大学とのダブルディグリープログラムの組織的推進のため，博士課程にお ○附置研究所・研究施設の「全国共同利用」について
けるダブルディグリーの制度化について検討を行い 「ダブルディグリー・ガイ，
ドライン」を制定した。 １．独創的・先端的な学術研究を推進する全国共同利用の取組状況

①共同利用・共同研究・研究会等の目的と提供状況
【金属材料研究所】単なる実験装置の共同利用ではなく，共通のテーマに基づい

て研究目標を達成する方式を採用し，最先端の優れた設備や知的資源を材料科
，学研究者・コミュニティに開放して共同利用・共同研究を実施することにより

材料科学分野の発展に貢献することを目的としている。そのため，従来より研
究部，量子エネルギー材料科学国際研究センター，金属ガラス総合研究センタ

， ，ー 強磁場超伝導材料研究センターの４センター等で全国公募を行っているが
21年度より新たに計算材料学センターでも全国公募を開始し，材料科学研究者

・コミュニティに共同利用・共同研究及び研究会の提供を行った。
【電気通信研究所】電気通信研究所は「高密度及び高次の情報通信に関する学理

並びにその応用の研究」という設置目的の実現のため，人と人との円滑なコミ
ュニケーションのみならず，人間と機械の調和あるインターフェースまでを包
括した「人間性豊かなコミュニケーション」の実現を目指した学理並びにその
応用研究を，研究者コミュニティーと連携して推進している。そのため，研究
者個人からの提案に基づく共同プロジェクト研究と，組織間連携に基づく共同
プロジェクト研究を公募により実施している。21年度は63件の申請があり，61
件を採択した。また，昨年度から組織連携プロジェクト（Sタイプ）を新設し３
件を推進した。

【サイバーサイエンスセンター】大規模科学計算システムは全国の大学等の研究
機関に所属する研究者が学術研究のために利用する全国共同利用施設であり，

， 。最新鋭・高性能コンピュータを備えて 先端分野の研究を強力に支援している
東北地区の学術研究・教育活動を支援するコンピュータネットワーク環境の発
展に貢献する目的で，東北学術研究インターネットコミュニティ（TOPIC）を組
織し，その事務局の役を務めて，大学等のインターネット接続の支援と情報基
盤の整備・運用の啓発等を実施している。

②施設・設備・学術資料・データベース・ソフトウェア等の整備・提供状況
【金属材料研究所】前年度から引き続き，研究部では各部門の研究設備，知的財

産を基に共同研究を実施した。量子エネルギー材料科学国際研究センターでは
原子力材料を扱うためのホットラボ施設，金属ガラス総合研究センターでは金
属ガラスをはじめとする社会基盤材料の創製と評価設備，強磁場超伝導材料研

。 ，究センターでは各種定常強磁場設備を提供した またこれらに加え21年度より
量子エネルギー材料科学国際研究センターでは核燃料物性測定用高温NMRを整備
し，金属ガラス総合研究センターでは機器分析装置3台，強磁場超伝導材料研究
センターでは無冷媒ハイブリッドマグネット用極低温希釈冷凍機を導入して提
供した。更に，計算材料学センターでは超大規模シミュレーション計算が可能
なスーパーコンピュータを提供するなど，他の研究機関にはない特殊な施設・
設備等を提供した。

【電気通信研究所】本研究所発の全学術論文に関するデータベースをはじめ，情
報通信分野の研究に有用なデータベースの公開を日英両国語により行った。

【サイバーサイエンスセンター】HPCチャレンジベンチマークで28項目中19項目で
世界第一位の性能を記録し，また工学・科学技術分野における実アプリケーシ

。ョンの高効率実行可能とするベクトル型スーパーコンピュータを設置している
このスーパーコンピュータと汎用アプリケーション用の並列コンピュータを用
いて，研究室や部局レベルのコンピュータでは実行することが困難な超大規模
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計算環境を全国の利用者に提供している。 【電気通信研究所】全国共同利用・共同研究拠点の認定を受け，内規の制定を行
った。それに伴い，共同プロジェクト選考委員会及び共同プロジェクト研究委

③共同研究・研究会の実施状況（件数，参加人数等） 員会に外部の委員４名を委嘱した。共同プロジェクト選考委員会の結果通知方
【金属材料研究所】研究部では121件，量子エネルギー材料科学国際研究センター6 法として，不採択者に対してコメントを付すこととした。

4件，金属ガラス総合研究センター106件，強磁場超伝導材料研究センター80件， 【サイバーサイエンスセンター】20年度に情報シナジーセンターは情報シナジー
21年度から公募を開始した計算材料学センターで24件，合計395件の共同利用・ 機構から独立し，サイバーサイエンスセンターに改称した。改組に伴い，サイ
共同研究を実施した（前年度比54件増 。また，15件のワークショップ及び研究 バーサイエンスセンター運営専門委員会を設置し，平成21年度は委員会を５回）
会を開催し，本所の共同利用・共同研究における参加人数は延べ約1,800人とな 開催した。全国共同利用情報基盤センター群の一員として，コンピュータ・ネ
った。 ットワーク研究会の幹事校を務めるとともに，認証研究会及びグリッド研究会

【電気通信研究所】共同で研究を行うAタイプを37件，研究会・討論会を行うBタイ に参画して，情報交換及び協議等を行っている。また，国立情報学研究所との
プを24件，組織連携で共同研究を実施するSタイプを３件推進した。参加者延べ 受託研究及び共同研究等あるいは兼務により，認証応用，グリッド，情報セキ
人数は，約800人日となった。 ュリティ等の分野で連携する体制を整備して共同研究に取り組んでいる。

【サイバーサイエンスセンター】ライブラリ・共同研究開発として先端的なライブ 東北学術研究インターネットコミュニティ（TOPIC）の事務局と幹事を務め，
ラリの開発（件数４件）と効率良い演算処理をめざす共同研究を実施した（全件 各県からの幹事で構成する幹事会（４回開催）と連携して活動を実施した。ま
数９件，学外５件 。また，研究部の成果発表として情報シナジー研究会（参加 た，国立情報学研究所のSINET4整備計画について東北地区の情報展開と調整を）
者23名）及びHPC(High Performance Computing)の国際会議としてTeraflop Work 連携して実施した。
shop（参加者146名）を実施した。東北地区各大学の代表者等を集めて，TOPIC研
修会２回（各２日間，講演８件及び14件，参加者各回100名強）を実施し，講演 ②利用者の支援体制の整備・実施状況（共同利用の技術的支援等）
等により大学のインターネット接続及び情報基盤活用に関する啓発を行った。 【金属材料研究所】本所ではテクニカルセンターを設置しており，各種研究機器

類の設計・機械工作，化学分析法による定量分析，スーパーコンピュータの運
④共同利用の状況（施設・設備・学術資料等の利用人数，設備稼動状況，データベ 用管理等，新素材開発を担当する金属ガラス総合研究センター，ハイブリッド

ースアクセス数等） ・マグネットを主要設備とした強磁場超伝導材料研究センター，原子力関係の
【金属材料研究所】量子エネルギー材料科学国際研究センターの原子力施設の延べ 量子エネルギー材料科学国際研究センター等での多様な業務を担当し，技術支

利用人日は約1,000人日，金属ガラス総合研究センターの延べ利用人日は約400人 援を行った。またこれらに加え21年度より，金属ガラス総合研究センターでは
日，強磁場超伝導材料研究センターの各種マグネットの利用実施数は約1,600件 機器分析専門技術職員，強磁場超伝導材料研究センターではマグネットの注液
となった。また，21年度から公募を開始した計算材料学センターのスーパーコン 補助を行う職員を新たに配置した。
ピュータジョブ実行時間は1,000,000時間を超え，各施設・設備等の利用が活発 【電気通信研究所】前年度に引き続き，通研共同研究員（平成21年度：約660名）
に行われた。 に対して，通研内インフラの提供など利便性の向上を図った。また，プロジェ

【電気通信研究所】本研究所発の全学術論文に関するデータベースをはじめ，情報 クト研究毎に本研究所教員各１名を配置した。
通信分野の研究に有用なデータベースの公開を日英両国語により行った。データ 【サイバーサイエンスセンター】利用者講習会は年間14回（全受講者146名，学外
ベース閲覧数は約12,000頁。(３月１日現在） 者23名）開催し，ネットワークを介して秋田大学と大阪大学への配信（試行）
サイバーサイエンスセンター 今年度の利用者数は1,383名で そのうち509名 3 や弘前大学での講習会講演も実施した。利用相談（全件数174件，学外26件）は【 】 ， （
7％）は東北大学以外の研究者で占められ，全国から利用されている。平成21年 テクニカルアシスタント（13名）で担当し，学外にも利用相談室（３大学５ヵ

） 。 ， （ ， ）度の運用状況はつぎのとおりである。コンピュータの運用日数は342日，利用率 所 を設け実施した また プログラムの高速化支援 全件数８件 学外４件
はスーパーコンピュータで87%（59%が学外 ，並列コンピュータで48%(９%が学 を利用者，職員及びコンピュータメーカの三者間で実施した。大学の知的財産）
外）稼動し研究のために大いに利用された。 を活用した社会貢献としての産学連携研究を積極的に支援するために，先端的

大規模計算利用サービスとして４件の産学連携研究課題の提案を採択し，高性
２．全国共同利用の役割を踏まえた運営・支援体制の整備・機能の状況 能計算に関する支援を実施した。これらの課題うち，三菱航空(株)による本セ
①運営体制の整備・実施状況 ンターの計算機を用いた国内初の小型ジェット機設計においては，既に2012年
【金属材料研究所】従来からある委員の構成を見直し，運営協議会では学外有識者 第２四半期に初飛行，2014年第１四半期初号機納入等，明確な製品開発計画を

を委員の半数以上とし，引き続き所全体の共同利用・共同研究の大綱・方針に関 発表しており，本センターの取り組みは，イノベーションの創出に大きく貢献
して意見を求め，共同利用・共同研究の実効性・透明性を高め，かつ社会に開か している。また，これらの成果は「第47回パリエアショー」において，日本の
れた運営を行った。また，共同利用・共同研究の募集・選考・採択の状況に関す 企業としてはじめて製品概要の展示や2009年６月11日のNHKニュース７，同年６
る意見及び採択課題の決定，研究者コミュニティからの要望を広く求めるため設 月12日読売新聞等，多数のメディアにより報道され，注目を集めた。
置している共同利用・共同研究委員会においても，学外有識者が委員の半数以上
となるよう委員構成の見直しを行った。それにより，研究部及び各センターの共 ③利用者の利便性の向上等を目的とした取組状況（手続き，宿泊施設等）
同利用委員会とそれらを統括する運営協議会等による多重構造の委員会組織の中 【金属材料研究所】電子システムを構築し，研究を実施する際に行う各種手続き
で，全体的な運営方針，研究テーマの募集・審査・採択の方法等について討議が をwebで行えるようにした。これにより各種書類への押印・送付等の手間が省略
尽くされ，更に共同利用・共同研究を円滑に推進する運営体制となった。 され，研究を実施するうえで大いに利便性の向上が図られた。また，課題の申
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請においても，前年度電子申請システムを構築し導入したが，21年度から量子エ の共同研究活動に反映させている。また，量子エネルギー材料科学国際研究セ
ネルギー材料科学国際研究センター及び計算材料学センターについても電子申請 ンターでは全国の研究者を集めて研究会を開催し，研究会での議論を基に翌年
を行えるように機能の追加を行った。その際に，前年度申請をした利用者に電子 度の研究課題の策定を行った。
システムを利用する上での修正・機能追加に関するアンケートを行い，それを基 【電気通信研究所】運営協議会の外部委員の意見を踏まえ，組織連携プロジェク
にシステムの修正・機能の追加を行った。また，本所では従来より，仙台地区及 ト（タイプS）を公募することとした。
び大洗地区に安価で利用できる宿泊施設を整備し提供を行っている。 【サイバーサイエンスセンター】次世代高性能計算基盤構築に向けた研究開発に

【電気通信研究所】前年度に引き続き，５名の職員からなる研究協力係で学外共同 取り組み，利用者の利便性を高める東北大SXと阪大のベクトル計算資源の協調
研究者に対する出張手続きを行った。また，大学保有の片平会館の利用など安価 動作環境の高性能化に取り組んだ。具体的には，前年度の構築した東北大・大
な宿泊施設の確保を行っている。 阪大遠隔計算基盤における大規模MPIジョブの実行環境，ベクトル型・スカラ型

【サイバーサイエンスセンター】出張利用は５件及び，利用者講習会受講者につい 計算機を連携操作可能な環境の構築に成功し，高効率な計算資源の利用が可能
ては11名の旅費を支給するほか，他大学へのネット配信を７回実施して受講の便 になった。また，ドイツシュットガルト大学とドイツ気象庁（DWD）と組織的連
を図った。また，弘前大学に出張し，出張講習会を行った。 携を行い，高性能計算に関する協力関係をより一層強化発展させるために共同

研究協定を締結した。安全・安心なキャンパスユビキタスネットワークを実現
④ユーザーである研究者や研究者コミュニティの意見の把握・反映のための取組状 する大学間無線LANローミングに関して，国際無線LANローミング基盤eduroamの

況 運用・開発の国内責任校として，21年度は13大学の接続及び商用サービスとの
【金属材料研究所】委員の半数以上が学外有識者からなる運営協議会を開催し，所 連携を実現し，また，広報・啓発，運用，及び国際運用を行った。さらに，き

全体の共同利用研究の現状を報告し，所外の有識者，コミュニティ代表者から意 わめて多数の高等教育機関がある日本に適したローミング方式の研究開発によ
見・助言を受け，それらを運営に反映させた。また，共同利用・共同研究委員会 り，各機関の運用コストを大幅に低減できる代理認証システムと利用申請シス
及び研究部，各センター共同利用委員会を年２回開催し，所外の有識者，コミュ テムの開発と評価を行い，実用化した。
ニティ代表者から意見・助言を受け，運営に反映させた。また，研究部ではワー
クショップを12回開催し，全国の共同研究者と活発な意見交換を行った。量子エ ⑦大学全体として全国共同利用を推進するための取組状況
ネルギー材料科学国際研究センター及び強磁場超伝導材料研究センターでは，学 学内予算配分において，全国共同利用施設等の維持運営に必要な経費の配分
内外の研究者を集めて研究会及び勉強会を開催し，学外研究者の意見の把握に努 を行った。また，金属材料研究所及び電気通信研究所においては，国内外に開
め，次年度の募集課題の策定等を行った。前年度から導入した電子システムにつ かれたプロジェクト研究を一層推進するため，概算要求により特別教育研究経
いては，利用者から年３回アンケートを行い，システムの修正・機能の追加を行 費を獲得し配分した。
う際に，ユーザーの意見を反映させた。

【電気通信研究所】電気通信研究所が取り組む研究領域，研究課題などを示した学 ３．全国共同利用を活かした人材養成の状況
術ロードマップを研究者コミュニティに公開し，意見を把握することとした。 ①大学における教育の実施状況（協力講座の実施状況，学生受入れ人数等）
サイバーサイエンスセンター 大規模科学計算システム全国共同利用連絡会議 年 【金属材料研究所】学内では修士課程約100名，博士課程約50名の計約150名の大【 】 （
2回）を開催し，学内外の利用者の代表に対し稼働状況，共同研究の成果等を報 学院生の受入れを行った。また，本所の共同利用・共同研究では，大学院生及
告するとともに，意見・要望等を聴取している。 び専攻科学生（高等専門学校）の参加を可能としており，21年度には延べ約400

名の学生の参加があった。
⑤自己点検・評価や第三者による評価の実施状況及びそれらの結果に基づく改善の 【電気通信研究所】学部学生74名，修士課程86名，博士課程45名の合計205名の学

ための取組状況 生を受け入れた。工学研究科の協力講座に30名，情報科学研究科の協力講座に1
【金属材料研究所】外部評価での意見を受け，研究部の共同研究課題募集にあたっ 9名，医工学研究科の協力講座に３名が協力した。

ては，本所研究者との事前打ち合わせを不要とし，未知の研究分野へも門戸を開 【サイバーサイエンスセンター】大学院工学研究科の協力講座として先端情報技
くことが平成19年度研究部共同利用委員会で承認され，この方針により平成22年 術研究分野を担当し，学部学生４名，修士８名，博士４名，短期留学生１名を
度の共同研究課題の公募が行われた。強磁場超伝導材料研究センターでは，外部 受け入れた。また，大学院情報科学研究科の協力講座として超高速情報処理論
評価で特に改善すべき点は指摘されていないが，当センターの将来的なありかた 講座等を担当し，平成21年度は，下記のとおり学生を受け入れた。
について，本所もしくは本学のサポートをもっと充実させるべきとのコメントが
なされたため，本所内部や強磁場フォーラム等のユーザーコミュニティ等で継続
的な議論を行っている。

【電気通信研究所】運営協議会の外部委員の意見を踏まえ，組織連携プロジェクト 講座名 修士 博士 研究生学部学生
（タイプＳ）を公募することとした。 超高速情報処理論講座 ７ １０ ７ １

【サイバーサイエンスセンター】自己点検評価・外部評価の結果を受け，産学連携 情報ネットワーク論講座 ３ ６ １ ３
支援の強化を目的に，本センターの計算設備の民間有償利用のための内規，及び 情報通信ソフトウェア学講座 ４ １２ ５ ２
課金制度の整備を行った。 先端情報システム工学講座 ４ ８ ２ １

⑥新たな学術動向や研究者コミュニティの要請に対応するための取組状況
【金属材料研究所】研究部ではワークショップを12回，強磁場超伝導材料研究セン

ターでは研究会を１回開催し，全国の共同研究者と活発な意見交換を行い，今後
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②ポスト・ドクターや社会人の受入れ，リサーチ・アシスタントの採用の状況 された。
【金属材料研究所】COE研究支援者16名，日本学術振興会特別研究員14名を含む計6

0名のポスト・ドクターの受入れを行った。また，約110名のRA，社会人の受入れ
も行った。研究部ワークショップ等には，延べ約50名の社会人の参加があった。

【電気通信研究所】日本学術振興会特別研究員３名，非常勤ポスドク３名，科研費
， ， 。研究員８名 産学官連携研究員11名 リサーチ・アシスタント５名を受け入れた

【サイバーサイエンスセンター】平成21年度は，社会人博士課程学生２名，国費外
国人博士課程学生１名，同修士課程学生１名，ポスドク２名，リサーチアシスタ
ント３名，日本学術振興会特別研究員１名を採用した。また，認証応用によるネ
ットワークローミングの研究のためにセンター内に「CSI研究室」を設置して，
民間から研究員２名（年度内の任期）を雇用し研究従事を通した人材養成を行っ
た。

４．当該大学内外の研究者及び社会に対する全国共同利用に係る情報提供について
の取組状況

①研究活動 利用方法・利用状況・研究成果等 に関する情報発信や公開の状況 国（ ） （
際的な取組を含む）

【金属材料研究所】利用方法については，各種手続きの詳細を記した「共同研究等
のしおり」を作成し，利用者へ配布した。各種手続きは，21年度からwebで行え
るように電子システムを構築し，また，詳細な操作マニュアルをホームページに
掲載して電子システムの利用に関する支援を行った。共同利用・共同研究に関す
るホームページをリニューアルし，成果の紹介，ワークショップ開催日程等の案
内，利用者の声等を新たに掲載するなど，本所の共同利用・共同研究の紹介・案
内を充実させた。そのほか，施設・装置の利用方法や毎月の装置の利用状況等も
掲載している。研究成果については，研究部及び各センターでそれぞれ共同研究
報告書を作成し，全国の大学等へ配布した。さらに 「IMR KINKEN Research Hi，
ghlights 2009（毎年発行 」を発行し，研究部及び各センターでの優れた共同）
研究成果を，国内だけではなく海外の研究機関にも送付して（国内700箇所，海
外500箇所 ，本所の研究活動に関する情報発信を活発に行った。金属ガラス総）
合研究センターでは「金属ガラス総合研究センターニュース」を，強磁場超伝導
材料研究センターでは「Selected Topics in 2008（毎年発行）Annual Report a
t Senndai」を発行し，関係機関等へ広く配布した。

【電気通信研究所】前年度に引き続き，共同プロジェクト研究に関する公募要領を
作成し，全国の国公私立大学，高等専門学校，研究機関，関連研究者等（平成21
年度は622件）に配布した。さらに，本研究所webで公募に関する情報や，本研究
所の研究成果情報等を提供している。共同プロジェクト研究の成果については，
「研究活動報告」を作成して上述の各機関等に配布した。また，前年度から英文
による「研究活動報告」を作成し，国内約300機関に配布した。

【サイバーサイエンスセンター】利用者に対して利用方法，利用状況，研究成果等
について大規模科学計算システムニュース（年15回発行 ，メールマガジン（年）

）， （ ）， 。20回発行 センター広報誌SENAC 年４回発行 ホームページで情報提供した
大学等の研究者に対しては，センター公開（２日）及び研究部の成果発表として
情報シナジー研究会（参加者23名 ，及びHPC(High Performance Computing)の）
国際会議Teraflop Workshop（参加者146名）を実施した。大規模科学計算システ
ム全国共同利用連絡会議（年２回）を開催し，学内外の利用者の代表に対し稼働
状況及び共同研究の成果等を報告している。また，他大学センター・国立情報研
究所等との連携や，全国的な学術情報基盤構築の動向等についても情報を提供し
ている。さらに，センタ－１階に大型計算機センターで使用したコンピュータを

， ，中心にわかりやすく展示・一般公開していることが評価され 情報処理学会より
全国共同利用型情報基盤センターとして初めて，分散コンピュータ博物館に認定
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○附属病院について ③ 大学病院に関連する制度改正等の動向やその影響，或いは各々の地域にお
ける大学病院の位置づけや期待される役割など，病院の置かれている状況や

１．特記事項 条件等を踏まえた，運営や教育研究診療活動を円滑に進めるための様々な工
（１）平成16～20事業年度 夫や努力の状況

① 一般の病院とは異なる大学病院固有の意義・役割を含め，教育研究診療の質 ・在院日数の短縮(20日未満)，稼働率の向上（84％以上）及び診療経費の節
， ， ，向上や個性の伸長，地域連携や社会貢献の強化，運営の活性化等を目指した特 減等 病院収支を向上させたほか 医師・看護師の業務負担軽減策として

色ある取組。 病棟・外来にクラークを配置した。
・卒後研修センターにおいて，初期臨床研修の教育・指導・責任・評価体制等 ・新規各種診療機器・診療システムの整備（磁気共鳴診断装置（MRI ，総合）

を整備するとともに，スキルズラボ（教育実習室）及び高度シミュレータ等 薬剤業務支援システム，血液浄化システム，母子集中管理システム，生体
を整備し，診療技能の向上に向けた組織・設備等の充実を図った。また，平 情報モニタリングシステム，超音波診断システム，重症患者治療支援シス
成20年度大学病院連携型高度医療人養成推進事業(文部科学省)に「東北高度 テム，放射線診断支援システム，手術部支援システム，超音波診断支援シ
医療人キャリアパス支援システム」が採択され，卒後研修センターに医師キ ステム）による診療の効率化を図った。
ャリアパス支援センターを併設し，特命教授１名を配置した。 ・７：１看護体制移行による入院基本料の上位取得を図ったほか，外来診療

・高度先進医療の推進に向け，若手研究者への臨床応用研究助成を平成17年度 棟の各階に診療費用計算窓口を新設し，患者サービスの向上と業務の効率
から実施した。また，平成19年度に未来医工学治療開発センターを設置し， 化を図った。
基礎研究から応用研究まで一貫した支援やトランスレーショナルリサーチ T（
R）を担う人材育成を進めるとともに，東北トランスレーショナル・リサー ④ その他，大学病院を取り巻く諸事情（当該大学固有の問題）への対応状況
チ拠点形成ネットワーク協議会を設置し，協力・連携体制を構築した。 ・医学部，歯学部附属病院を統合し東北大学病院とし，新病棟（東病棟）の

・診療体制の充実を図るため，平成16年に外来化学療法センター，平成18年に 運用を開始した（平成18年度 。）
高度救命救急センター，MFICU（総合周産期集中治療室）及びがんセンター ・平成16年４月に発生した麻酔科医の大量退職に伴う全身麻酔手術の実施の
を設置するなどの組織整備を進めたほか，平成19年度には新外来棟の建設・ 大幅減により，病院収入が大きく減少した。この対応については，外科系
既存外来棟の改修と外来診療体制の再構築の検討を進め，平成21年６月には 診療科の協力による麻酔科医ローテート支援体制及び麻酔科への院内医師
新外来診療棟が完成し，平成22年３月から既存外来診療棟の改修工事に着手 派遣の実施を行うとともに，他の医療機関へ麻酔科医師の支援を依頼し，
した。また，職員の待遇改善のため，医員への特任助手制度を導入した。 全身麻酔手術の確保に努めた。

・平成16年に地域医療連携センターを設置し，地域医療機関等との窓口として ・地域の医師不足に対応するため，医師派遣制度を確立する地域医療支援機
密接で効率的かつ効果的な連携業務の推進を図り，以下のとおり実施した。 関を設置した（平成17年度 。）
(1)地域医療機関との連携推進を目的とした広報活動や講演会を開催した。 ・病院における外部評価の一つである日本医療機能評価機構の病院機能評価
(2)「地域医療連携協議会」の設置及び定期的な病院訪問を実施した。 の認定を受けた（平成17年度 。）
(3)メディカルITセンターと共同で開発した「後方支援システム」に「レポ

ート機能」を付加し，転院や施設入所等，退院時の支援についてセンタ （２）平成21事業年度
ーと担当医，看護師が随時確認できるようにした。 ① 一般の病院とは異なる大学病院固有の意義・役割を含め，教育研究診療の

(4)一般市民に本院の診療内容を広く公開し，機能分化の促進につなげるこ 質向上や個性の伸長，地域連携や社会貢献の強化，運営の活性化等を目指し
とを目的に平成20年度から「東北大学病院市民公開講座」を定期開催し た特色ある取組。
た。 ・文部科学省「橋渡し研究推進合同事業」に応募し，２件が採択された。

・共同研究を積極的に推進することを目的に，オープンラボスペースの使用
② 特に，社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の政策課題等への対応として を公募した。

顕著な取組 ・一般市民に本院の診療内容を広く公開し，機能分化の促進につなげる事を
・地域医療連携センターにおいて，地域医療機関（協力病院約80病院）との診 目的に平成20年度から実施している「東北大学市民公開講座」を企画開催

療連携システム（患者紹介・予約等）を構築し，地域医療連携協議会を設置 した。
（874医療機関登録）した。また，紹介患者予約システムの運用及びセカン ・広報誌「With ［診療案内」を定期的に発行し，県内の医療機関に配布し」，
ドオピニオン外来の受付を開始し，社会的・地域的なニーズに対応する取組 た。
みを進めた。 ・ 顔の見える連携」を推進するため，連携医療機関への訪問を実施した。「

・地域の拠点病院として，がん診療連携拠点病院（平成18年度 ，肝疾患診療 ・病院と病院，病院と診療所の連携を図ることを目的に，地域医療連携協議）
連携拠点病院（平成19年度）の指定及び高度救命救急センター支援委託事業 会を開催した。
（平成18年度，宮城県・仙台市）の受託を通じ，政策的課題，地域的課題へ
の対応の推進を図った。
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② 特に，社会的・地域的なニーズや重要かつ喫緊の政策課題等への対応として ２．共通事項に係る取組状況
（１）質の高い医療人育成や臨床研究の推進等，教育・研究機能の向上のため顕著な取組

に必要な取組 （教育・研究面の観点）・宮城県の委託を受け 周産期救急患者の円滑な診察を目的として 受入妊婦， ， ， 。
新生児の病状に応じた専門病院への搬送を調整・確保するための周産期救急 ①教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況

【平成16～20事業年度】搬送のコーディネーション業務を開始した。
○教育推進のための組織体制の整備状況

③ 大学病院に関連する制度改正等の動向やその影響，或いは各々の地域におけ (1) 初期研修について，大学病院と関連医療機関（協力病院約60病院）とが連
る大学病院の位置づけや期待される役割など，病院の置かれている状況や条件 携するシステムを構築し，専門的かつ多岐にわたる研修が受けられる体制
等を踏まえた，運営や教育研究診療活動を円滑に進めるための様々な工夫や努 を整備した （平成16年４月）。
力の状況 (2) 平成16年４月からの卒後臨床研修の必修化に伴い，指導内容・方法，指導
・増収策として平成19年度に移行した７：１看護体制を維持するため，引き続 体制，評価，修了認定等の整備及び関連医療機関との連携を図った。

， ，き看護師確保を図った。 (3) 卒後臨床研修センターにおいて 研修医の受入及び研修コースの振り分け
・医師の事務的業務を代行させることを目的に 「メディカルクラーク」を診 各診療科間の連絡調整等を行うために指導医連絡会を平成18年４月に設置，

療科に配置した。これにより，医師の負担軽減を図り，本来の業務に専念で した。
きる体制を整えることができるため，医療現場における医療の質及び安全の (4) 平成16年度にスキルズラボ及び実習用の高度シミュレータを整備し，医療
向上が期待できる。 トレーニングを行えるように整備した。

・平成22年度の診療報酬改定に向けて，経営戦略室会議で改定後の影響等を作 (5) 卒後臨床研修について迅速な意思決定を行うため，卒後臨床研修委員会を
成するとともに，説明会を開催した。 平成19年10月に廃止し，卒後研修センターに総務・教育評価・採用検討・

厚生の４部会を立ち上げた。また，卒後研修センター会議を定期的に開催
④ その他，大学病院を取り巻く諸事情（当該大学固有の問題）への対応状況 し，充実した研修を行うための意思統一を図った。

・平成21年６月に地上５階，地下１階の新外来診療棟が完成し，移転を行い， ○臨床研究推進のための組織体制の整備状況
患者の利便性向上，外来と診療部門の効率的配置を図った。 (1) 平成16年に研究推進委員会を設置し，学際的研究開発に関する連携プログ
・平成22年１月には歯科医療センターを統合し，名実ともに「東北大学病院」 ラム調査を実施した。
としてスタートした。 (2) 医療機器及び医療材料並びに細胞治療，創薬等に関する基礎研究を推進さ
・平成22年３月に，星陵地区職員の福祉増進及び医師確保を目的に，院内保育 せ，その成果を臨床応用まで一貫して支援し，加えてトランスレーショナ
所「星の子保育園」を開園し，診療や教育・研究と育児を両立できる職場環境 ルリサーチを担う人材を育成する医工学連携を基盤とした未来医工学治療
を整備した。 開発センターを設置した （平成20年２月）。

(3) 橋渡し研究に登録されたシーズに対する研究支援により，学術の動向や社
会の要請等に迅速に対応する仕組みの整備に努めた。

(4) シーズの開発支援を担当する審査・評価体制の充実を図るため，未来医工
学治療開発センター内にシーズ評価委員会及びシーズ倫理委員会を設置し
た。

【平成21事業年度】
・平成21年６月に文部科学省 経済産業省及びNEDO技術開発機構の連携による 橋， 「

渡し研究推進合同事業」に採択され，同事業を共同で行う研究課題の公募を行
ったほか，平成22年１月には橋渡し研究などの共同研究を積極的に推進するた
め，オープンラボスペースの公募を行った。また，平成22年３月には平成20年
度に続き「ＴＲシンポジウム」を開催した。

②教育や研究の質を向上するための取組状況（教育研修プログラム（総合的・全
人的教育等）の整備・実施状況，高度先端医療の研究・開発状況等）

【平成16～20事業年度】
○教育の質を向上するための取組状況

(1) 平成16年度に設置したスキルズラボを積極的に活用し，学生実習や研修医
等への救急実習のACLS，BLS講習会を実施した。

(2) 平成18年７月から初期研修医を中心に診断から治療までの実態に即した知
識を修得させるためステップアップセミナー（月１回）を開催した。

（ ）(3) 看護実践能力開発システム TNADS：自己目標達成を支援する評価システム
により，看護職員にそれぞれの看護実践能力に合わせたレベルの研修を受
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講させ，その結果についての自己評価をもとにして，さらに上位レベルの研 ②医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況
【平成16～20事業年度】修を受講させることにより，看護実践能力の開発を図った。

(4) 役割機能別研修（外来看護師研修，各部署の教育委員研修，看護師長・副看 ・専任のゼネラルリスクマネージャー等による医療安全に関する院内巡視，安全
護師長研修 ，テーマ別セミナー（WOCセミナー，ヘルスカウンセリング， 衛生管理室及び産業医による職場労働環境に関する巡視を行い，医療安全及び）

， ， ， ， ） 。 ， 。糖尿病看護 不妊看護 緩和ケア・家族ケア 地域医療連携 臓器移植医療 安全衛生環境の整備等に努めた また 医療安全に関するゼミ研修を実施した
【平成21事業年度】等を実施した。

(5) 初期研修医を中心に医師として必要な医療知識についても修得させるため， ・引き続き専任のゼネラルリスクマネージャー等による医療安全に関する院内巡
動物を使った「外科トレーニング」を実施した。 視，安全衛生管理室及び産業医による職場労働環境に関する巡視を行い，医療

(6) 臨床研修必修化を受け，卒後研修センターを設置し，研修プログラム，カリ 安全及び安全衛生環境の整備等に努めた。また，感染管理室によるICTラウンド
キュラム等について検討を進めた。また，研修内容の整備・改善のために卒 を定期に実施した。その他21年度も総合防災訓練等を実施し，職員の防災意識
後研修センター会議を月１回開催するとともに，専任教員等を配置した。 の向上に努めた。

(7) 平成20年度大学病院連携型高度医療人養成推進事業(文部科学省)「東北高度
医療人キャリアパス支援システム」に採択され，東北地方の連携大学病院， ③患者サービスの改善・充実に向けた取組状況

【平成16～20事業年度】地域の関連医療機関と連携し，高度な専門医養成システムを構築することを
目的としたキャリアパス支援センターを設置した。 ・ホスピタルモールを整備し，売店等が営業を開始したほか，クリニカル・パス

○研究の質を向上するための取組状況 対象症例を検討し，作成・実施した。また，患者のアメニティ，サービスの向
(1) 院内の若手研究者を対象に，新たな臨床応用研究の萌芽となる研究課題や， 上を目的に「患者満足度調査」及び｢接遇研修」を実施した。

【平成21事業年度】新たな診断・治療方法につながる研究推進を目的に平成17年度から「若手研
究者による臨床応用研究推進プログラム」を公募し支援した。 ・21年度も患者のアメニティ，サービスの向上を目的に「患者満足度調査」を１

(2) 先進医療拡大等に向けて，各診療科のヒアリングを実施し，院内の先進医療 １月に実施したほか，外部講師を招いて「接遇研修」を２回(11月)実施した。
研究の進展状況の把握や申請に向けた準備を行った。 また，患者等からの苦情・福祉・医療相談等の相談窓口の一本化を推進した。

・紹介患者の予約診療を推進し，予約患者数を増加させるとともに診療待ち時間【平成21事業年度】
・外科専門医育成コースを立ち上げて募集を開始した。 の解消に努めた。
・平成21年7月に開催された「研修医のための後期研修合同説明会IN沖縄」に参加

し，本院の後期研修医獲得に資するため，全国から参加する研修医に本院の特色 ④がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
【平成16～20事業年度】等を広くアピールした。

・20年度に続き，各診療科及び院外の指導医94名を対象にファカルティ・ディベロ ・18年度に都道府県がん診療連携拠点病院に指定されたことを受け，地域医療機
ップメント(FD)を実施し，資質・能力の向上を図った。 関と連携してがん診療体制の充実を図った。

【平成21事業年度】
・都道府県がん診療連携拠点病院として，引き続き地域医療機関と連携してがん（２）質の高い医療の提供のために必要な取組 （診療面の観点）。

①医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む） 診療体制の充実を図った。具体的には，5月に院外の薬剤師を対象にしたがん薬
剤師研修を，12月には医療従事者を対象としたがん薬物療法セミナーを実施し【平成16～20事業年度】

・地域医療機関等との密接な連携を推進し，患者及び患者家族へ各種医療相談，退 た。
院支援・在宅医療支援の医療サービスを行うことを目的に地域医療連携センター

（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組 （運営面の観点）を設置（平成16年６月）した。 。
・ 院内の感染対策全般について 総合的な管理を行うため 感染管理室を設置 平 ①管理運営体制の整備状況， ， （

【平成16～20事業年度】成17年12月）した。
・がんの均てん化政策に基づき がんセンターを設置 平成18年９月 した また ・病院長がリーダーシップを発揮できるよう，１名の総括副病院長及び５名の副， （ ） 。 ，

がん患者に対し最適ながん化学療法を行うため 外来化学療法センターを設置 平 病院長による，サポート体制の充実を図った。人事戦略室会議（毎月 ，経営， （ ）
成18年９月）した。 戦略企画会議（毎週）を定期的に開催し，病院の運営，経営，人事等に関する

・宮城県・仙台市からの支援を受け，高度救命救急センターを設置（平成18年10月 事項について企画･立案する体制を整えた。病院運営会議（毎月）では本院の運
設置）した。 営及び診療の基本計画，経営戦略・方針の策定等，重要事項について審議する

体制を整えた。【平成21事業年度】
・医療従事者の業務軽減を図るため，病棟，外来クラーク(医療事務)の人員配置の ・教育・研究・診療と管理運営業務の適切な分担と効率化のため各種委員会の見

見直しを行い，診療体制の充実と適切な業務分担を推進した。また，医師業務軽 直しを行い，教員の適切な業務分担及び業務評価体制について整備した。
【平成21事業年度】減の観点からメディカルクラークを診療科に配置した。看護体制については，引

き続き７対１看護体制を維持するための看護師確保を図った。 ・平成21年度も引き続き，病院長がリーダーシップを発揮できるよう，１名の総
括副病院長及び５名の副病院長による運営体制を継続した。また，人事戦略室
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【平成21事業年度】会議（毎月 ，経営戦略企画会議（毎週 ，病院運営会議（毎月）による審議体） ）
制についても継続し，運営体制の安定化を図っている。 ・一般市民に本院の診療内容を広く公開し，機能分化の促進につなげることを目

的に平成20年度から実施している「東北大学病院市民公開講座」を6月及び10月
②外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況 に企画開催した。広報誌「With 「診療案内」等を定期的に発行し，県内の医」，

療機関に配付した 「顔の見える連携」を推進するため，連携医療機関への訪【平成16～20事業年度】 。
・毎年，外部有識者による病院運営諮問会議を開催し，外部評価を通じての客観的 問を実施した。また，病院と病院，病院と診療所の連携を図ることを目的に，

な意見等の把握に努めた。 地域医療連携協議会を平成22年２月に開催した。
【平成21事業年度】
・平成21年度も外部有識者を招いての病院運営諮問会議(H21.7.22,H22.3.3)を２回

開催し，定期的な外部評価を通じて，客観的意見等の把握に努めた。その他22年
度に再審査予定の日本医療評価機構による病院機能評価受審の準備を進めるとと
もに，平成22年1月に訪問受審支援（プレ受審）を受審した。

③経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況
【平成16～20事業年度】
・各診療科から提案された事業計画に基づきヒアリングを行い，経費節減及び増収

策を調査・検討し，可能な事案から速やかな実施を図った。
【平成21事業年度】
・平成21年度も引き続き経営戦略企画会議において，病院全体の診療・経営に関す

る目標値を指標として設定し，達成状況について分析し，経営戦略を策定してい
る。

④収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況）
【平成16～20事業年度】
・病院収入の確保については，診療稼働額，病床稼働率，診療単価等の目標値を設

定しながら収入増を図った。また，支出の削減に関しては，経費率の目標を設定
し，医薬品の購入価格交渉，医療材料の削減等により，経費削減を図った。

・大学病院の機能に配慮しつつ，一部の医療業務等の外部委託，医療従事者の適切
な配置等により，経費節減及び収入増加につながる方策を推進した。

【平成21事業年度】
・平成21年度も引き続き，病院収入の確保については，診療稼働額，病床稼働率，

診療単価等の目標値を設定し管理を図った。稼働額については目標を達成した。
経費削減の推進については，経費率の目標を掲げて，医薬品の購入価格交渉，医
療材料の削減等によりほぼ目標を達成した。収支の改善については，経営戦略企
画室において増収・節減計画を策定し，推進を図った。

⑤地域連携強化に向けた取組状況
【平成16～20事業年度】
・平成16年に地域医療連携センターを設置し，地域連携強化に向けた取組を以下の

とおり推進した。
・地域医療機関との連携推進を目的とした広報活動や講演会を開催した （平。

成17年４月～）
・県内を中心とする地域医療機関と「地域医療連携協議会」を設立した （平。

成18年２月）
・地域医療機関からの紹介患者受入をスムーズに行うため 「紹介患者診療予，

約受付」を開始した （平成18年２月～）。
・ 地域医療連携センターのご案内」を作成し，各地域医療機関に配付した。「

（平成20年１月）
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む ，収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１３６億円 １３６億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延，及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延，及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れす により緊急に必要となる対策費として借り入れす
ることも想定される。 ることも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

(1) 病院の施設整備及び病院特別医療機械の整 (1) 病院の施設整備及び病院特別医療機械の整 (1) 病院の施設整備及び病院特別医療機械の整備に必要となる
， ，備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本 備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本 経費1,795百万円の長期借入れに伴い 本学病院の敷地83千㎡

学病院の敷地及び建物について担保に供する 学病院の敷地及び建物について担保に供する 建物111千㎡について（独）国立大学財務・経営センターへ担。 。
(2) 附属病院（一）の土地の一部（宮城県仙台 (2) 外国人研究員宿泊施設の土地（宮城県仙台 保に供した。

市青葉区星陵町1-1）891.63㎡を譲渡する。 市太白区八木山松波町19番83，宮城県仙台市 (2) 外国人研究員宿泊施設の土地（宮城県仙台市太白区八木山
(3) 太陽エネルギー実験所の土地の一部（宮城 太白区長町字越路19番200）12,810.30㎡を譲 松波町19番83，宮城県仙台市太白区長町字越路19番200）12,8

県仙台市青葉区北山三丁目14）20,074.01㎡を 渡する。 10.30㎡について，一般競争入札により譲渡を行うべく市場調
譲渡する。 (3) 旧有朋寮跡地（宮城県仙台市太白区鹿野二 査を行ったが，市況の低迷により取得要望が確認できず，ま

(4) 外国人研究員宿泊施設の土地（宮城県仙台 丁目50番１）8,649.87㎡を譲渡する。 た，他に有効な譲渡方式が見出せなかったため，譲渡を行わ
市太白区八木山松波町19番83・宮城県仙台市 (4) 青葉山地区の土地の一部（宮城県仙台市青 なかった。
太白区長町字越路19番200)12,810.30㎡を譲渡 葉区荒巻字青葉6-3，6-6，468-1）546.99㎡を (3) 旧有朋寮跡地（宮城県仙台市太白区鹿野二丁目50番１）8,6
する。 譲渡する。 49.87㎡について，一般競争入札により譲渡を行うべく市場調

(5) 旧有朋寮跡地（宮城県仙台市太白区鹿野二 査を行ったが，市況の低迷により取得要望が確認できず，ま
丁目50番1）11,897.72㎡を譲渡する。 た，他に有効な譲渡方式が見出せなかったため，譲渡を行わ

(6) 青葉山地区の土地の一部（宮城県仙台市青 なかった。
葉区荒巻字青葉6-3，6-6，468-1）546.99㎡を (4) 青葉山地区の土地の一部 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉（
譲渡する。 6-3，6-6，468-1 546.99㎡を譲渡した。）

東北大学
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Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研 決算において剰余金が発生した場合は，教育研 平成20年度利益剰余金について，文部科学大臣による繰越承
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 認額２，９０４百万円を目的積立金として積み立てた。

また，教育研究の質の向上に資するため，目的積立金より２，
５４７百万円を取り崩し，プロジェクト総合研究棟の建物整備等
を実施した。

Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 ・ 川内）耐震対策 総額 施設整備費補助金17,356 7,764 9,805（

（7,469） （5,827） （7,869）・青葉山1団地総合 ・ 川内）耐震対策 事業（

研究棟新営 船舶建造費補助金 事業 船舶建造費補助金 ・ 青葉山）耐震対 船舶建造費補助金（

（ 0） （ 0） （ 0）・片平団地総合研 ・ 青葉山）耐震対 策事業（

究棟新営 長期借入金 策事業 長期借入金 ・ 青葉山）耐震対 長期借入金（

（9,887） （1,795） （1,795）・病院病棟新営 ・ 青葉山）耐震対 策事業Ⅱ（

・病院基幹・環境 国立大学財務・経営 策事業Ⅱ 国立大学財務・経営 ・三条１団地学生 国立大学財務・経営

整備 センター交付金 ・三条１団地学生 センター交付金 寄宿舎施設整備事 センター交付金

（ 0） （ 141） （ 141）・小規模改修 寄宿舎施設整備等 業（PFI）

・臨床検査統合シ 事業（PFI） ・病院 外来診療

ステム ・病院 外来診療 棟

・災害復旧工事 棟 ・病院 基幹・環

・病院 基幹・環 境整備（防火設備

(注1) 境整備（防火設備 改修等）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施
改修等） ・ 富沢）ライフラ状況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合 （

・ 富沢）ライフラ イン再生事業等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ （

イン再生事業 ・病院 外来診療ともあり得る。
・病院 外来診療 棟改修

棟改修 ・ 片平）先端研究（

・営繕事業 施設

・医学部定員増に ・ 星陵）先端研究（

伴う学生教育用施 施設

設整備 ・ 青葉山）耐震・（

・多次元材料組成 エコ再生

分析システム ・営繕事業

・800Mhz核磁気共 ・医学部定員増に

鳴装置 伴う学生教育用施

・光学医療システ 設整備

東北大学
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ム ・多次元材料組成

・女性センター外 分析システム

来システム ・光学医療システ

ム

・女性センター外

来システム

・超精密格子定数

測定用X線回折装置

・環境ゲノム解析

システム

・脳磁計測システ

ム

・省エネルギ情報

通信用ナノ・スピ

ンデバイス製作・

評価システム

・高精度放射線治

療システム

・３次元マイクロ

ストレスX線実測シ

ステム

○ 計画の実施状況等

東北大学
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（１）方針
① 法人運営に不可欠な安全管理，情報システム管

理等の業務を効率的・効果的に行うため，学外の
有識者・専門家を必要に応じて積極的に常勤又は
非常勤の職員として登用する。

② 教員が独創的な教育研究に従事できる仕組みの
， ，充実を図るため 学内共同教育研究施設を活用し

一定期間，特定のプログラムに専念することを全
学的にサポートできるよう体制整備に努める。

③ 大学の機能強化に寄与すると判断できる客観的
なインセンティブ付与基準（競争的資金の交付状
況，受賞歴等の客観的評価等）に基づき，教育・
研究成果の適切な給与等への反映を推進する。

，④ 教員の任期制等を適切に運営することによって
特に先端的・学際的領域や期限付きプロジェクト
等にふさわしい人材の機動的採用を図る。

（２）人事の適正化に関する計画 （１）人事の適正化に関する計画 （１）
① 法人運営に不可欠な安全管理，情報システム ① 法人運営に不可欠な業務分野に関する調査・分 ①「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を

管理等の業務を効率的・効果的に行うため，学 析等を引き続き行うと共に，戦略スタッフ採用に 達成するための措置」p.13【157】参照
外の有識者・専門家を必要に応じて積極的に常 関する基本方針等に基づき，必要な業務について

勤又は非常勤の職員として登用する。 学外の有識者・専門家の登用を推進する。

② 教員が独創的な教育研究に従事できる仕組み ② 教員が独創的な教育研究に専念できる仕組みを
の充実を図るため，学内共同教育研究施設を活 図るための基本方針に基づき，特定のプログラム
用し，一定期間，特定のプログラムに専念する ・施策を全学的にサポートする体制を充実する。
ことを全学的にサポートできるよう体制整備に
努める。

③ 大学の機能強化に寄与すると判断できる客観 ③ 全学的なガイドラインに基づき，部局において ③「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
的なインセンティブ付与基準（競争的資金の交 教員の個人評価の基準及び実施方法を策定し，実 達成するための措置」p.19【168】参照
付状況，受賞歴等の客観的評価等）に基づき， 施する。また，教員の個人評価に伴うインセンテ
教育・研究成果の適切な給与等への反映を推進 ィブ付与基準に基づき，勤勉手当，昇給に反映さ
する。 せる。

④ 教員の任期制等を適切に運営することによっ ④ 教員の任期制等の適切な運用により，先端的・ ④「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
て，特に先端的・学際的領域や期限付きプロジ 学際的領域や期限付きプロジェクト等への任期制 達成するための措置」p.22【179】参照

。 ， 。ェクト等にふさわしい人材の機動的採用を図る の積極的導入を推進し 人材の機動的採用を図る

⑤ 各部局等に配置可能な教職員の上限数，総人件 ⑤ 人件費管理に関する基本方針に基づき，各部局 ⑤「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
費の運用枠を設定し，適切な人件費の管理に努 配置職員数・人件費総枠を設定し適切な人員・人 達成するための措置」p.27【188】参照
める。 件費管理に努めるとともに，これまでの取り組み

について，必要に応じて見直しを行い，人的資源
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の戦略的な配置・活用策をさらに充実する。

⑥ 人件費の有効かつ適切な支出を行えるようにす ⑥ 人件費の有効かつ適切な支出を図るため，教員 ⑥「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
るため，教員の教育負担・教育活動を適切に評 の教育負担・教育活動の評価に応じた給与体系の 達成するための措置」p.26【189】参照
価し，それに応じた給与体系の構築を図る。 基本方針及び「活力に富んだ競争力のある大学づ

くりに向けた人事給与施策」に基づき，順次実施
する。

⑦ 客観的で納得性のある事務系職員の評価システ ⑦ 平成２０年度に実施した事務系及び技術系の全 ⑦「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
ムを整備し，評価結果を人事配置の適正化，適 職員を対象とした人事評価システムの第二次試行 達成するための措置」p.19【169】参照

， ，切な給与等への反映に供する。 の結果を踏まえ 同システムの充実・改善を図り
本格実施する。

⑧ 人材育成の観点から，事務職員の計画的なキャ ⑧ 能力開発システムの基本方針に基づき，研修等 ⑧「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を
リア養成を行い人的基盤の確立を図る。 の充実を図るとともに，キャリア養成システムを 達成するための措置」p.14【160 ，p.24【184】参】

含めた新たな人事システムの策定を進める。 照

（３）事務等の効率化・合理化に関する計画 （２）事務等の効率化・合理化に関する計画 （２）
① 全学統合情報管理システムを整備し，窓口業務 ① 事務部門の事務業務の調査・分析の検討結果に ①「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化を達成するための

の効率化，予算執行の迅速化，学生サービスの 基づき，効率化，合理化を推進する。 措置」p.27【191】参照
向上を図る。

② 効率化・合理化を推進するため，特定の事務業 ② 効率化・合理化を推進するため，必要に応じて ②「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化を達成するための
務については，必要に応じて全学的に集約化あ 見直しを行い，準備等が整った事項から，事務業 措置」p.27【192】参照
るいはアウトソーシングを行う。 務等の集約化・アウトソーシングを順次実施す

る。

③ 授業料納入，給与支給業務等については，銀行 ③ 全学統合電子認証システムで使用する教職員向 ③「Ⅰ(1)業務運営の改善及び効率化を達成するための
等への業務委託を始め，学生寄宿舎，留学生会 け統一IDを配布し，認証基盤の整備を進める。運 措置」p.27【191】参照
館等の管理業務，駐車場・警備・病院サプライ 用・管理の実施に向け業務ワークフローの検討を
等のアウトソーシングを積極的に図る。 行い，引き続き窓口業務の効率化，予算執行の迅

速化，学生サービスの向上に努める。

（参考） （参考１）
中期目標期間中の人件費総額見込み 273,750百万円 平成２１年度の常勤職員数 ４,４０８人（役員

及び任期付職員を除く ）また，任期付職員数の見込。
みを６１０人とする （任期付職員は，大学の教員等。
の任期に関する法律に基づくもの ）。
（参考２）

平成２１年度の人件費総額見込み ４７，６１１
百万円
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○ 別表１（学部の学科，研究科の専攻等の定員未充
足の状況について）

学士課程

学部の学科名 収容定員 収容数 定員充足率

×100(a) (b) (b)/(a)
(人) (人) (％)

文学部 人文社会学科 ８４０ ９７１ １１６

教育学部 教育科学科 ２８０ ３０９ １１０

法学部 法学科 ６４０ ６９８ １０９

経済学部 経済学科 ５４０
１，１７６ １０９

経営学科 ５４０

理学部 数学科 １８０ ２１７ １２１
物理学科 ３１２

５３０ １１１
宇宙地球物理学科 １６４
化学科 ２８０ ３０５ １０９
地圏環境科学科 １２０
地球惑星物質科学科 ４０ ２１９ １１０
地球物質科学科 ４０
生物学科 １６０ １７９ １１２

医学部 医学科 ６１０ ６５７ １０８
保健学科 ６０８ ６２３ １０２

歯学部 歯学科 ３３０ ３３２ １０１

薬学部 創薬科学科 ２４０
３３９ １０６

薬学科 ８０

工学部 機械知能・航空工学科 ９３６ １，１２５ １２０
情報知能ｼｽﾃﾑ総合学科 ７２９ ７６５ １０５
電気情報・物理工学科 ２４３ ３２３ １３３
化学・バイオ工学科 ４５２ ５０４ １１２
材料科学総合学科 ４５２ ５２３ １１６
建築・社会環境工学科 ４２８ ４５９ １０７

農学部 生物生産科学科 ３６０
６８２ １１４

応用生物化学科 ２４０

学士課程 計 ９，８４４ １０，９３６ １１１

前期（修士）課程

研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

文学研究科
文化科学専攻 ６４ ７２ １１３
言語科学専攻 ２８ ２６ ９３
歴史科学専攻 ４２ ３５ ８３
人間科学専攻 ４４ ３４ ７７

教育学研究科
総合教育科学専攻 ７２ ７６ １０６
教育設計評価専攻 １４ １３ ９３

法学研究科
法政理論研究専攻 ４０ １３ ３３

経済学研究科
経済経営学専攻 １００ １２１ １２１

理学研究科
数学専攻 ７６ ８０ １０５
物理学専攻 １８２ １８１ ９９
天文学専攻 １８ １８ １００
地球物理学専攻 ５２ ５９ １１３
化学専攻 １３２ １４２ １０８
地学専攻 ６４ ５５ ８６

医学系研究科
医科学専攻（修士課程） ６０ ６５ １０８
障害科学専攻 ５６ ４８ ８６
保健学専攻 ４８ ７６ １５８

歯学研究科
歯科学専攻（修士課程） １２ ２２ １８３

薬学研究科
創薬化学専攻 ４４ ５４ １２３
医療薬科学専攻 ３８ ７８ ２０５
生命薬学専攻 ３２ ４０ １２５

工学研究科
機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ工学専攻 ８０ １０６ １３３
ナノメカニクス専攻 ９２ ８８ ９６
航空宇宙工学専攻 １００ １３４ １３４
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量子エネルギー工学専攻 ７６ ８４ １１１
電気・通信工学専攻 １２６ １４８ １１７
電子工学専攻 １０２ １１１ １０９
応用物理学専攻 ６４ ５６ ８８
応用化学専攻 ５２ ６０ １１５
化学工学専攻 ６８ ５６ ８２
バイオ工学専攻 ３８ ４５ １１８
金属フロンティア工学専攻 ５２ ６０ １１５
知能デバイス材料学専攻 ７４ ８５ １１５
材料システム工学専攻 ６０ ６８ １１３
土木工学専攻 ８６ ９０ １０５
都市・建築学専攻 ９０ １１６ １２９
技術社会システム専攻 ４２ ３１ ７４
バイオロボティクス専攻 ７０ ５７ ８１

農学研究科
資源生物科学専攻 ７１ ９０ １２７
応用生命科学専攻 ６９ ７４ １０７
生物産業創成科学専攻 ６６ ９０ １３６

国際文化研究科
国際地域文化論専攻 ３０ ２３ ７７
国際文化交流論専攻 ４０ ５５ １３８
国際文化言語論専攻 ２６ ９ ３５

情報科学研究科
情報基礎科学専攻 ６９ ７６ １１０
システム情報科学専攻 ６７ ９１ １３６
人間社会情報科学専攻 ６０ ６５ １０８
応用情報科学専攻 ６４ ６８ １０６

生命科学研究科
分子生命科学専攻 ５８ ７９ １３６
生命機能科学専攻 ７６ ６６ ８７
生態システム生命科学専攻 ７８ ６７ ８６

環境科学研究科
環境科学専攻 １３０ ２０５ １５８

医工学研究科
医工学専攻 ６２ ６２ １００

教育情報学教育部
教育情報学専攻 ２４ ３２ １３３

前期（修士）課程 計 ３，４８０ ３，８５５ １１１

後期（博士）課程

研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

文学研究科
文化科学専攻 ４８ ８３ １７３
言語科学専攻 ２１ ３２ １５２
歴史科学専攻 ３３ ５７ １７３
人間科学専攻 ３３ ４７ １４２

教育学研究科
総合教育科学専攻 ５２ ８４ １６２
教育設計評価専攻 ４ ８ ２００

法学研究科
法政理論研究専攻 ６０ ２２ ３７

経済学研究科
経済経営学専攻 ６０ ７１ １１８

理学研究科
数学専攻 ５４ ３６ ６７
物理学専攻 １３８ ７９ ５７
天文学専攻 １２ ９ ７５
地球物理学専攻 ３９ ３７ ９５
化学専攻 ９９ ６３ ６４
地学専攻 ４８ ２８ ５８

医学系研究科
医科学専攻（博士課程） ５４８ ５４７ １００
障害科学専攻 ３４ ３３ ９７

歯学研究科
歯科学専攻（博士課程） １８８ １４６ ７８

薬学研究科
創薬化学専攻 ３０ １５ ５０
医療薬科学専攻 ２７ ３０ １１１
生命薬学専攻 ２１ １５ ７１

工学研究科
機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ工学専攻 ４２ ２２ ５２
ナノメカニクス専攻 ２８ ５２ １８６
航空宇宙工学専攻 ３８ ３６ ９５
量子エネルギー工学専攻 ３７ ２９ ７８
電気・通信工学専攻 ５４ ５８ １０７
電子工学専攻 ４９ ５０ １０２
応用物理学専攻 ３４ ２６ ７６
応用化学専攻 ２４ ２４ １００
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化学工学専攻 ２４ ２８ １１７
バイオ工学専攻 １７ １７ １００
金属フロンティア工学専攻 ２４ ２７ １１３
知能デバイス材料学専攻 ３２ ５２ １６３
材料システム工学専攻 ２６ ３１ １１９
土木工学専攻 ３８ ３８ １００
都市・建築学専攻 ２８ ３６ １２９
技術社会システム専攻 ３９ ５８ １４９
バイオロボティクス専攻 ３１ １９ ６１

農学研究科
資源生物科学専攻 ４７ ４１ ８７
応用生命科学専攻 ４５ ３３ ７３
生物産業創成科学専攻 ３７ ２４ ６５

国際文化研究科
国際地域文化論専攻 ３３ ２９ ８８
国際文化交流論専攻 ４８ ４４ ９２
国際文化言語論専攻 ３３ ２９ ８８

情報科学研究科
情報基礎科学専攻 ４１ ４０ ９８
システム情報科学専攻 ３９ ２２ ５６
人間社会情報科学専攻 ３８ ４１ １０８
応用情報科学専攻 ３８ ２９ ７６

生命科学研究科
分子生命科学専攻 ３９ １８ ４６
生命機能科学専攻 ５１ ３０ ５９
生態システム生命科学専攻 ５１ ４６ ９０

環境科学研究科
環境科学専攻 ９６ １１４ １１９

医工学研究科
医工学専攻 ２０ ３２ １６０

教育情報学教育部
教育情報学専攻 １５ １８ １２０

後期（博士）課程 計 ２，７８５ ２，６３５ ９５

専門職学位課程

研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

法学研究科
総合法制専攻（法科大学院） ３００ ２５０ ８３
公共法政策専攻 ６０ ４２ ７０

経済学研究科
会計専門職専攻 ８０ ７６ ９５

専門職学位課程 計 ４４０ ３６８ ８４

歯学部附属歯科技工士学校

研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

歯学部附属歯科技工士学校 ４０ ３５ ８８

○ 計画の実施状況等
定員充足率が90％未満である理由

前期（修士）課程

研究科の専攻等名 理 由

文学研究科

歴史科学専攻 文学研究科前期課程の主な受験者である本学
部学生の所属専修を決定する際に，歴史科学
専攻に進学するコースである各専修に所属す
る学生数が収容定員を下回る状況が続いてい
るため本学部学生の受験者が少なかったこと
及び他大学の受験者が多かったが合格率が低
かったため。

人間科学専攻 人間科学専攻に進学するコースである各専修
に所属する本学部学生数は歴史科学専攻より
も多かったが，進学よりも就職する者が多か
ったため受験者が少なかったこと及び他大学
の受験者が多かったが合格率が低かったた
め。

法学研究科

法政理論研究専攻 法政理論研究専攻は，いわゆる研究大学院で
あるが，法科大学院および公共政策大学院の
専門職大学院への進学者増加の反面として，
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進学者減少傾向が続いていることによる。

理学研究科

地学専攻 他部局，他大学への入学者及び就職者が多か
ったため。

医学系研究科

障害科学専攻 障害科学専攻は，研究領域の専門性が高く，
医療現場での社会人経験を踏まえて志願する
者が多い。
このため，医療機関等への入学案内の拡充不
足，社会人入学者に対する履修環境の整備不
足などが考えられる。

工学研究科

応用物理学専攻 １０月入学を実施していることから，不足分
を充足できる。

化学工学専攻 化学系３専攻で系別入試を行っていることか
， 。ら 系のトータルでは充足率を満たしている

また，不足分については１０月入学で充足で
きる。

技術社会システム専攻 １０月入学を実施していることから，不足分
を充足できる。

バイオロボティクス専攻 平成２０年度に設置された医工学研究科への
教員定員の異動等に伴う学生の転科したこと
に伴うもの及び１０月入学を行っていること
から不足分を補うことができる。

国際文化研究科

国際地域文化論専攻 留学生の志願者が従来は半数以上を占めてい
たが，経済的低迷により志願者が激減した。

国際文化言語論専攻 留学生の志願者が従来は半数以上を占めてい
たが，経済的低迷により志願者が激減した。

生命科学研究科

生命機能科学専攻 専攻毎ではなく，全体の順位で合格者を決定
するため，年度により専攻の合格者にばらつ
きがある。

生態システム生命科学専攻 専攻毎ではなく，全体の順位で合格者を決定
するため，年度により専攻の合格者にばらつ

きがある。

後期（博士）課程

研究科の専攻等名 理 由

法学研究科

法政理論研究専攻 法政理論研究専攻の主たる進学希望者は，
法学・政治学の研究者を志す者であるが，法
科大学院・公共政策大学院の設置により，そ
れらの者が減少したことによる。なお，本専
攻では，10月入学および法科大学院修了者対
象の入試など，進学者数の回復策をすでに導
入しており，平成２１年度には，後期課程に
３名の入学者があった。また，グローバルＣ
ＯＥの一環として，クロスナショナルドクト
ラルコースを設け，海外からの学生の受け入
れを推進する方策を新たに採り，平成２１年
度には９名の学生を受け入れた。

理学研究科

数学専攻 博士課程（後期）修了後の就職先が少なく，
学生が進学するのに不安を感じるため。

物理学専攻 専攻内の修士課程の学生の博士課程後期への
進学率の低下が充足率の低下にそのまま結び
付いている。博士課程修了後の就職に対する
不安感が，学生に進学を躊躇させている。さ
らに，ここ数年の不況が，早く安定した職に
就きたいという傾向に拍車をかけていると考
えられる。専攻でも様々なキャリアパス支援
活動を行っており，博士の就職状況は悪いわ
けではない。ただし，アカデミックポストの
場合はポスドクに比べパーマネントポストの

， ，数はそれほど多くないため 博士課程修了後
直ちにそうしたポストに就くことのできる学
生は少ない。また，そのような状況が過度に
喧伝されているために，アカデミックポジシ
ョンへの志向が強い当専攻の学生は，進学を
ためらっている可能性がある。学生の学位取
得状況やその後の活躍などから高い質は維持
していると判断できる。

天文学専攻 年度による違いが相当あるが，研究職に就く
ことの困難さが進学率低下となって表れてい
ると推測される。しかし学位取得者の相当数
は順調に研究職についているので，質の高さ



- 125 -

東北大学

は維持していると考えている。

化学専攻 昨年度までは景気が良くて，修士課程修了後
の就職がよく，一方，博士課程修了後の就職
はあまり良くないために，博士課程への進学
者が少なかった。

地学専攻 近年，修士修了後に，特に資源関連企業に就
職するケースが多い傾向があるため。

歯学研究科

歯科学専攻（博士課程） 平成18年度から卒後研修の義務化に伴い，当
該年度の卒業者が大学院に入学せず研修医に
なった影響による。

薬学研究科

創薬化学専攻 企業は修士課程修了者の求人が多く 後期 博， （
） 。士 に進学する者が少なくなったためである

生命薬学専攻 企業は修士課程修了者の求人が多く 後期 博， （
） 。士 に進学する者が少なくなったためである

工学研究科

機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ工学専攻 １０月入学を行っており、一定数の入学者が
見込まれる。
退職教員（予定）がおり，当該講座において
学生募集を行っていないため。

量子エネルギー工学専攻 早期修了者（社会人等）が多くいたため。ま
た，１０月入学を行っており，一定数の入学
者が見込まれる。

応用物理学専攻 １０月入学を行っており、一定数の入学者が
見込まれる。

バイオロボティクス専攻 平成２０年度に設置された医工学研究科への
教員の異動等に伴う学生の転科による。１０
月入学を行っていることから不足分を補うこ
とができる。

農学研究科

資源生物科学専攻 近年は，博士後期課程の主な就職先であった
国公立の試験研究期間の採用数が減少し，採
用されても任期付き等身分の不安定さがあ
る。そのため，博士後期課程への進学を見合
わせるケースが増えたためと推察される。

応用生命科学専攻 理由は，単一ではなく複数が関連していると
思われる。たとえば，
１）多くの前期課程の院生は後期課程におけ
る真の研究の魅力を実感するまえに，就職活
動を開始せざるを得ない状況にある。２）現
下の世界経済不況が，これに追い討ちを掛け
ている。３）大学院生に対する現在のｻﾎﾟｰﾄ
システムでは，自立志向の大学院生が安心し
て進学を選択できる内容にはなっていない。
４）博士号取得のメリットが十分発揮される
社会の仕組みではない。５）本専攻に関連し
た特段の理由があるとは考えていない。

生物産業創成科学専攻 博士課程修了者のポスト不足による就職への
不安感があることに加えて，もともと就職に
は修士課程修了者が有利という考えがある上
に，景気の減退により採用状況の好転が見込
めない状況下では就職できるうちに就職しよ
うという判断が強く働き，修士課程修了後直
ちに企業等に就職する学生が多くなっている
ためと思われる。

国際文化研究科

資源生物科学専攻 経済的低迷により前期課程修了者の進学者が
減少し，また編入学者も減少した。

国際文化言語論専攻 経済的低迷により前期課程修了者の進学者が
減少し，また編入学者も減少した。

情報科学研究科

システム情報科学専攻 前期２年の課程の修了者の就職希望者が多く
進学率が低いことと，編入学志願者の学力が
水準に達しなかったため。

応用情報科学専攻 前期２年の課程の修了者の就職希望者が多く
進学率が低いことと，編入学志願者の学力が
水準に達しなかったため。

生命科学研究科

分子生命科学専攻 経済的理由によるものと前期課程学生の就職
希望者が多かったため。

生命機能科学専攻 経済的理由によるものと前期課程学生の就職
希望者が多かったため。
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専門職学位課程

研究科の専攻等名 理 由

法学研究科

総合法制専攻 法科大学院 定員充足率が低い理由は，法科大学院の修業（ ）
年限が３年のところ，法学既修者が２年で修
了することによる。法科大学院の入学定員１
００名の募集上の目安は，法学既修者55名，
未修者45名であり，そこから導かれる定員は
245名となる （ 法学既修者 55名×2年］＋。［
［法学未修者 45名×3年 ）］
この定員で計算すると，法科大学院の定員充
足率は102％となる。

公共法政策専攻 志願者数が減少したところ，アドミッション
ポリシーに従って選抜を行った結果，入学者
数が減少した。追加募集を行ったが，入学辞
退者数が予想外に多かったため，定員を下回
るに至った。現在，回復策として入試制度改
革を行った結果，２０１０年入学予定者が３
１名と募集人員を若干上回り，２０１０年４
月段階では，定員充足率は９０％を上回る予
定である。

歯学部附属歯科技工士学校

研究科の専攻等名 理 由

歯学部附属歯科技工士学校 平成20・21年度の受験者数は入学定員を上回
っていたが，高い能力と歯科技工士としての
適性を持つ者を選抜した結果，定員を下回っ
たものである。

年度計画に記載していない改組前の学科に所属する者

学部の学科名 収容数

薬学部 総合薬学科 １１

工学部 機械知能系 １
機械知能工学科 １
機械電子工学科 １
通信工学科 １
情報工学科 １
応用物理学科 ６

化学・バイオ系 ３
マテリアル・開発系 ２
材料加工学 １
土木工学科 ３

学士課程 計 ３１

年度計画に記載していない改組前の専攻に所属する者

前期（修士）課程

収容数研究科の専攻等名

法学研究科 トランスナショナル法政策専攻 １

前期（修士）課程 計 １

後期（博士）課程

収容数研究科の専攻等名

法学研究科 トランスナショナル法政策専攻 １２

経済学研究科 経済学専攻 ４
現代応用経済科学専攻 １

工学研究科 機械知能工学専攻 ２
機械電子工学専攻 １
地球工学専攻 １

農学研究科 資源環境経済学専攻 １

後期（博士）課程 計 ２２



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成20年度） ※休学者（Ｇ）のうち（Ｉ）に該当する者は計上していない。

（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

文学部 840 956 14 0 0 0 15 80 71 881 105%

教育学部 280 304 5 0 0 0 3 7 5 298 106%

法学部 640 714 2 0 0 0 6 50 34 679 106%

経済学部 1,080 1,197 15 6 1 0 19 72 66 1,121 104%

理学部 1,296 1,458 7 1 0 0 26 67 57 1,383 107%

医学部 1,208 1,260 3 0 0 0 20 38 31 1,211 100%

歯学部 330 325 0 0 0 0 2 0 0 323 98%

薬学部 320 352 4 1 0 0 2 20 19 330 103%

工学部 3,240 3,723 72 44 23 0 45 139 125 3,496 108%

農学部 600 664 0 0 0 0 7 19 16 641 107%
（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

文学研究科 313 409 44 11 0 0 95 161 108 230 73%

教育学研究科 141 168 20 5 0 0 18 42 24 128 91%

法学研究科 460 372 12 0 0 0 9 47 31 333 72%

経済学研究科 240 263 89 9 0 0 18 41 30 215 90%

理学研究科 914 781 39 18 1 9 17 58 54 689 75%

医学系研究科 717 759 59 20 1 0 43 76 49 657 92%

歯学研究科 200 179 7 1 0 0 8 8 4 166 83%

薬学研究科 192 226 12 8 0 0 2 6 6 210 109%

工学研究科 1,842 2,009 240 89 0 6 54 98 72 1,806 98%

農学研究科 332 376 26 11 3 0 11 22 15 339 102%

国際文化研究科 210 197 75 11 0 0 45 60 40 122 58%

情報科学研究科 411 427 65 30 3 0 28 71 54 323 79%

生命科学研究科 353 320 22 10 1 0 5 17 13 291 82%

環境科学研究科 226 312 49 15 1 0 19 45 41 238 105%

医工学研究科 41 54 5 1 0 0 0 3 3 50 122%

教育情報学教育部 39 42 10 0 0 0 1 6 5 36 92%

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

学部・研究科等名 留年
者数
（Ｈ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

外国人
留学生数

（Ｃ）

収容数
（Ｂ）

休学
者数
（Ｇ）

収容定員
（Ａ）
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成21年度） ※休学者（Ｇ）のうち（Ｉ）に該当する者は計上していない。

（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

文学部 840 971 15 0 0 0 22 91 74 887 106%

教育学部 280 309 5 0 0 0 3 11 9 297 106%

法学部 640 698 3 0 0 0 4 40 35 659 103%

経済学部 1,080 1,176 16 8 2 0 21 65 61 1,101 102%

理学部 1,296 1,450 9 3 0 0 14 62 51 1,384 107%

医学部 1,218 1,280 6 0 0 0 23 49 43 1,218 100%

歯学部 330 332 0 0 0 0 2 6 5 325 98%

薬学部 320 350 3 1 0 0 4 16 15 332 104%

工学部 3,240 3,719 69 41 23 0 40 133 115 3,515 108%

農学部 600 682 1 0 0 0 4 34 32 649 108%
（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

文学研究科 313 386 49 15 0 0 87 146 88 229 73%

教育学研究科 142 181 27 4 0 0 21 46 31 136 96%

法学研究科 460 340 7 1 0 0 10 29 22 308 67%

経済学研究科 240 273 98 10 0 0 14 68 61 194 81%

理学研究科 914 787 45 25 3 8 20 51 39 701 77%

医学系研究科 746 769 57 22 1 0 52 76 53 654 88%

歯学研究科 200 168 7 2 0 0 6 14 14 146 73%

薬学研究科 192 232 10 3 0 0 4 7 7 219 114%

工学研究科 1,837 2,002 247 81 3 3 65 111 84 1,791 97%

農学研究科 335 353 26 11 5 0 7 24 18 318 95%

国際文化研究科 210 189 80 8 0 0 37 67 43 123 59%

情報科学研究科 416 432 79 28 2 0 27 52 35 347 83%

生命科学研究科 353 306 19 8 1 0 7 12 11 279 79%

環境科学研究科 226 319 54 14 2 0 22 37 29 258 114%

医工学研究科 82 94 6 1 0 0 0 0 0 93 113%

教育情報学教育部 39 50 12 2 0 0 2 8 8 39 100%

学部・研究科等名 留年
者数
（Ｈ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

外国人
留学生数

（Ｃ）

収容数
（Ｂ）

休学
者数
（Ｇ）

収容定員
（Ａ）

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）
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